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Ⅰ 審議事項 

  放送システム委員会では、情報通信審議会諮問第２０２３号「放送システムに

関する技術的条件」における「放送事業用無線局の高度化のための技術的条件」

のうち「超高精細度テレビジョン放送のための 1.2GHz帯及び 2.3GHz帯を使用す

る放送事業用無線局（FPU）の技術的条件について」、検討を行った。 

Ⅱ 委員会及び作業班の構成 

  別紙１のとおり。 

  なお、検討の促進を図るため、放送システム委員会の下に 1.2/2.3GHz帯 FPU

高度化作業班を設置した。（別紙２） 

Ⅲ 審議経過 

 （１）放送システム委員会での検討 

  ア 第 63回（平成 30年 6月 22日） 

    1.2/2.3GHz帯 FPUの４Ｋ・８Ｋ対応に係る高度化検討について、委員会の

運営方法、審議方針、検討項目及び審議スケジュール等について検討を行っ

た。検討開始の報告及び審議の促進を図るための「1.2/2.3GHz帯 FPU高度化

作業班」の設置について承認がなされ、作業班主任として高田専門委員が指

名された（作業班構成員については、別紙３）。 

    また、1.2/2.3GHz帯 FPUの４Ｋ・８Ｋ対応に係る技術的条件について、放

送システム委員会において広く一般から意見陳述の機会を設けるため、平成

30年６月 25日から同年７月 25日までの間、募集を行った（募集の結果、意

見陳述の希望はなかった。） 

  イ 第 66回（平成 31年４月 25日） 

    1.2/2.3GHz帯 FPU高度化作業班からの報告を受けて、放送システム委員会

報告（案）について審議を行った。また、当該報告（案）について、広く意

見を求めることとし、平成 31年 4月 27日から翌月末までの間、パブリック

コメントを行うこととした。 

  ウ 第 67回（令和元年６月 13日） 

    パブリックコメントの結果を踏まえ、超高精細度テレビジョン放送のため

の 1.2GHz帯及び 2.3GHz帯を使用する放送事業用無線局（FPU）の技術的条

件について、委員会報告のとりまとめを行った。 

 （２）1.2/2.3GHz帯 FPU高度化作業班での検討 

  ア 第１回作業班（平成 30年７月 18日） 

    作業班の調査・検討の進め方、1.2/2.3GHz帯 FPUの運用状況、高度化に関

する提案とその要求条件について検討を行った。また、今後の検討スケジュ

ールを確認した。 
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  イ 第２回作業班（平成 30年 10月４日） 

    基本的な技術的条件並びに共用検討の考え方の整理及び対象となる無線シ

ステム現状等について確認、検討を行った。 

 

  ウ 第３回作業班（平成 30年 12月 18日） 

    共用検討、電波防護指針への適合性及び第３回までの検討を踏まえ、作業

班報告書骨子（案）について検討を行った。 

  エ 第４回作業班（平成 31年４月３日） 

    総合試験の結果について、確認を行った。また、超高精細度テレビジョン

放送のための 1.2GHz帯及び 2.3GHz帯を使用する放送事業用無線局（FPU）

の技術的条件について、作業班報告のとりまとめを行った。 

Ⅳ 検討概要（別添１） 
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（別紙１） 

 

情報通信技術分科会 放送システム委員会 構成員 

 

 

(敬称略) 

氏 名 主要現職 

主査 

委員 
伊丹 誠  東京理科大学 基礎工学部 電子応用工学科 教授 

主査代理 

専門委員 
都竹 愛一郎  名城大学 理工学部 教授 

委員 村山 優子  津田塾大学 数学・計算機科学研究所 特任研究員 

専門委員 井家上 哲史  明治大学 理工学部 教授 

〃 上園 一知  一般社団法人日本ケーブルラボ 実用化開発部 主任研究員 

〃 大矢 浩  一般社団法人日本 CATV技術協会 副理事長 

〃 甲藤 二郎  早稲田大学 基幹理工学部 教授 

〃 門脇 直人  国立研究開発法人情報通信研究機構 理事 

〃 後藤 薫 
 国立研究開発法人情報通信研究機構 電磁波研究所  

 電磁環境研究室 研究マネージャー 

〃 関根 かをり  明治大学 理工学部 教授 

〃 高田 潤一 
 東京工業大学 副学長（国際連携担当）、環境・社会理工学院  

 教授 

〃 丹 康雄 
 北陸先端科学技術大学院大学 副学長（リカレント教育担当）、 

 先端科学技術研究科 教授 

〃 野田 勉  スターキャット・ケーブルネットワーク(株) 上席主任研究員 

〃 松井 房樹  一般社団法人電波産業会 代表理事・専務理事・事務局長 

〃 山田 孝子  関西学院大学 総合政策学部 教授 
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（別紙２） 

 

 

1.2/2.3GHz帯 FPU高度化作業班の設置要綱について 

 

放送システム委員会における「放送システムに関する技術的条件」のうち「放送事

業用無線局の高度化のための技術的条件」に関し、1.2GHz帯及び2.3GHz帯を使用す

る放送事業用無線局（FPU）の高度化のための技術の導入の検討に必要となる情報を

収集し、技術的条件の検討を促進させるために、「1.2/2.3GHz帯FPU高度化作業班」を

設置することとする。 

 

１ 作業班の運営等 

(１) 作業班の会議は、主任が招集する。 

(２) 作業班に主任代理を置くことができ、主任が指名する者がこれに当たる。 

(３) 主任代理は、主任が不在のとき、その職務を代行する。 

(４) 主任は、作業班の調査及び議事を掌握する。 

(５) 主任は、会議を招集する時は、構成員にあらかじめ日時、場所及び議題を通

知する。 

(６) 特に迅速な調査を必要とする場合であって、会議の招集が困難な場合、主任

は電子メールによる調査を行い、これを会議に代えることができる。 

(７) 主任は、必要があるときは、会議に必要と認める者の出席を求め、意見を述

べさせ、又は説明させることができる。 

(８) 主任は、必要と認める者からなるアドホックグループを設置することがで

きる。 

(９) 作業班において調査された事項は、主任がとりまとめ、これを委員会に報告

する。 

(10) その他、作業班の運営については、主任の定めるところによる。 

 

２ 会議の公開 

会議は、次の場合を除き、公開する。 

(１) 会議を公開することにより当事者又は第三者の権利、利益や公共の利益を

害するおそれがある場合。 

(２) その他、主任が非公開とすることを必要と認めた場合。 

 

３ 事務局 

作業班の事務局は、情報流通行政局放送技術課が行う。 
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（別紙３） 

情報通信審議会 情報通信技術分科会 

放送システム委員会 1.2/2.3GHz帯FPU高度化作業班 構成員 

（敬称略） 

氏 名 所属・役職 

高田 潤一 

（主任） 
 東京工業大学 副学長（国際連携担当）、環境・社会理工学院 教授 

居相 直彦 
 一般社団法人電波産業会 素材伝送開発部会 

  地上無線素材伝送作業班 主任 

井上 貴史 
 株式会社テレビ朝日 技術局 運用統括センター 

インターネット運用技術 担当部長 

大槻 知明 

（主任代理） 
 慶應義塾大学 理工学部 情報工学科 教授 

岡田 寛正  株式会社ＴＢＳテレビ 技術局 放送設備計画部 

川村 和也 
 国土交通省 航空局 交通管制部 管制技術課 

  航行支援技術高度化企画室 管制技術調査官 

甲田 乃次  一般社団法人特定ラジオマイク運用調整機構 テクニカルチーフ 

成澤  慶 
 内閣府 宇宙開発戦略推進事務局 

  準天頂衛星システム戦略室 参事官補佐 

斉藤  一  株式会社テレビ東京 技術局 技術開発部 副部長 

佐藤  誠  日本テレビ放送網株式会社 技術統括局 技術開発部 専任部次長 

鈴木 健児  日本放送協会 技術局 計画部 副部長 

髙井 正興  一般社団法人日本アマチュア無線連盟 電磁環境委員会 委員長 

高田  仁  一般社団法人日本民間放送連盟 企画部 専任部長 

仲田 樹広  株式会社日立国際電気 事業企画本部 次世代技術開発部 副技師長 

平沢  修 
 池上通信機株式会社 システムセンター 伝送システム部 

  通信機課 課長 

福田 立基 
 株式会社フジテレビジョン 技術局 制作技術センター 

  映像部 中継担当部長 

光山 和彦  日本放送協会 放送技術研究所 伝送システム研究部 上級研究員 

安江 信一 
 ＮＥＣプラットフォームズ株式会社 

  ワイヤレスシステム事業部ＲＦ開発グループ 主任 
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（別添１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 検討概要 
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第１章 審議の背景 

 超高精細度テレビジョン放送については、「４Ｋ・８Ｋロードマップに関するフ

ォローアップ会合」（座長：伊東晋 東京理科大学理工学部教授）において、その

ロードマップの具体化に、「2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の

数多くの中継が４Ｋ・８Ｋで放送されている」ことなどが目標となされた。 

 このような状況の中、放送番組素材中継に必要な無線システムである FPU（Field 

Pickup Unit）についても、４Ｋ・８Ｋに対応できる伝送技術の導入が求められて

おり、固定的利用に適したマイクロ波帯（5.9～13GHz帯）FPUについては、平成 29

年７月に４Ｋ・８Ｋに対応する制度整備が行われた。 

 そこで、今般、マラソン等ロードレースにおける移動中継に適した 1.2/2.3GHz

帯周波数を使用する FPUについて、現行の２Ｋに加えて、４Ｋ・８Ｋでの伝送が可

能とする高度化を図るため、必要な技術的条件の検討を行ったものである。 

 

第２章 審議に当たっての考え方 

２．１ 1.2/2.3GHz帯におけるＦＰＵの高度化に関する技術 

 ４Ｋ・８Ｋ映像の伝送には、従来以上の伝送ビットレートが必要であり、高い伝

送効率、高い信頼性を同時に満足する伝送方式の開発が求められる。また、周波数

共用の観点からは、他の無線システムと共用できることも必要になる。 

 このような伝送方式の実現に向けて、総務省では、は平成 26～29年度にかけ

て、「次世代映像素材伝送の実現に向けた高効率周波数利用技術に関する研究開

発」を実施し、SVD(Singular Value Decomposition)-MIMO方式による４Ｋ・８Ｋ用

の 1.2/2.3GHz帯 FPUの開発が進められてきた。 

図１ MIMO技術の技術動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

MIMO（Multiple-Input Multiple-Output）技術
複数の送受信アンテナを用いることにより、多重伝搬路（空間多重）を積極的に
利用して伝送容量を高めること、又は伝送品質を高めることができる方式
 複数の送信アンテナから出力される信号は、時間と空間の領域を用いて同一周波数に多重され

て伝送されるため、周波数利用効率のよい伝送方式が実現可能

 同一周波数に多重された信号（ストリームと呼ぶ）は、各ストリームが互いに干渉して受信されるが、
受信側の信号処理により各ストリームを分離、検出して復号可能

マルチストリーム伝送 シングルストリーム伝送

SISO
（Single-Input

Single-Output）
送受信ともに
１本のアンテナ

複数の伝搬路で
異なる情報を伝送し
伝送容量を拡大

複数の伝搬路で
一つの情報を伝送し
確実に情報を伝送
（ダイバーシチ利用）

時空間符号空間多重

時空間ブロック符号(STBC)

時空間トレリス符号(STTC)
従
来
方
式

固有モード伝送(SVD)

高
度
化
方
式 伝搬路状態情報(CSI)

を送信側が保有
（受信側からのフィードバックが必要）

↓
送信側の電力や変調方式を

適切に制御※することが可能になり、
優れた特性を得ることが可能

※伝搬路を特異値分解(SVD)し、
送受信ウェイトを各固有モードを実現する
固有ベクトルとすることで、固有値数分の
並列伝送が可能となる

伝搬路状態情報(CSI)
を送信側が保有しない
（受信側のみが保有）

↓
送信側は受信側の状況によらず
一定の方法で送信せざるを得ず、

伝搬路の状態によっては
伝送が破綻する可能性

CSI : Channel State Information
SVD : Sigular Value Decomposition
STBC : Space-Time Block Code
STTC : Space-Time Trellis Code
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 一方、その導入のおいては、既存ＦＰＵとの周波数共用が必要であり、占有周波

数帯幅及び空中線電力を既存システムと同等のものとしなければならない。そのた

め、今回は、①適応送信制御を可能とする SVD-MIMO方式、②伝送路に応じて誤り

訂正符号の符号化率を適応制御するレートマッチング技術により伝搬環境の変動に

応じて動的に伝送パラメータを変更する仕組みを導入し、OFDMのサブキャリアの変

調多値数を最大 4096QAMとすることも合わせ、伝送容量を確保する検討を行ったも

のである。 

 ① SVD-MIMO方式 

   SVD-MIMO方式では、マルチパスを活用して複数の伝搬経路を形成し、情報量

の大きな信号を分割して伝送することで伝送容量の拡大を図っている。複数の

伝搬経路を形成するために、受信側で伝搬特性を解析し、送信側にフィードバ

ックすることにより、移動中継での伝搬特性の変動に追従し最適な伝搬経路を

形成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図２ SVD-MIMO技術のイメージ 

移動局 基地局

ストリーム1

ストリーム2

ストリーム3

ストリーム4

送信ビーム 受信ビーム

制御情報をフィードバック（TDD）
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   変動する伝搬路に応じて MIMOストリーム数や変調多値数等の伝送パラメータ

を適応的に変更することで、伝送路を無駄なく効率的に使用することで大容量

伝送を実現するものである。 

 ② レートマッチング技術 

   レートマッチングは、ビットパンクチャ（間引き）により、伝搬環境に応じ

て誤り訂正符号の可変符号化率を実現する技術である。 

   従来の単向通信方式の FPUのように、符号化率を固定する場合、伝送レート

は一定となる。 

 
図３ レートマッチングのイメージ 

 しかし、移動伝送のように受信品質が変動する伝搬路の場合、受信品質の劣化に

より誤りが発生する可能性がある（図３(a)）。誤りを発生させないためには、十分

に伝送マージンを持った符号化率を設定する必要があった。 

 これに対して、複信方式によるフィードバック回線を用いることで、レートマッ

チングで符号化率を制御することができる。この場合、受信品質に応じてその時点

で誤りが発生しない最大の符号化率を選択することで、伝送マージンを最小限に留

め、伝送レートも向上させることができる（図３(b)）ものである。 

 

  

時間

伝
送

容
量

パリ ティ
ビッ ト受信品質の変動

最悪受信品質でも 誤ら ない
伝送マージンが必要

映像信号
(情報ビッ ト )

受信品質が悪く
なると 誤り が発生

映像信号
(情報ビッ ト )

時間

伝
送

容
量

パリ ティ
ビッ ト

誤り が発生し ないよう に
符号化率を制御

(a )  符号化率を固定する場合

(b )  レート マッ チングで符号化率を制御する場合

・ 従来は符号化率を固定する
必要があっ た

・ 中継コ ース内で最悪の受信
品質でも 誤ら ない伝送マー
ジンが必要

・ 得ら れた受信品質に応じ て、
その時々で誤り が発生し な
い符号化率を設定

・ 伝送マージンを最小限に留
めながら 、 誤り のない伝送
を実現
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２．２ 1.2/2.3GHz帯 FPUの高度化に求める要件と運用モデル 

２．２．１ 1.2/2.3GHz帯 FPUの高度化に求める要件 

 1.2/2.3GHz帯 FPUは、主にロードレース中継等の移動伝送用途として用いられて

おり、４Ｋ・８Ｋ対応するに当たっても同じ役割を果せることが求められ、以下の

要件を満足することが求められる。 

 ① 伝送 

  ・見通し外の移動中継が可能であること。 

  ・送信アンテナが正確に受信アンテナ方向に向かない場合でも、的確な素材伝

送が可能なこと。 

  ・都市部などマルチパス環境下でも的確な素材伝送が可能なこと。 

 ② 伝送距離 

  ・固定中継において 0.1km～50kmの伝送距離を確保できること。 

  ・移動中継において 0.1km～10kmの伝送距離を確保できること。 

 ③ 画質 

  ・高品質な４Ｋ・８Ｋ映像の伝送が可能なこと。 

 ④ その他 

  ・2020年を目途として商用実現可能なものであること。 

  ・従来の 1.2/2.3GHz帯 FPUの技術基準との整合を可能な限り図ること。 

 

２．２．２ 1.2/2.3GHz帯 FPUの運用モデル 

 1.2GHz/2.3GHz帯の現行 FPUは、ロードレースにおける中継車による移動中継、

バイクに搭載したカメラによる映像中継伝送などで利用されている。また、ゴルフ

中継やイベント番組などカメラが移動しながら、選手を追いかけて中継するための

ワイヤレスカメラとして使用されることも多い。 

 ４Ｋ・８Ｋ用 FPUの技術的条件の検討においても同様の運用形態を想定し、現行

FPUと同じ６つの運用モデルを用いて検討を行った。 

 運用モデルの内容を表１に示す。 
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表１ 運用モデル 

運用 

モデル 
利用用途 

送信／ 

受信空中線 

伝搬 

距離 

見通し

外通信

の有無 

利用番組 

モデル

1 

固定中継 

(緊急報道で取材現場や中

継車から受信基地局へ) 

八木アンテナ 

～50km 無 

・情報系番組 

・緊急報道を含む報

道番組 
電磁ホーン 

八木アンテナ 

モデル

2 

移動中継 

(ロードレース中継で中継

車から受信基地局へ) 

コーリニア 

ホイップ 
10km 有 

・ロードレースを含

むスポーツ中継 
八木アンテナ 

モデル

3 

移動中継 

(市街地の比較的近距離

の区間で中継車から受信

基地局へ) 

コーリニア 

ホイップ 
3km 有 

・ロードレースを含

むスポーツ中継、

イベント中継 八木アンテナ 

モデル

4 

移動中継 

(ロードレース中継で中継

車からヘリコプターへ) 

コーリニア 

ホイップ 
～2km 有 

・ロードレースを含

むスポーツ中継 電磁ホーン 

平面アンテナ 

モデル

5 

移動中継 

(FPU 等の機材をカメラマ

ン等の人が背負い、最寄

りの中継車へ) 

コーリニア 

ホイップ 

～1km 有 

・情報系番組 

・緊急報道を含む報

道番組 

・サッカー等を含む

スポーツ中継 

電磁ホーン 

平面アンテナ 

八木アンテナ 

コーリニア 

モデル

6 

移動中継 

(ロードレース中継でバ

イクから中継車へ) 

コーリニア 

ホイップ 

～1km 無 
・ロードレースを含

むスポーツ中継 
電磁ホーン 

平面アンテナ 

コーリニア 

 

 

２．４ 1.2/2.3GHz帯 FPUの高度化に係る検討事項 

 1.2/2.3GHz帯FPUの高度化に際して、現行の技術的条件の改定を要する項目は下

表のとおりであり、占有周波数帯域幅や送信電力、スペクトル特性等の電波の質を

変えずにビットレートを上げるための検討を行っている。 

表２ 現行の技術的条件の改定を要する項目 

 技術的条件 現行1.2/2.3GHz帯ＦＰＵ 高度化用ＦＰＵ 

１ 無線周波数帯 1.2GHz帯及び2.3GHz帯 変更なし 

２ 通信方式 単向通信方式 複信方式（時分割複信）を追加 

３ 電波の型式 X7W 変更なし 

４ 最大伝送容量 105Mbps（フルモード） 

 51Mbps（ハーフモード） 

412Mbps（フルモード） 

203Mbps（ハーフモード） 
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 超高精細度テレビジョン放送用途

（高品質伝送）での利用を可能とす

るため、最大値を以上に規定 

５ 空間多重方式 SISO/STTCｰMIMO SVDｰMIMOの追加（上り回線に導入。

下り回線は現行方式） 

６ キャリア変調

方式 

64QAM、32QAM、16QAM、8PSK、

QPSK、BPSK 

4096QAM、2048QAM、1024QAM、

512QAM、256QAM、128QAM、8QAMを追加 

７ 周波数の許容

偏差 

7×10-6以下 変更なし 

８ 占有周波数 

帯幅 

17.5MHz以下（フルモード）、 

8.5MHz以下（ハーフモード） 

変更なし 

９ 誤り訂正 ・内符号 

 畳み込み符号 (R=1/2、2/3、

3/4、5/6) 

 時空間トレリス符号 (R=1/2) 

・外符号 

リードソロモン符号 

(204,188) または(204,166) 

・内符号 

 ターボ符号を追加 

 (符号化率はレートマッチングによ

り適応的に選択) 

・外符号 

 変更なし。 

10 C/N及びC/N 

配分 

・２Ｋ固定／移動中継 
 (映像ビットレート35Mbps) 

 フルモード・STTC・16QAM 

  所要C/N：11.8dB 

・２Ｋ移動中継 

 (映像ビットレート21Mbps) 

 フルモード・STTC・8PSK 

  所要C/N：9.8dB 

 ハーフモード・偏波MIMO・

32QAM・R=1/2 

  所要C/N：15.8dB 

 
 ※ 映像符号化方式がH264

（AVC）の場合。 

（上り回線） 

・８Ｋ移動中継 
 (映像ビットレート140Mbps)  

 フルモード・16bit変調・R=0.92 

  所要C/N：21.0dB 

・４Ｋ固定中継 
 (映像ビットレート135Mbps) 

 フルモード・16bit変調・R=0.92 

  所要C/N：21.0dB 

・４Ｋ移動中継 
 (映像ビットレート72Mbps) 

 フルモード・10bit変調・R=0.76 

  所要C/N：12.0dB 

 ハーフモード・18bit変調・R=0.87 

  所要C/N：21.5dB 

 ※ 映像符号化方式がH265（HEVC）

の場合 

（下り回線） 

 フルモード/ハーフモード・STTC・

16QAM 

  所要C/N：9.8dB 

11 瞬断率規格、

不稼働率規格 

年間回線瞬断率0.5％ 変更なし 

12 回線設計と

空中線電力 

1.2GHz帯：25W (フルモード) 

    12.5W(ハーフモード) 

2.3GHz帯：40W(フルモード) 

      20W(ハーフモード)
各送信機の高周波増幅部出力の総和 

変更なし 

13 空中線電力の

許容値 

上限：50%以内 

下限：50%以内 
変更なし 

14 送信スペクト

ルマスク 

送信スペクトルマスクのブレー

クポイント等を規定 
変更なし 
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15 スプリアス及

び不要発射 

 変更なし 

16 偏波 水平、垂直、円偏波 変更なし 

17 測定法 周波数、占有周波数帯幅、空中

線電力の許容偏差、スプリアス

発射の強度の許容値及び不要発

射の強度の許容値、スペクトル

マスク 

変更なし 
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第３章 技術的条件の検討 

３．１ 無線周波数帯 

 本技術的条件は、現行 FPUと同じ 1240-1300MHz 及び 2330-2370MHzの周波数帯を

用いる番組素材用の FPUに適用する。 

 チャンネル配置については、以下のとおりである。 

 （1.2GHz帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 （2.3GHz帯） 

 

 

 

 

 

 

図４ チャンネル中心周波数 

３．２ 通信方式 

 今回の高度化検討においては、SVD（Singular Value Decomposition、特異値分

解）-MIMO方式を採用する。同方式は、情報量の大きな信号を分割し複数の伝搬経

路で同時に伝送するが、最適な伝搬経路を形成するため受信側の基地局で電波特性

を解析し、送信側の移動局に制御情報としてフィードバックさせる仕組みが必要で

ある。そのため、今回の高度化方式については、移動局と基地局が同一チャンネル

により映像信号や制御情報などを相互にやりとりできる、時分割複信（TDD: Time 
Division Duplex）方式による複信方式とする。 

 通信路については、移動局から基地局へ伝送する回線を上り回線、基地局から移

動局へ伝送する回線を下り回線とし、移動局と基地局は一体となって動作する。サ

ブフレーム長の組み合わせの例は次の通りである。 

 ・1.9ms(上り) / 0.3ms(下り) 

 ・2.1ms(上り) / 0.3ms(下り) 

 ・3.8ms(上り) / 0.4ms(下り) 

1291

8.5MHz
(ハーフモード)

中心周波数
1252から1291MHzまで

1MHz間隔の周波数

1282125812491240 1300

1291中心周波数
1247.5から1295.5MHzまで

1MHz間隔の周波数

1244.51240 1300

周波数
[MHz]

周波数
[MHz]

1249

8.5MHz
(ハーフモード)... ... 8.5MHz

(ハーフモード)

1295.5

17.5MHz
(フルモード)... ...17.5MHz

(フルモード)
17.5MHz

(フルモード)

1249MHzから 1291MHzまで 
1MHz間隔の周波数 

1244.5MHzから 1295.5MHzまで 
1MHz間隔の周波数 
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３．３ 電波の型式 

 今回の高度化方式は、現行 FPUと同じ直交周波数分割多重(OFDM: Orthogonal 
Frequency Division Multiplexing)方式を使用し、伝送情報も同一であることか

ら、Ｘ７Ｗとする。 

 

３．４ 伝送容量 

 ４Ｋ・８Ｋの番組素材伝送に必要な映像ビットレートについては、ARIBデジタル

放送システム開発部会映像符号化方式作業班と素材伝送開発部会地上無線素材伝送

作業班に設置された、素材伝送用 HEVCコーデック評価 JTGで検討され、ITU-R勧告

BT. 500-13 (01/2012)に規定された二重刺激連続品質尺度（DSCQS）法による画質

評価が行われている。 

 また、「超高精細度テレビジョン放送のためのマイクロ波帯を使用する放送事業

用無線局（FPU）の技術的条件」（平成 29年 3月 31日答申）で示された所要映像ビ

ットレートを基本として、以下のとおりとする。 

 （１）８Ｋ映像信号の移動中継（フルモード） 

    映像ビットレート 140Mbps、TSビットレートは 145Mbps 

 （２）４Ｋ映像信号の固定中継（高品質・フルモード） 

    映像ビットレート 135Mbps、TSビットレートは 145Mbps 

 （３）４Ｋ映像信号の移動中継（フルモード/ハーフモード） 

    映像ビットレート 72Mbps、TSビットレートは 75Mbps 

 （４）８Ｋ映像信号の移動中継（標準品質・フルモード） 

    映像ビットレート 188Mbps、TSビットレートは 220Mbps 

 （５）４Ｋ映像信号の移動中継（標準品質・ハーフモード） 

    映像ビットレート 87Mbps、TSビットレートは 100Mbps 

 なお、実際の映像伝送においては、キャリア変調後にパイロットシンボル区間、

ガードインターバル区間に加え、プリアンブル区間、下り回線区間を含めて付加さ

れるため、４Ｋ・８Ｋ用 FPUに必要な最大伝送容量は、高品質伝送を想定して、フ

ルモードの場合は 412Mbps、ハーフモードの場合は 203Mbpsとする。 

 

３．５ 変調方式 

３．５．１ 多重化方式 

 高ビットレートの映像データを安定的に伝送することが求められるため、現在の

４Ｋ・８Ｋ対応マイクロ波帯 FPUと同じ、直交周波数分割多重方式(OFDM)とする。 

 OFDM 方式はマルチパスフェージングに対する耐性が強いといった方式の特徴があ

ることから、マラソン中継のように従来ではビルの反射等により回線を構成するの

が困難であった状況においても中継が可能となるほか、選手とともに移動しながら

でも超高精細度中継が可能である。 
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３．５．２ 空間多重方式 

 ４Ｋ・８Ｋ用 FPUでは、情報量の大きな信号を分割し複数の伝搬経路で同時に伝

送することができる SVD-MIMO方式を用いる。想定される回線伝送能力を考慮し

て、上り回線に SVD-MIMO方式、下り回線に STTC-MIMO方式（STTC: Space Time 
Trellis Coded、時空間トレリス符号化。現行方式）を使用するものとする。 

 

３．５．３ キャリア変調方式 

 OFDMの各キャリアの変調方式は、以下の変調方式を使用する。括弧内は対応する

ビット数を表す。 

 ・4096QAM (12bit) ※ 

 ・2048QAM (11bit) ※ 

 ・1024QAM (10bit) ※ 

 ・ 512QAM (9bit) ※ 

 ・ 256QAM (8bit) ※ 

 ・ 128QAM (7bit) ※ 

 ・  64QAM (6bit) 

 ・  32QAM (5bit) 

 ・  16QAM (4bit) 

 ・   8PSK (3bit) 

 ・   8QAM (3bit) ※ 

 ・   QPSK、DQPSK (2bit) 

 ・   BPSK、DBPSK (1bit) 

  ※ 印は今回の高度化方式において新たに追加したキャリア変調方式である。 

 

 キャリア変調方式は、伝送路の状況に応じて各 MIMOストリーム(最大 4ストリー

ム)に対して適応的に割り当てる。割り当てビット数の合計は最大 24bitとする。 

 なお、下り回線は、主に制御信号をフィードバックするための回線であり、所要

伝送能力を考慮して、2×4 MIMOの構成、キャリア変調方式を QPSKまたは 16QAMと

する。 

 

３．６ 周波数の許容偏差 

 OFDM方式デジタル FPUでは周波数偏差をガードバンド内に抑える必要がある。送

信周波数の許容偏差は、現行 FPUと同じ、７×10-6 以下とする。 

 

３．７ 占有周波数帯域幅の許容値 

 超高精細度テレビジョン信号の伝送ができる伝送ビットレートを確保し、マイク

ロ波帯 FPUと互換性を保つため、占有周波数帯幅は、情報通信審議会諮問第 110号

（番組中継用デジタル回線の技術的条件）と同じ値とし、フルモードを 17.5MHz以
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下、ハーフモードを 8.5MHz以下とする。 

 

３．８ 回線品質 

３．８．１ 誤り訂正 

 現行の FPUでは単向通信方式であり、生中継における映像素材伝送において、伝

送エラーが発生した場合でも受信側において誤り訂正処理が可能となるよう、送信

側で強力な誤り訂正符号機能を付与している。具体的には、現行方式である SISO

方式（Single-Input Single-Output:１対１の送受信構成）では外符号として短縮

化リードソロモン符号、内符号として畳み込み符号が用いられ、また、MIMO方式で

は、外符号として短縮化リードソロモン符号、内符号として時空間トレリス符号

（STTC）が用いられており、いずれも、誤り訂正の符号化を二重に行うことで訂正

性能の向上を図っている。 

 今回の移動中継向けの４Ｋ・８Ｋ用 FPUでは、上り回線において内符号としてタ

ーボ符号を用いる。ターボ符号は、シャノン限界に近い優れた性能をもち、畳み込

み符号と同様に符号ビットを間引くパンクチャーと呼ばれる手法によって符号化率

を容易に変えることができる特長があり、伝搬路の状況に応じて伝送エラーが生じ

ないよう符号化率を適応的に制御するレートマッチング技術を用いることができる

ものとする。一方、下り回線は、現行 FPU（MIMO方式）と同様、外符号として短縮

化リードソロモン符号、内符号として時空間トレリス符号（STTC）を用いる。 

 

３．８．２ 所要 C/N及び瞬断率 

 ８Ｋ映像信号の移動中継、または４Ｋ映像信号の固定中継（高品質伝送）の場

合、16ビット変調時の内符号復号後のビット誤り率２×10-4を満足する（誤り訂

正：ターボ符号 R=0.92）所要の C/N比の理論値は 17.0dBである。これに送受信装

置の固定劣化 4dBを加え 21.0dBとした。 

 また、４Ｋ映像信号の移動中継の場合、10ビット変調時の内符号復号後のビット

誤り率２×10-4を満足する（誤り訂正：ターボ符号 R=0.76）所要の C/N比の理論値

は 8dBである。これに送受信装置の固定劣化 4dBを加え 12.0dBとした。 

 さらに、年間回線瞬断率については、10GHz以下ではフェージングが支配的とな

ることから、運用環境が同一である現行 FPUと同一の 0.5%とした。 

 表３に４Ｋ・８Ｋ用 FPUの所要 C/Nを示すとともに、比較のために表４に現行

FPUの所要 C/Nを示す。 

  詳細については、参考資料２、参考資料３において説明する。 
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表３ ４Ｋ・８Ｋ用 FPUの所要 C/N 

回線・利用用途 パラメータ 所要 C/N 

上り回線 

８Ｋ移動中継 

(映像ビットレート 140Mbps※1) 

フルモード、16bit変調 

R=0.92 
21.0dB 

４Ｋ固定中継 

(映像ビットレート 135Mbps※1) 

フルモード、16bit変調 

R=0.92 
21.0dB 

４Ｋ移動中継 

(映像ビットレート 72Mbps※1) 

フルモード、10bit変調 

R=0.76 
12.0dB ※2 

ハーフモード、18bit変調 

R=0.87 
21.5dB 

下り回線 
フル/ハーフモード 

STTC-MIMO、16QAM 

9.8dB 

(4受信) 

 ※1 放送システム委員会報告（平成 29年 3月 31日）を参照。映像符号化方式が H.265（HEVC）

の場合 

 ※2 現行 FPUと同等 

表４ 現行 FPUの所要 C/N 

回線・利用用途 パラメータ 所要 C/N 

上り回線 

２Ｋ固定/移動中継 

(映像ビットレート 35Mbps※3) 

フルモード、STTC-MIMO 

16QAM 
11.8dB 

２Ｋ移動中継 

(映像ビットレート 21Mbps※3) 

フルモード、STTC-MIMO 

8PSK 
 9.8dB 

ハーフモード、偏波 MIMO 

32QAM、R=1/2 
15.8dB 

 ※3 映像符号化方式が H.264の場合。 

 

３．９ 空中線電力 

３．９．１ 回線設計と空中線電力 

 回線設計については、表１に示した運用モデルを用いて検討した。それぞれ、参考

資料 5に４Ｋ・８Ｋ用 FPUの回線設計の例を示す。 

空中線電力については現行 FPU と同一として、各送信機の高周波増幅部出力の総

和を以下の通りとする。 

表５ 送信空中線電力許容値 

周波数帯 フルモード ハーフモード 

1.2GHz帯 25W 12.5W 

2.3GHz帯 40W 20W 

 

３．９．２ 空中線電力の許容偏差 

 送信空中線電力の許容偏差は、無線設備規則第 14 条第１項表中６の項を適用し、

「上限 50％、下限 50％の範囲内」とする。 
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３．９．３ 送信スペクトルマスク 

 送信電力のスペクトル特性については、現行 FPUと同一の特性とする。隣接チャ

ンネルへの干渉を考慮してフルモードについては f0±9MHz、ハーフモードについて

は f0±4.5MHzにおいて規定することとし、サイドローブ特性の減衰量は-37dBとし

た。また、既存の無線システム等との共用条件や運用に関する注意事項を明確化す

るための送信スペクトルマスクについても、同一の特性とした。 

 フルモード（占有周波数帯幅 17.5MHz）の送信スペクトルマスクを図５にハーフ

モード（占有周波数帯幅 8.5MHz）の送信スペクトルマスクを図６に示す。また、送

信スペクトルのブレークポイントを表６及び表７に示す。 

 一方、FPUはロードレースではバイクに搭載し、ゴルフやイベント等ではワイヤ

レスカメラとして運用することが想定される。そうした場合に使用される機器を想

定して、送信空中線電力が最大値の 1/10となる場合、スペクトルマスクを 10dB緩

和し、機器の小型化、低消費電力化に対応した送信スペクトルマスクも付記した。 

 なお、送信空中線電力が最大値の 1/10で減衰量を 10dB緩和しても不要輻射の絶

対レベルは変わらない。

 
図５ 送信スペクトルマスク（フルモード） 

 

表６ 送信スペクトルマスクのブレークポイント（フルモード） 

搬送波の周波数 

からの差[MHz] 

平均電力 Pからの減衰量[dB/10kHz] 
相対レベル[dB] 

P=25W/40Wの場合 P=2.5W/4Wの場合 

±8.75 -32.4 -32.4 0 

±9 -69.4 -59.4 -37/-27 

 

-59.4 

-69.4 

Bw 
-32.4 
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図６ 送信スペクトルマスク（ハーフモード） 

 

表７ 送信スペクトルマスクのブレークポイント（ハーフモード） 

搬送波の周波数 

からの差[MHz] 

平均電力 P からの減衰量[dB/10kHz] 
相対レベル[dB] 

P=12.5W/20W の場合 P=1.25W/2W の場合 

±4.25 -29.2 -29.2 0 

±4.5 -66.2 -56.2 -37/-27 

 スペクトルマスクの縦軸は、FPUの送信信号の平均電力を 0dBとしたときの、送

信周波数の搬送波周波数 f0からの差に応じた周波数分解能帯域幅 10kHzの際の減衰

量を表す。周波数分解能帯域幅 10kHzは無線設備規則別表第 3号による。 

 

３．９．４ 隣接チャンネル干渉（ＦＰＵ同士の干渉） 

 FPU システムは、近接した距離で複数のチャンネルを使用することが一般的に行

われている。このため、隣接チャンネル、隣々接チャンネルを同時に使用しても所望

の品質が保てる受信システムが必要であり、加えて混信保護比を満足するための運

用も必要である。４Ｋ・８Ｋ用 FPU による干渉試験の結果、離隔距離は伝送の方向

（上り回線、下り回線、）伝搬路の伝送特性、周波数帯(1.2GHz、2.3GHz)により左右

され、1.5km～3.5km 程度となった。FPU 間の干渉については、これまでにも放送事

業者間の協力による運用調整を行ってきており、４Ｋ・８Ｋ用 FPU についても同様

の運用調整の枠組みの中で、共用が可能と考えられる。 

 検討の結果、ロードレース中継などでは、隣接チャンネル、隣々接チャンネルも

含めて複数のチャンネルの使用は問題なく、また、従来の FPUと同等の送信スペク

トルマスクで規定される-37dBの減衰量は妥当であると考えられる。 

 また、FPU受信部システムについては、隣接、隣々接チャンネルを同時運用した

場合においても所望の品質が保てる受信フィルター特性を備える必要がある。 

Bw 

-29.2 

-56.2 

-66.2 
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３．９．５ 帯域外領域におけるスプリアス発射の強度の許容値及びスプリアス領

域における不要発射の強度の許容値 

 スプリアス及び不要発射の強度は、現行 FPU と同様に無線設備規則第７条（別表

第 3号 2(1)）を適用する。 

 スプリアス発射又は不要発射の強度の許容値は、各空中線端子における電力の値

の総和とする。表８に帯域外領域におけるスプリアス発射の強度の許容値、および

スプリアス領域における不要発射の強度の許容値を示す。 

表８ スプリアス発射又は不要発射の強度の許容値 

周波数 
帯域外領域における 

スプリアス発射の強度の許容値 

スプリアス領域における 

不要発射の強度の許容値 

1.2GHz 帯 

(25W) 

100mW以下であり、かつ、基本

周波数の平均電力より 50dB低

い値(250μW) 

50μW以下又は基本周波数の搬送波

電力より 70dB低い値(50μW) 

2.3GHz 帯 

(40W) 

100mW以下であり、かつ、基本

周波数の平均電力より 50dB低

い値(400μW) 

50μW以下又は基本周波数の搬送波

電力より 70dB低い値(50μW) 

1.2GHz/2.3GHz帯 

(10W以下) 
100μW以下 50μW以下 

 
３．９．６ 空中線の偏波及び空中線指向性 

（１）偏波 

   空中線の偏波は、現行 FPUと同様に、水平偏波、垂直偏波、円偏波とする。 

   ロードレースなどの移動中継では、中継車から無指向性アンテナで基地局に

送信することが多く、主に垂直偏波が用いられる。現行 FPUの MIMO方式で運用

する場合は、移動車上の設置スペースの制約から垂直偏波と水平偏波を組み合

わせた偏波共用アンテナを用いることもある。 

   SVD-MIMO 方式の伝送特性はアンテナ間の相関が低いほど良好となり、見通し

環境のような相関が高くなる環境では直交する 2 つの偏波で相関を下げて伝送

特性を向上させることが可能である。基地局側では、例１のように移動局側と

同じ偏波面をもつアンテナの組合せの使用を基本とするが、偏波面に起因する

伝搬特性の違いによる影響が顕著になる場合も考慮し、例２に示す円偏波（右

旋円偏波及び左旋円偏波）の組合せも利用できることが適当である。 

例１： 

移動局アンテナ：垂直偏波アンテナ×2本、水平偏波アンテナ×2本 

基地局アンテナ：垂直偏波アンテナ×2本、水平偏波アンテナ×2本 

例 2: 

移動局アンテナ：垂直偏波アンテナ×2本、水平偏波アンテナ×2本 

基地局アンテナ：左旋円偏波アンテナ×2本、右旋円偏波アンテナ×2本 
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（２）空中線指向特性 

   現行 FPUと同様に、送受信空中線指向特性は特段定めないこととする。 

   ロードレースなどの移動中継では、移動局の進行方向が変化するため無指向

性のコーリニアアンテナを使用することが多い。一方、基地局側では伝送距離

に合わせて 8素子、12素子、26素子の八木アンテナや電磁ホーンを使い、ビル

の屋上などの受信点で中継車が移動する方向にアンテナを追尾して使用する。

ヘリコプターを使った伝送ではヘリコプターの位置が常に変化するため、送信

側は無指向性のコーリニアアンテナを、受信側のヘリコプターは設置条件の制

約から垂直方向に指向性がある平面アンテナや電磁ホーンが使用されている。

固定中継では送受信共に伝送距離に応じて 8素子、12素子、26素子の八木アン

テナや電磁ホーンが使用される。 

   このように多様な運用形態があり、移動しながら送受信するということを踏

まえ、現行 FPUと同様に、送受信空中線指向特性は特段定めないこととする。 

 

３．１０ 電波防護指針への適合性 

３．１０．１ 電磁界強度指針による検討 

 1.2GHz帯及び 2.3GHz帯 FPUは主にロードレース中継等で運用されるが、４Ｋ・

８Ｋ用 FPUでは双方向機能のために基地局送信が加えられており、これが検討対象

となる。また、電波法施行規則第 21条の 3(電波の強度に対する安全施設)において

は、「移動する無線局の無線設備」は対象外となっているが、ゴルフ中継等のスポ

ーツ中継や緊急対応を含む報道中継で使用されることにおいて、取材中は固定的に

利用される場合があることを考慮し、検討を行った（参考資料８） 

 （１）電磁界強度指針の基準等について 

    電波法施行規則第21条の3別表2号の3の2において、電波の強度が以下の基

準値を超える場所には、取扱者のほか容易に立ち入りすることができないよ

うに施設をしなければならないとされている。 

表９ 電磁界強度／電力束密度（平均時間６分間）の基準値 抜粋 

（電波法施行規則別表第２号の３の２） 

周 波 数 
電界強度実効

値[V/m] 

磁界強度実効値

[A/m] 

電力束密度

[mW/cm2] 

300MHz - 1.5GHz  1.585√f √f /237.8 f/1500 

1.5GHz - 300GHz  61.4 0.163 １ 

     注：本表は一般環境における基準である。管理環境では、*1は f/300、*2は５である。 

 （２）電磁界強度指針に対する距離について 

    平成11年郵政省告示第300号における基本算出式を用いて逆算し、４Ｋ・

８Ｋ用FPUが電波防護指針を満たす空中線からの距離を送信空中線の主輻射
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方向に対し求めた。 

    なお、送信アンテナ利得は運用モデルごとの回線設計例から引用し、送信

給電線損失は1.5dB、ビームフォーミング利得が最も強くなる場合を想定

し、上り回線の送信電力に6dBを加算した。また、TDDフレーム長は、それぞ

れ最大値となる条件である上り回線に3.8ms/0.4msの組み合わせ、下り回線

に1.9ms/0.3msの組み合わせとし、電力束密度は時間平均を取るものとして

時分割送信による電力配分の補正を行った。計算では、一般環境（人体が電

磁界にさらされている状況の認識や適正管理等が期待できず、不確定な要因

があるケース）とした基準値を用いた。 

表 10 各回線設計モデルが電波防護指針を満たす距離 

モデル 周波数 回線 
送信アンテナ 

利得[dBi] 

送信機 

出力 

[W] 

電磁界強度指針を満たす距離[m] 

(反射考慮) (反射なし) 

モデル 1 

中継車から受

信基地局へ固

定中継 

1.2GHz 
上り 12.0 25.0 4.9  3.1  

下り 18.1 25.0 1.9  1.2  

2.3GHz 
上り 12.0 40.0 5.7  3.6  

下り 21.1 40.0 3.2  2.0  

モデル 2 

中継車から受

信基地局へ移

動中継 

1.2GHz 
上り  7.2 25.0 2.8  1.8  

下り 14.0 25.0 1.2  0.8  

2.3GHz 
上り  7.2 40.0 3.3  2.1  

下り 18.1 40.0 2.3  1.4  

モデル 3 

市街地中継車

から受信基地

局へ移動中継 

1.2GHz 
上り  5.2 25.0 2.3 1.4  

下り 12.0 25.0 1.0  0.6  

2.3GHz 
上り  5.2 40.0 2.6  1.6  

下り 14.0 40.0 1.4  0.9  

モデル 4 

中継車からヘ

リコプターへ

移動中継 

1.2GHz 
上り  0.0 25.0 1.2  0.8  

下り  7.2 25.0 0.6  0.3  

2.3GHz 
上り  0.0 40.0 1.4  0.9  

下り  7.2 40.0 0.6  0.4  

モデル 5 

背負子から中

継車へ移動中

継 

1.2GHz 
上り  5.2 0.50 0.3  0.2  

下り 14.0 0.50 0.2  0.1  

2.3GHz 
上り  5.2 0.50 0.3  0.2  

下り 18.1 0.50 0.3  0.2  

モデル 6 

バイクから中

継車へ移動中

継 

1.2GHz 
上り  5.2 0.50 0.3  0.2  

下り 12.0 0.50 0.1  0.1  

2.3GHz 
上り  7.2 0.50 0.4  0.2  

下り 14.0 0.50 0.2  0.1  
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 （３）まとめ 

    主輻射方向に人が立ち入るためには、表 10に示す距離が必要になる。し

かし、実際の運用モデル（モデル１～４の中継車への設置では送信高 3.5m）

における送信アンテナの高さや指向性を考慮すると、指針による距離は確保

できるものと考えられる。 

    放送事業用としての運用形態を考慮すると、移動局が中継車の場合は、送

信アンテナを移動車屋上に設置するため主輻射方向は地上 2m以上の場所と

なる。ランナーや一般の通行者等が主輻射方向に入ることはなく、通常の作

業においても指針による距離を確保することは十分可能である。また、報道

等の固定伝送においても、送信アンテナ等機材を中継車屋上やビル屋上等見

通しの良い場所に設置するため、一般の通行者等が主輻射方向に入るような

環境にはなることはない。しかし、設置環境によっては、防護柵等を設置す

ることも運用者は考慮すべきである。 

    また、移動局が背負子（モデル５は送信高 2.0m）もしくはバイク（モデル

６は送信高 2.5m）の場合は、カメラマン等による持ち運びを前提とする機材

となり送信機出力が低いものとなることから、電磁界強度指針を満たす距離

は 0.4m以下と短くなる。一方で、送信アンテナ高が低くなることが予想さ

れるため、人がこの距離以内に立ち入らないように配慮して、運用を行う必

要がある。 

    基地局については、ビルや仮設やぐら等高所から遠方の移動局に向けて使

用するという運用が想定されるため、人が主輻射方向かつ表 10に示す距離

以内に入るような環境になることは想定されず、電磁界強度指針に適合する

ものと考えられる。 

    なお、設置環境によっては、指針を満たす距離を念頭に防護柵等を設置す

ることも考慮すべきである。 

 

３．１０．２ 局所吸収指針による検討 

 （１）局所吸収指針の基準等について 

    電波防護指針の局所吸収指針においては、人体局所の任意の組織 10gにわ

たり平均した 10g局所平均 SAR(計算方法は IEEE C95.3で定義)および全身に

わたり平均した全身平均 SARの指針値が示されている。 

    放送機器の運用は、無線従事者が管理する環境で行われることから、管理

環境（人体が電磁界にさらされている状況が認識され、電波の放射源を特定

できるとともに、これに応じた適切な管理が行える条件）の基準とした。管

理環境では、10g平均局所 SARが 10[W/kg]以下(四肢では 20[W/kg]以下)、全

身平均 SARが 0.4 [W/kg]以下となっている。 

 （２）局所吸収指針に対する距離について 

    現行 FPUの検討で電磁界シミュレーションにより算出された SARの値を基
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に比例換算を行い、ビームフォーミングと TDDの効果（TDDフレーム長は、

それぞれ最大値となる条件である上り回線に 3.8ms/0.4msの組み合わせ、下

り回線に 1.9ms/0.3msの組み合わせ）を考慮して求め４Ｋ・８Ｋ用 FPUの

SARを、表 11に示す。 

    なお、４Ｋ・８Ｋ用 FPUでは、現行 FPUの算出条件に加えてビームフォー

ミング利得の最大値 6dBが加わった場合を想定した。また、送信電力は

1.2GHz帯で 25[W]及び 5[W]、2.3GHz帯で 40[W]及び 5W[W]として計算したと

ころ、以下のとおりである。 

        表11 ４Ｋ・８Ｋ用FPUの10g平均局所SARと全身平均SAR 

周波数帯 距離[mm] 

上り回線 下り回線 
10g平均局所

SAR[W/kg] 

全身平均

SAR[W/kg] 

10g平均局所

SAR[W/kg] 

全身平均

SAR[W/kg] 

1.2GHz帯 

(出力 25W、中心周

波数 1270MHz) 

200 10.49  0.13  1.89  0.02  

400 4.34 0.08  0.78  0.02  

1000 1.08 0.03  0.20  0.01  

1.2GHz帯 

(出力 5W、中心周

波数 1270MHz) 

200 2.09 0.03 0.38  0.005  

400 0.86 0.02 0.16  0.003  

1000 0.21 0.01 0.04  0.001  

2.3GHz帯 

(出力 40W、中心周

波数 2350MHz) 

200 14.83  0.15  2.68  0.03  

400 7.23  0.09  1.31  0.02  

1000 2.53 0.04  0.46  0.01  

2.3GHz帯 
(出力 5W、中心周

波数 2350MHz) 

200 1.85 0.02 0.33  0.004  

400 0.90 0.01 0.16  0.002  

1000 0.31 0.005 0.06  0.001  

 （３）まとめ 

    10g平均 SARについては、距離 200[mm]以内において指針値の 10[W/kg]を

上回るため、アンテナと人の距離は 400[mm]以上を保つべきである。全身平

均 SARについては、アンテナに最も近い条件においても指針値の 0.4[W/kg]

を下回ることを確認した。これらの結果は最悪の条件として、アンテナ近傍

で作業する場合について解析したが，それよりもアンテナから離れた位置に

いるドライバー、アナウンサー、ランナー、観客などが基準内の影響をうけ

ることはない。 

    また、ロードレース中継において主要な運用モデルとなる運用モデル５の

背負子や運用モデル６のオートバイからの伝送では、人と送信アンテナの距

離が近くなるが、カメラマン等が持ち運びできることを前提とする機材とな

り、通常、送信電力が 0.5Wの機材が使われる。その場合、SARの値は表 11

に比べて 1.2GHz帯では 1/50に、2.3GHz帯では 1/80となり、距離 200mmに
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おいても基準値を大きく下回る。また、実際のロードレース中継では、最大

5Wで送信する場合もあるが、基準値内となっている。従って、運用モデル

５、６においては、４Ｋ・８Ｋ用 FPUを安全に運用することができる。 

 

３．１１ 他の無線システムとの干渉検討の概要 

（１）干渉検討の対象について 

   他の無線システムとの干渉検討については、同一又は隣接周波数を使用する

既存の無線システム等との干渉を回避するための周波数共用条件に関して検討

を行った。また、周波数を共用する他の無線システムについては、それぞれの

諸元が明らかになっており、かつ、概ね、運用形態も把握できていることか

ら、D/U比を基本的な基準として検討を行った。 

   1.2GHz帯（1240～1300MHz）及び 2.3GHz帯（2330～2370MHz）の周波数割当

ての状況について、図７に示す。 

 
－ 1.2GHz 帯－ 

 
－ 2.3GHz帯 － 

図７ 1240～1300MHz、2330～2370MHz周波数帯の割当状況 

   他の無線システムとの干渉検討については、1.2GHz 帯の特定ラジオマイク、

特定小電力・構内無線局、画像伝送用携帯局、アマチュア無線局、準天頂衛星シ

ステム、航空路監視レーダーを対象として検討を行った。なお、2.33GHz-2.37GHz

については、干渉検討の対象となる無線システムはなかった。 

   干渉検討は、一次業務の局に対しては FPU との被干渉・与干渉を、二次業務

の局に対しては被干渉のみ、検討を行った。 

   また、実験条件については、放送システム委員会報告（平成 25年 1月 25日）

「1.2GHz 帯及び 2.3GHz 帯を使用する放送事業用無線局（FPU）の技術的条件に

ついて」及び衛星通信システム委員会報告（平成 28年 6月 30日）「2GHz帯等を
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用いた移動衛星通信システム等の在り方及び技術的条件」のうち「実用準天頂

衛星システムの技術的条件」を参照して行っている。 

（２）干渉検討の組み合わせについて 

   ４Ｋ・８Ｋ用 FPUについては、最大で４つの SISO(Single-Input Single-

Output)伝送路を仮想的に構成することから、基地局及び移動局は４本の送受

信アンテナを用いる。 

   今回、現行 FPUに対して基地局から移動局に送り返す仕組みが加わることか

ら、干渉については、以下の組み合わせとなる。 

 

① 他の無線システムから FPU上り回線への干渉 

② 他の無線システムから FPU下り回線への干渉 

③ FPU 上り回線から他の無線システムへの干渉 

④ FPU 下り回線から他の無線システムへの干渉 

図８ 干渉の組合せ 

   検討対象の無線システムに対しては、これら干渉の組み合わせにおいて、室

内試験により所要 D/U比を測定し、共用条件としての離隔距離を求めた。無線

システムとの干渉モデルについては、４Ｋ・８Ｋ用 FPUの運用モデル（運用モ

デル１～６）において、他の無線システムの送受信機を加えることで、当該シ

ステムごとにモデルを設定する。 

（３）離隔距離の考え方について 

   4x4 SVD-MIMO方式では、同一周波数で４本のアンテナから信号を送信し、マ

ルチパス伝搬路を経由して４本のアンテナによって受信される。フェージング

シミュレータは、遅延プロファイルを設定することにより、移動伝送における

伝搬路の状況を模擬する装置であり、室内実験は、マルチパス伝搬路を再現し

て行っている。実験においては、４つのシミュレーションモデル、「郊外Ａ／

低相関」、「郊外Ａ/典型相関」、「都市部Ａ/低相関」、「都市部Ａ/典型相

関」が設定された。 

   郊外Ａ及び都市部Ａはマルチパス遅延プロファイルである。相関は、送信ア

① 

② 

③ 

④ 

4K･8K 用 FPU（移動局） 

他の無線システム（送信） 

上り回線 

下り回線 

RX 
TX 

他の無線システム（受信） 

4K･8K 用 FPU（基地局） 
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ンテナ間の相関（チャネル行列の列同士の相関）と受信アンテナ間の相関（チ

ャネル行列の行同士の相関）である。 

   SVD-MIMO方式ではマルチパス伝搬路に対して最適なビット数を各 SISO伝搬

路に配分して送信する。例えば、ビット配分は（7,5,4,0）の場合には、

128QAM、32QAM、16QAMの３つの SISO伝搬路を形成するが、この配分はフェー

ジングの状況により刻々変化するため、室内試験の実施においては、事前にビ

ット配分の分布を調べ、最頻出のビット配分となるポイントを決めて測定を行

っている。 

   従来の FPUの干渉検討で用いた所要 D/Uは、理想的な伝搬路で測定してお

り、測定できる所要 D/Uとしては最も小さい値である。そのため、各伝搬モデ

ルで測定した所要 D/Uの実験結果の中から、最も小さいものを理想的な伝搬路

として、離隔距離算出に用いる所要 D/Uとした。干渉検討の検証結果では、郊

外 A低相関の離隔距離が最も小さく、これを最終的な離隔距離として用いるこ

ととした。 

   また、離隔距離の算出においては、以下の点を考慮して行っている。 

   ① 受信電力 

    D/U比の計測における標準的な受信電力については、ロードレースの標準

的な運用モデルである運用モデル３（移動中継 3km）において、送信アン

テナを４段コーリニア、受信アンテナを１２素子八木とした場合の受信電

力、-57dBmとした。 

   ②時分割複信（TDD）方式における信号電力の補正 

    ４Ｋ・８Ｋ用 FPUでは、上り回線と下り回線の送信時間は、例えば、

1.9ms、0.3msとしており、この比率で、間欠的に伝送されるため、上り回線

／下り回線の送信電力はその比率で小さくなる。実験における計測では、間

欠伝送により低下した電力が測定されるので、間欠伝送が無い場合の電力に

換算した。干渉検討は、連続波伝送の状態を想定して、評価されている。 

   ③ ビームフォーミング 

    一般的に、複数の送信アンテナから互いに相関の無い信号を送信すると、

受信電力は各送信信号を個別に受信した場合の電力の和となる（電力加

算）。一方、各アンテナからの送信信号波形が同一の場合、受信信号は各送

信アンテナから受信した信号の電圧波形の和（電圧加算）となるため、これ

らの信号波形が同相となる場合（ビームフォーミング）、電力加算の場合に

比べて合成電力はアンテナ数倍に大きくなる。4x4SVD-MIMO方式では、1つ

のストリームに電力が集中した場合にビームフォーミングによる利得が最大

となることがわかっている。そこで、他システムとの共用検討を行う場合、

最悪ケースとして、ビームフォーミング利得を最大 6dBとして検討を行うこ

ととした。 

 



30 
 

３．１１．１ 特定ラジオマイク（1.2GHz帯） 

（１）特定ラジオマイク（1.2GHz帯）概要 

  ア 特定ラジオマイクの技術的条件について 

    特定ラジオマイクは、高音質型のワイヤレスマイクとして、放送番組制作

やコンサート、舞台芸術、イベント展示会等で用いられており、1.2GHz帯

（1240～1260MHz）、UHF帯（470～714MHz）の周波数を使用している。 

  イ 周波数配置 

 
図９ 妨害波 1波と希望波の周波数配置 

（２）離隔距離の検討 

   1.2GHz帯での特定ラジオマイクと FPUの共用のための技術的条件を検討する

ため、1.2GHz帯における FPUと特定ラジオマイクとの干渉試験を行い、所要

D/Uの測定と離隔距離の算出を行った。結果を以下に示す。 

   また、干渉検討の検証結果では、郊外 A低相関の離隔距離が最も小さく、こ

れを最終的な離隔距離として用いることとした。 

   ア ４Ｋ・８Ｋ用 FPUに対する干渉 

    （上り回線） 

    ① 特定ラジオマイク（アナログ、デジタル(DQPSK、OFDM)）が１波の場合 

表 12 特定ラジオマイク（アナログ・1波）から４Ｋ・８Ｋ用 FPU(上り回線)への干渉 

妨害波 伝搬 

モデル 

所要

D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 
運用 

モデル１ 
運用 

モデル２ 
運用 

モデル３ 
運用 

モデル 4 
運用 

モデル 5 
運用 

モデル 6 
アナログ  

1波 
郊外 A 

低相関 17.95 0.10  0.11  0.04  0.09  0.09  0.09  
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表 13 特定ラジオマイク（デジタル・１波）から４Ｋ・８Ｋ用 FPU(上り回線)への干渉 

妨害波 伝搬 

モデル 

所要

D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 
運用 

モデル１ 
運用 

モデル２ 
運用 

モデル３ 
運用 

モデル 4 
運用 

モデル 5 
運用 

モデル 6 
デジタル 

(DQPSK) 

1波 

郊外 A 

低相関 17.48 0.21  0.23  0.09  0.19  0.18  0.20  

デジタル 

 (OFDM) 

1波 

郊外 A 

低相関 22.99 0.39  0.42  0.16  0.35  0.38  0.38  

    ②特定ラジオマイク（デジタル(DQPSK)）が複数波の場合の被干渉 

     妨害波である特定ラジオマイクは 6波、14波、24波、36波として、周

波数間隔は 500kHzとした。妨害波の配置は次のとおりである。 

 

   ○デジタル 6波：1240MHz～1243MHzに 6本を配置し、下隣接干渉を調査 

   ○デジタル 24 波：1240MHz～1252Hzに 24本を配置し、下側帯域の干渉を調査 

   ○デジタル 14 波：1253MHz～1260MHzに 14本を配置し、上側帯域の干渉を調査 

   ○デジタル 38 波：1240MHz～1260MHzに 38本を配置し、全帯域の干渉を調査 

図 10 複数の妨害波と希望波の周波数配置  

妨害波 

（デジタル 38 波） 

17.2MHz 
（フルモード） 

1252.0MHz（★2359.0MHz） 

妨害波 

（デジタル 6 波） 

希望波（FPU） 

12MHz 

妨害波 

（デジタル 24 波） 

妨害波 

（デジタル 14 波） 

7MHz 

20MHz 

500kHz 

3MHz 周波数 
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表 14 特定ラジオマイク（デジタル(DQPSK)）が複数波の場合の被干渉 

妨害波 伝搬 

モデル 

所要

D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 
運用 

モデル１ 
運用 

モデル２ 
運用 

モデル３ 
運用 

モデル 4 
運用 

モデル 5 
運用 

モデル 6 
デジタル 

（DQPSK）

６波（帯域

外） 

郊外 A 

低相関 -10.3 0.02  0.02  0.01  0.02  0.02  0.02  

デジタル 

（DQPSK） 

14 波 

郊外 A 

低相関 29.8 3.18  1.66  1.02  2.86  0.92  0.92  

デジタル 

（DQPSK） 

24 波 

郊外 A 

低相関 27.4 3.17  1.65  1.02  2.84  0.92  0.92  

デジタル

（DQPSK） 

38 波 

郊外 A 

低相関 27.5 3.58  1.86  1.15  3.64  1.04  1.04  

   （下り回線） 

    妨害波として、アナログラジオマイクが 12波、6波（帯域外）、デジタル

(DQPSK)ラジオマイクが 36波、6波（帯域外）の場合について離隔距離を計

算した。 

表１５ 複数の特定ラジオマイクから４Ｋ・８Ｋ用 FPU(下り回線)への干渉 

妨害波 帯域内／ 

帯域外 
所要

D/U[dB] 

離隔距離[km] 
運用 

モデル 1 
運用 

モデル 2 
運用 

モデル 3 
運用 

モデル 4 
運用 

モデル 5 
運用 

モデル 6 
アナログ 12 波  

FPU帯域内 
8 0.05 0.17 0.06 0. 04 0.12  0.15  

デジタル 36波 10 0.26  0.48  0.29  0.21  0.30  0.38  

アナログ 6波 FPU帯域外

（下隣接） 
2 0.02 0.06 0.02 0.02 0.04 0.05 

デジタル 6波 -20 0.003  0.011  0.004  0.003  0.008  0.01  
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   イ 特定ラジオマイクに対する４Ｋ・８Ｋ用 FPUからの干渉 

   （上り回線） 

表１６ 特定ラジオマイクに対する４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線の場合）からの干渉 

方式 

帯域内 

／帯域端 
所要 D/U 

[dB] 

離隔距離[km] 
運用 

モデル 1 
運用 

モデル 2 
運用 

モデル 3 
運用 

モデル 4 
運用 

モデル 5 
運用 

モデル 6 
アナログ 

FPU 

帯域内 

13.6 3.14  4.24 3.78 2.80 1.07 1.20 

DQPSK -6 0.88  1.18 1.06 0.78 0.21 0.21 

OFDM(16QAM) 1 1.31  1.77 1.58 1.17 0.45 0.48 

OFDM(QPSK) -5 0.93  1.25 1.12 0.83 0.24 0.24 

アナログ 

FPU 

帯域端 

-26 0.14  0.25 0.20 0.11 0.03 0.03 

DQPSK -34 0.04  0.08 0.06 0.03 0.01 0.01 

OFDM(16QAM) -35 0.04  0.07 0.05 0.03 0.01 0.01 

OFDM(QPSK) -41 0.02  0.03 0.03 0.01 0.004 0.004 

   （下り回線） 

表１７ 特定ラジオマイクに対する４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線の場合）からの干渉 

方式 

帯域内 

/端 
所要 D/U 

[dB] 

離隔距離[km] 
運用 

モデル 1 
運用 

モデル 2 
運用 

モデル 3 
運用 

モデル 4 
運用 

モデル 5 
運用 

モデル 6 
アナログ 

FPU 

帯域内 

13.6 10.68  4.22  3.76  12.29  0.94  0.84  

DQPSK -6 1.06  0.66  0.53  0.96  0.09  0.07  

OFDM(16QAM) 1 2.38  1.49  1.18  2.15  0.21  0.17  

OFDM(QPSK) -5 1.19  0.74  0.59  1.08  0.11  0.08  

アナログ 

FPU 

帯域端 

-26 0.14  0.09  0.07  0.13  0.01  0.01  

DQPSK -34 0.04  0.03  0.02  0.04  0.004  0.003  

OFDM(16QAM) -35 0.04  0.02  0.02  0.03  0.003  0.003  

OFDM(QPSK) -41 0.02  0.01  0.01  0.02  0.002  0.001  

 

 （３）まとめ 

   ア 検討結果まとめ 

     離隔距離の検討では、特定ラジオマイクの実用化動向を考慮して、デジ

タル方式に着目して検討することとした。デジタル方式については、変調

方式や運用本数など多くの条件で離隔距離を算出しているが、最も大きな

離隔距離となった条件を最悪ケースとしてまとめた。 

     その上で、離隔距離が最大となった条件について、図１１にまとめる。

図中の離隔距離は、表１４～表１７のアンダーラインで示した数値に対応

する。また、現行 FPUにおける結果について、図１２に合わせて示す。 
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図中の①～④は下記の条件である。 

①４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）被干渉：デジタル(DQPSK)36波 

②４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）与干渉：デジタル(OFDM 16QAM) 

③４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）被干渉：デジタル(DQPSK)38波 

④４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）与干渉：デジタル(OFDM 16QAM) 

 

図１１ ４Ｋ・８Ｋ用 FPUと特定ラジオマイク（デジタル方式）との離隔距離(km) 
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図１２（参考）現行 FPUと特定ラジオマイクとの離隔距離(km) 

 

   イ まとめ 

     デジタル方式の特定ラジオマイクとの干渉について、運用モデル１から

運用モデル６まで検討を行い、現行 FPUと比べて、全般的に離隔距離が拡

大する結果となった。拡大した要因の一つであるビームフォーミングにつ

いては、最悪ケースとして妨害波レベルが 6dB上昇することを考慮した

が、実際の伝搬環境では 6dB上昇するケースはかなり少ないものと考えら

れる。 

     FPU基地局へ与干渉／被干渉については、多素子八木アンテナにより方

向調整により影響を軽減すること期待できる。また、運用モデル４～６の

実現には、今後、４Ｋ・８Ｋ用 FPUの小型化を進める必要がある。その開

発の中で、今回の干渉検討結果を踏まえた干渉対策技術を盛り込むことが

期待される。 

     アナログ方式については表 17の中で離隔距離の計算を行った結果、４

Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）から特定ラジオマイクへの干渉において、最

大 12km（運用モデル４）の離隔距離が算出された。アナログ方式の特定ラ

ジオマイクが実用化された場合には運用調整が必要になると考えられる。 
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     現在、1.2GHz/2.3GHz帯 FPUについては、ＴＶホワイトスペース等利用

システム運用調整協議会、（一社）特定ラジオマイク調整運用機構による

運用調整が実施されており、今後も同様な調整を今後も行っていくこと

で、４Ｋ・８Ｋ用 FPUも従来の FPUと同様な運用が可能と考えられる。 

 

３．１１．２ 特定小電力無線局・構内無線局 

（１）特定小電力無線局・構内無線局の概要 

   1,252MHz～1,253MHz帯でビル内や工場の敷地等、比較的狭い範囲におけるテ

レメーター・テレコントロール及びデータ伝送用のために使用されているシス

テムである。無線局免許を要しない無線局である特定小電力無線局、比較的広

いエリアをカバー可能な構内無線局がある。 

   特定小電力無線局にはシステム相互間の混信の回避を図るためキャリアセン

ス機能が付加されている。これは使用予定のチャンネルをモニターし、使用さ

れていると別のチャンネルに変更して送信を行い周波数の有効利用を図るもの

である。 

   特定小電力無線局は技術基準適合表示（技適マーク）が表示された無線設備

であり、無線従事者の配置や無線局免許の取得が不要であるため、広く使用さ

れている。また、構内無線局については、空中線電力の以外は特定小電力無線

局の諸元とほぼ同じであるが、現在までに、１免許人（38局）の実績（平成

28年度電波利用状況調査の結果から参照）に止まっている。 
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（２）離隔距離の検討 

   離隔距離について、以下のとおり、まとめた。 

 

①４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）被干渉 

②４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）与干渉 

③４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）被干渉 

④４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）与干渉 

             ※ ②と④については、特定小電力・構内無線局の離隔

距離がキャリアセンスのよりも大きいので、特定小電

力・構内無線の離隔距離を記載している。 

図 13 ４Ｋ・８Ｋ用 FPUと特定小電力・構内無線局との離隔距離(km) 

（()内の数字は構内無線局の離隔距離） 

 

 ア 移動局と特定小電力無線局との干渉 

   ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）の被干渉については、特定小電力無線の送信

電力が小さいため、離隔距離は 0.001～0.003kmと小さい。また、４Ｋ・８Ｋ

用 FPU（上り回線）からの与干渉では 0.37～1.75kmであり、現行 FPU与干渉の

離隔距離 0.19～1.24kmより拡大している。上り回線（移動局）と特定小電力

無線局との離隔距離としては、与干渉が支配的になる。 
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 イ 基地局と特定小電力無線局との干渉 

   現行 FPU被干渉の離隔距離は 0.001～0.015kmに対して、４Ｋ・８Ｋ用 FPU

（上り回線）被干渉では、離隔距離が 0.05～0.26kmに拡大しているものの、

離隔距離そのものは小さい結果となっている。また、４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り

回線）与干渉については、運用モデル１～４の離隔距離が 0.92～1.85kmと大

きく、運用調整が必要な場合もあると考えられる。運用モデル５、６の離隔距

離は 0.13～0.16kmである。 

 ウ 構内無線局 

   特定小電力無線局の送信電力は 10mWに対して、構内無線局は 100mwであ

る。送信電力が 10倍になり、自由空間伝搬モデルによる離隔距離が 3.2倍程

度に拡大する結果となった。 

 

（３）まとめ 

 ア 特定小電力無線局 

   特定小電力無線局がロードレースのコースに面した 1.75km以内の地域、およ

び基地局から 1.85km以内の地域で運用している場合、地形や建造物等の状況に

よっては放送事業者と特定小電力無線局ユーザーとの間で運用調整が必要とな

る場合がある。このような場合においては、従来と同じように、販売機器メーカ

ーなどを通じて特定小電力無線局ユーザーとの間で運用調整の仕組みを整えて

おくことは有効な手段となりうる。 

   また、運用調整が十分に行えなかった場合の対策として、例えば、FPUの送信

電力を特定小電力無線局で使用しているチャンネル(16kHzまたは 32kHz)当たり

の電力と同等以下のレベルまで低減して運用すること、FPUの送信周波数の調整

や周波数帯の変更などの対策についても、検討しておく必要がある。 

   以上のような対策を施すことにより、FPUと特定小電力無線局で周波数の共用

は可能であると考える。 

 イ 構内無線局 

    構内無線局については、４Ｋ・８Ｋ用 FPU 被干渉の離隔距離が特定小電力

無線局の 3倍程度であるが、４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）与干渉による離隔

距離が支配的であり、移動局との離隔距離は変わらない。 

    構内無線局は現在、免許人が少数に止まる（１免許人）状況となっている。

今後、免許取得者が増加してく場合は放送事業者と構内無線局の免許人との

間で、共用条件について協議する必要がある。 

    また、FPU の送信電力を構内無線局で使用しているチャンネル(16kHz また

は 32kHz)当たりの電力と同等以下のレベルで運用することにより干渉を低減

することが可能であり、FPUの送信周波数の調整や周波数帯の変更などの対策

についても検討しておくことにより、FPUと構内無線局での周波数の共用は可

能であると考えられる。 
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３．１１．３ 画像伝送用携帯局 

（１）画像伝送用携帯局の概要 

 ア 無線システムの概要 

   画像伝送用携帯局は 1.2GHz 帯の周波数を用いて、ラジコンヘリコプター等

に搭載したカメラから映像を伝送するシステムであある。主に、航空写真撮影

時のビデオモニタリング（ファインダー機能）や上空からの状況確認等のため

の映像伝送に使用されている。 

 イ 周波数配置 

表 18 画像伝送用携帯局と 1.2GHz帯 FPUの周波数関係 

無線システム 使用周波数（MHz） 周波数関係 
画像伝送用携帯局 1,281.5（中心周波数） 周波数共用 

与干渉／被干渉 1.2GHz帯 FPU 1,240 – 1,300 

（２）離隔距離の検討 

  ア 離隔距離について、以下のとおりまとめた。 

 
①４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）被干渉 

②４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）与干渉 

③４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）被干渉 

④４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）与干渉 

             ※ ③ については、６．１．２（４）で述べた理由に

より郊外 A低相関の離隔距離を図に示した。 

図 14 ４Ｋ・８Ｋ用 FPUと画像伝送携帯局との離隔距離(km) 
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  イ ４Ｋ・８Ｋ用 FPU移動局と画像伝送用携帯局との干渉 

    ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）被干渉の離隔距離は 0.3～1.2km である。４

Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）与干渉では 0.03～0.26km であり、現行 FPU 与干

渉の離隔距離 0.01～0.13kmの２倍程度となった。 

  ウ ４Ｋ・８Ｋ用 FPU基地局と画像伝送用携帯局との干渉 

    ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）被干渉では、離隔距離が 3.76～9.8８Ｋm で

あり、４Ｋ・８Ｋ用 FPU の運用にあたっては運用調整が必要になると考えら

れる。現行 FPU被干渉の離隔距離は 0.4～3.27kmとなっている。 

    ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）与干渉については、運用モデル４の離隔距離

が 2.27kmであり、運用調整が必要な場合もあると考えられる。その他の運用

モデルの離隔距離は 0.03～0.38Ｋmであった。 

 

（３）まとめ 

   FPUが画像伝送用携帯局の免許人と周波数を共用して運用していくために

は、双方の運用状況にあわせて、運用の調整が必要となる場合が生じる。その

際には、従来と同じく、無人ヘリテレ推進協議会等関係団体などを通して、画

像伝送用携帯局の免許人との間で、使用時間帯、運用場所などの運用調整を行

う仕組みを整えておくことは有効な手段となる。 

   また、運用調整が十分行えなかった場合の対応策として、FPUの送信電力や

送信周波数の調整、送信周波数帯の変更についても検討しておく必要があると

考えられる。 

   なお、画像伝送用携帯局は、マラソンや駅伝の開催時にコース近傍で運用す

ることはまれと考えられ、上記対応により FPUと画像伝送用携帯局で周波数の

共用は可能であると考えられる。 

 

３．１１．４ アマチュア無線局 

（１）アマチュア無線の概要 

  ア 無線システムの概要 

    アマチュア無線局は 1.2GHz 帯では 1,260～1,300MHz が割り当てられてお

り、このうちレピータ局、移動局、月面反射通信の運用形態がある。 

    なお、アマチュア無線局は二次業務であることから、FPUの被干渉のみ検討

を行った。 

  イ 周波数配置 

表 19 アマチュア無線レピータ局と４Ｋ・８Ｋ用 FPU との周波数関係 

無線システム 使用周波数(MHz) 周波数関係 

レピータ局 アップリンク 

      ダウンリンク 

1,270～1,273 

1,290～1,293 
二次利用周波数共用 

被干渉 

1.2GHz帯 FPU 1,240～1,300  
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（２）離隔距離の検討 

  ア 離隔距離について、以下のとおりまとめた。 

   ①レピータ局 

 

図中の①と②は、 

①４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）被干渉  

②４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）被干渉 

また、上記の②については、郊外 A低相関の離隔距離を

記載している。 

図 15 ４Ｋ・８Ｋ用 FPUとアマチュア無線レピータ局との離隔距離(km) 

（2 つの数字：デジタル 1W(デジタル 10W) ） 

 

    ①下り回線への干渉において、離隔距離はデジタル１Wの場合で 0.05～

0.21kmである。アナログ 10Wの離隔距離はデジタル 10Wとほぼ同じであり、

0.17～0.68Ｋm程度である。 

    ②上り回線では、デジタル 10Wの場合と運用モデル４の場合に離隔距離が

7.32kmと大きくなっている。デジタルについては、送信出力が 10Wから１W

への移行が完了すれば、干渉の範囲も小さくなることが期待できる。また、

運用モデル４は移動局からヘリコプターへの伝送であり、建物等による遮蔽

や受信アンテナの指向性が考慮されておらず離隔距離が大きくなっている。 
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   ② 移動局 

 
図 16 ４Ｋ・８Ｋ用 FPUとアマチュア無線移動局との離隔距離(km) 

（ 2つの数字：デジタル 1W(アナログ 1W) ） 

 

    ①下り回線への干渉において、離隔距離はデジタル１Wの場合で 0.09～

0.36kmであり、現行 FPUと同程度である。 

    ②上り回線の離隔距離については、デジタル１Wの場合で 0.82～2.44kmで

ある。現行 FPUと比べると２倍程度に離隔距離が拡大している。 

  ③ 月面反射局 

     

図 17 ４Ｋ・８Ｋ用 FPUとアマチュア無線月面地球局との離隔距離(km) 

（2 つの数字：26素子八木×4(4mφパラボラ) ） 

    上り回線は所要 D/Uが大きく、離隔距離も拡大している。 

（３）まとめ 

  ア アマチュア無線・レピータ局 

    アマチュア無線のレピータ局は、予めその設置場所を特定することが可能
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である。ロードレース中継コース近傍などにレピータ局が存在し影響が予想

される場合は、FPUへの干渉を避けるため、従来と同じように、一般社団法人

日本アマチュア無線連盟などを通じて、レピータ局の運用担当者に影響時間

帯の運用調整の要請を行う。 

    運用調整が十分行えなかった場合には放送事業者は受信アンテナ操作など

により干渉を軽減する対策を行うことができる。 

    このように干渉を軽減する措置が可能であることから、FPUとアマチュア無

線レピータ局との共用は、引き続き、可能と考えられる。 

  イ アマチュア無線・移動局 

    FPU移動中継局への干渉は現行 FPUと同程度である。これに対しては、基地

局の空中線の指向方向の管理を徹底することにより干渉を防ぐことが可能で

ある。また、FPU受信基地局の近傍でのアマチュア移動局の使用を回避するよ

う対策を行うことで干渉を軽減することが可能であり、無線局の運用を事前

に防ぐため、運用情報を周知することが望ましいと考えられる。 

  ウ 月面反射通信 

    月面反射通信はレピータ局と同様に予めその設置場所を特定することが可

能である。ロードレース中継コース近傍などに存在し、影響が予想される場

合は、一般社団法人日本アマチュア無線連盟などを通じて、EMEの運用担当者

に影響時間帯の運用調整を要請する。運用調整が十分行えなかった場合は、

月面反射通信が非常に指向性の高いアンテナが使用されていることから、放

送事業者はその方向を避けて受信アンテナ操作などを行うことで干渉を軽減

する対策が十分可能である。従って、FPUと月面反射通信で周波数を共用する

ことは、引き続き、可能と考えられる。 

 

３．１１．５ ARSR（Air Route Surveillance Radar:航空路監視レーダー） 

（１）ARSRの概要について 

   1.2GHz帯 FPUの隣接周波数帯の ARSR（Air Route Surveillance Radar: 航

空路監視レーダー）について FPUとの隣接干渉の検討を行った。 

   無線システムの概要 

   ARSRは航空路管制に用いられる長距離レーダーで、レーダーサイトから約

200nm(370.4km; nm: nautical mile 海里 1,852m/nm） の覆域内の航空機を捕

捉し、管制画面へ表示する無線システムである。 

（２）離隔距離の検討 

   ARSRのレーダーサイトに対し、FPU与干渉については、運用モデル１の場合

は 6.6km以内、運用モデル３では 3.3km以内で FPUを運用しなければ ARSRへ

の影響を与えることはない。一方、FPU被干渉の離隔距離は上り回線及び下り

回線ともに 8.15kmとなっている。 
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（３）まとめ 

   市街地から離れた場所にある ARSR近辺においては、ロードレースなどのイ

ベントは少なく、日常的な運用においては特段支障がないと考えられる。 

   ARSR 近辺においてイベントがあった場合においても、ARSR 近辺での FPU の

被干渉については、放送事業者が受信基地局の配置やアンテナ操作により干渉

を軽減するなどの対策を行うことができる。 

 

３．１１．６ 準天頂衛星受信機 

（１）準天頂衛星システムの概要 

  ア 電波システムの概要 

    準天頂衛星システムは、準天頂軌道の衛星が主体となって構成されている

日本の衛星測位システム（英語では QZSS（Quasi-Zenith Satellite System））

である。 

  イ 周波数関係 

    準天頂衛星システム及び４Ｋ・８Ｋ用 FPUの周波数配置関係を示す。４Ｋ・

８Ｋ用 FPU に対して、準天頂衛星側の L6 及び L2 二つの信号が重複している

が、L2信号は周波数帯域の重複が小さく、L6信号が干渉影響を受けない条件

では L2信号も干渉を受けないと考えられる。試験検証においては、L6信号を

検討対象とした。 

 

 

 

 
 
 
 
 

図 18 周波数配置関係 

 

（２）離隔距離の検討 

  ア ４Ｋ・８Ｋ用 FPUの被干渉 

    ４Ｋ・８Ｋ用 FPU側での干渉は発生しないことが確認されている。 

    衛星通信システム委員会報告（平成 28年 6月 30日）において、FPU被干

渉については、机上検討により D/U が 42.2dB程度となる結果が得られてい

る。また、FPU受信機の熱雑音に対して、衛星信号の電力密度はノイズフロ

ア以下であり、４Ｋ・８Ｋ用 FPU側での干渉は発生しない。 

  イ ４Ｋ・８Ｋ用 FPUからの与干渉 
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   ・室内試験 

    準天頂衛星システムの信号シミュレータを用いて、４Ｋ・８Ｋ用 FPUの上

り回線及び下り回線が受信に干渉を与える場合の所要 D/Uを求め、上り回線

（移動局）及び下り回線（基地局）における離隔距離を算出したところ、平

面大地モデルにおいて移動局局側で約 3000m、基地局側で約 430mとの結果が

得られている。 

    なお、受信限界となるアンテナ入力端の FPU電力が既存 FPU（連続波）に

対して、上り回線で-3dB、下り回線で-37dBと計測されているが、これは、

今回試験に提供された受信機によるものであり、干渉軽減効果そのものは、

受信機毎に異なる可能性があることにも留意する必要がある。 

   ・野外試験 

    ４Ｋ・８Ｋ用 FPU送信機を搭載した中継車を用いて屋外実測を実施し、実

態に則した離隔距離を算出したところ、移動局送信においては、都市環境に

おいては 800～900m、郊外環境では 1500～1900mとの結果が得られている。

また、基地局送信においては衛星電波の受信に干渉を受けることはなかっ

た。ただし、今回の試験コースにおける結果としてのものである。 

    なお、送信条件としては、上り回線（移動局）が 25W、下り回線（基地

局）が 12.5Wで行っている。 

  ウ 影響度の評価 

    これら計測の結果をもとに、４Ｋ・８Ｋ用 FPUから L6 信号への干渉につ

いて、衛星通信システム委員会報告（平成 28年 6月 30日）に基づく次の計

算を行い、具体的な影響度について検討を行った。 

 

[FPUによる準天頂衛星システムへの影響度] = [離隔面積] / [携帯電話

のカバーエリア面積] × [FPU の使用時間] / [365（日）×24（時間）] 

 

    その結果、FPUから実用準天頂衛星システムへの影響度総和は 0.0073％で

あった。なお、現行 FPUでは 0.0052%である。 

 

（３）まとめ 

  ア 離隔距離 

    離隔距離については、移動局に関しては、約 1900m（郊外）及び約 900m

（都市部）であり、基地局に関しては、約 40m（郊外・室内試験の結果によ

る理論値）及び約 30m（都市部・郊外と同様の理論値）となった。 

  イ 影響度 

    衛星通信システム委員会報告（平成 28年 6月 30日）に基づく影響度総和

の計算結果は、0.0073%であり、現行 FPUによる影響度総和の 0.0052%と比べ
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て、影響度の大きな増加は認められないことから、引き続き、許容範囲内で

あると考えられる。 

  ウ まとめ 

    FPU については、スポーツ中継や情報・報道番組中継等に利用されており、

基本的には最大出力を出さなければならない報道番組中継等を除き、４Ｋ・

８Ｋ用 FPU についても省電力機器の導入等が期待でき、その影響度合いは更

に小さくなることが見込まれる。 

    なお、高度化方式による双方向化により基地局からの送信が追加されたこ

とに関して、基地局送信に対して固定運用される準天頂衛星システム地上系

設備に対しては、その設置形態も考慮して、干渉が予想される場合は４Ｋ・８

Ｋ用 FPU 運用者と運用調整等について協議を行うことで共用可能であると考

えられる。 

 

３．１１．７ ＢＳ／ＣＳ受信機中間周波数 

 1.2/2.3GHz 帯は、BS/CS の中間周波数に利用されており、工事不良等により到来

電波を受信しやすい増幅器、混合器等を使用しているものについては、FPUが接近し

て運用した際に受信に影響がでる場合が想定される。対策としては、Ｆ型コネクタ

など到来電波を受信しにくい機器に交換することなどが考えられる。 

 また、現行 FPUでは運用されていない形態である基地局から送信した場合につい

ては、周囲の放送受信システムの設置状況を考慮した上で、基地局送信アンテナの

位置や方向を選定する等、FPUを運用する放送局側で管理することで干渉電力を緩

和することが期待できる。また、これらの運用による緩和が困難な場合の対策とし

ては、より遮蔽性能が高い機器への交換や地上デジタル放送受信設備に帯域外であ

る BS/CS-IF帯域への不要成分を抑圧するフィルターの挿入など等の対応が考えら

れる。 

 

３．１２   測定法 

 1.2GHz帯及び 2.3GHz帯４Ｋ・８Ｋ用 FPUにおける技術的条件を確認するための

測定法は、以下のとおりとする。 

（１）周波数の偏差 

   各送信機から無変調波を出力し、周波数計を用いて送信周波数を測定し、そ

れぞれの測定値のうち、周波数の偏差が最大であるものを周波数の偏差とす

る。ただし、無変調にできない場合は、変調状態とし、波形解析器等を用いて

測定することができる。 

（２）占有周波数帯幅 

   各送信機で変調信号を出力したときに得られるスペクトル分布の全電力を、

スペクトルアナライザ等を用いて測定し、スペクトル分布の上限及び下限部分
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における電力の和が、それぞれ全電力の 0.5%となる周波数幅を測定する。各送

信機での測定値の最大値を占有周波数帯域幅とする。なお、誤り訂正等を使用

している場合には、そのための信号を付加した状態で測定すること。また、変

調信号はランダム性が確保できるものとする。 

（３）スプリアス発射の強度及び不要発射の強度 

  ア 帯域外領域におけるスプリアス発射の強度の許容値 

    各送信機から無変調搬送波を出力した状態で、送信出力を最大に設定し、

スペクトルアナライザを用いて平均電力を測定し、周波数毎に各測定値の和

を求めスプリアスの強度とする。 

    なお、適合性を判断するために用いる基準値は、各送信機の空中線電力の

総和に基づき設定すること。 

  イ スプリアス領域における不要発射の強度 

    各送信機から変調信号を出力した状態で、送信出力を最大に設定し、スペ

クトルアナライザを用いて平均電力を測定し、周波数毎に各測定値の和を求

め不要発射の強度とする。 

    なお、適合性を判断するために用いる基準値は、各送信機の空中線電力の

総和に基づき設定すること。 

（４）空中線電力 

   送信機から変調信号を出力した状態で送信出力を最大に設定し、高周波電力

計を用いて平均電力を測定し、各測定値の和を空中線電力とする。 

（５）送信電力スペクトル特性 

   各送信機から変調信号を出力した状態で送信出力を最大に設定し、スペクト

ルアナライザを用いて測定し、周波数毎に各測定値の和を求め不要発射の強度

とする。 

   なお、適合性を判断するために用いる基準値は、各送信機の空中線電力の総

和に基づき設定すること。 
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（参考資料１） 

 

伝送容量について 
 

１ ８Ｋ映像信号の移動中継（フルモード） 

 （１）必要な映像ビットレート：140Mbps以上 

    放送システム委員会報告（平成 29年 3月 31日）参考資料５で報告された、

８Ｋの移動中継の所要映像ビットレートである 140Mbps 以上を用いることと

した。 

 （２）必要な TSビットレート：145Mbps以上 

    映像信号に音声・制御信号を加えて TSビットレートを得る。 

    ・映像信号      140Mbps 

    ・音声・制御信号    5Mbps 

 （３）必要な TSビットレートを伝送できる変調パラメータ： 

    フルモード 合計 16bit変調 符号化率 0.92 FFTポイント数 1024 

    ・FFTクロック：20.45074 MHz 

    ・総キャリア数：860本 

    ・データキャリア数：844本 

    ・ガードインターバル比：1/8 

    ・TDDフレーム構成：上り 1.9 ms 下り 0.3 ms 

 
図１-１ TDDフレーム構成 

 

２ ４Ｋ映像信号の固定中継（高品質・フルモード） 

 （１）必要な映像ビットレート：135Mbps以上 

    放送システム委員会報告（平成 29年 3月 31日）参考資料５で報告された、

４Ｋの固定中継（高品質）の所要映像ビットレートである 135Mbps以上を用

いることとした。 

 （２）必要な TSビットレート：145Mbps以上 

    映像信号に音声・制御信号を加えて TSビットレートを得る。 

    ・映像信号      135Mbps 

    ・音声・制御信号    10Mbps 

ULデータ：1K・1/8

ULパイロット：1K・1/8
ULプリアンブル

DLパイロット：1K・1/8
DLプリアンブル

DLデータ：1K・1/8

上り回線(UL):1.9ms 下り回線(DL):0.3ms
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 （３）必要な TSビットレートを伝送できる変調パラメータ： 

    フルモード 合計 16 bit変調 符号化率 0.92 FFTポイント数 1024 

    ・FFTクロック：20.45074 MHz 

    ・総キャリア数：860本 

    ・データキャリア数：844本 

    ・ガードインターバル比：1/8 

    ・TDDフレーム構成：上り 1.9 ms 下り 0.3 ms 

 
図１-２ TDDフレーム構成 

 

３ ４Ｋ映像信号の移動中継（フルモード） 

 （１）必要な映像ビットレート：72Mbps以上 

    放送システム委員会報告（平成 29年 3月 31日）参考資料５で報告された、

４Ｋの移動中継の所要映像ビットレートである 72Mbps以上を用いることとし

た。 

 （２）必要な TSビットレート：75Mbps以上 

    映像信号に音声・制御信号を加えて TSビットレートを得る。 

    ・映像信号       72Mbps 

    ・音声・制御信号    3Mbps 

 （３）必要な TSビットレートを伝送できる変調パラメータ： 

    ハーフモード 合計 10bit変調 符号化率 0.76 FFTポイント数 1024 

    ・FFTクロック：20.45074MHz 

    ・総キャリア数：860本 

    ・データキャリア数：844本 

    ・ガードインターバル比：1/8 

    ・TDDフレーム構成：上り 1.9ms 下り 0.3ms 

 
図１-３ TDDフレーム構成 

ULデータ：1K・1/8

ULパイロット：1K・1/8
ULプリアンブル

DLパイロット：1K・1/8
DLプリアンブル

DLデータ：1K・1/8

上り回線(UL):1.9ms 下り回線(DL):0.3ms

ULデータ：1K・1/8

ULパイロット：1K・1/8
ULプリアンブル

DLパイロット：1K・1/8
DLプリアンブル

DLデータ：1K・1/8

上り回線(UL):1.9ms 下り回線(DL):0.3ms
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４ ４Ｋ映像信号の移動中継（ハーフモード） 

 （１）必要な映像ビットレート：72Mbps以上 

    放送システム委員会報告（平成 29年 3月 31日）参考資料５で報告された、

４Ｋの移動中継の所要映像ビットレートである 72Mbps 以上を用いることと

した。 

 （２）必要な TSビットレート：75Mbps以上 

    映像信号に音声・制御信号を加えて TSビットレートを得る。 

    ・映像信号       72Mbps 

    ・音声・制御信号    3Mbps 

 （３）必要な TSビットレートを伝送できる変調パラメータ： 

    ハーフモード 合計 18bit変調 符号化率 0.87 FFTポイント数 1024 

    ・FFTクロック：20.45074MHz 

    ・総キャリア数：424本 

    ・データキャリア数：408本 

    ・ガードインターバル比：1/8 

    ・TDDフレーム構成：上り 1.9 ms 下り 0.3 ms 

 
図１-４ TDDフレーム構成 

 

５ ８Ｋ映像信号の移動中継（標準品質・フルモード） 

 （１）必要な映像ビットレート：188Mbps以上 

    放送システム委員会報告（平成 29年 3月 31日）参考資料５で報告された、

８Ｋ（標準品質）の所要映像ビットレートである 188Mbps以上を用いること

とした。 

 （２）必要な TSビットレート：220Mbps以上 

    映像信号に音声・制御信号を加えて TSビットレートを得る。 

    ・映像信号      188Mbps 

    ・音声・制御信号    32Mbps 

 （３）必要な TSビットレートを伝送できる変調パラメータ： 

    フルモード 合計 24bit変調 符号化率 0.92 FFTポイント数 1024 

    ・FFTクロック：20.45074 MHz 

ULデータ：1K・1/8

ULパイロット：1K・1/8
ULプリアンブル

DLパイロット：1K・1/8
DLプリアンブル

DLデータ：1K・1/8

上り回線(UL):1.9ms 下り回線(DL):0.3ms
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    ・総キャリア数：860本 

    ・データキャリア数：844本 

    ・ガードインターバル比：1/8 

    ・TDDフレーム構成：上り 1.9 ms 下り 0.3 ms 

 
図１-５ TDDフレーム構成 

 

 （４）最大伝送容量：412Mbps 

    全てのサブキャリアをデータキャリアとし、パイロットシンボル区間やガ

ードインターバル区間、プリアンブル区間、下り回線区間もデータシンボル

を連続して伝送するとして最大伝送容量を得る。 

    ・データシンボル長：50.07μsec 

    ・データキャリア数：860本 

    ・合計変調ビット数：24bit 

    (1/50.07 μsec)×860本×24bit＝412.210Mbps 

 

   所要 C/N： 27.2 dB 

   （内符号後に BER=2×10-4を達成する理論値 23.2 dB＋固定劣化 4dB） 

 

６ ４Ｋ映像信号の移動中継（標準品質・ハーフモード） 

 （１）必要な映像ビットレート：87Mbps以上 

    放送システム委員会報告（平成 29年 3月 31日）参考資料５で報告された、

８Ｋ（標準品質）の所要映像ビットレートである 188Mbps以上を用いること

とした。 

 （２）必要な TSビットレート：100Mbps以上 

    映像信号に音声・制御信号を加えて TSビットレートを得る。 

    ・映像信号       87Mbps 

    ・音声・制御信号    13Mbps 

 （３）必要な TSビットレートを伝送できる変調パラメータ： 

    フルモード 合計 24 bit変調 符号化率 0.87 FFTポイント数 1024 

    ・FFTクロック：20.45074 MHz 

    ・総キャリア数：424本 

    ・データキャリア数：408本 

ULデータ：1K・1/8

ULパイロット：1K・1/8
ULプリアンブル

DLパイロット：1K・1/8
DLプリアンブル

DLデータ：1K・1/8

上り回線(UL):1.9ms 下り回線(DL):0.3ms
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    ・ガードインターバル比：1/8 

    ・TDDフレーム構成：上り 1.9 ms 下り 0.3 ms 

 
図１-６ TDDフレーム構成 

 

 （４）最大伝送容量：203Mbps 

    全てのサブキャリアをデータキャリアとし、パイロットシンボル区間やガ

ードインターバル区間、プリアンブル区間、下り回線区間もデータシンボル

を連続して伝送するとして最大伝送容量を得る。 

   ・データシンボル長：50.07 μsec 

   ・データキャリア数：424本 

   ・合計変調ビット数：24bit 

   (1/50.07μsec)×424本×24bit＝203.229Mbps 

 

   所要 C/N： 25.7 dB 

  （内符号後に BER=2×10-4を達成する理論値 21.7 dB＋固定劣化 4dB） 

 

７ TDDフレーム構造 

  １Ｋモード（FFTポイント数：1024）の TDDフレーム構成を図１－７に示す。TDD

フレームは，同期検出用のプリアンブル，チャネル推定用のパイロットシンボル，

データシンボルを含む上りと下りの２つのサブフレームで構成される。 

  上り回線（UL）のサブフレームにはパイロットシンボルの間に７つのデータシ

ンボルが挿入され，下り回線（DL）のサブフレームには３つのデータシンボルが挿

入される。また，パイロットシンボルには，４つの送信アンテナそれぞれに対応す

る 215 本のパイロットキャリアが４本おきに等間隔で配置され，データシンボル

には，844本のデータキャリアと両端各 8本のヌルキャリアが配置される。 

ULデータ：1K・1/8

ULパイロット：1K・1/8
ULプリアンブル

DLパイロット：1K・1/8
DLプリアンブル

DLデータ：1K・1/8

上り回線(UL):1.9ms 下り回線(DL):0.3ms
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図１-７ １Ｋモード（FFTポイント数：1024）の TDD フレーム構成 

 

  １Ｋモードの場合の UL、DLの信号フォーマットを図 1－8に示す。 

 

 
図１-８ １Ｋモード（GI比 1/4）の ULと DLの信号フォーマット 

 

  ２Ｋモード（GI 比 3/16）は全サブキャリア数が 1720 であり、データシンボル

には、両端各 14 サブキャリア分のヌルキャリアを除いた 1692 サブキャリアが配

置される。一方パイロットシンボルには、各送信アンテナのパイロットキャリア

が、４サブキャリア間隔で交互に挿入されるものとする。 

  各送信アンテナの１シンボルあたりのパイロットキャリア数は 430 本となる。

UL ではパイロットシンボルは 4 シンボル毎に挿入されるものとする。UL の TDD 

サブフレームは、先頭のプリアンブルに続き、連続する 4 データシンボルを１つ

のブロックとして、パイロットシンボルで挟む形が繰り返されるものとなる。一

方、DLの TDDサブフレームは、先頭のプリアンブルに続き、パイロットシンボル、

連続する 2 データシンボルで構成されるものとする。２Ｋモードの場合の UL、DL

の信号フォーマットを図 1－9に示す。 
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図１-９ ２Ｋモード（GI比 3/16）の ULと DLの信号フォーマット 
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（参考資料２） 

 

伝送パラメータ一覧について 
 

各サブキャリアに割り当てる合計変調ビット数毎に、ユーザー要求条件の伝送容

量を検討した。 

表の評価（○×）にあたっては、伝搬路の条件は考慮せず、伝送容量のみ着目し

て評価した。伝送レートの算出で用いた代表的な TDDフレーム構成と映像信号を主

に伝送する上り回線の伝送パラメータを図２－１と表２－１、表２－２に示す。 

 
図２-１ TDDフレーム構成 

表２-１ 上り回線（１Ｋモード）の伝送パラメータ 

モード フルモード ハーフモード 

FFTポイント数 1024 

占有帯域幅[MHz] 17.18 8.47 

サブキャリア総数 860 424 

データキャリア数 844 408 

FFTクロック[MHz] 20.45074 

キャリア間隔[kHz] 19.97 

有効シンボル長[μs] 50.07 

ガードインターバル比 1/8 

ガードインターバル長[μs] 6.26 

シンボル長[μs] 56.33 

表２-２ 上り回線（２Ｋモード）の伝送パラメータ 

モード フルモード ハーフモード 

FFTポイント数 2048 

占有帯域幅[MHz] 17.18 8.47 

サブキャリア総数 1720 848 

データキャリア数 1688 816 

FFTクロック[MHz] 20.45074 

キャリア間隔[kHz] 9.99 

有効シンボル長[μs] 100.14 

ガードインターバル比 1/8 

ガードインターバル長[μs] 12.52 

シンボル長[μs] 112.66 

ULデータ：1K・1/8

ULパイロット：1K・1/8
ULプリアンブル

DLパイロット：1K・1/8
DLプリアンブル

DLデータ：1K・1/8

上り回線(UL):1.9ms 下り回線(DL):0.3ms
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表 2.3～表 2.10に、変調ビット数 10bit～24bitについてビットレートを計算し

た。所要 TSレート (４Ｋ：75Mbps ８Ｋ：145Mbps) を満たすものには「○」を、

満たさないものには「×」を記した。 

 

表２-３ 合計 10ビット変調で４Ｋ・８Ｋの所要伝送レートを満たす符号化率 

 

表２-４ 合計 12ビット変調で４Ｋ・８Ｋの所要伝送レートを満たす符号化率 

 

TSレート
(188Byte)

[Mbps]
4K 8K

TSレート
(188Byte)

[Mbps]
4K 8K

0.33 0.92 5.0 32.9 × × 15.9 × ×
0.44 0.92 7.2 43.9 × × 21.2 × ×
0.49 0.92 8.1 48.9 × × 23.6 × ×
0.54 0.92 8.9 53.8 × × 26.0 × ×
0.60 0.92 9.7 59.8 × × 28.9 × ×
0.65 0.92 10.5 64.8 × × 31.3 × ×
0.71 0.92 11.3 70.8 × × 34.2 × ×
0.76 0.92 12.0 75.8 ○ × 36.6 × ×
0.81 0.92 12.8 80.8 ○ × 39.0 × ×
0.87 0.92 14.0 86.7 ○ × 41.9 × ×
0.89 0.92 14.3 88.7 ○ × 42.9 × ×
0.92 0.92 14.9 91.7 ○ × 44.3 × ×
1.00 0.92 18.3 99.7 ○ × 48.2 × ×

合計10bit

内符号
符号化率

外符号
符号化率

RS(204,188)

所要C/N
(固定劣化
4dBを含む)

[dB]

フルモード ハーフモード

TSレート
(188Byte)

[Mbps]
4K 8K

TSレート
(188Byte)

[Mbps]
4K 8K

0.33 0.92 6.5 39.5 × × 19.1 × ×
0.44 0.92 9.0 52.6 × × 25.4 × ×
0.49 0.92 9.8 58.6 × × 28.3 × ×
0.54 0.92 10.6 64.6 × × 31.2 × ×
0.60 0.92 11.5 71.8 × × 34.7 × ×
0.65 0.92 12.5 77.8 ○ × 37.6 × ×
0.71 0.92 13.3 84.9 ○ × 41.1 × ×
0.76 0.92 14.1 90.9 ○ × 44.0 × ×
0.81 0.92 15.1 96.9 ○ × 46.8 × ×
0.87 0.92 16.1 104.1 ○ × 50.3 × ×
0.89 0.92 16.5 106.5 ○ × 51.5 × ×
0.92 0.92 17.2 110.1 ○ × 53.2 × ×
1.00 0.92 20.5 119.6 ○ × 57.8 × ×

フルモード ハーフモード所要C/N
(固定劣化
4dBを含む)

[dB]

合計12bit

内符号
符号化率

外符号
符号化率

RS(204,188)
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表２-５ 合計 14ビット変調で４Ｋ・８Ｋの所要伝送レートを満たす符号化率 

 

表２-６ 合計 16ビット変調で４Ｋ・８Ｋの所要伝送レートを満たす符号化率 

 

表２-７ 合計 18ビット変調で４Ｋ・８Ｋの所要伝送レートを満たす符号化率 

 

TSレート
(188Byte)

[Mbps]
4K 8K

TSレート
(188Byte)

[Mbps]
4K 8K

0.33 0.92 8.2 46.1 × × 22.3 × ×
0.44 0.92 10.3 61.4 × × 29.7 × ×
0.49 0.92 11.3 68.4 × × 33.1 × ×
0.54 0.92 12.1 75.4 ○ × 36.4 × ×
0.60 0.92 13.3 83.8 ○ × 40.5 × ×
0.65 0.92 14.2 90.7 ○ × 43.9 × ×
0.71 0.92 15.2 99.1 ○ × 47.9 × ×
0.76 0.92 16.0 106.1 ○ × 51.3 × ×
0.81 0.92 17.0 113.1 ○ × 54.7 × ×
0.87 0.92 18.1 121.4 ○ × 58.7 × ×
0.89 0.92 18.5 124.2 ○ × 60.1 × ×
0.92 0.92 19.2 128.4 ○ × 62.1 × ×
1.00 0.92 22.5 139.6 ○ × 67.5 × ×

合計14bit

内符号
符号化率

外符号
符号化率

RS(204,188)

所要C/N
(固定劣化
4dBを含む)

[dB]

フルモード ハーフモード

TSレート
(188Byte)

[Mbps]
4K 8K

TSレート
(188Byte)

[Mbps]
4K 8K

0.33 0.92 9.4 52.6 × × 25.4 × ×
0.44 0.92 11.9 70.2 × × 33.9 × ×
0.49 0.92 12.9 78.2 ○ × 37.8 × ×
0.54 0.92 13.6 86.1 ○ × 41.6 × ×
0.60 0.92 14.7 95.7 ○ × 46.3 × ×
0.65 0.92 15.7 103.7 ○ × 50.1 × ×
0.71 0.92 16.6 113.3 ○ × 54.8 × ×
0.76 0.92 17.5 121.2 ○ × 58.6 × ×
0.81 0.92 18.5 129.2 ○ × 62.5 × ×
0.87 0.92 19.8 138.8 ○ × 67.1 × ×
0.89 0.92 20.2 142.0 ○ × 68.6 × ×
0.92 0.92 21.0 146.8 ○ ○ 70.9 × ×
1.00 0.92 24.5 159.5 ○ ○ 77.1 ○ ×

合計16bit

内符号
符号化率

外符号
符号化率

RS(204,188)

フルモード ハーフモード所要C/N
(固定劣化
4dBを含む)

[dB]

TSレート
(188Byte)

[Mbps]
4K 8K

TSレート
(188Byte)

[Mbps]
4K 8K

0.33 0.92 10.6 59.2 × × 28.6 × ×
0.44 0.92 13.4 79.0 ○ × 38.2 × ×
0.49 0.92 14.5 87.9 ○ × 42.5 × ×
0.54 0.92 15.1 96.9 ○ × 46.8 × ×
0.60 0.92 16.5 107.7 ○ × 52.1 × ×
0.65 0.92 17.6 116.7 ○ × 56.4 × ×
0.71 0.92 18.6 127.4 ○ × 61.6 × ×
0.76 0.92 19.4 136.4 ○ × 65.9 × ×
0.81 0.92 20.3 145.4 ○ ○ 70.3 × ×
0.87 0.92 21.5 156.1 ○ ○ 75.5 ○ ×
0.89 0.92 21.9 159.7 ○ ○ 77.2 ○ ×
0.92 0.92 22.6 165.1 ○ ○ 79.8 ○ ×
1.00 0.92 26.1 179.5 ○ ○ 86.8 ○ ×

合計18bit

内符号
符号化率

外符号
符号化率

RS(204,188)

所要C/N
(固定劣化
4dBを含む)

[dB]

フルモード ハーフモード
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表２-８ 合計 20ビット変調で４Ｋ・８Ｋの所要伝送レートを満たす符号化率 

 

表２-９ 合計 22ビット変調で４Ｋ・８Ｋの所要伝送レートを満たす符号化率 

 

表２-10 合計 24ビット変調で４Ｋ・８Ｋの所要伝送レートを満たす符号化率 

 

TSレート
(188Byte)

[Mbps]
4K 8K

TSレート
(188Byte)

[Mbps]
4K 8K

0.33 0.92 11.9 65.8 × × 31.8 × ×
0.44 0.92 14.6 87.7 ○ × 42.4 × ×
0.49 0.92 15.8 97.7 ○ × 47.2 × ×
0.54 0.92 16.7 107.7 ○ × 52.1 × ×
0.60 0.92 18.0 119.6 ○ × 57.8 × ×
0.65 0.92 19.0 129.6 ○ × 62.7 × ×
0.71 0.92 19.9 141.6 ○ × 68.4 × ×
0.76 0.92 20.8 151.5 ○ ○ 73.3 × ×
0.81 0.92 21.7 161.5 ○ ○ 78.1 ○ ×
0.87 0.92 22.9 173.5 ○ ○ 83.9 ○ ×
0.89 0.92 23.3 177.5 ○ ○ 85.8 ○ ×
0.92 0.92 24.0 183.5 ○ ○ 88.7 ○ ×
1.00 0.92 27.6 199.4 ○ ○ 96.4 ○ ×

所要C/N
(固定劣化
4dBを含む)

[dB]

合計20bit

内符号
符号化率

外符号
符号化率

RS(204,188)

フルモード ハーフモード

TSレート
(188Byte)

[Mbps]
4K 8K

TSレート
(188Byte)

[Mbps]
4K 8K

0.33 0.92 13.2 72.4 × × 35.0 × ×
0.44 0.92 15.9 96.5 ○ × 46.7 × ×
0.49 0.92 17.1 107.5 ○ × 52.0 × ×
0.54 0.92 18.0 118.4 ○ × 57.3 × ×
0.60 0.92 19.2 131.6 ○ × 63.6 × ×
0.65 0.92 20.2 142.6 ○ × 68.9 × ×
0.71 0.92 21.1 155.7 ○ ○ 75.3 ○ ×
0.76 0.92 22.0 166.7 ○ ○ 80.6 ○ ×
0.81 0.92 23.0 177.7 ○ ○ 85.9 ○ ×
0.87 0.92 24.2 190.8 ○ ○ 92.3 ○ ×
0.89 0.92 24.7 195.2 ○ ○ 94.4 ○ ×
0.92 0.92 25.5 201.8 ○ ○ 97.6 ○ ×
1.00 0.92 29.1 219.3 ○ ○ 106.0 ○ ×

所要C/N
(固定劣化
4dBを含む)

[dB]

フルモード ハーフモード

合計22bit

内符号
符号化率

外符号
符号化率

RS(204,188)

TSレート
(188Byte)

[Mbps]
4K 8K

TSレート
(188Byte)

[Mbps]
4K 8K

0.33 0.92 14.3 79.0 ○ × 38.2 × ×
0.44 0.92 17.1 105.3 ○ × 50.9 × ×
0.49 0.92 18.2 117.3 ○ × 56.7 × ×
0.54 0.92 19.2 129.2 ○ × 62.5 × ×
0.60 0.92 20.5 143.6 ○ × 69.4 × ×
0.65 0.92 21.6 155.5 ○ ○ 75.2 ○ ×
0.71 0.92 22.6 169.9 ○ ○ 82.1 ○ ×
0.76 0.92 23.5 181.9 ○ ○ 87.9 ○ ×
0.81 0.92 24.6 193.8 ○ ○ 93.7 ○ ×
0.87 0.92 25.7 208.2 ○ ○ 100.6 ○ ×
0.89 0.92 26.4 213.0 ○ ○ 103.0 ○ ×
0.92 0.92 27.2 220.1 ○ ○ 106.4 ○ ×
1.00 0.92 30.7 239.3 ○ ○ 115.7 ○ ×

合計24bit

内符号
符号化率

外符号
符号化率

RS(204,188)

所要C/N
(固定劣化
4dBを含む)

[dB]

フルモード ハーフモード
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（参考資料３） 

 

所要Ｃ／Ｎの考え方について 

 

１ はじめに 

  従来、FPUの回線設計に用いられる所要 C/Nは、図 3-1に示すような直結状態

の SISO- AWGNにおいて理想的な所要 C/Nを規定し、装置化に伴う固定劣化を加

算して、回線設計に用いる所要 C/Nとしている。 

  回線設計においては、この所要 C/Nに対して、フェージングによる受信電力の

低下をフェージングマージンとして積算する。また、MIMO方式については、フェ

ージングマージンに加えて、チャネルの空間相関によって所要 C/Nの劣化が見込

まれる分を相関マージンとして積算している。 

 

図 3－1 従来の FPUにおける理想的な所要 C/Nを規定するモデル(SISO-AWGN) 

 

  高度化方式の 4×4 SVD-MIMO方式は、図 3-2に示すように 4×4の MIMOチャネ

ルを 4つの SISOチャネルに変換する技術である。従って、理想的な所要 C/Nを

SISO-AWGNで規定し、固定劣化やフェージングマージン、相関マージンを回線設

計で積算するという、従来の考え方を踏襲できる。 

 

図 3－2 高度化方式における理想的な所要 C/Nを規定するモデル(SISO-AWGN×4) 

 

２ i.i.d. 固有値モデルの導入 

  一方、高度化方式では従来 FPUに無い制御として、適応送信制御を行っている

点を考慮すべきである。適応送信制御は、SVD-MIMOによって得られる 4つの

SISOチャネル(以下、ストリームと呼ぶ)の品質が、チャネル行列の固有値λ1～

λ4に比例することを踏まえて、各ストリームの品質に応じてビット配分(変調方

式)と電力配分を変更する制御である。 

  適応送信制御を行う場合の理想的な所要 C/Nは、AWGNに相当するような理想的

Tx

雑音

Rx

送信
ウェイトTx 受信

ウェイト Rx

雑音

変換 Tx Rx

雑音
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な MIMOチャネルの固有値を使用し、全てのビット配分について求めた所要 C/N

の中から最小の値を使用すれば良い。そこで、高度化方式の理想的な所要 C/Nの

算出では、図 3-3に示す i.i.d. (independent and identically distribution：

独立同一分布) 固有値モデルを導入した。 

  i.i.d. 固有値モデルは、図 3-2と同じ SISO-AWGN×4であるが、4×4の 

i.i.d. MIMOチャネルにおいて、空間相関が 0とした場合の固有値に従って、各

ストリームの品質に差があるモデルである。i.i.d. MIMOチャネルは、チャネル

行列の各要素が独立かつ同一のレイリー分布に従う理想的なチャネルであり、

MIMOの検討において基本モデルとして用いられる。 

 
図 3－3  i.i.d. 固有値モデル 

 

  ここで、i.i.d. MIMOチャネルの固有値は、下記参考文献に記載の次式の値を

使用した。 

  ただし、第 2式に示すとおり、この後の説明を分かりやすくするため、送信電

力の和と受信電力の和が一致するよう固有値の総和が 4となるよう正規化を行っ

ている。なお、正規化を行わない場合でも理想的な所要 C/Nの算出結果は変わら

ない。 

[参考文献] Y. Karasawa, “MIMO Propagation Channel Modeling,” IEICE 

Trans. Commun., Vol. E88-B, No.5, pp.1829-1842, 2005. 

 

 

第1ストリーム：
受信電力λ1倍

受信機
雑音電力
σ2

Demod1

Demod2
σ2

Mod1

Mod2
第2ストリーム：λ2倍p2

p1

λ2p2

λ1p1

Demod3
σ2

Mod3
p3

Demod4
σ2

Mod4
p4 λ4p4

λ3p3第3ストリーム：λ3倍

第4ストリーム：λ4倍

λ1=2.45, λ2=1.08, λ3=0.41, λ4=0.06
(3.89dB) (0.31dB) (-3.85dB) (-12.04dB)

各ストリームの
電力配分(合計4)

λ1=2.45, λ2=1.08, λ3=0.41, λ4=0.06

λ1+ λ2 + λ3 + λ4 = 4
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３ i.i.d.固有値モデルにおける所要 C/N算出の例 

  ここでは、i.i.d.固有値モデルにおいて、合計 10bit変調の場合の所要 C/N算

出を例示する。 

  まず、事前準備として、高度化方式の内符号として用いるターボ符号の BER

が、SISO- AWGNチャネルにおいて 2×10-4となる C/Nを各変調方式において計算

機シミュレーションによって求め、これを単体所要 C/Nとする。BER=2×10-4は、

高度化方式の外符号として用いるリードソロモン符号で擬似エラーフリーとなる

BERである。 

  例として、符号化率 R=0.92の場合の計算機シミュレーション結果と、結果か

ら読み取った BER=2×10-4を満たす単体所要 C/Nを図 3-4に示す。 

 

 

図 3－4 単体所要 C/N (R=0.92の場合) 

  他の符号化率における単体所要 C/Nを表 3-1に示す。以降、符号化率 R=0.92

の場合の所要 C/Nについて述べるが、他の符号化率についても同様である。 

表 3－1 単体所要 C/N 

 

1.E-05

1.E-04

1.E-03

1.E-02

1.E-01

1.E+00

0 5 10 15 20 25 30 35 40

B
E

R

C/N [dB]

SISO-AWGN Turbo R=0.92

BPSK

QPSK

8QAM

16QAM

32QAM

64QAM

128QAM

256QAM

512QAM

1024QAM

各変調方式の所要C/N
・ターボ符号 R=0.92
・インタリーバサイズ1632bit

ビット配分 変調方式
単体所要
C/N[dB]

1 BPSK 4.6 

2 QPSK 7.6 

3 8QAM 11.8 

4 16QAM 14.8 

5 32QAM 17.2 

6 64QAM 20.6 

7 128QAM 22.8 

8 256QAM 26.1 

9 512QAM 28.4 

10 1024QAM 31.9 

ビット
配分

変調方式

R=0.33
2x10-4

単体所要
C/N[dB]

R=0.44
2x10-4

単体所要
C/N[dB]

R=0.49
2x10-4

単体所要
C/N[dB]

R=0.54
2x10-4

単体所要
C/N[dB]

R=0.60
2x10-4

単体所要
C/N[dB]

R=0.65
2x10-4

単体所要
C/N[dB]

R=0.71
2x10-4

単体所要
C/N[dB]

R=0.76
2x10-4

単体所要
C/N[dB]

R=0.81
2x10-4

単体所要
C/N[dB]

R=0.87
2x10^-4
単体所要
C/N[dB]

R=0.89
2x10-4

単体所要
C/N[dB]

R=0.92
2x10-4

単体所要
C/N[dB]

Turbo無し
2x10-4

単体所要
C/N[dB]

1 BPSK -3.8 -2.2 -1.5 -0.8 -0.2 0.6 1.2 1.9 2.6 3.5 4.0 4.6 8.0 

2 QPSK -0.8 0.8 1.5 2.2 2.8 3.6 4.2 4.9 5.6 6.5 7.0 7.6 11.0 

3 8QAM 2.6 4.6 5.4 6.2 6.9 7.7 8.4 9.1 9.8 10.7 11.2 11.8 14.9 

4 16QAM 4.2 6.2 7.1 7.9 8.8 9.7 10.6 11.4 12.3 13.5 14.0 14.8 17.8 

5 32QAM 6.5 8.6 9.6 10.5 11.4 12.3 13.2 14.0 15.0 16.5 16.5 17.2 20.8 

6 64QAM 8.0 11.6 12.3 13.2 14.2 15.3 16.2 17.1 18.1 19.2 19.8 20.6 23.8 

7 128QAM 10.2 12.7 13.8 14.4 16.0 17.1 18.1 19.1 20.2 21.4 22.1 22.8 26.7 

8 256QAM 11.7 15.5 16.5 17.6 18.7 19.9 21.0 22.1 23.2 24.5 25.2 26.1 29.7 

9 512QAM 13.3 16.5 18.0 19.2 20.8 21.8 23.1 24.3 25.6 26.8 27.6 28.4 32.6 

10 1024QAM 15.2 18.2 19.7 21.2 23.1 24.2 25.8 27.1 28.6 30.1 30.4 31.9 35.6 
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  ① 1ストリーム伝送の場合 

   ビット配分が[ 10 0 0 0 ]の場合、これは第 1ストリームのみを使用する 1

ストリーム伝送である。この場合の所要 C/Nの考え方を図 3-5に示す。1スト

リーム伝送では、第 1ストリームに全ての電力を配分する。すなわち、第 1ス

トリームの受信側では、各ストリームで均等に電力 1を送る場合に比べて 4倍

(6.02 dB)のゲインが得られる。また、第 1ストリームを通ることによって、

固有値λ1＝2.45倍(3.89dB)のゲインも得られる。この結果、10bit伝送

(1024QAM)の単体所要 C/N＝31.9dBは、上記のゲインによって改善する分を見

込んで 21.99 dBとなる。 

   上記の結果は、「SVD-MIMOや電力配分無しのときの受信 C/Nが 21.99dBあれ

ば、SVD-MIMOで得られる固有値λ1のゲインによって 3.89dB、電力配分によっ

て 6.02dB改善して受信 C/Nが 31.9dBとなり、単体所要 C/Nを満たす」と言い

換えることができる。この SVD-MIMOや電力配分無しのときの受信 C/Nは「正

規化 C/N」と呼ばれ、従来の回線設計で計算される受信 C/Nそのものである。

従って、回線設計では、従来どおり SVD-MIMOや電力配分を考慮せずに受信 C/N

を算出し、本資料で算出する所要 C/Nとの比較を行えばよいことになる。 

 

図 3－5 ビット配分[ 10 0 0 0 ]の場合の所要 C/N の算出 

 

  ② 2ストリーム伝送の場合 

   2ストリーム伝送の例として、ビット配分[ 9 1 0 0 ]の場合の所要 C/Nの考

え方を図 3-6に示す。2ストリーム伝送以上の場合、合計送信電力は 4で一定

という条件のもと、各ストリームの BERが等しくなるよう電力配分を行う。各

ストリームの BERを等しくするためには、電力配分後の C/Nから各ストリーム

第1ストリーム：
受信電力λ1倍

受信機
雑音電力
σ2

1024QAM
Demod

1024QAM
Mod

合計送信電力4 合計受信電力 4λ1

4 4λ1

• 電力配分：
第1ストリームに全電力を配分
• 電力配分後の受信C/Nは
4λ1/σ2となり4λ1倍アップ

⇒ 第1ストリームを通ることによっ
てλ1、電力配分によって4倍
(6dB)のゲインが得られる。

• 各ストリームの固有値によるゲイン
と、電力配分によって得られるゲイ
ンを、単体所要C/Nに減算して
「ビット・電力配分後の所要C/N」
とする。
• 1024QAMの単体所要C/Nを

31.9dBとすると、
31.9-3.89-6.02=21.99dB

ストリーム ビット配分 変調方式 単体所要C/N[dB]
固有値による

ゲイン[dB]
固有値によるゲインを

考慮した単体所要C/N[dB]
電力配分

ゲイン[真値]
電力配分
ゲイン[dB]

ビット・電力配分後の
所要C/N[dB]

1 10 1024QAM 31.9 3.89 28.01 4 6.02 21.99 

2 - - - 0.31 - - - -

3 - - - -3.85 - - - -

4 - - - -12.04 - - - -

例）ビット配分[ 10 0 0 0 ]

λ1 + λ2 + λ3 + λ4 = 4

λ1=2.45, λ2=1.08, λ3=0.41, λ4=0.06
(3.89dB) (0.31dB) (-3.85dB) (-12.04dB)
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の所要 C/Nまでのマージンが等しくなるように電力配分すればよく、その結

果、電力配分比は各ストリームの所要 C/N(真値)の比と等しくなる。例えば、

第 1ストリームの所要 C/Nが第 2ストリームの所要 C/Nより 3倍大きい場合、

電力配分を 3：1として所要 C/Nが大きい方に電力を多く配分する。 

   各ストリームの所要 C/Nは、単体所要 C/Nに各ストリームの固有値のゲイン

による改善を見込んだ値となる。図 3-6の例では以下の通りである。 

・第 1ストリームの所要 C/Nは、9 bit(512QAM)の単体所要 C/N＝28.4dBが

固有値λ1のゲインによって 3.89 dB改善するので 24.51dB 

・第 2ストリームの所要 C/Nは、1 bit(BPSK)の単体所要 C/N＝4.6 dBが固

有値λ2のゲインによって 0.31 dB改善するので 4.29dB 

   得られた各ストリームの所要 C/N(真値)の比で電力配分をした結果、電力配

分比は 3.96：0.04となる。すなわち、第 1ストリームでは各ストリームで均

等に電力 1を送る場合に比べて 3.96倍(5.98 dB)のゲインが、第 2ストリーム

では 0.04倍(-14.24dB)の減衰が、電力配分によって見込まれる。この例で

は、第 1ストリームの変調多値数が大きいため、多くの電力が第 1ストリーム

に配分され、第 2ストリームの電力は下がってしまう電力配分となる。電力配

分の結果、ビット・電力配分後の所要 C/Nは 18.53dBで同じとなり、この値が

このビット配分における所要 C/Nである。 

   この結果は、第 1ストリームの時と同様、SVD-MIMOや電力配分無しのときの

受信 C/Nが 18.53dBあれば、 

・第 1ストリームは固有値λ1のゲインによって 3.89 dB、電力配分によって

5.98dB改善して受信 C/Nが 28.4 dBとなり、単体所要 C/Nを満たす。 

・第 2ストリームは固有値λ2のゲインによって 0.31dB改善、電力配分によっ

て-14.24dB劣化して受信 C/Nが 4.6 dBとなり、単体所要 C/Nを満たす。 

   と言い換えることができる。 
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図 3－6 ビット配分[ 9 1 0 0 ]の場合の所要 C/Nの算出 

 

  ③ 3ストリーム伝送の場合 

   3ストリーム伝送の例として、ビット配分[5 3 2 0]の場合の所要 C/Nの考え

方を図 3-7に示す。3ストリーム伝送の場合の電力配分についても、各ストリ

ームの固有値によるゲインを考慮した単体所要 C/Nの比(真値)で電力配分を行

う。以降の導出は 2ストリーム伝送の時と同様である。 

 

図 3－7 ビット配分[ 5 3 2 0 ]の場合の所要 C/Nの算出 

第1ストリーム：
受信電力λ1倍

受信機
雑音電力
σ2

512QAM
Demod

BPSK
Demod

σ2

512QAM
Mod

BPSK
Mod

第2ストリーム：λ2倍

合計送信電力4
p1+p2=4

合計受信電力
λ1p1+λ2p2

p2

p1

λ2p2

λ1p1

• 電力配分：
各ストリームのBERが等しくなるよう
電力配分する。
• 各ストリームの固有値によって得
られるゲインを単体所要C/Nに
反映させておく。

• 電力配分後のC/Nと、固有値
ゲイン反映後の単体所要C/N
までのマージンが等しくなるよう
電力配分する。その場合、所要
C/Nの比(真値)で合計電力を
分けた結果に等しい。

• 各ストリームの固有値によるゲイン
と、電力配分によって得られるゲイ
ンを、単体所要C/Nに反映して
「ビット・電力配分後の所要C/N」
とする。

ストリーム ビット配分 変調方式 単体所要C/N[dB]
固有値による

ゲイン[dB]
固有値によるゲインを

考慮した単体所要C/N[dB]
電力配分

ゲイン[真値]
電力配分
ゲイン[dB]

ビット・電力配分後の
所要C/N[dB]

1 9 512QAM 28.4 3.89 24.51 3.96 5.98 
18.53 

2 1 BPSK 4.6 0.31 4.29 0.04 -14.24 

3 - - - -3.85 - - - -

4 - - - -12.04 - - - -

例）ビット配分[ 9 1 0 0 ]

λ1 + λ2 + λ3 + λ4 = 4

λ1=2.45, λ2=1.08, λ3=0.41, λ4=0.06
(3.89dB) (0.31dB) (-3.85dB) (-12.04dB)

第1ストリーム：
受信電力λ1倍

受信機
雑音電力
σ2

32QAM
Demod

8QAM
Demod

σ2

32QAM
Mod

8QAM
Mod

第2ストリーム：λ2倍

合計送信電力4
p1+p2+p3+p4=4

合計受信電力
λ1p1+λ2p2+λ3p3

p2

p1

λ2p2

λ1p1

QPSK
Demod

σ2

QPSK
Mod

p3 λ3p3第3ストリーム：λ3倍

• 電力配分：
各ストリームのBERが等しくなるよう
電力配分する。
• 各ストリームの固有値によって得
られるゲインを単体所要C/Nに
反映させておく。

• 電力配分後のC/Nと、固有値
ゲイン反映後の単体所要C/N
までのマージンが等しくなるよう
電力配分する。その場合、所要
C/Nの比(真値)で合計電力を
分けた結果に等しい。

• 各ストリームの固有値によるゲイン
と、電力配分によって得られるゲイ
ンを、単体所要C/Nに反映して
「ビット・電力配分後の所要C/N」
とする。

ストリーム ビット配分 変調方式 単体所要C/N[dB]
固有値による

ゲイン[dB]
固有値によるゲインを

考慮した単体所要C/N[dB]
電力配分

ゲイン[真値]
電力配分
ゲイン[dB]

ビット・電力配分後の
所要C/N[dB]

1 5 32QAM 17.2 3.89 13.31 1.73 2.39 

10.92 2 3 8QAM 11.8 0.31 11.49 1.14 0.56 

3 2 QPSK 7.6 -3.85 11.45 1.13 0.52 

4 - - - -12.04 - - - -

例）ビット配分[ 5 3 2 0 ]

λ1 + λ2 + λ3 + λ4 = 4

λ1=2.45, λ2=1.08, λ3=0.41, λ4=0.06
(3.89dB) (0.31dB) (-3.85dB) (-12.04dB)
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  ④ 4ストリーム伝送の場合 

   4ストリーム伝送の例として、ビット配分[ 3 3 2 2 ]の場合の所要 C/Nの考

え方を図 3-8に示す。4ストリーム伝送の場合の電力配分についても、各スト

リームの固有値によるゲインを考慮した単体所要 C/Nの比(真値)で電力配分を

行う。以降の導出は同様である。 

 

図 3－8 ビット配分[ 3 3 2 2 ]の場合の所要 C/Nの算出 

 

 ・所要 C/N算出結果 

  合計変調ビット数が 10 bitの場合、ビット配分は 23通り存在する。その全て

について、所要 C/Nを算出した結果を図 3-9に示す。23通りの中で、ビット・電

力配分後の所要 C/Nが最も小さいのはビット配分[5 3 2 0]であり、その値は

10.92 dBである。この値が合計 10 bit変調のシステムにおける理想的な所要

C/Nであると考えることができる。 

  理想的には、適応送信制御により i.i.d. 固有値モデルにおいてこの値を得る

ことが可能である。しかし、実際のシステムでは、アルゴリズムの不完全性やチ

ャネル推定誤差などにより、最適な適応送信制御からの乖離による劣化が見込ま

れる。これらは装置化に伴う固定劣化とみなし、従来の FPUにおける検討と同

様、4dB程度を見込むことが望ましい。 

 

第1ストリーム：
受信電力λ1倍

受信機
雑音電力
σ2

8QAM
Demod

8QAM
Demod

σ2

8QAM
Mod

8QAM
Mod

第2ストリーム：λ2倍

合計送信電力4
p1+p2+p3+p4=4

合計受信電力
λ1p1+λ2p2+λ3p3+λ4p4

p2

p1

λ2p2

λ1p1

QPSK
Demod

σ2

QPSK
Mod

p3

QPSK
Demod

σ2

QPSK
Mod

p4 λ4p4

λ3p3第3ストリーム：λ3倍

第4ストリーム：λ4倍

• 電力配分：
各ストリームのBERが等しくなるよう
電力配分する。
• 各ストリームの固有値によって得
られるゲインを単体所要C/Nに
反映させておく。

• 電力配分後のC/Nと、固有値
ゲイン反映後の単体所要C/N
までのマージンが等しくなるよう
電力配分する。その場合、所要
C/Nの比(真値)で合計電力を
分けた結果に等しい。

• 各ストリームの固有値によるゲイン
と、電力配分によって得られるゲイ
ンを、単体所要C/Nに反映して
「ビット・電力配分後の所要C/N」
とする。

ストリーム ビット配分 変調方式 単体所要C/N[dB]
固有値による

ゲイン[dB]
固有値によるゲインを

考慮した単体所要C/N[dB]
電力配分

ゲイン[真値]
電力配分
ゲイン[dB]

ビット・電力配分後の
所要C/N[dB]

1 3 8QAM 11.8 3.89 7.91 0.20 -7.08 

14.99 
2 3 8QAM 11.8 0.31 11.49 0.45 -3.51 

3 2 QPSK 7.6 -3.85 11.45 0.44 -3.55 

4 2 QPSK 7.6 -12.04 19.64 2.92 4.65 

例）ビット配分[ 3 3 2 2 ]

λ1 + λ2 + λ3 + λ4 = 4

λ1=2.45, λ2=1.08, λ3=0.41, λ4=0.06
(3.89dB) (0.31dB) (-3.85dB) (-12.04dB)
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図 3－9 合計 10bit変調のシステムにおける所要 C/N の算出結果 

 

 ・所要 C/N算出のフローチャート 

  前項までの導出を整理し、フローチャートとしたものを図 3-10に示す。他の

合計変調ビット数の場合についても、このフローチャートに沿って所要 C/Nを規

定することが可能である。 

 

図 3－10 所要 C/N算出のフローチャート 
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ビット・電力配分後の所要C/N [dB]

最小

パターンNo ストリーム数 ビット配分
ビット・電力配分後の

所要C/N[dB]

1 1 [ 10 0 0 0 ] 21.99 

2 2 [  9 1 0 0 ] 18.53 

3 2 [  8 2 0 0 ] 16.33 

4 2 [  7 3 0 0 ] 13.61 

5 2 [  6 4 0 0 ] 12.73 

6 2 [  5 5 0 0 ] 12.45 

7 3 [  8 1 1 0 ] 16.43 

8 3 [  7 2 1 0 ] 13.53 

9 3 [  6 3 1 0 ] 12.30 

10 3 [  6 2 2 0 ] 12.19 

11 3 [  5 4 1 0 ] 11.50 

12 3 [  5 3 2 0 ] 10.92 

13 3 [  4 4 2 0 ] 11.33 

14 3 [  4 3 3 0 ] 11.98 

15 4 [  7 1 1 1 ] 15.24 

16 4 [  6 2 1 1 ] 14.21 

17 4 [  5 3 1 1 ] 13.46 

18 4 [  5 2 2 1 ] 13.37 

19 4 [  4 4 1 1 ] 13.69 

20 4 [  4 3 2 1 ] 13.35 

21 4 [  4 2 2 2 ] 14.90 

22 4 [  3 3 3 1 ] 14.11 

23 4 [  3 3 2 2 ] 14.99 

最小値 10.92 

最小パターン
No.

No.12 [  5 3 2 0 ]

最小

所要C/N=10.92 dB（10ビット＠i.i.d.固有値モデル）

2ストリーム 3ストリーム
4ストリーム

1ストリーム

1ストリーム伝送？

第1ストリームに
全電力を配分

各ストリームのBERが
等しくなるように電力配分

電力配分によって
得られるゲインを算出

単体所要C/Nに
電力配分によるゲインを反映

「ビット・電力配分後の所要C/N」

各ビット配分パターンの「ビット・電力配分後の所要C/N」
の最小値をシステムの所要C/Nと規定する

Yes

No (2~4ストリーム伝送)

・・・

全てのビット配分パターンについて計算開始

・・・
全てのビット配分
パターンについて計算
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（参考資料４）  

 

ＦＰＵ運用のモデルについて 
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モデル１［固定中継］中継車から受信基地局まで伝搬距離 50kmまでの伝送 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

モデル２［移動中継］中継車から受信基地局まで伝搬距離 10km程度の伝送 

 

 

 

 

 

 

 

モデル３［移動中継］市街地で中継車から受信基地局まで伝搬距離 3km程度の伝送 

 

 

 

 

 

 

 

 

モデル４［移動中継］中継車からヘリコプターに向け伝搬距離約 2kmの伝送 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2km 

受信高 300m 

送信高 3.5m 

10km 

受信高 10m 
送信高 3.5m 

50km 

受信高 40m 
送信高 3.5m 

3km 

受信高 10m 
送信高 3.5m 
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モデル５［移動中継］機材を背負い最寄りの中継車に 1kmまでの伝送 

 

 

 

 

 

 

 

モデル６［移動中継］バイクから中継車に 1kmまでの伝送 

 

 

 

 

 

 

 

図4.1 1.2GHz帯･2.3GHz帯４Ｋ・８Ｋ用FPUの運用モデル 

1km 

受信高 3.5m 
送信高 2.0m 

1km 

受信高 3.5m 

送信高 2.5m 
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（参考資料５） 

回線設計の例について 

 

（回線設計例一覧） 

 

●（フルモード）４Ｋ映像信号の固定中継（高品質伝送） 

 表 5-1 モデル１ 中継車から受信基地局へ固定中継：50km 1.2/2.3GHz帯 

 

● （フルモード）８Ｋ映像信号の移動中継 

 表 5-2 モデル２ 中継車から受信基地局へ移動中継：10km 1.2/2.3GHz帯 

 表 5-3 モデル３ 市街地中継車から受信基地局へ移動中継：3km 1.2/2.3GHz帯 

 表 5-4 モデル４ 中継車からヘリコプターへ移動中継：2km 1.2/2.3GHz帯 

 表 5-5 モデル５ ワイヤレスカメラから中継車へ移動中継：1km 1.2/2.3GHz帯 

 表 5-6 モデル６ バイクから中継車へ移動中継：1km 1.2/2.3GHz帯 

 

● （フルモード）４Ｋ映像信号の移動中継 

 表 5-7 モデル２ 中継車から受信基地局へ移動中継：10km 1.2/2.3GHz帯 

 表 5-8 モデル３ 市街地中継車から受信基地局へ移動中継：3km 1.2/2.3GHz帯 

 表 5-9 モデル４ 中継車からヘリコプターへ移動中継：2km 1.2/2.3GHz帯 

 表 5-10 モデル５ ワイヤレスカメラから中継車へ移動中継：1km 1.2/2.3GHz帯 

 表 5-11 モデル６ バイクから中継車へ移動中継：1km 1.2/2.3GHz帯 

 

● （ハーフモード）４Ｋ映像信号の移動中継 

 表 5-12 モデル２ 中継車から受信基地局へ移動中継：10km 1.2/2.3GHz帯 

 表 5-13 モデル３ 市街地中継車から受信基地局へ移動中継：3km 1.2/2.3GHz帯 

 表 5-14 モデル４ 中継車からヘリコプターへ移動中継：2km 1.2/2.3GHz帯 

 表 5-15 モデル５ ワイヤレスカメラから中継車へ移動中継：1km 1.2/2.3GHz帯 

 表 5-16 モデル６ バイクから中継車へ移動中継：1km 1.2/2.3GHz帯 
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表 5－1 回線設計例（フルモード） ４Ｋ映像信号の固定中継（高品質伝送） 

モデル 1 中継車から受信基地局へ固定中継：50km 1.2/2.3GHz帯 

 

※ TS レート：TS188Byteのレート 

  

周波数帯

変調形式/モード

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計16bit変調

R=0.92
TSレート

※

146.8[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

4.3[Mbps]

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計16bit変調

R=0.92
TSレート

※

146.8[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

4.3[Mbps]

送信周波数 f  [GHz] 1.27 1.27 2.35 2.35

送信出力 W [W] 25.00 25.00 40.00 40.00

送信出力 W [dBm] 44.0 44.0 46.0 46.0

送信アンテナ 8素子八木 26素子八木 8素子八木 26素子八木スタック

送信アンテナ利得 Gt [dBi] 12.0 18.1 12.0 21.1

送信給電線損失 Lt [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

実効放射電力(WGt/Lt) [dBm] 54.5 60.6 56.5 65.6

伝送距離 d [km] 50.0 50.0 50.0 50.0

自由空間伝搬損失 (λ/4πd)2 [dB] 128.5 128.5 133.8 133.8

障害物透過損マージン [dB] 0.0 0.0 0.0 0.0

一区間瞬断時間率 [%] 0.5 0.5 0.5 0.5

所要フェージングマージン Fmr [dB] 5.1 5.1 5.1 5.1

受信アンテナ 26素子八木 8素子八木 26素子八木スタック 8素子八木

受信アンテナ利得 Gr [dBi] 18.1 12.0 21.1 12.0

受信給電線損失 Lr [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

受信電力 Ci [dBm] -62.5 -62.5 -62.8 -62.8

ボルツマン定数 k [W/(Hz･K)] 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23

ボルツマン定数 k [dBm/(Hz･K)] -198.6 -198.6 -198.6 -198.6

標準温度 T0 [dBK] 24.8 24.8 24.8 24.8

信号帯域幅 B [MHz] 17.2 17.2 17.2 17.2

信号帯域幅 B [dBHz] 72.4 72.4 72.4 72.4

受信機雑音指数 F [dB] 4.0 4.0 4.0 4.0

受信機熱雑音 Ni = kT0BF [dBm] -97.5 -97.5 -97.5 -97.5

受信機熱雑音 C/N [dB] 35.0 35.0 34.7 34.7

所要 C/N [dB] 21.0 9.8 21.0 9.8

相関マージン [dB] 10.0 6.0 10.0 6.0

相関マージンを考慮した所要C/N [dB] 31.0 15.8 31.0 15.8

伝送マージン [dB] 4.0 19.2 3.7 18.9

1.2GHz帯 2.3GHz帯
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表 5－2 回線設計例（フルモード） ８Ｋ映像信号の移動中継 

モデル 2 中継車から受信基地局へ移動中継：10km 1.2/2.3GHz帯 

 

※ TS レート：TS188Byteのレート 

  

周波数帯

変調形式/モード

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計16bit変調

R=0.92
TSレート

※

146.8[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

4.3[Mbps]

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計16bit変調

R=0.92
TSレート

※

146.8[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

4.3[Mbps]

送信周波数 f  [GHz] 1.27 1.27 2.35 2.35

送信出力 W [W] 25.00 25.00 40.00 40.00

送信出力 W [dBm] 44.0 44.0 46.0 46.0

送信アンテナ 4段コーリニア 12素子八木 4段コーリニア 26素子八木

送信アンテナ利得 Gt [dBi] 7.2 14.0 7.2 18.1

送信給電線損失 Lt [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

実効放射電力(WGt/Lt) [dBm] 49.7 56.5 51.7 62.6

伝送距離 d [km] 10.0 10.0 10.0 10.0

自由空間伝搬損失 (λ/4πd)2 [dB] 114.5 114.5 119.9 119.9

障害物透過損マージン [dB] 5.0 5.0 5.0 5.0

一区間瞬断時間率 [%] 0.5 0.5 0.5 0.5

所要フェージングマージン Fmr [dB] 10.0 10.0 10.0 10.0

受信アンテナ 12素子八木 4段コーリニア 26素子八木 4段コーリニア

受信アンテナ利得 Gr [dBi] 14.0 7.2 18.1 7.2

受信給電線損失 Lr [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

受信電力 Ci [dBm] -67.3 -67.3 -66.5 -66.5

ボルツマン定数 k [W/(Hz･K)] 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23

ボルツマン定数 k [dBm/(Hz･K)] -198.6 -198.6 -198.6 -198.6

標準温度 T0 [dBK] 24.8 24.8 24.8 24.8

信号帯域幅 B [MHz] 17.2 17.2 17.2 17.2

信号帯域幅 B [dBHz] 72.4 72.4 72.4 72.4

受信機雑音指数 F [dB] 4.0 4.0 4.0 4.0

受信機熱雑音 Ni = kT0BF [dBm] -97.5 -97.5 -97.5 -97.5

受信機熱雑音 C/N [dB] 30.1 30.1 30.9 30.9

所要 C/N [dB] 21.0 9.8 21.0 9.8

相関マージン [dB] 4.0 3.0 4.0 3.0

相関マージンを考慮した所要C/N [dB] 25.0 12.8 25.0 12.8

伝送マージン [dB] 5.1 17.3 5.9 18.1

1.2GHz帯 2.3GHz帯
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表 5－3 回線設計例（フルモード） ８Ｋ映像信号の移動中継 

モデル 3 市街地中継車から受信基地局へ移動中継：3km 1.2/2.3GHz帯 

 

※ TS レート：TS188Byteのレート 

  

周波数帯

変調形式/モード

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計16bit変調

R=0.92
TSレート

※

146.8[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

4.3[Mbps]

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計16bit変調

R=0.92
TSレート

※

146.8[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

4.3[Mbps]

送信周波数 f  [GHz] 1.27 1.27 2.35 2.35

送信出力 W [W] 25.00 25.00 40.00 40.00

送信出力 W [dBm] 44.0 44.0 46.0 46.0

送信アンテナ 2段コーリニア 8素子八木 2段コーリニア 12素子八木

送信アンテナ利得 Gt [dBi] 5.2 12.0 5.2 14.0

送信給電線損失 Lt [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

実効放射電力(WGt/Lt) [dBm] 47.7 54.5 49.7 58.5

伝送距離 d [km] 3.0 3.0 3.0 3.0

自由空間伝搬損失 (λ/4πd)2 [dB] 104.1 104.1 109.4 109.4

障害物透過損マージン [dB] 5.0 5.0 5.0 5.0

一区間瞬断時間率 [%] 0.5 0.5 0.5 0.5

所要フェージングマージン Fmr [dB] 10.0 10.0 10.0 10.0

受信アンテナ 8素子八木 2段コーリニア 12素子八木 2段コーリニア

受信アンテナ利得 Gr [dBi] 12.0 5.2 14.0 5.2

受信給電線損失 Lr [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

受信電力 Ci [dBm] -60.9 -60.9 -62.2 -62.2

ボルツマン定数 k [W/(Hz･K)] 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23

ボルツマン定数 k [dBm/(Hz･K)] -198.6 -198.6 -198.6 -198.6

標準温度 T0 [dBK] 24.8 24.8 24.8 24.8

信号帯域幅 B [MHz] 17.2 17.2 17.2 17.2

信号帯域幅 B [dBHz] 72.4 72.4 72.4 72.4

受信機雑音指数 F [dB] 4.0 4.0 4.0 4.0

受信機熱雑音 Ni = kT0BF [dBm] -97.5 -97.5 -97.5 -97.5

受信機熱雑音 C/N [dB] 36.6 36.6 35.3 35.3

所要 C/N [dB] 21.0 9.8 21.0 9.8

相関マージン [dB] 4.0 3.0 4.0 3.0

相関マージンを考慮した所要C/N [dB] 25.0 12.8 25.0 12.8

伝送マージン [dB] 11.6 23.8 10.3 22.5

1.2GHz帯 2.3GHz帯
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表 5－4 回線設計例（フルモード） ８Ｋ映像信号の移動中継 

モデル 4 中継車からヘリコプターへ移動中継：2km 1.2/2.3GHz帯 

 

※ TS レート：TS188Byteのレート 

  

周波数帯

変調形式/モード

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計16bit変調

R=0.92
TSレート

※

146.8[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

4.3[Mbps]

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計16bit変調

R=0.92
TSレート

※

146.8[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

4.3[Mbps]

送信周波数 f  [GHz] 1.27 1.27 2.35 2.35

送信出力 W [W] 25.00 25.00 40.00 40.00

送信出力 W [dBm] 44.0 44.0 46.0 46.0

送信アンテナ 2段コーリニア・垂直 平面アンテナ 2段コーリニア・垂直 平面アンテナ

送信アンテナ利得 Gt [dBi] 0.0 7.2 0.0 7.2

送信給電線損失 Lt [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

実効放射電力(WGt/Lt) [dBm] 42.5 49.7 44.5 51.7

伝送距離 d [km] 2.0 2.0 2.0 2.0

自由空間伝搬損失 (λ/4πd)2 [dB] 100.5 100.5 105.9 105.9

障害物透過損マージン [dB] 5.0 5.0 5.0 5.0

一区間瞬断時間率 [%] 0.5 0.5 0.5 0.5

所要フェージングマージン Fmr [dB] 5.0 5.0 5.0 5.0

受信アンテナ 平面アンテナ 2段コーリニア・垂直 平面アンテナ 2段コーリニア・垂直

受信アンテナ利得 Gr [dBi] 7.2 0.0 7.2 0.0

受信給電線損失 Lr [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

受信電力 Ci [dBm] -62.4 -62.4 -65.7 -65.7

ボルツマン定数 k [W/(Hz･K)] 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23

ボルツマン定数 k [dBm/(Hz･K)] -198.6 -198.6 -198.6 -198.6

標準温度 T0 [dBK] 24.8 24.8 24.8 24.8

信号帯域幅 B [MHz] 17.2 17.2 17.2 17.2

信号帯域幅 B [dBHz] 72.4 72.4 72.4 72.4

受信機雑音指数 F [dB] 4.0 4.0 4.0 4.0

受信機熱雑音 Ni = kT0BF [dBm] -97.5 -97.5 -97.5 -97.5

受信機熱雑音 C/N [dB] 35.1 35.1 31.8 31.8

所要 C/N [dB] 21.0 9.8 21.0 9.8

相関マージン [dB] 4.0 3.0 4.0 3.0

相関マージンを考慮した所要C/N [dB] 25.0 12.8 25.0 12.8

伝送マージン [dB] 10.1 22.3 6.8 19.0

1.2GHz帯 2.3GHz帯



76 
 

表 5－5 回線設計例（フルモード） ８Ｋ映像信号の移動中継 

モデル 5 ワイヤレスカメラから中継車へ移動中継：1km 1.2/2.3GHz帯 

 

※ TS レート：TS188Byteのレート 

  

周波数帯

変調形式/モード

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計16bit変調

R=0.92
TSレート

※

146.8[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

4.3[Mbps]

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計16bit変調

R=0.92
TSレート

※

146.8[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

4.3[Mbps]

送信周波数 f  [GHz] 1.27 1.27 2.35 2.35

送信出力 W [W] 0.50 0.50 0.50 0.50

送信出力 W [dBm] 27.0 27.0 27.0 27.0

送信アンテナ 2段コーリニア 12素子八木 2段コーリニア 26素子八木

送信アンテナ利得 Gt [dBi] 5.2 14.0 5.2 18.1

送信給電線損失 Lt [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

実効放射電力(WGt/Lt) [dBm] 30.7 39.5 30.7 43.6

伝送距離 d [km] 1.0 1.0 1.0 1.0

自由空間伝搬損失 (λ/4πd)2 [dB] 94.5 94.5 99.9 99.9

障害物透過損マージン [dB] 5.0 5.0 5.0 5.0

一区間瞬断時間率 [%] 0.5 0.5 0.5 0.5

所要フェージングマージン Fmr [dB] 10.0 10.0 10.0 10.0

受信アンテナ 12素子八木 2段コーリニア 26素子八木 2段コーリニア

受信アンテナ利得 Gr [dBi] 14.0 5.2 18.1 5.2

受信給電線損失 Lr [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

受信電力 Ci [dBm] -66.3 -66.3 -67.6 -67.6

ボルツマン定数 k [W/(Hz･K)] 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23

ボルツマン定数 k [dBm/(Hz･K)] -198.6 -198.6 -198.6 -198.6

標準温度 T0 [dBK] 24.8 24.8 24.8 24.8

信号帯域幅 B [MHz] 17.2 17.2 17.2 17.2

信号帯域幅 B [dBHz] 72.4 72.4 72.4 72.4

受信機雑音指数 F [dB] 4.0 4.0 4.0 4.0

受信機熱雑音 Ni = kT0BF [dBm] -97.5 -97.5 -97.5 -97.5

受信機熱雑音 C/N [dB] 31.1 31.1 29.9 29.9

所要 C/N [dB] 21.0 9.8 21.0 9.8

相関マージン [dB] 4.0 3.0 4.0 3.0

相関マージンを考慮した所要C/N [dB] 25.0 12.8 25.0 12.8

伝送マージン [dB] 6.1 18.3 4.9 17.1

1.2GHz帯 2.3GHz帯
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表 5－6 回線設計例（フルモード） ８Ｋ映像信号の移動中継 

モデル 6 バイクから中継車へ移動中継：1km 1.2/2.3GHz帯 

 
※ TS レート：TS188Byteのレート 

  

周波数帯

変調形式/モード

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計16bit変調

R=0.92
TSレート

※

146.8[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

4.3[Mbps]

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計16bit変調

R=0.92
TSレート

※

146.8[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

4.3[Mbps]

送信周波数 f  [GHz] 1.27 1.27 2.35 2.35

送信出力 W [W] 0.50 0.50 0.50 0.50

送信出力 W [dBm] 27.0 27.0 27.0 27.0

送信アンテナ 2段コーリニア 8素子八木 4段コーリニア 12素子八木

送信アンテナ利得 Gt [dBi] 5.2 12.0 7.2 14.0

送信給電線損失 Lt [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

実効放射電力(WGt/Lt) [dBm] 30.7 37.5 32.7 39.5

伝送距離 d [km] 1.0 1.0 1.0 1.0

自由空間伝搬損失 (λ/4πd)2 [dB] 94.5 94.5 99.9 99.9

障害物透過損マージン [dB] 5.0 5.0 5.0 5.0

一区間瞬断時間率 [%] 0.5 0.5 0.5 0.5

所要フェージングマージン Fmr [dB] 10.0 10.0 10.0 10.0

受信アンテナ 8素子八木 2段コーリニア 12素子八木 4段コーリニア

受信アンテナ利得 Gr [dBi] 12.0 5.2 14.0 7.2

受信給電線損失 Lr [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

受信電力 Ci [dBm] -68.3 -68.3 -69.7 -69.7

ボルツマン定数 k [W/(Hz･K)] 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23

ボルツマン定数 k [dBm/(Hz･K)] -198.6 -198.6 -198.6 -198.6

標準温度 T0 [dBK] 24.8 24.8 24.8 24.8

信号帯域幅 B [MHz] 17.2 17.2 17.2 17.2

信号帯域幅 B [dBHz] 72.4 72.4 72.4 72.4

受信機雑音指数 F [dB] 4.0 4.0 4.0 4.0

受信機熱雑音 Ni = kT0BF [dBm] -97.5 -97.5 -97.5 -97.5

受信機熱雑音 C/N [dB] 29.1 29.1 27.8 27.8

所要 C/N [dB] 21.0 9.8 21.0 9.8

相関マージン [dB] 4.0 3.0 4.0 3.0

相関マージンを考慮した所要C/N [dB] 25.0 12.8 25.0 12.8

伝送マージン [dB] 4.1 16.3 2.8 15.0

1.2GHz帯 2.3GHz帯
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表 5－7 回線設計例（フルモード）４Ｋ映像信号の移動中継 

モデル 2 中継車から受信基地局へ移動中継：10km 1.2/2.3GHz帯 

 

※ TS レート：TS188Byteのレート 

  

周波数帯

変調形式/モード

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計10bit変調

R=0.76
TSレート※

75.8[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

4.3[Mbps]

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計10bit変調

R=0.76
TSレート※

75.8[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

4.3[Mbps]

送信周波数 f  [GHz] 1.27 1.27 2.35 2.35

送信出力 W [W] 25.00 25.00 40.00 40.00

送信出力 W [dBm] 44.0 44.0 46.0 46.0

送信アンテナ 4段コーリニア 12素子八木 4段コーリニア 26素子八木

送信アンテナ利得 Gt [dBi] 7.2 14.0 7.2 18.1

送信給電線損失 Lt [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

実効放射電力(WGt/Lt) [dBm] 49.7 56.5 51.7 62.6

伝送距離 d [km] 10.0 10.0 10.0 10.0

自由空間伝搬損失 (λ/4πd)2 [dB] 114.5 114.5 119.9 119.9

障害物透過損マージン [dB] 5.0 5.0 5.0 5.0

一区間瞬断時間率 [%] 0.5 0.5 0.5 0.5

所要フェージングマージン Fmr [dB] 10.0 10.0 10.0 10.0

受信アンテナ 12素子八木 4段コーリニア 26素子八木 4段コーリニア

受信アンテナ利得 Gr [dBi] 14.0 7.2 18.1 7.2

受信給電線損失 Lr [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

受信電力 Ci [dBm] -67.3 -67.3 -66.5 -66.5

ボルツマン定数 k [W/(Hz･K)] 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23

ボルツマン定数 k [dBm/(Hz･K)] -198.6 -198.6 -198.6 -198.6

標準温度 T0 [dBK] 24.8 24.8 24.8 24.8

信号帯域幅 B [MHz] 17.2 17.2 17.2 17.2

信号帯域幅 B [dBHz] 72.4 72.4 72.4 72.4

受信機雑音指数 F [dB] 4.0 4.0 4.0 4.0

受信機熱雑音 Ni = kT0BF [dBm] -97.5 -97.5 -97.5 -97.5

受信機熱雑音 C/N [dB] 30.1 30.1 30.9 30.9

所要 C/N [dB] 12.0 9.8 12.0 9.8

相関マージン [dB] 4.0 3.0 4.0 3.0

相関マージンを考慮した所要C/N [dB] 16.0 12.8 16.0 12.8

伝送マージン [dB] 14.1 17.3 14.9 18.1

1.2GHz帯 2.3GHz帯
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表 5－8 回線設計例（フルモード）４Ｋ映像信号の移動中継 

モデル 3 市街地中継車から受信基地局へ移動中継：3km 1.2/2.3GHz帯 

 

※ TS レート：TS188Byteのレート 

  

周波数帯

変調形式/モード

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計10bit変調

R=0.76
TSレート※

75.8[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

4.3[Mbps]

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計10bit変調

R=0.76
TSレート※

75.8[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

4.3[Mbps]

送信周波数 f  [GHz] 1.27 1.27 2.35 2.35

送信出力 W [W] 25.00 25.00 40.00 40.00

送信出力 W [dBm] 44.0 44.0 46.0 46.0

送信アンテナ 2段コーリニア 8素子八木 2段コーリニア 12素子八木

送信アンテナ利得 Gt [dBi] 5.2 12.0 5.2 14.0

送信給電線損失 Lt [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

実効放射電力(WGt/Lt) [dBm] 47.7 54.5 49.7 58.5

伝送距離 d [km] 3.0 3.0 3.0 3.0

自由空間伝搬損失 (λ/4πd)2 [dB] 104.1 104.1 109.4 109.4

障害物透過損マージン [dB] 5.0 5.0 5.0 5.0

一区間瞬断時間率 [%] 0.5 0.5 0.5 0.5

所要フェージングマージン Fmr [dB] 10.0 10.0 10.0 10.0

受信アンテナ 8素子八木 2段コーリニア 12素子八木 2段コーリニア

受信アンテナ利得 Gr [dBi] 12.0 5.2 14.0 5.2

受信給電線損失 Lr [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

受信電力 Ci [dBm] -60.9 -60.9 -62.2 -62.2

ボルツマン定数 k [W/(Hz･K)] 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23

ボルツマン定数 k [dBm/(Hz･K)] -198.6 -198.6 -198.6 -198.6

標準温度 T0 [dBK] 24.8 24.8 24.8 24.8

信号帯域幅 B [MHz] 17.2 17.2 17.2 17.2

信号帯域幅 B [dBHz] 72.4 72.4 72.4 72.4

受信機雑音指数 F [dB] 4.0 4.0 4.0 4.0

受信機熱雑音 Ni = kT0BF [dBm] -97.5 -97.5 -97.5 -97.5

受信機熱雑音 C/N [dB] 36.6 36.6 35.3 35.3

所要 C/N [dB] 12.0 9.8 12.0 9.8

相関マージン [dB] 4.0 3.0 4.0 3.0

相関マージンを考慮した所要C/N [dB] 16.0 12.8 16.0 12.8

伝送マージン [dB] 20.6 23.8 19.3 22.5

1.2GHz帯 2.3GHz帯
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表 5－9 回線設計例（フルモード）４Ｋ映像信号の移動中継 

モデル 4 中継車からヘリコプターへ移動中継：2km 1.2/2.3GHz帯 

 

※ TS レート：TS188Byteのレート 

  

周波数帯

変調形式/モード

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計10bit変調

R=0.76
TSレート※

75.8[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

4.3[Mbps]

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計10bit変調

R=0.76
TSレート※

75.8[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

4.3[Mbps]

送信周波数 f  [GHz] 1.27 1.27 2.35 2.35

送信出力 W [W] 6.25 6.25 20.00 20.00

送信出力 W [dBm] 38.0 38.0 43.0 43.0

送信アンテナ 2段コーリニア・垂直 平面アンテナ 2段コーリニア・垂直 平面アンテナ

送信アンテナ利得 Gt [dBi] 0.0 7.2 0.0 7.2

送信給電線損失 Lt [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

実効放射電力(WGt/Lt) [dBm] 36.5 43.7 41.5 48.7

伝送距離 d [km] 2.0 2.0 2.0 2.0

自由空間伝搬損失 (λ/4πd)2 [dB] 100.5 100.5 105.9 105.9

障害物透過損マージン [dB] 5.0 5.0 5.0 5.0

一区間瞬断時間率 [%] 0.5 0.5 0.5 0.5

所要フェージングマージン Fmr [dB] 5.0 5.0 5.0 5.0

受信アンテナ 平面アンテナ 2段コーリニア・垂直 平面アンテナ 2段コーリニア・垂直

受信アンテナ利得 Gr [dBi] 7.2 0.0 7.2 0.0

受信給電線損失 Lr [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

受信電力 Ci [dBm] -68.4 -68.4 -68.7 -68.7

ボルツマン定数 k [W/(Hz･K)] 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23

ボルツマン定数 k [dBm/(Hz･K)] -198.6 -198.6 -198.6 -198.6

標準温度 T0 [dBK] 24.8 24.8 24.8 24.8

信号帯域幅 B [MHz] 17.2 17.2 17.2 17.2

信号帯域幅 B [dBHz] 72.4 72.4 72.4 72.4

受信機雑音指数 F [dB] 4.0 4.0 4.0 4.0

受信機熱雑音 Ni = kT0BF [dBm] -97.5 -97.5 -97.5 -97.5

受信機熱雑音 C/N [dB] 29.1 29.1 28.8 28.8

所要 C/N [dB] 12.0 9.8 12.0 9.8

相関マージン [dB] 4.0 3.0 4.0 3.0

相関マージンを考慮した所要C/N [dB] 16.0 12.8 16.0 12.8

伝送マージン [dB] 13.1 16.3 12.8 16.0

1.2GHz帯 2.3GHz帯
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表 5－10 回線設計例（フルモード）４Ｋ映像信号の移動中継 

モデル 5 ワイヤレスカメラから中継車へ移動中継：1km 1.2/2.3GHz帯 

 

※ TS レート：TS188Byteのレート 

  

周波数帯

変調形式/モード

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計10bit変調

R=0.76
TSレート※

75.8[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

4.3[Mbps]

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計10bit変調

R=0.76
TSレート※

75.8[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

4.3[Mbps]

送信周波数 f  [GHz] 1.27 1.27 2.35 2.35

送信出力 W [W] 0.50 0.50 0.50 0.50

送信出力 W [dBm] 27.0 27.0 27.0 27.0

送信アンテナ 2段コーリニア 12素子八木 2段コーリニア 26素子八木

送信アンテナ利得 Gt [dBi] 5.2 14.0 5.2 18.1

送信給電線損失 Lt [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

実効放射電力(WGt/Lt) [dBm] 30.7 39.5 30.7 43.6

伝送距離 d [km] 1.0 1.0 1.0 1.0

自由空間伝搬損失 (λ/4πd)2 [dB] 94.5 94.5 99.9 99.9

障害物透過損マージン [dB] 5.0 5.0 5.0 5.0

一区間瞬断時間率 [%] 0.5 0.5 0.5 0.5

所要フェージングマージン Fmr [dB] 10.0 10.0 10.0 10.0

受信アンテナ 12素子八木 2段コーリニア 26素子八木 2段コーリニア

受信アンテナ利得 Gr [dBi] 14.0 5.2 18.1 5.2

受信給電線損失 Lr [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

受信電力 Ci [dBm] -66.3 -66.3 -67.6 -67.6

ボルツマン定数 k [W/(Hz･K)] 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23

ボルツマン定数 k [dBm/(Hz･K)] -198.6 -198.6 -198.6 -198.6

標準温度 T0 [dBK] 24.8 24.8 24.8 24.8

信号帯域幅 B [MHz] 17.2 17.2 17.2 17.2

信号帯域幅 B [dBHz] 72.4 72.4 72.4 72.4

受信機雑音指数 F [dB] 4.0 4.0 4.0 4.0

受信機熱雑音 Ni = kT0BF [dBm] -97.5 -97.5 -97.5 -97.5

受信機熱雑音 C/N [dB] 31.1 31.1 29.9 29.9

所要 C/N [dB] 12.0 9.8 12.0 9.8

相関マージン [dB] 4.0 3.0 4.0 3.0

相関マージンを考慮した所要C/N [dB] 16.0 12.8 16.0 12.8

伝送マージン [dB] 15.1 18.3 13.9 17.1

1.2GHz帯 2.3GHz帯
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表 5－11 回線設計例（フルモード）４Ｋ映像信号の移動中継 

モデル 6 バイクから中継車へ移動中継：1km 1.2/2.3GHz帯 

 

※ TS レート：TS188Byteのレート 

  

周波数帯

変調形式/モード

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計10bit変調

R=0.76
TSレート※

75.8[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

4.3[Mbps]

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計10bit変調

R=0.76
TSレート※

75.8[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

4.3[Mbps]

送信周波数 f  [GHz] 1.27 1.27 2.35 2.35

送信出力 W [W] 0.50 0.50 0.50 0.50

送信出力 W [dBm] 27.0 27.0 27.0 27.0

送信アンテナ 2段コーリニア 8素子八木 4段コーリニア 12素子八木

送信アンテナ利得 Gt [dBi] 5.2 12.0 7.2 14.0

送信給電線損失 Lt [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

実効放射電力(WGt/Lt) [dBm] 30.7 37.5 32.7 39.5

伝送距離 d [km] 1.0 1.0 1.0 1.0

自由空間伝搬損失 (λ/4πd)2 [dB] 94.5 94.5 99.9 99.9

障害物透過損マージン [dB] 5.0 5.0 5.0 5.0

一区間瞬断時間率 [%] 0.5 0.5 0.5 0.5

所要フェージングマージン Fmr [dB] 10.0 10.0 10.0 10.0

受信アンテナ 8素子八木 2段コーリニア 12素子八木 4段コーリニア

受信アンテナ利得 Gr [dBi] 12.0 5.2 14.0 7.2

受信給電線損失 Lr [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

受信電力 Ci [dBm] -68.3 -68.3 -69.7 -69.7

ボルツマン定数 k [W/(Hz･K)] 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23

ボルツマン定数 k [dBm/(Hz･K)] -198.6 -198.6 -198.6 -198.6

標準温度 T0 [dBK] 24.8 24.8 24.8 24.8

信号帯域幅 B [MHz] 17.2 17.2 17.2 17.2

信号帯域幅 B [dBHz] 72.4 72.4 72.4 72.4

受信機雑音指数 F [dB] 4.0 4.0 4.0 4.0

受信機熱雑音 Ni = kT0BF [dBm] -97.5 -97.5 -97.5 -97.5

受信機熱雑音 C/N [dB] 29.1 29.1 27.8 27.8

所要 C/N [dB] 12.0 9.8 12.0 9.8

相関マージン [dB] 4.0 3.0 4.0 3.0

相関マージンを考慮した所要C/N [dB] 16.0 12.8 16.0 12.8

伝送マージン [dB] 13.1 16.3 11.8 15.0

1.2GHz帯 2.3GHz帯
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表 5－12 回線設計例（ハーフモード）４Ｋ映像信号の移動中継 

モデル 2 中継車から受信基地局へ移動中継：10km 1.2/2.3GHz帯 

 

※ TS レート：TS188Byteのレート 

  

周波数帯

変調形式/モード

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計18bit変調

R=0.87
TSレート※

75.5[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

2.1[Mbps]

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計18bit変調

R=0.87
TSレート※

75.5[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

2.1[Mbps]

送信周波数 f  [GHz] 1.27 1.27 2.35 2.35

送信出力 W [W] 12.50 12.50 20.00 20.00

送信出力 W [dBm] 41.0 41.0 43.0 43.0

送信アンテナ 4段コーリニア 12素子八木 4段コーリニア 26素子八木

送信アンテナ利得 Gt [dBi] 7.2 14.0 7.2 18.1

送信給電線損失 Lt [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

実効放射電力(WGt/Lt) [dBm] 46.7 53.5 48.7 59.6

伝送距離 d [km] 10.0 10.0 10.0 10.0

自由空間伝搬損失 (λ/4πd)2 [dB] 114.5 114.5 119.9 119.9

障害物透過損マージン [dB] 5.0 5.0 5.0 5.0

一区間瞬断時間率 [%] 0.5 0.5 0.5 0.5

所要フェージングマージン Fmr [dB] 10.0 10.0 10.0 10.0

受信アンテナ 12素子八木 4段コーリニア 26素子八木 4段コーリニア

受信アンテナ利得 Gr [dBi] 14.0 7.2 18.1 7.2

受信給電線損失 Lr [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

受信電力 Ci [dBm] -70.3 -70.3 -69.6 -69.6

ボルツマン定数 k [W/(Hz･K)] 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23

ボルツマン定数 k [dBm/(Hz･K)] -198.6 -198.6 -198.6 -198.6

標準温度 T0 [dBK] 24.8 24.8 24.8 24.8

信号帯域幅 B [MHz] 8.5 8.5 8.5 8.5

信号帯域幅 B [dBHz] 69.3 69.3 69.3 69.3

受信機雑音指数 F [dB] 4.0 4.0 4.0 4.0

受信機熱雑音 Ni = kT0BF [dBm] -100.5 -100.5 -100.5 -100.5

受信機熱雑音 C/N [dB] 30.2 30.2 31.0 31.0

所要 C/N [dB] 21.5 9.8 21.5 9.8

相関マージン [dB] 4.0 3.0 4.0 3.0

相関マージンを考慮した所要C/N [dB] 25.5 12.8 25.5 12.8

伝送マージン [dB] 4.7 17.4 5.5 18.2

1.2GHz帯 2.3GHz帯
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表 5－13 回線設計例（ハーフモード）４Ｋ映像信号の移動中継 

モデル 3 市街地中継車から受信基地局へ移動中継：3km 1.2/2.3GHz帯 

 

※ TS レート：TS188Byteのレート 

  

周波数帯

変調形式/モード

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計18bit変調

R=0.87
TSレート※

75.5[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

2.1[Mbps]

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計18bit変調

R=0.87
TSレート※

75.5[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

2.1[Mbps]

送信周波数 f  [GHz] 1.27 1.27 2.35 2.35

送信出力 W [W] 12.50 12.50 20.00 20.00

送信出力 W [dBm] 41.0 41.0 43.0 43.0

送信アンテナ 2段コーリニア 8素子八木 2段コーリニア 12素子八木

送信アンテナ利得 Gt [dBi] 5.2 12.0 5.2 14.0

送信給電線損失 Lt [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

実効放射電力(WGt/Lt) [dBm] 44.7 51.5 46.7 55.5

伝送距離 d [km] 3.0 3.0 3.0 3.0

自由空間伝搬損失 (λ/4πd)2 [dB] 104.1 104.1 109.4 109.4

障害物透過損マージン [dB] 5.0 5.0 5.0 5.0

一区間瞬断時間率 [%] 0.5 0.5 0.5 0.5

所要フェージングマージン Fmr [dB] 10.0 10.0 10.0 10.0

受信アンテナ 8素子八木 2段コーリニア 12素子八木 2段コーリニア

受信アンテナ利得 Gr [dBi] 12.0 5.2 14.0 5.2

受信給電線損失 Lr [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

受信電力 Ci [dBm] -63.9 -63.9 -65.2 -65.2

ボルツマン定数 k [W/(Hz･K)] 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23

ボルツマン定数 k [dBm/(Hz･K)] -198.6 -198.6 -198.6 -198.6

標準温度 T0 [dBK] 24.8 24.8 24.8 24.8

信号帯域幅 B [MHz] 8.5 8.5 8.5 8.5

信号帯域幅 B [dBHz] 69.3 69.3 69.3 69.3

受信機雑音指数 F [dB] 4.0 4.0 4.0 4.0

受信機熱雑音 Ni = kT0BF [dBm] -100.5 -100.5 -100.5 -100.5

受信機熱雑音 C/N [dB] 36.6 36.6 35.3 35.3

所要 C/N [dB] 21.5 9.8 21.5 9.8

相関マージン [dB] 4.0 3.0 4.0 3.0

相関マージンを考慮した所要C/N [dB] 25.5 12.8 25.5 12.8

伝送マージン [dB] 11.1 23.8 9.8 22.5

1.2GHz帯 2.3GHz帯
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表 5－14 回線設計例（ハーフモード）４Ｋ映像信号の移動中継 

モデル 4 中継車からヘリコプターへ移動中継：2km 1.2/2.3GHz帯 

 

※ TS レート：TS188Byteのレート 

  

周波数帯

変調形式/モード

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計18bit変調

R=0.87
TSレート※

75.5[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

2.1[Mbps]

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計18bit変調

R=0.87
TSレート※

75.5[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

2.1[Mbps]

送信周波数 f  [GHz] 1.27 1.27 2.35 2.35

送信出力 W [W] 6.25 6.25 20.00 20.00

送信出力 W [dBm] 38.0 38.0 43.0 43.0

送信アンテナ 2段コーリニア・垂直 平面アンテナ 2段コーリニア・垂直 平面アンテナ

送信アンテナ利得 Gt [dBi] 0.0 7.2 0.0 7.2

送信給電線損失 Lt [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

実効放射電力(WGt/Lt) [dBm] 36.5 43.7 41.5 48.7

伝送距離 d [km] 2.0 2.0 2.0 2.0

自由空間伝搬損失 (λ/4πd)2 [dB] 100.5 100.5 105.9 105.9

障害物透過損マージン [dB] 5.0 5.0 5.0 5.0

一区間瞬断時間率 [%] 0.5 0.5 0.5 0.5

所要フェージングマージン Fmr [dB] 5.0 5.0 5.0 5.0

受信アンテナ 平面アンテナ 2段コーリニア・垂直 平面アンテナ 2段コーリニア・垂直

受信アンテナ利得 Gr [dBi] 7.2 0.0 7.2 0.0

受信給電線損失 Lr [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

受信電力 Ci [dBm] -68.4 -68.4 -68.7 -68.7

ボルツマン定数 k [W/(Hz･K)] 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23

ボルツマン定数 k [dBm/(Hz･K)] -198.6 -198.6 -198.6 -198.6

標準温度 T0 [dBK] 24.8 24.8 24.8 24.8

信号帯域幅 B [MHz] 8.5 8.5 8.5 8.5

信号帯域幅 B [dBHz] 69.3 69.3 69.3 69.3

受信機雑音指数 F [dB] 4.0 4.0 4.0 4.0

受信機熱雑音 Ni = kT0BF [dBm] -100.5 -100.5 -100.5 -100.5

受信機熱雑音 C/N [dB] 32.2 32.2 31.9 31.9

所要 C/N [dB] 21.5 9.8 21.5 9.8

相関マージン [dB] 4.0 3.0 4.0 3.0

相関マージンを考慮した所要C/N [dB] 25.5 12.8 25.5 12.8

伝送マージン [dB] 6.7 19.4 6.4 19.1

1.2GHz帯 2.3GHz帯
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表 5－15 回線設計例（ハーフモード）４Ｋ映像信号の移動中継 

モデル 5 ワイヤレスカメラから中継車へ移動中継：1km 1.2/2.3GHz帯 

 

※ TS レート：TS188Byteのレート 

  

周波数帯

変調形式/モード

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計18bit変調

R=0.87
TSレート※

75.5[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

2.1[Mbps]

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計18bit変調

R=0.87
TSレート※

75.5[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

2.1[Mbps]

送信周波数 f  [GHz] 1.27 1.27 2.35 2.35

送信出力 W [W] 0.50 0.50 0.50 0.50

送信出力 W [dBm] 27.0 27.0 27.0 27.0

送信アンテナ 2段コーリニア 12素子八木 2段コーリニア 26素子八木

送信アンテナ利得 Gt [dBi] 5.2 14.0 5.2 18.1

送信給電線損失 Lt [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

実効放射電力(WGt/Lt) [dBm] 30.7 39.5 30.7 43.6

伝送距離 d [km] 1.0 1.0 1.0 1.0

自由空間伝搬損失 (λ/4πd)2 [dB] 94.5 94.5 99.9 99.9

障害物透過損マージン [dB] 5.0 5.0 5.0 5.0

一区間瞬断時間率 [%] 0.5 0.5 0.5 0.5

所要フェージングマージン Fmr [dB] 10.0 10.0 10.0 10.0

受信アンテナ 12素子八木 2段コーリニア 26素子八木 2段コーリニア

受信アンテナ利得 Gr [dBi] 14.0 5.2 18.1 5.2

受信給電線損失 Lr [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

受信電力 Ci [dBm] -66.3 -66.3 -67.6 -67.6

ボルツマン定数 k [W/(Hz･K)] 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23

ボルツマン定数 k [dBm/(Hz･K)] -198.6 -198.6 -198.6 -198.6

標準温度 T0 [dBK] 24.8 24.8 24.8 24.8

信号帯域幅 B [MHz] 8.5 8.5 8.5 8.5

信号帯域幅 B [dBHz] 69.3 69.3 69.3 69.3

受信機雑音指数 F [dB] 4.0 4.0 4.0 4.0

受信機熱雑音 Ni = kT0BF [dBm] -100.5 -100.5 -100.5 -100.5

受信機熱雑音 C/N [dB] 34.2 34.2 33.0 33.0

所要 C/N [dB] 21.5 9.8 21.5 9.8

相関マージン [dB] 4.0 3.0 4.0 3.0

相関マージンを考慮した所要C/N [dB] 25.5 12.8 25.5 12.8

伝送マージン [dB] 8.7 21.4 7.5 20.2

1.2GHz帯 2.3GHz帯
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表 5－16 回線設計例（ハーフモード）４Ｋ映像信号の移動中継 

モデル 6 バイクから中継車へ移動中継：1km 1.2/2.3GHz帯 

 

※ TSレート：TS188Byteのレート 

周波数帯

変調形式/モード

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計18bit変調

R=0.87
TSレート※

75.5[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

2.1[Mbps]

上り回線
4×4 SVD-MIMO
合計18bit変調

R=0.87
TSレート※

75.5[Mbps]

下り回線
2×4 STTC-MIMO

16QAM
RS(211,195)
TSレート※

2.1[Mbps]

送信周波数 f  [GHz] 1.27 1.27 2.35 2.35

送信出力 W [W] 0.50 0.50 0.50 0.50

送信出力 W [dBm] 27.0 27.0 27.0 27.0

送信アンテナ 2段コーリニア 8素子八木 4段コーリニア 12素子八木

送信アンテナ利得 Gt [dBi] 5.2 12.0 7.2 14.0

送信給電線損失 Lt [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

実効放射電力(WGt/Lt) [dBm] 30.7 37.5 32.7 39.5

伝送距離 d [km] 1.0 1.0 1.0 1.0

自由空間伝搬損失 (λ/4πd)2 [dB] 94.5 94.5 99.9 99.9

障害物透過損マージン [dB] 5.0 5.0 5.0 5.0

一区間瞬断時間率 [%] 0.5 0.5 0.5 0.5

所要フェージングマージン Fmr [dB] 10.0 10.0 10.0 10.0

受信アンテナ 8素子八木 2段コーリニア 12素子八木 4段コーリニア

受信アンテナ利得 Gr [dBi] 12.0 5.2 14.0 7.2

受信給電線損失 Lr [dB] 1.5 1.5 1.5 1.5

受信電力 Ci [dBm] -68.3 -68.3 -69.7 -69.7

ボルツマン定数 k [W/(Hz･K)] 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23 1.38E-23

ボルツマン定数 k [dBm/(Hz･K)] -198.6 -198.6 -198.6 -198.6

標準温度 T0 [dBK] 24.8 24.8 24.8 24.8

信号帯域幅 B [MHz] 8.5 8.5 8.5 8.5

信号帯域幅 B [dBHz] 69.3 69.3 69.3 69.3

受信機雑音指数 F [dB] 4.0 4.0 4.0 4.0

受信機熱雑音 Ni = kT0BF [dBm] -100.5 -100.5 -100.5 -100.5

受信機熱雑音 C/N [dB] 32.2 32.2 30.9 30.9

所要 C/N [dB] 21.5 9.8 21.5 9.8

相関マージン [dB] 4.0 3.0 4.0 3.0

相関マージンを考慮した所要C/N [dB] 25.5 12.8 25.5 12.8

伝送マージン [dB] 6.7 19.4 5.4 18.1

1.2GHz帯 2.3GHz帯
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（参考資料６） 

 

レートマッチングについて 

 

 レートマッチングは、ビットパンクチャ（間引き）により、伝搬環境に応じて誤

り訂正符号の可変符号化率を実現する技術である。レートマッチングのイメージを

図 6-1に示す。 

 

図 6－1 レートマッチングの概要 

 

 従来の単向通信方式の FPUのようにフィードバック回線がなく符号化率を固定す

る場合、伝送レートは一定となる。しかし、移動伝送のように受信品質が変動する

伝搬路の場合、受信品質が劣化すると誤りが発生する可能性がある（図 6-1(a)）。

誤りを発生させないためには、想定される最悪の受信品質でも誤りが発生しないよ

う十分に伝送マージンを持った符号化率を設定する必要がある。 

 これに対して、複信方式の導入によるフィードバック回線を用いることで、レー

トマッチングで符号化率を制御することができる。この場合、受信品質に応じてそ

の時点で誤りが発生しない最大の符号化率を選択することで、伝送マージンを最小

限に留め、伝送レートを向上させることができる（図 6-1(b)）。選択される符号化

率はシステムの S/Nに相当する MIMO復調後の MER（Modulation Error Ratio）など

を指標とし符号化率を制御することができる。 

 

 

時間

伝
送

容
量

パリ ティ
ビッ ト受信品質の変動

最悪受信品質でも 誤ら ない
伝送マージンが必要

映像信号
(情報ビッ ト )

受信品質が悪く
なると 誤り が発生

映像信号
(情報ビッ ト )

時間

伝
送

容
量

パリ ティ
ビッ ト

誤り が発生し ないよう に
符号化率を制御

(a )  符号化率を固定する場合

(b )  レート マッ チングで符号化率を制御する場合

・ 従来は符号化率を固定する
必要があっ た

・ 中継コ ース内で最悪の受信
品質でも 誤ら ない伝送マー
ジンが必要

・ 得ら れた受信品質に応じ て、
その時々で誤り が発生し な
い符号化率を設定

・ 伝送マージンを最小限に留
めながら 、 誤り のない伝送
を実現
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（参考資料７） 

 

所要フェージングマージンの算出方法について 
 

 回線設計を行う上で必要となる所要フェージングマージンの算出方法は、以下の

とおりである。 

 

１ 所要フェージングマージンの算出 

 （１）固定伝送の場合 

    目標回線品質を満足するための所要フェージングマージン Fmr は、次式に

より求める。 

Fmr＝10log［k・PR／｛Pis（d／D）・A｝］  

   ただし、Fmr＜5dBの場合は、Fmr＝5dBとする。 

 k ：年変動による増加係数 2 

 PR ：レーレーフェージング発生確率 

 Pis ：回線瞬断率規格 5×10－3 

 d ：区間距離(km) 

 D ：伝送区間の距離(km) 

  FPUにおいては一区間伝送であり、d＝D 

 A ：スペースダイバーシチ方式による改善率。単一受信時は 1 

 

PRは次式により求める。 

PR＝（f／4）1.2・d3.5・Q 

 f ：周波数(GHz) 

 d ：伝搬路長(km) 

 Q ：伝搬路の状態によって決まる係数（次表） 

表７-１ 伝搬路の状態によって決まる係数 

分

類 
伝搬路 

平均伝搬路

高 h（m） 
伝搬路係数 Q 

山

岳 
山岳地帯が大部分を占めている場合 － 2.1×10－9 

平

野 

1 平野が大部分を占めている場合 

2 山岳地帯であるが、湾や入江があっ

て海岸（水際より 10km程度までを含む）

あるいは海上が含まれる場合 

h≧100 5.1×10－9 

h＜100 2.35×10－8×h－1/3 

海 

1 海上 

2 海岸（水際より 10km 程度までを含

む。）で平野 

h≧100 3.7×10－7×h－1/2 

h＜100 3.7×10－6×h－1 
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表中の平均伝搬路高(h)は、次式により求める。 

h＝（h1＋h2）／2－hm 

 h1、h2 ：両局の空中線の海抜高（m） 

 hm ：平均地表高（m）ただし、伝搬路が海上の場合には 0とする。 

 

   また、反射がある場合で、実効反射減衰量（D／Ur）が、D／Ur≦20dB のとき

は、PR の代わりに下図に示す等価レーレーフェージング発生確率 PRe を用いる。

なお、D／Ur（実効反射減衰量［dB］）は、下表に示す反射減衰量に送受アンテナ

の指向減衰量及び反射リッジ損失を加えた値とする。ただし、リッジ損失が 6dB

以上の場合は、反射波がないものとし、D／Ur＝∞とする。 

表７-２ 反射減衰量 

反射点 水面 水田 畑、乾田 都市、森林、山岳 

反射減衰量 0dB 2dB 6dB 14dB 

 

図７-１ 反射波がある場合の等価レーレーフェージング発生確率 

 （２）移動伝送の場合 

    フェージングマージンを算出するための標準回線モデルには、仲上－ライ
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スフェージングモデルを用いる。上記モデルの受信電界（縦軸）と縦軸の値

以上となる確率（横軸）の関係を下図に示す。パラメータは直接波と反射波

（フェージング波）の CMR（Carrier to Multipath Ratio）である。このパラ

メータは都市構造など伝搬環境によって定まる値である。ここでは、ある程

度の見通しが得られる場合の一般的な値として、CMR を 0.125～0.15（8dB～

9dB）とする。 

    下図より、回線瞬断率が 0.5％以下（下図では横軸の値が 99.5％）となる

受信電界値は－10dB である。これより、所要フェージングマージンは 10dB

となる。移動伝送を行う場合の所要フェージングマージン Fmr_riceは、10dB

を標準値とする。 

 

図７-２ 仲上-ライス累積確率分布（平均電力一定） 

 

引用文献：Rec. ITU-R P.1057 “Probability distributions relevant  

to radio-ｗave propagation modelling”, 1994 

  

1

10

0

– 10

– 20

– 30

– 40

– 50
1 10 50 80 90 9995 98

5 8 5 885

0.025

0.05

0.075

0.1

0.125

0.15

0.2

0.3

0.4

0.5

99.9 99.99 99.999

0.001
0.01

0.1

A
m

pl
itu

de
 (d

B
)

Percentage probability that ordinate will be exceeded, (1 – F(x)) × 100 (%)
D04

FIGURE  4
Nakagami-Rice distribution for a constant total power (with the fraction 

of power carried by the random vector as parameter)



92 
 

  [根拠] 

   固定伝送においては、デジタル（シングルキャリア）方式 FPU と同じ所要フ

ェージングマージンの計算法を用いるのが適当である。 

   移動伝送の場合の標準回線モデルには、仲上－ライスフェージングモデルを

用いた。これは、電波の直進性が強いマイクロ波帯の場合には、ある程度の見通

しが得られることが前提条件となるためである。CMR は 8～9dB であるが、この

値はこれまでの野外実験結果から概ね妥当な値である（1）。このとき、所要フェ

ージングマージンは 10dBとなる（2）。 

 

２ 参考文献 

 （１） 平ほか：“マイクロ波帯を用いた低基地局アンテナ高マイクロセル伝搬損

失特性”，信学技報 A・P95-137，EMCJ95-111，NW95-188(1996-02) 

 （２） 池田ほか：“マイクロ波帯 QAM－OFDM デジタル FPU の移動伝送特性”，

2000年映情メ学会冬季大会，6-5，p.91 
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（参考資料８）  

 

電波防護指針について 
 

１ 電波防護指針について 

  各種無線設備から発射される電波が人体に与える影響については、電波防護指

針（電気通信技術審議会平成２年諮問第38号及び平成９年諮問第89号答申）に基

づき、電波法施行規則第21条の3及び無線設備規則第14条の2において規制されて

いる。 

  諮問第89号において、管理指針として電磁界強度指針、局所吸収指針が示され

ている。「電磁界強度指針」とは対象とする空間における電界強度、磁界強度、

電力密度によって、当該区間の安全性を評価するための指針である。「局所吸収

指針」は、主に身体に極めて近接して使用される無線機器等から発射される電磁

波により、身体の一部が集中的に電磁界にさらされる場合において、基礎指針に

従った詳細評価を行うために使用する指針をいう。ここで、基礎指針とは人体が

電磁界にさらされるとき人体に生じる各種の生体作用（体温上昇に伴う熱ストレ

ス、電流刺激、高周波熱傷等）にもとづいて、人体の安全を評価するための指針

をいう。 

  FPUの電波防護指針については、移動局や基地局アンテナからの電波に対する

電磁界強度指針を検討するとともに、FPUアンテナの近傍で作業する場合を想定

して局所吸収指針による検討も行った。 

  電波法施行規則第21条の3においては「移動する無線局の無線設備」は電波の

強度に対する安全施設の対象外となっているが、移動中継においても基地局は固

定されたまま送信を行うこと、また移動局がゴルフ中継や緊急報道中継において

固定的に利用される場合があることを考慮し、平成11年郵政省告示第300号に示

す計算方法に基づき検討を行った。 

 

２ 指針に対する適合性の評価について 

 （１）電磁界強度指針による検討 

   ア 電磁界強度指針の基準等について 

     電波法施行規則第21条の3別表2号の3の2において、電波の強度が以下の

基準値を超える場所には、取扱者のほか容易に立ち入りすることができな

いように施設をしなければならないとされている。 
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表８－１ 電磁界強度／電力束密度（平均時間６分間）の基準値 抜粋 

（電波法施行規則別表第２号の３の２） 

周 波 数 
電界強度実効値

[V/m] 

磁界強度実効値

[A/m] 

電力束密度

[mW/cm2] 

300MHz - 1.5GHz  1.585√f √f /237.8 f/1500 

1.5GHz - 300GHz  61.4 0.163 １ 

     注：本表は一般環境における基準である。管理環境では、*1は f/300、*2は５である。 

 

     なお、この場合の電波の強度については、平成11年度郵政省告示第300

号に示す計算方法及び測定方法に基づいて、電波防護のための基準への適

合性確認を実施することとされている。 

 

   イ 電磁界強度指針に対する距離について 

     平成11年郵政省告示第300号における基本算出式を用いて逆算し、４

Ｋ・８Ｋ用FPUが電波防護指針を満たす空中線からの距離を送信空中線の

主輻射方向に対し求めた。 

𝑆𝑆0 =
𝑃𝑃 ∙ 𝐺𝐺

40𝜋𝜋𝑅𝑅2 ∙ 𝐾𝐾[𝑚𝑚𝑚𝑚/𝑐𝑐𝑚𝑚2] 

     S[mW]は電力束密度、P[W]は空中線電力、R[m]は空中線からの距離、

G[倍]は主輻射方向の利得を表す。なお、Kは反射係数であり、ここでは大

地面反射を考慮することとし送信周波数が76MHz以上の場合の定数とし

て、K=2.56とした。 

     計算には各回線設計モデルで用いた値とし、各モデルにおける送信空中

線の主輻射方向において空中線と人体との電波防護指針を満たす距離を計

算した。 

     なお、送信アンテナ利得は運用モデルごとの回線設計例から引用し、送

信給電線損失は1.5dB、ビームフォーミング利得が最も強くなる場合を想

定し、上り回線の送信電力に6dBを加算した。またTDDフレーム長は、それ

ぞれ最大値となる条件である上り回線に3.8ms/0.4msの組み合わせ、下り

回線に1.9ms/0.3msの組み合わせとし、電力束密度は時間平均を取るもの

として時分割送信による電力配分の補正を行った。計算では、一般環境

（人体が電磁界にさらされている状況の認識や適正管理等が期待できず、

不確定な要因があるケース）とした基準値を用いた。 

     計算の結果は、表８－２のとおりである。 
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表８－２ 各回線設計モデルが電波防護指針を満たす距離 

モデル 周波数 回線 
送信アンテナ 

利得[dBi] 

送信機 

出力

[W] 

電磁界強度指針を満たす距離[m] 

(反射考慮) (反射なし) 

モデル 1 

中継車から受信

基地局へ固定中

継 

1.2GHz 
上り 12.0 25.0 4.9  3.1  

下り 18.1 25.0 1.9  1.2  

2.3GHz 
上り 12.0 40.0 5.7  3.6  

下り 21.1 40.0 3.2  2.0  

モデル 2 

中継車から受信

基地局へ移動中

継 

1.2GHz 
上り  7.2 25.0 2.8  1.8  

下り 14.0 25.0 1.2  0.8  

2.3GHz 
上り  7.2 40.0 3.3  2.1  

下り 18.1 40.0 2.3  1.4  

モデル 3 

市街地中継車か

ら受信基地局へ

移動中継 

1.2GHz 
上り  5.2 25.0 2.3 1.4  

下り 12.0 25.0 1.0  0.6  

2.3GHz 
上り  5.2 40.0 2.6  1.6  

下り 14.0 40.0 1.4  0.9  

モデル 4 

中継車からヘリ

コプターへ移動

中継 

1.2GHz 
上り  0.0 25.0 1.2  0.8  

下り  7.2 25.0 0.6  0.3  

2.3GHz 
上り  0.0 40.0 1.4  0.9  

下り  7.2 40.0 0.6  0.4  

モデル 5 

背負子から中継

車へ移動中継 

1.2GHz 
上り  5.2 0.50 0.3  0.2  

下り 14.0 0.50 0.2  0.1  

2.3GHz 
上り  5.2 0.50 0.3  0.2  

下り 18.1 0.50 0.3  0.2  

モデル 6 

バイクから中継

車へ移動中継 

1.2GHz 
上り  5.2 0.50 0.3  0.2  

下り 12.0 0.50 0.1  0.1  

2.3GHz 
上り  7.2 0.50 0.4  0.2  

下り 14.0 0.50 0.2  0.1  

 

   ウ まとめ 

     主輻射方向に人が立ち入るためには、表８－２に示す距離が必要にな

る。しかし、実際の運用モデル（中継車への設置モデルでは送信高3.5m）

おける送信アンテナの高さや指向性を考慮すると、指針による距離は確保

できるものと考えられる。 

     放送事業用としての運用形態を考慮すると、移動局が中継車の場合は、

送信アンテナを移動車屋上に設置するため主輻射方向は地上2m以上の場所

となる。ランナーや一般の通行者等が主輻射方向に入ることはなく、通常
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の作業においても指針による距離を確保することは十分可能である。ま

た、報道等の固定伝送においても、送信アンテナ等機材を中継車屋上やビ

ル屋上等見通しの良い場所に設置するため、一般の通行者等が主輻射方向

に入るような環境にはなることはない。しかし、設置環境によっては、防

護柵等を設置することも運用者は考慮すべきである。 

     なお、移動局が背負子もしくはバイクの場合は、カメラマン等による持

ち運びを前提とする機材となり送信機出力が低いものとなることから、電

磁界強度指針を満たす距離は0.4m以下と短くなる。一方で、送信アンテナ

高が低くなることが予想されるため、人がこの距離以内に立ち入らないよ

うに配慮して、運用を行う必要がある。 

     基地局については、ビルや仮設やぐら等高所から遠方の移動局に向けて

使用するという運用が想定されるため、人が主輻射方向かつ表８－２に示

す距離以内に入るような環境になることは想定されず、電磁界強度指針に

適合するものと考えられる。 

     なお、設置環境によっては、指針を満たす距離を念頭に防護柵等を設置

することも考慮すべきである。 

 （２）局所吸収指針による検討 

    局所吸収指針に関しては、ワイヤレスカメラや送信アンテナ近傍の作業等

FPUの運用において人体が送信部に近接する可能性が否定できないことか

ら、その適合を検討した。 

   ア 局所吸収指針の基準等について 

     現行FPUにおける最悪の電磁波暴露の形態として検討された移動局車両

屋上、送信用2段コーリニアアンテナ(利得約5dBi)において、その近傍で

作業する場合を想定した。 

     また、生体が電磁界にさらされることによって単位質量の組織に単位時

間に吸収されるエネルギー量は、SAR(Specific Absorption Rate: 比吸収

率。IEEE C95.1)として、次式で定義される。 

SAR =
𝜎𝜎
𝜌𝜌 𝐸𝐸

2[W/kg] 

     𝜎𝜎[S/m]は生体組織の導電率、𝜌𝜌[kg/m3]は生体組織の密度、𝐸𝐸[V/m]は電

界強度の実効値である。 

     電波防護指針の局所吸収指針においては、人体局所の任意の組織10gに

わたり平均した10g局所平均SAR(計算方法はIEEE C95.3で定義)および全身

にわたり平均した全身平均SARの指針値が示されている。放送機器の運用

は、無線従事者が管理する環境で行われることから、管理環境（人体が電

磁界にさらされている状況が認識され、電波の放射源を特定できるととも
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に、これに応じた適切な管理が行える条件）の基準とした。管理環境で

は、10g平均局所SARが10[W/kg]以下(四肢では20[W/kg]以下)、全身平均

SARが0.4 [W/kg]以下となっている。 

   イ 局所吸収指針に対する距離について 

     現行FPUにおける最悪の電磁波暴露の形態（中継車屋上に送信アンテナ

を設置しその近傍で作業する場合）の検討において、10g平均局所SARと全

身平均SARの解析結果が示されており、現行FPUでは人とアンテナの間の距

離が200[mm]の場合においても指針値を満たし局所吸収指針に適合してい

ることが確認されている。 

     現行FPUの検討で電磁界シミュレーションにより算出されたSARの値を基

に比例換算を行い、ビームフォーミングとTDDの効果（TDDフレーム長は、

それぞれ最大値となる条件である上り回線に3.8ms/0.4ms の組み合わせ、

下り回線に1.9ms/0.3msの組み合わせ）を考慮して求めた４Ｋ・８Ｋ用FPU

のSARを、表８－３に示す。４Ｋ・８Ｋ用FPUでは、現行FPUのものに加え

てビームフォーミング利得の最大値6dBが加わった場合を想定した。ま

た、送信電力は1.2GHz帯で25[W]及び5[W]、2.3GHz帯で40[W]及び5W[W]と

して計算したところ、以下のとおりである。 

     表８－３ ４Ｋ・８Ｋ用 FPUの 10g平均局所 SARと全身平均 SAR 

周波数帯 距離[mm] 

上り回線 下り回線 
10g平均局所

SAR[W/kg] 

全身平均

SAR[W/kg] 

10g平均局所

SAR[W/kg] 

全身平均

SAR[W/kg] 

1.2GHz帯 

(出力 25W、中心周

波数 1270MHz) 

200 10.49  0.13  1.89  0.02  

400 4.34 0.08  0.78  0.02  

1000 1.08 0.03  0.20  0.01  

1.2GHz帯 

(出力 5W、中心周

波数 1270MHz) 

200 2.09 0.03 0.38  0.005  

400 0.86 0.02 0.16  0.003  

1000 0.21 0.01 0.04  0.001  

2.3GHz帯 

(出力 40W、中心周

波数 2350MHz) 

200 14.83  0.15  2.68  0.03  

400 7.23  0.09  1.31  0.02  

1000 2.53 0.04  0.46  0.01  

2.3GHz帯 
(出力 5W、中心周

波数 2350MHz) 

200 1.85 0.02 0.33  0.004  

400 0.90 0.01 0.16  0.002  

1000 0.31 0.005 0.06  0.001  

 

     10g平均SARについては、距離200[mm]以内において指針値の10[W/kg]を

上回るため、アンテナと人の距離は400[mm]以上を保つべきである。全身



98 
 

平均SARについては、アンテナに最も近い条件においても指針値の

0.4[W/kg]を下回ることを確認した。これらの結果は最悪の条件として、

アンテナ近傍で作業する場合について解析したが，それよりもアンテナか

ら離れた位置にいるドライバー、アナウンサー、ランナー、観客などが基

準内の影響をうけることはない。 

     なお、ロードレース中継において主要な運用モデルとなる運用モデル５

の背負子や運用モデル６のオートバイからの伝送では、人と送信アンテナ

の距離が近くなるが、カメラマン等が持ち運びできることを前提とする機

材となり、通常、送信電力が0.5Wの機材が使われる。その場合、SARの値

は表８－３に比べて1.2GHz帯では1/50に、2.3GHz帯では1/80となり、距離

200mmにおいても基準値を大きく下回る。また、実際のロードレース中継

では、最大5Wで送信する場合もあるが、基準値内となっている。従って、

運用モデル５、６においては、４Ｋ・８Ｋ用FPUを安全に運用することが

できる。 
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（参考資料９） 

 

現行 FPUを含む他の無線システムとの干渉検討の考え方 

 

１ 干渉検討の対象について 

  他の無線システムとの干渉検討については、同一又は隣接周波数を使用する既

存の無線システム等との干渉を回避するための周波数共用条件に関して検討を行

った。また、周波数を共用する他の無線システムについては、それぞれの諸元が

明らかになっており、かつ、概ね、運用形態も把握できていることから、D/U比

を基本的な基準として検討を行った。 

  1.2GHz帯（1240～1300MHz）及び 2.3GHz帯（2330～2370MHz）の周波数割当て

の状況について、図９-1に示す。 

 

 

－ 1.2GHz 帯－ 

 
－ 2.3GHz帯 － 

図 9-1 1240～1300MHz、2330～2370MHz周波数帯の割当状況 

 

  他の無線システムとの干渉検討については、1.2GHz 帯の特定ラジオマイク、特

定小電力・構内無線局、画像伝送用携帯局、アマチュア無線局、準天頂衛星システ

ム、航空路監視レーダーを対象として検討を行った。なお、2.3GHz帯については、

干渉検討の対象となる無線システムはなかった。 

  干渉検討は、一次業務の局に対しては FPU との被干渉・与干渉を、二次業務の

局に対しては被干渉のみ、検討を行った。 

  また、実験条件については、放送システム委員会報告（平成 25 年 1 月 25 日）

「1.2GHz 帯及び 2.3GHz 帯を使用する放送事業用無線局（FPU）の技術的条件につ
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いて」及び衛星通信システム委員会報告（平成 28年 6月 30日）「2GHz帯等を用い

た移動衛星通信システム等の在り方及び技術的条件」のうち「実用準天頂衛星シ

ステムの技術的条件」を参照して、行っている。 

 

２ 干渉検討の組み合わせについて 

  ４Ｋ・８Ｋ用 FPU については、4×4 SVD(Singular Multiple-Output)-

MIMO(Multiple -Input Multiple-Output)方式を採用する。本方式は、最大で４つ

の SISO(Single -Input Single-Output)伝送路を仮想的に構成することから、基地

局及び移動局は４本の送受信アンテナを用いる。基地局は移動局からの映像信号

を受信するとともに、受信された信号を解析して最適な伝送パラメータを算出し、

移動局に送り返す仕組みとなっている。 

  干渉検討の組み合わせについては、今回、現行 FPU に対して基地局から移動局

に送り返す仕組みが加わることから、以下の組み合わせが想定される。 

 

① 他の無線システムから FPU 上り回線への干渉 

② 他の無線システムから FPU 下り回線への干渉 

③ FPU 上り回線から他の無線システムへの干渉 

④ FPU下り回線から他の無線システムへの干渉 

図 9-2 干渉の組合せ 

 

  検討対象の電波システムに対しては、これら干渉の組み合わせにおいて、室内

試験により所要 D/U比を測定し、共用条件としての離隔距離を求めた。 

 

３ 受信電力について 

  標準的な受信電力については、ロードレースの標準的な運用モデルである運用

モデル３（移動中継 3km）において、送信アンテナを４段コーリニア、受信アン

テナを１２素子八木とした場合の受信電力、-57dBmとした。 

  また、４Ｋ・８Ｋ用 FPU は上下対称な回線であり、上り回線と下り回線の受信

① 

② 

③ 

④ 

4K･8K 用 FPU（移動局） 

他の無線システム（送信） 

上り回線 

下り回線 

RX 
TX 

他の無線システム（受信） 

4K･8K 用 FPU（基地局） 
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電力は同じであることから、下り回線の標準的な受信電力も-57dBmとした。 

表 9-1 標準的な受信電力における回線設計例 

  項 目 備考 値 

① 送信中心周波数 [MHz]  1270.0  

② 送信波長 [m]  0.24  

③ 送信出力 [W]  25.0  

④ 送信出力 [dBm]  44.0  

⑤ 送信アンテナ高 d[m]  3.5  

⑥ 送信アンテナ利得 [dBi] ４段コーリニア 7.2 

⑦ 送信給電線損失[dB]  1.5  

⑧ 実効放射電力[dBm] ④+⑥-⑦ 49.7  

⑨ 送受間距離 [km]  3.0  

⑩ 自由空間損失[dB] 20log(②/(4π⑨)) -104.1  

⑪ 障害物透過損マージン[dB]  5.0  

⑫ 一区間瞬断時間率[%]  0.5  

⑬ 所要フェージングマージン[dB]  10.0  

⑭ 受信アンテナ高 [m]  10.0  

⑮ 受信アンテナ利得 [dBi] １２素子八木 14.0  

⑯ 受信給電線損失[dB]  1.5  

⑰ 受信点電力[dBm] ⑧+⑩-⑪-⑬+⑮-⑯ -56.9  

⑱ ボルツマン定数ｋ[W/(Hz･K)]  1.38E-23 

⑲ ボルツマン定数ｋ[dBm/(Hz･K)]  -198.6  

⑳ 標準温度Ｔ0[dBK]  24.8  

㉑ 信号帯域幅Ｂ[MHz]  17.2  

㉒ 信号帯域幅Ｂ[dBHz]  72.4  

㉓ 受信機雑音指数Ｆ[dB]  4.0  

㉔ 受信機熱雑音 Ni＝ｋＴ0ＢＦ[dBm] ⑲+⑳+㉒+㉓ -97.4  

㉕ 受信機熱雑音 C/N[dB] ⑰-㉔ 40.6  

㉖ 所要 C/N[dB]  21.0  

㉗ 相関マージン[dB]  4.0  

㉘ 相関マージンを考慮した所要

 

㉖+㉗ 25.0  

㉙ 伝送マージン[dB] ㉕-㉘ 15.6  
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４ 時分割複信（TDD：Time Division Duplex）方式における信号電力の補正 

  ４Ｋ・８Ｋ用 FPUは時分割複信（TDD）方式により、同じ送信周波数で、上り回

線と下り回線を時分割に切り替えているため、送信信号の電力は上り/下り回線の

時間比率で小さくなる。 

  今回の技術試験では、一例として、上り回線と下り回線の送信時間はそれぞれ

1.9ms、0.3ms として行っており、この比率で、間欠的に伝送されるため、その割

合で、上り回線／下り回線の送信電力は小さくなる。実験における計測では、間欠

伝送により低下した電力が測定されるため、間欠伝送が無い場合の電力に換算す

るために、測定値から以下の補正値を差し引いた上で評価を行う。 

・上り回線の補正値：10log�1.9
2.2
� = −0.64(𝑑𝑑𝑑𝑑) 

・下り回線の補正値：10log�0.3
2.2
� = −8.65(𝑑𝑑𝑑𝑑) 

５ ビームフォーミング 

  一般的に、複数の送信アンテナから互いに相関の無い信号を送信すると、受信

電力は各送信信号を個別に受信した場合の電力の和となる（電力加算）。一方、各

アンテナからの送信信号波形が同一の場合、受信信号は各送信アンテナから受信

した信号の電圧波形の和（電圧加算）となるため、これらの信号波形が同相となる

場合（ビームフォーミング）、電力加算の場合に比べて合成電力はアンテナ数倍に

大きくなる。4x4SVD-MIMO方式では、1つのストリームに電力が集中した場合にビ

ームフォーミングによる利得が最大となることがわかっている。 

  他システムとの共用検討を行う場合、最悪ケースとして、ビームフォーミング

利得を最大 6dB として検討を行うこととした。しかし、実際の伝搬環境で１つの

ストリームに送信信号が集中することは稀であることにも考慮する必要がある。 

  

(a)送信アンテナの配置例      (b)放射パターンの例 

※ 内側の青い円：電力加算による利得（ビームフォーミングなし）、 

赤い円：電圧加算による最大利得（ビームフォーミングあり） 

図 9-3 ビームフォーミングのパターンイメージ  
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６ Ｉ／ＮとＤ／Ｕ 

  新たに混信が発生する可能性がある無線システムとの干渉検討では、相手側シ

ステムの運用などが明確になっていない場合が多く、一般的に I/N（干渉電力対雑

音電力比）で干渉検討が行われる。一方、今回、４Ｋ・８Ｋ用 FPUの検討では、共

用する現行 FPU や他の無線システムの諸元やその運用形態が明確となっているこ

とから、D/U（混信保護比）を基準として検討を行った。 

 

７ 干渉試験について 

 （１）室内試験の実験条件 

   ・2.3GHz 帯 FPU を検証機とするため、希望波と妨害波の周波数配置が同じな

るよう妨害波側の周波数を設定した。妨害波には RF 信号発生器を用いた。 

   ・FPU受信機入力レベルは基準レベル（－57dBm）に固定とした。 

   ・所要 D/U比は、４Ｋ・８Ｋ用 FPUの BER値＝2×10-4となる計測値とした。 

   ・伝送路モデルと空間相関を組合せて４種類の実験条件をフェージングシミ

ュレータにおいて設定し、それぞれについて所要 D/U比を測定した。 

   ・BERは受信 BPF=onとした。 

 

 （２）室内実験の構成図について 

 

図 9-4 室内実験の構成図 

 （３）フェージングシミュレータについて 
    4x4 SVD-MIMO方式では、同一周波数で４本のアンテナから信号を送信し、

マルチパス伝搬路を経由して４本のアンテナによって受信される。フェージ

ングシミュレータは、遅延プロファイルを設定することにより、移動伝送に

おける伝搬路の状況を模擬する装置であり、室内実験は、マルチパス伝搬路

を再現して行った。また、実験では、以下の４つのモデルにより行っている。 

    ・郊外 A/低相関 
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    ・郊外 A/典型相関 

    ・都市部 A/低相関 

    ・都市部 A/典型相関 

    伝送路モデルにおける遅延プロファイルは、総務省委託研究「次世代映像

素材伝送の実現に向けた高効率周波数利用技術に関する研究開発」（平成 26-

29年）で実施した野外伝送実験で得られたモデル（表９-２）を使用した。 

表 9-2 遅延プロファイルのパラメータ 

モデル名 パス数 
平均遅延 

[us] 

最大遅延 

[us] 

遅延ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ 

[us] 
伝搬環境 

郊外モデル A 11 0.121 1.009 0.198 LOS(K=6 dB) 

都市モデル A 13 0.106 4.151 0.411 LOS(K=3 dB) 

K：主波のライスファクタ 

    空間相関は、送信アンテナ間の相関（チャネル行列の列同士の相関）と受信

アンテナ間の相関（チャネル行列の行同士の相関）である。 

    4x4SVD-MIMO 方式では最大 4 つの仮想的な SISO 伝搬路を形成するが、相関

が強いと独立した伝搬路を形成しにくくなり、伝搬路の数が減少する場合が

ある。低相関は（送信相関、受信相関）=（0.0,0.0）であり、良好な伝搬路条

件となっている。一方、典型相関は（送信相関、受信相関）=（0.7,0.3）であ

り、SVD-MIMO 方式には厳しい伝搬条件となっている。フェージングシミュレ

ータはこれらの相関値を平均値としてフェージングを発生させる。 

    また、SVD-MIMO 方式ではマルチパス伝搬路に対して最適なビット数を各

SISO伝搬路に配分して送信する。例えば、ビット配分は（7,5,4,0）の場合に

は、128QAM、32QAM、16QAMの３つの SISO伝搬路を形成する。このビット配分

はフェージングの状況により刻々変化するためシミュレータを静止させて所

要 D/U の測定を行った。静止する時系列ポイントを決めるために、事前にビ

ット配分の分布を調べ、最頻出のビット配分となるポイントで静止させて実

験を行っている。計測したビット配分の出現頻度を図 9-5に示す。 
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図 9-5 ビット配分の出現頻度 
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    ビット配分は相関の種類により特徴づけられることが見て取れる。低相関

の場合、郊外 A、都市部 Aともに 70%以上のビットが(7,5,4,0)で伝送されて

いる。典型相関では、半分程度のビットが(9,4,3,0)で伝送されている。 

 （４）離隔距離について 

   ア 離隔距離の考え方について 

     従来、FPUの干渉検討では、送信信号間の干渉による影響のみを検証する

ために送信機と受信機を直結した外乱要素のない理想的な伝搬路を前提に

所要 D/U や離隔距離が検討されている。一方、送信信号を空間で多重し、

受信側で分離する SVD-MIMO方式では、送受信機を直結した状態で運用状態

を模擬することができない。そのため、伝送品質に関与する伝送路モデル

や空間相関などが設定でき、実際の伝搬路状況を模擬できるフェージング

シミュレータを用いて所要 D/Uを測定する実験を行った。 

     従来の FPU の干渉検討で用いた所要 D/U は、理想的な伝搬路で測定して

おり、測定できる所要 D/U としては最も小さい値である。そのため、各伝

搬モデルで測定した所要 D/U の実験結果の中から、最も小さいものを離隔

距離算出に用いる所要 D/U とした。干渉検討の検証結果では、郊外 A 低相

関の離隔距離が最も小さく、これを最終的な離隔距離として用いることと

した。 

     なお、その他の伝搬モデルの検証結果は伝搬環境に応じた参考データと

した。 

   イ 計算手法について 

     室内実験において計測された所要 D/U に基づき離隔距離の検討を行う。

検討する①基本干渉モデル、②各干渉モデルにおける FPU の送信諸元、③

離隔距離の計算式を整理する。 

    ① 基本干渉モデル 

      干渉モデルについては、４Ｋ・８Ｋ用 FPUの運用モデル（図９-６）にお

いて、他の無線システムの送受信機を加えることで、当該システムごとに

モデルを設定する。 
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図 9-6 ４Ｋ・８Ｋ用 FPUの運用モデル 

 

    ② ４Ｋ・８Ｋ用 FPUの送信諸元について 

      ４Ｋ・８Ｋ用 FPU の運用モデルごとの送信諸元を表９-３に示す。それ

ぞれの送信諸元は、回線設計例から引用した。 

      なお、運用モデル５、６（背負子、オートバイ）については、既存 FPU

において送信電力 0.5Wの小型 FPUが製品化されており、４Ｋ・８Ｋ用 FPU

においても、その運用においてカメラマン等が持ち運び可能な小型 FPU形

態が前提となることから、送信出力を 0.5Wとして計算することとした。 
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表 9-3 1.2GHz帯４Ｋ・８Ｋ用 FPUの送信諸元 

運用モデル モデル１ モデル２ モデル３ モデル４ モデル５ モデル６ 

上 

り 

回 

線 

送信周波数[GHz] 1.270  1.270  1.270  1.270  1.270  1.270  

送信出力[W] 25.0  25.0  25.0  25.0  0.5  0.5  

送信出力[dBm] 44.0  44.0  44.0  44.0  27.0  27.0  

送信アンテナ 8素子八木 
4段コーリ

ニア 

2段コーリ

ニア 

2段コーリ

ニア・垂直 

2段コーリ

ニア 

2段コーリ

ニア 

送信アンテナ利得[dBi] 12.0  7.2  5.2  0.0  5.2  5.2  

送信アンテナ高[m] 3.5  3.5  3.5  3.5  2.0  2.5  

送信給電線損失[dB] 1.5  1.5  1.5  1.5  1.5  1.5  

下 

り 

回 

線 

送信周波数[GHz] 1.2490  1.2490  1.2490  1.2490  1.2490  1.2490  

送信出力[W] 25.0  25.0  25.0  25.0  0.5  0.5  

送信出力[dBm] 44.0  44.0  44.0  44.0  27.0  27.0  

送信アンテナ 26素子八木 12素子八木 8素子八木 平面 12素子八木 8素子八木 

送信アンテナ利得[dBi] 18.1  14.0  12.0  7.2  14.0  12.0  

送信アンテナ高[m] 40.0  10.0  10.0  300.0  3.5  3.5  

送信給電線損失[dB] 1.5  1.5  1.5  1.5  1.5  1.5  

表 9-4 2.3GHz帯４Ｋ・８Ｋ用 FPUの送信諸元 

運用モデル モデル１ モデル２ モデル３ モデル４ モデル５ モデル６ 

上 

り 

回 

線 

送信周波数[GHz] 2.350 2.350 2.350 2.350 2.350 2.350 
送信出力[W] 40.0  40.0  40.0  40.0  0.5  0.5  

送信出力[dBm] 46.0  46.0  46.0  46.0  27.0  27.0  

送信アンテナ 8素子八木 
4段コーリ

ニア 

2段コーリ

ニア 

2段コーリ

ニア・垂直 

2段コーリ

ニア 

4段コーリ

ニア 

送信アンテナ利得[dBi] 12.0  7.2  5.2  0.0  5.2  7.2  

送信アンテナ高[m] 3.5  3.5  3.5  3.5  2.0  2.5  

送信給電線損失[dB] 1.5  1.5  1.5  1.5  1.5  1.5  

下 

り 

回 

線 

送信周波数[GHz] 2.350 2.350 2.350 2.350 2.350 2.350 
送信出力[W] 40.0  40.0  40.0  40.0  0.5  0.5  

送信出力[dBm] 46.0  46.0  46.0  46.0  27.0  27.0  

送信アンテナ 
26素子八木・

スタック 
26素子八木 12素子八木 平面 26素子八木 12素子八木 

送信アンテナ利得[dBi] 21.1  18.1  14.0  7.2  18.1  14.0  

送信アンテナ高[m] 40.0  10.0  10.0  300.0  3.5  3.5  

送信給電線損失[dB] 1.5  1.5  1.5  1.5  1.5  1.5  

      また、現行 FPUの運用モデルごとの送信諸元を表９－５、９－６に示す。

それぞれの送信諸元は、放送システム委員会報告（平成 25 年 1 月 25 日）

の回線設計例から引用している。また、送信出力は技術的条件に定める最

大値とし、また、運用モデル５、６（背負子、オートバイ）については、

前表と同じく、運用実態に合わせた送信電力 0.5Wとして計算する。 
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表 9-5 1.2GHz帯 現行 FPU の送信諸元 

運用モデル モデル１ モデル２ モデル３ モデル４ モデル５ モデル６ 

送信周波数[GHz] 1.270 1.270 1.270 1.270 1.270 1.270 
送信出力[W] 25.0 25.0 25.0 25.0 0.5 0.5 

送信出力[dBm] 44.0 44.0 44.0 44.0 27.0 27.0 

送信アンテナ 8素子八木 
4段コーリ

ニア 

3段コーリ

ニア 

2段コーリ

ニア･垂直 

2段コーリ

ニア 

2段コーリ

ニア 

送信アンテナ利得[dBi] 12.0 7.2 6.0 0.0 5.2 5.2 

送信アンテナ高[m] 3.5 3.5 3.5 3.5 2.0 2.5 

送信給電線損失[dB] 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 

表 9-6 2.3GHz帯 現行 FPU の送信諸元 

運用モデル モデル１ モデル２ モデル３ モデル４ モデル５ モデル６ 

送信周波数[GHz] 2.350 2.350 2.350 2.350 2.350 2.350 
送信出力[W] 40.0  40.0  40.0  40.0  0.5 0.5 

送信出力[dBm] 46.0  46.0  46.0  46.0  27.0 27.0 

送信アンテナ 8素子八木 
4段コーリ

ニア 

4段コーリ

ニア 

2段コーリ

ニア･垂直 

2段コーリ

ニア 

2段コーリ

ニア 

送信アンテナ利得[dBi] 12.0 7.2 7.2 0.0 5.2 5.2 

送信アンテナ高[m] 3.5 3.5 3.5 3.5 2.0 2.5 

送信給電線損失[dB] 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 

 

    ③ 離隔距離の計算式 

      自由空間モデル及び平面大地モデルおける離隔距離の計算式につい

て、以下に示す。 

     ○自由空間モデル 

      自由空間モデルにより、得られる受信電力を式(1)に示す。 

𝑃𝑃𝑟𝑟 = 𝐿𝐿𝑓𝑓 𝐺𝐺𝑟𝑟𝐺𝐺𝑡𝑡𝑃𝑃𝑡𝑡                                                            (1) 

𝑃𝑃𝑡𝑡:送信電力 𝐺𝐺𝑡𝑡：送信アンテナ利得 

𝑃𝑃𝑟𝑟:受信電力 𝐺𝐺𝑟𝑟：受信アンテナ利得 

 

Lfは自由空間伝搬損失であり、式(2)で表される。 

𝐿𝐿𝑓𝑓 = �
𝜆𝜆

4𝜋𝜋𝑑𝑑�
2

                                                                  (2) 

所要 DU比αを希望波受信電力 Prdと妨害波受信電力 Pruの比とする。 

𝛼𝛼 =
𝑃𝑃𝑟𝑟𝑟𝑟
𝑃𝑃𝑟𝑟𝑟𝑟

                                                (3) 
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自由空間モデルによる離隔距離を Dsとした時の妨害波受信電力 Pruとする。 

𝑃𝑃𝑟𝑟𝑟𝑟 = �
𝜆𝜆

4𝜋𝜋𝐷𝐷𝑠𝑠
�
2

 𝐺𝐺𝑟𝑟𝑟𝑟𝐺𝐺𝑡𝑡𝑟𝑟𝑃𝑃𝑡𝑡𝑟𝑟                      (4) 

これを解くと、自由空間モデルによる離隔距離 Dsを得る。 

 

𝐷𝐷𝑠𝑠 =
𝜆𝜆

4𝜋𝜋�
𝐺𝐺𝑟𝑟𝑟𝑟𝐺𝐺𝑡𝑡𝑟𝑟𝑃𝑃𝑡𝑡𝑟𝑟

𝑃𝑃𝑟𝑟𝑟𝑟
=

𝜆𝜆
4𝜋𝜋�

𝐺𝐺𝑟𝑟𝑟𝑟𝐺𝐺𝑡𝑡𝑟𝑟𝑃𝑃𝑡𝑡𝑟𝑟
𝑃𝑃𝑟𝑟𝑟𝑟/𝛼𝛼

                  (5) 

 

     ○平面大地モデル 

      平面大地モデルにより、得られる受信電力 Preを式(6)に示す。 

𝑃𝑃𝑟𝑟𝑟𝑟 = 𝐺𝐺𝑟𝑟 ∙ 𝑃𝑃𝑟𝑟                                                                     (6) 

Greは平面大地モデルによる利得であり、式(7)で表される。 

𝐺𝐺𝑟𝑟 = �
4𝜋𝜋ℎ1ℎ2
𝜆𝜆𝐷𝐷 �

2

                                                           (7) 

離隔距離を D’sとし、式(6)、(7)、(3)から平面大地モデルに当ては

める。 

𝑃𝑃𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 = �
4𝜋𝜋ℎ1ℎ2
𝜆𝜆𝐷𝐷𝑠𝑠′

�
2

 �
𝜆𝜆

4𝜋𝜋𝐷𝐷𝑠𝑠′
�
2

 𝐺𝐺𝑟𝑟𝑟𝑟𝐺𝐺𝑡𝑡𝑟𝑟𝑃𝑃𝑟𝑟                  (8) 

式(4)から D’sと Dsとの関係式を得る。 

𝑃𝑃𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 = �
4𝜋𝜋ℎ1ℎ2
𝜆𝜆𝐷𝐷𝑠𝑠′

�
2

𝑃𝑃𝑟𝑟𝑟𝑟 �
𝐷𝐷𝑠𝑠
𝐷𝐷𝑠𝑠′
�
2

                                     (9) 

離隔距離の位置では自由空間モデルでも平面大地モデルでも同じに

なる。すなわち Prue=Pru なので、平面大地モデルの離隔距離の計算式 

(10)を得る。 

𝐷𝐷𝑠𝑠′ = �4𝜋𝜋𝐷𝐷𝑠𝑠ℎ1ℎ2
𝜆𝜆                                                         (10) 
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（参考資料 10） 

 

 FPUシステム同士の干渉検討 
 

１ 干渉試験の考え方 

  FPUシステムでは、同じ中継現場において同一または隣接周波数により運用され

る場合がある。そのため、室内実験により、同一、隣接、隣隣接、および両隣接チ

ャンネルの所要 D/U（希望波対妨害波電力比）を求めるため、試験機を用いた干渉

試験を行うとともに、その所要 D/Uから離隔距離の計算を行った。 

（１）干渉の検討の進め方 

   干渉検討の進め方については、以下のとおりである。 

   ① 室内実験で所要 D/Uを測定し、離隔距離を求める。 

   ② 上り回線と下り回線の所要 C/Nの違いから、上り回線と下り回線の共用条

件を比較検討する。 

   ③ ４Ｋ・８Ｋ用 FPUと現行 FPUの占有帯域幅が同じであることから、参考資

料９（他無線システムとの干渉検討）に記載されている離隔距離の計算式

を用いる。 

   検討に用いる干渉の組み合わせを図 10-1に示す。これらの組合せにおける所

要 D/Uを計測し、離隔距離の計算を行う。 

 

※ 点線矢印は妨害波の伝搬方向を示す。 

(a)４Ｋ・８Ｋ用 FPU と現行 FPUとの干渉      (b) ４Ｋ・８Ｋ用 FPU同士の干渉 

図 10-1 干渉の組合せ 

  ４Ｋ・８Ｋ用 FPUと現行 FPUで採用されている OFDM方式の変調パラメータは同

じであり、占有帯域幅も同様である。その所要 D/U は、以下の①～③の中で共通

となる。 

① ４Ｋ・８Ｋ用 FPU上り回線への干渉： (a)-①、(b)-①、(b)-④で共通 

② ４Ｋ・８Ｋ用 FPU下り回線への干渉： (a)-②、(b)-②、(b)-③で共通 

③ 現行 FPUへの干渉：(a)-③、(a)-④ 
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（２）干渉試験におけるフェージングシミュレータの利用 

   室内実験では、送信機と受信機に対してフェージングシミュレータを介して

ケーブル接続する系統を構成し、所要 D/Uの測定を行う。 

   フェージングシミュレータでは、以下の 4 つのモデルを設定した。設定条件

については、参考資料９ ７（３）フェージングシミュレータについて、と共通

である。 

郊外 A/低相関 

郊外 A/典型相関 

都市部 A/低相関 

都市部 A/典型相関 

（３）受信電力その他の試験条件について 

   所要 D/U の測定において、受信電力を標準受信電力-57dBm に設定した。標準

受信電力は、ロードレース中継における実運用に近い運用モデル３（伝送距離

3km）において、従来と同じ 15dBの伝送マージンを確保して、８Ｋ映像（映像ビ

ットレート 140Mbps）を安定伝送できる受信電力として設定したものである。 

   図 10-2 は４Ｋ・８Ｋ用 FPU の受信電力に対する誤り率の測定値である。BER

の 2x10-4は所要 C/Nであり、外符号の RS符号に訂正可能な BERとした。所要の

受信電力は低相関の場合が約-71dBm、典型相関で約-63dBmとなっている。 

 
図 10-2 ４Ｋ・８Ｋ用 FPUの受信電力に対する誤り率特性 

   受信電力を-57dBm とすれば、低相関の所要受信電力に対しては十分なマージ

ンがあり、典型相関についても 6dB のマージンを確保できる。このことから、

実験装置の性能の面からも、受信電力を-57dBm とすることが妥当であると考え

られる。 
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   なお、TDD方式による信号電力の補正、ビームフォーミングについては、参考

資料９ 他の無線システムとの干渉検討の考え方、と共通の条件とした。 

 

２ 干渉試験 

（１）干渉試験の組合せ 

   チャンネル間の混信保護比を求めるために必要な干渉試験の組み合わせを表

10-1に示す。なお、試験は、2.3GHz帯 FPU試験機を使用して行った。 

表 10-1 チャンネル干渉の組み合わせ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）４Ｋ・８Ｋ用 FPU、現行 FPU、信号発生器他の諸元を示す。 

   ① ４Ｋ・８Ｋ用 FPU：希望波 

表 10-2 ４Ｋ・８Ｋ用 FPUの諸元 

項目 上り回線（映像情報） 下り回線（制御情報） 

無線周波数 2.3GHz 帯（2330-2370MHz） 

通信方式 複信方式：時分割複信(TDD) 

サブフレーム長 <１Ｋモード> 1.5ms/1.9ms <１Ｋモード>0.3ms/0.5ms 

電波形式 X7W 

多重化方式 直交周波数分割多重(OFDM)方式 

FFT ﾎﾟｲﾝﾄ数 <１Ｋモード> 1024 

FFT ｸﾛｯｸ周波数 20.45074MHz 

サブキャリア数 <１Ｋモード>860（両端 7本はヌルキャリア） 

キャリア変調方式 

BPSK/QPSK/8QAM/16QAM/32Q

AM/64QAM/128QAM/256QAM/5

12QAM/1024QAM 

QPSK/16QAM 

空間多重方式 4×4 SVD-MIMO 2×4 STTC-MIMO 

占有帯域幅 17.5MHz以下 

誤り訂正：外符号 RS(204,188) RS(211,195) 

誤り訂正：内符号 

ターボ符号 

（1632bit,R=0.33～0.92の

12種類でレートマッチング） 
STTC(R=0.5) 

空中線電力 <1.2GHz帯>25W/<2.3GHz帯>40W（送信部出力の総和 

実用伝送速度 最大 145Mbps 10Mbps 

     ※ ターボ符号によるレートマッチングは、試験時、OFFとした。 

 周波数関係 希望波 妨害波 1 妨害波 2 

試験 A 同一 ４Ｋ・８Ｋ用 FPU 現行 FPU なし 

試験 B 上隣接 ４Ｋ・８Ｋ用 FPU 信号発生器 なし 

試験 C 下隣接 ４Ｋ・８Ｋ用 FPU 現行 FPU なし 

試験 D 上隣隣接 ４Ｋ・８Ｋ用 FPU 信号発生器 なし 

試験 E 下隣隣接 ４Ｋ・８Ｋ用 FPU 信号発生器 なし 

試験 F 両隣接 ４Ｋ・８Ｋ用 FPU 現行 FPU 信号発生器 
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   ① 現行 FPU：妨害波１ 

表 10-3 現行 FPUの諸元 

項目 内容 

FPUモード SISO 

送信周波数 2336.5MHz～2363.5MHz 

FFTポイント 1024 

占有帯域幅 17.12MHz 

変調方式 16QAM 

内符号率 畳み込み符号（2/3） 

 

   ③ 信号発生器（妨害波 2） 

表 10-4 信号発生器の諸元 

項目 内容 

FPUモード SISO 

送信周波数 1.2GHz 帯、2.3GHz帯で設定可能 

FFTポイント 1024 

占有帯域幅 17.12MHz 

変調方式 16QAM 

   ④ 受信 BPF 

    干渉試験では、受信フィルターとして図 10-3に示す特性の RF帯の外部フ

ィルターを用いた。中心周波数は 2359MHzであり、通過帯域幅は約 18MHzと

なっている。 

 

図 10-3 FPU受信フィルター特性の例 
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    また、４Ｋ・８Ｋ用 FPU の受信部に内蔵されている BPF の特性を下図に示

す。2.3GHz 帯 FPU の周波数帯域（2330MHz～2370MHz）を通過帯域として包含

する特性となっている。 

 
（横軸：10MHz/div、縦軸：10dB/div） 

図 10-4 受信部内蔵 BPF特性 

    RF 帯の外部フィルターと内蔵 BPU はカスケードに接続される。干渉試験に

おける隣接チャンネル、隣隣接チャンネルの妨害波に対しては、RF 帯の外部

フィルターの受信 BPUによる抑圧効果が支配的になると考えられる。 

   ⑤ 受信装置の主な諸元 

表 10-5 受信装置の主な諸元 

 

 

 

 

（３）試験系統図 

 
図 10-5 試験系統図 

入力信号 RF 受信電力 -20dBm～-90dBm 

出力信号 IF 
中心周波数 130MHz 

信号電力 0dBm 
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３ 試験結果（D/Uのみ） 

  希望波と妨害波の変調パラメータを試験諸元に設定し、受信入力レベルを-

57dBm、受信機入力 BPF に関しては隣接条件では on/off の双方、BER は外符号 RS

の訂正前に対して測定した結果について、D/U 対 BER 特性及び BER が 2×10-4とな

る所要 D/Uをそれぞれ示す。 

 （１）試験 A （同一チャンネル干渉） 

 
図 10-6 同一チャンネル干渉の誤り率特性 

表 10-6 同一チャンネル干渉の所要 D/U 

 

 

 

 

 

 

 

  

伝搬モデル 所要 D/U[dB] BPFon 

郊 外 A 低 相 関 -21.8 

郊外 A 典型相関 -32.6 

都市部 A 低相関 -21.8 

都市部 A典型相関 -28.6 
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 （２）試験 B（上隣接チャンネル干渉） 

 

図 10-7 上隣接チャンネル干渉の誤り率特性 

表 10-7 上隣接チャンネル干渉の所要 D/U 

 

 

 

 

 

 

 

  

伝搬モデル 
受信入力 

レベル[dBm] 

BPFon 

所要 D/U[dB] 

BPFoff 

所要 D/U[dB] 

郊外 A低相関 -57 -19.2 -12.6 

郊外 A典型相関 -57 -9.5 -3.9 

都市部 A低相関 -57 -18.0 -10.6 

都市部 A典型相関 -57 -11.8 -7.4 
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 （３）試験 C（下隣接チャンネル干渉） 

 
図 10-8 下隣接チャンネル干渉の誤り率特性 

表 10-8 下隣接チャンネル干渉の所要 D/U 

 

 

 

 

 

 

  

伝搬モデル 
受信入力 

レベル[dBm] 

BPFon 

所要 D/U[dB] 

BPFoff 

所要 D/U[dB] 

郊外 A低相関 -57 -20.2 -12.7 

郊外 A典型相関 -57 -10.3 -6.9 

都市部 A低相関 -57 -19.1 -10.4 

都市部 A典型相関 -57 -12.6 -7.7 
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 （４）試験 D（上隣隣接チャンネル干渉） 

 

図 10-9 上隣隣接チャンネル干渉の誤り率特性（受信電力：-57dBm） 

表 10-9 上隣隣接チャンネル干渉の所要 D/U 

 

 

 

 

 

 

  

伝搬モデル 
受信入力 

レベル[dBm] 

BPFon 

所要 D/U[dB] 

BPFoff 

所要 D/U[dB] 

郊外 A低相関 -57 -38dB 以下 -33.1 

郊外 A典型相関 -57 -28.7 -26.3 

都市部 A低相関 -57 -38dB 以下 -31.2 

都市部 A典型相関 -57 -31.0 -26.9 
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（５）試験 E（下隣隣接チャンネル干渉） 

 

図 10-10 下隣隣接チャンネル干渉の誤り率特性（受信電力：-57dBm） 

 

表 10-10 下隣隣接チャンネル干渉の所要 D/U 

 

 

 

 

 

 

  

伝搬モデル 
受信入力 

レベル[dBm] 

BPFon 

所要 D/U[dB] 

BPFoff 

所要 D/U[dB] 

郊外 A低相関 -57 -38dB 以下 -26.1 

郊外 A典型相関 -57 -28.8 -18.1 

都市部 A低相関 -57 -38dB 以下 -23.8 

都市部 A典型相関 -57 -30.5 -19.4 
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 （６）試験 F（両隣接チャンネル干渉） 

 
図 10-11 両隣接チャンネル干渉の誤り率特性 

 

表 10-11 両隣接チャンネル干渉の所要 D/U 

 

 

 

 

 

 

 

４ 離隔距離の検討 

（１）離隔距離の計算に用いる所要 D/U 

   ４つの伝搬モデルについて所要 D/Uが得られた。伝搬モデルによる所要 D/U

の違いについては、郊外 A低相関と都市部 A低相関の所要 D/Uはほぼ同程度の

値になっている。また、郊外 A典型相関と都市部 A典型相関の所要 D/Uも同程

度となっている。計算に用いる所要 D/Uは、郊外 Aと都市部 Aのうち、数値の

大きい方を採用する。 

  

伝搬モデル 
受信入力 

レベル[dBm] 

BPFon  

所要 D/U[dB] 

BPFoff 

所要 D/U[dB] 

郊外 A低相関 -57 -17.1 -9.5 

郊外 A典型相関 -57 -7.0 -3.2 

都市部 A低相関 -57 -15.9 -7.3 

都市部 A典型相関 -57 -9.6 -4.2 
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表 10-12 ４Ｋ・８Ｋ用 FPU上り回線の離隔距離の計算に用いる所要 D/U 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   現行 FPUの所要 D/Uは、放送システム委員会報告（平成 25年 1月 25日）に

記載の値を引用して、離隔距離の計算に用いる。この報告書には、3つの受信

電力（-80dBm、-61dBm、-40dBm）、4種類の変調方式（16QAM(2/3)、

16QAM(1/2)、QPSK(2/3)、QPSK(1/2)）について記載されている。今回の計算で

は、受信電力は中間値の-61dBmとし、変調方式は妨害波に最も弱い

16QAM(2/3)とした場合の所要 D/Uを用いることとする。 

   離隔距離の計算に用いる現行 FPUの所要 D/Uを表 10-13に示す。 

表 10-13 離隔距離の計算に用いる所要 D/U 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）離隔距離の計算 

   離隔距離は、FPUの複数台同時使用が強く想定されるロードレースの中継モ

デル（運用モデル３）における FPU間の干渉ケースについて、検討する。 

   検討した干渉モデルを図 10-12に示す。送信出力アンテナ種別などは、４

Ｋ・８Ｋ用 FPUの運用モデル３の回線設計例から引用した。 

相関 
チャンネル 

干渉 

受信入力 

レベル 

所要 D/U(dB) 

BPF on 

低相関 

同一 -57dBm 21.8 

上隣接 -57dBm -18.0 

下隣接 -57dBm -19.1 

上隣隣接 -57dBm -38 以下 

下隣隣接 -57dBm -38 以下 

両隣隣接 -57dBm -15.9 

典型相関 

同一 -57dBm 32.6 

上隣接 -57dBm -9.5 

下隣接 -57dBm -10.3 

上隣隣接 -57dBm -28.7 

下隣隣接 -57dBm -28.8 

両隣隣接 -57dBm -7.0 

チャンネル干渉 変調方式 受信入力レベル 所要 D/U(dB) BPF on 

同一 16QAM(2/3) -61dBm 13.3 

上隣接 16QAM(2/3) -61dBm -27.0 

下隣接 16QAM(2/3) -61dBm -27.4 

上隣隣接 16QAM(2/3) -61dBm -41.2 

下隣隣接 16QAM(2/3) -61dBm -40.4 

両隣接 16QAM(2/3) -61dBm -26.0 
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① 現行 FPU から４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）への干渉 

② 現行 FPU から４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）への干渉 

③ ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）から現行 FPUへの干渉 

④ ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）から現行 FPUへの干渉 

図 10-12 ４Ｋ・８Ｋ用 FPUと現行 FPU との干渉（運用モデル３） 

 

   また、離隔距離の計算では、自由空間モデルと平面大地モデルに基づいて計

算し、小さい方を最終的な離隔距離とする。 

（３）計算結果 

 ア 1.2GHz帯での離隔距離 

  ①現行 FPUから４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り）への干渉 

表 10-14 現行 FPUから４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り）への干渉（運用モデル３） 

 

  

自由空間ﾓﾃﾞﾙ
(F)

平面大地ﾓﾃﾞﾙ
(P)

最終離隔距離
min(F,P)

同一 -57 21.8 146.27 16.50 16.50

上隣接 -57 -18 1.50 1.67 1.50

下隣接 -57 -19.1 1.32 1.57 1.32

上隣隣接 -57 -38以下 0.15 0.53 0.15

下隣隣接 -57 -38以下 0.15 0.53 0.15

両隣隣接 -57 -15.9 1.91 1.88 1.88

同一 -57 32.6 507.18 30.73 30.73

上隣接 -57 -9.5 3.98 2.72 2.72

下隣接 -57 -10.3 3.63 2.60 2.60

上隣隣接 -57 -28.7 0.44 0.90 0.44

下隣隣接 -57 -28.8 0.43 0.90 0.43

両隣接 -57 -7 5.31 3.14 3.14

干渉①
希望波：4K8KFPU(上り)
妨害波：現行FPU

典型相関

離隔距離（km）

低相関

所要DU
比(dB)
BPF on

干渉の組合せ 相関
受信電力
（dBm）

1.2GHz帯
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  ② ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り）から現行 FPUへの干渉 

   所要 DU比から計算した離隔距離を示す。妨害波が４Ｋ・８Ｋ用 FPU(上り回

線)の計算には、ビームフォーミングによる利得（6dB）を取り入れた。 

表 10-15 ４Ｋ・８Ｋ用 FPUから現行 FPUへの干渉（1.2GHz帯、運用モデル３） 

 

 

  ③ 現行 FPU同士の干渉 

    放送システム委員会報告（平成 25年 1月 25日）に記載の所要 DU比から運

用モデル３の条件で計算した。 

表 10-16 現行 FPU同士の離隔距離（1.2GHz 帯、運用モデル３） 

 
 

 イ 1.2GHz帯の離隔距離に係るまとめ 

  ①現行 FPUから４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）への干渉 

   ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU基地局が現行 FPU移動局からの干渉を受ける場合である。 

   ・低相関の場合、隣接チャンネル干渉の離隔距離は 1.5kmである。 

   ・典型相関の場合、隣接チャンネル干渉の離隔距離は 2.7kmに拡大する。 

 

自由空間ﾓﾃﾞﾙ
(F)

平面大地ﾓﾃﾞﾙ
(P)

最終離隔距離
min(F,P)

同一 16QAM(2/3) -61 13.3 158.55 17.18 17.18

上隣接 16QAM(2/3) -61 -27.0 1.53 1.69 1.53

下隣接 16QAM(2/3) -61 -27.4 1.46 1.65 1.46

上隣隣接 16QAM(2/3) -61 -41.2 0.30 0.75 0.30

下隣隣接 16QAM(2/3) -61 -40.4 0.33 0.78 0.33

両隣接 16QAM(2/3) -61 -26.0 1.72 1.79 1.72

同一 16QAM(2/3) -61 13.3 173.85 30.41 30.41

上隣接 16QAM(2/3) -61 -27.0 1.68 2.99 1.68

下隣接 16QAM(2/3) -61 -27.4 1.60 2.92 1.60

上隣隣接 16QAM(2/3) -61 -41.2 0.33 1.32 0.33

下隣隣接 16QAM(2/3) -61 -40.4 0.36 1.38 0.36

両隣接 16QAM(2/3) -61 -26.0 1.88 3.17 1.88

離隔距離（km）

干渉の組合せ 変調方式
受信電力
（dBm）

所要DU
比(dB)
BPF on

干渉③
希望波：現行FPU
妨害波：4K8KFPU(上り)

干渉④
希望波：現行FPU
妨害波：4K8KFPU(下り)

1.2GHz帯

1.2GHz帯

自由空間モデル

(F)

平面大地モデル

(P)

最終離隔距離
min(F,P)

同一 -61 13.3 82.26 7.32 7.32

上隣接 -61 -27 0.79 0.72 0.72

下隣接 -61 -27.4 0.76 0.70 0.70

上隣隣接 -61 -41.2 0.15 0.32 0.15

下隣隣接 -61 -40.4 0.17 0.33 0.17

両隣接 -61 -26 0.89 0.76 0.76

離隔距離（km）

変調方式：16QAM(2/3)

受信電力
（dBm）

所要DU比
(dB)

BPF on
干渉の組合せ

1.2GHz帯



125 
 

  ②現行 FPUから４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）への干渉 

   ・上り回線に係る離隔距離（低相関 1.5km、典型相関 2.7km）の範囲内として

評価できる。 

    つまり、所要 C/N が上り回線の 21dB に対して、下り回線は 9.8dB であり、

下り回線には上り回線よりも 11dBのマージンがある。上り回線の共用条件

が満たされていれば、下り回線も共用条件を満している。 

  ③４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）から現行 FPUへの干渉 

   ・現行 FPU基地局が４Ｋ・８Ｋ用 FPU移動局から干渉を受ける場合である。 

   ・現行 FPU同士と比べて、離隔距離は約２倍となっている。 

   ・離隔距離の計算にビームフォーミング利得（6dB）を取り入れた。 

  ④４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）から現行 FPUへの干渉 

   ・基地局間の離隔距離に相当する。 

   ・隣接チャネルの場合、離隔距離は約 1.7kmである。 

 

 ウ 2.3GHz帯での離隔距離 

  ① 現行 FPUから４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り）への干渉 

    所要 D/Uから計算した離隔距離を表 10-17に示す。低相関では、ほぼ理想

的な伝搬路での計算結果となる。また、典型相関では、マルチパスの影響を

受けた場合の計算結果である。 

 

表 10-17 現行 FPUから４Ｋ・８Ｋ用 FPUへの干渉（2.3GHz帯、運用モデル３） 

 

 

  

自由空間ﾓﾃﾞﾙ
(F)

平面大地ﾓﾃﾞﾙ
(P)

最終離隔距離
min(F,P)

同一 -57 21.8 144.53 22.31 22.31

上隣接 -57 -18 1.48 2.26 1.48

下隣接 -57 -19.1 1.30 2.12 1.30

上隣隣接 -57 -38以下 0.15 0.71 0.15

下隣隣接 -57 -38以下 0.15 0.71 0.15

両隣隣接 -57 -15.9 1.88 2.55 1.88

同一 -57 32.6 501.14 41.55 41.55

上隣接 -57 -9.5 3.94 3.68 3.68

下隣接 -57 -10.3 3.59 3.52 3.52

上隣隣接 -57 -28.7 0.43 1.22 0.43

下隣隣接 -57 -28.8 0.43 1.21 0.43

両隣隣接 -57 -7 5.25 4.25 4.25

受信電力
（dBm）

所要DU
比(dB)
BPF on

典型相関

干渉①
希望波：4K8KFPU(上り)
妨害波：現行FPU

離隔距離（km）

低相関

干渉の組合せ
低相関

/典型相関

2.3GHz帯
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  ② ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り）から現行 FPUへの干渉 

    所要 DU比から計算した離隔距離を示す。妨害波が４Ｋ・８Ｋ用 FPU(上り回

線)の計算には、ビームフォーミングによる利得（6dB）を取り入れた。 

表 10-18 ４Ｋ・８Ｋ用 FPUから現行 FPUへの干渉（2.3Hz帯、運用モデル３） 

 

   ③現行 FPU同士 

    放送システム委員会報告（平成 25年 1月 25日）に記載の所要 DU比から

運用モデル３の条件で計算した。 

表 10-19 現行 FPU同士の離隔距離（2.3GHz 帯、運用モデル３） 

 
 

 エ 2.3GHz帯の離隔距離に係るまとめ 

  ①現行 FPUから４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）への干渉 

   ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU基地局が現行 FPU移動局からの干渉を受ける場合である。 

   ・低相関の場合、隣接チャンネル干渉の離隔距離は 1.3kmである。 

   ・典型相関の場合、隣接チャンネル干渉の離隔距離は 3.5kmに拡大する。 

  ②現行 FPUから４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）への干渉 

   ・上り回線に係る離隔距離（低相関 1.3km、典型相関 3.5km）の範囲内として

自由空間ﾓﾃﾞﾙ
(F)

平面大地ﾓﾃﾞﾙ
(P)

最終離隔距離
min(F,P)

同一 16QAM(2/3) -61 13.3 136.45 21.68 21.68

上隣接 16QAM(2/3) -61 -27 1.32 2.13 1.32

下隣接 16QAM(2/3) -61 -27.4 1.26 2.08 1.26

上隣隣接 16QAM(2/3) -61 -41.2 0.26 0.94 0.26

下隣隣接 16QAM(2/3) -61 -40.4 0.28 0.94 0.28

両隣接 16QAM(2/3) -61 -26 1.48 2.26 1.48

同一 16QAM(2/3) -61 13.3 188.35 43.06 43.06

上隣接 16QAM(2/3) -61 -27 1.82 4.23 1.82

下隣接 16QAM(2/3) -61 -27.4 1.74 4.14 1.74

上隣隣接 16QAM(2/3) -61 -41.2 0.35 1.87 0.35

下隣隣接 16QAM(2/3) -61 -40.4 0.39 1.96 0.39

両隣接 16QAM(2/3) -61 -26 2.04 4.48 2.04

離隔距離（km）

干渉③
希望波：現行FPU
妨害波：4K8KFPU(上り)

干渉④
希望波：現行FPU
妨害波：4K8KFPU(下り)

干渉の組合せ 変調方式
受信電力
（dBm）

所要DU
比(dB)
BPF on

2.3GHz帯

2.3GHz帯

自由空間モデル

(F)

平面大地モデル

(P)

最終離隔距離
min(F,P)

同一 -61 13.3 81.28 9.90 9.90

上隣接 -61 -27 0.79 0.97 0.79

下隣接 -61 -27.4 0.75 0.95 0.75

上隣隣接 -61 -41.2 0.15 0.43 0.15

下隣隣接 -61 -40.4 0.17 0.45 0.17

両隣接 -61 -26 0.88 1.03 0.88

受信電力
（dBm）

所要DU比
(dB)

BPF on

離隔距離（km）

変調方式：16QAM(2/3)

干渉の組合せ

2.3GHz帯
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評価できる。 

   ・つまり、所要 C/N が上り回線の 21dB に対して、下り回線は 9.8dB であり、

下り回線には上り回線よりも 11dBのマージンがある。上り回線の共用条件

が満たされていれば、下り回線も共用条件を満している。 

  ③４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）から現行 FPUへの干渉 

   ・現行 FPU基地局が４Ｋ・８Ｋ用 FPU移動局から干渉を受ける場合である。 

   ・現行 FPU同士と比べて、離隔距離は約２倍となっている。 

   ・離隔距離の計算にビームフォーミング利得（6dB）を取り入れた。 

  ④４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）から現行 FPUへの干渉 

   ・基地局間の離隔距離に相当する。 

   ・隣接チャネルの場合、離隔距離は約 1.7kmである。 

 

５ 参考 

  離隔距離の計算内容を示す。 

○ 現行 FPUから４Ｋ・８Ｋ用 FPU（1.2GHz 帯,上り回線）への干渉（低相関） 

 

  

① 送信周波数f[GHz] 1.2700 1.2700 1.2700 1.2700 1.2700 1.2700

② 送信出力Ｗ[W]／アンテナ 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0

③ 送信出力Ｗ[dBm/17.5MHz] 44.0 44.0 44.0 44.0 44.0 44.0

④ 送信アンテナ利得Ｇt[dBi](3段コリニアｰ) 6.0 6.0 6.0 6.0 6.0 6.0

⑤ 　　水平面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑥ 　　垂直面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

B ビームフォーミング利得 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑦ 送信アンテナ高[m] 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5

⑧ 送信給電線損失Ｌt[dB] 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5

⑨ 実効放射電力(ＷＧt／Ｌt)[dBm/ﾁｬﾝﾈﾙ] ③+④+⑤+⑥-⑧＋B 48.5 48.5 48.5 48.5 48.5 48.5

⑩ 建物等による遮蔽損［dB］ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑪ 壁等による減衰［dB］ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑫ 受信アンテナ利得Gr[dBi](8素子八木) 12.0 12.0 12.0 12.0 12.0 12.0

⑬ 　　水平面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑭ 　　垂直面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑮ 受信アンテナ高[m] 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0

⑯ 受信給電線損失Ｌr[dB] 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5

⑰ 与干渉量[dBm/ﾁｬﾝﾈﾙ] ⑨-⑩-⑪+⑫+⑬+⑭-⑯ 59.0 59.0 59.0 59.0 59.0 59.0

⑱ 通常運用受信電力 -57 -57 -57 -57 -57 -57

⑲ DU比 21.8 -18.0 -19.1 -38.0 -38.0 -15.9

⑳ 許容干渉電力[dBm/17.5MHz] ⑱—⑲ -78.8 -39.0 -37.9 -19.0 -19.0 -41.1

㉑ 所要結合損[dB] ⑳-⑰ 137.8 98.0 96.9 78.0 78.0 100.1

㉒ 離隔距離[km]（自由空間） 146.27 1.50 1.32 0.15 0.15 1.91

自由空間伝搬損失による離隔距離(F) 146.27 1.50 1.32 0.15 0.15 1.91

平面大地伝搬損失による離隔距離(P) 16.50 1.67 1.57 0.53 0.53 1.88

最終離隔距離
F<閾値の場合、離隔距離=F

F>閾値の場合、離隔距離=P 16.50 1.50 1.32 0.15 0.15 1.88

閾値 4π⑦⑮①/300 1.86 1.86 1.86 1.86 1.86 1.86

離
隔
距
離

下隣隣接
チャンネル

両隣接
チャンネル

同一
チャンネル

上隣接
チャンネル

下隣接
チャンネル

上隣隣接
チャンネル

希望波：4K･8KFPU（上り回線）　低相関
妨害波：現行FPU
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○ 現行 FPUから４Ｋ・８Ｋ用 FPU（1.2GHz 帯,上り回線）への干渉（典型相関） 

  

 

○ ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（1.2GHz帯,上り回線）から現行 FPUへの干渉 

 

  

① 送信周波数f[GHz] 1.2700 1.2700 1.2700 1.2700 1.2700 1.2700

② 送信出力Ｗ[W]／アンテナ 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0

③ 送信出力Ｗ[dBm/17.5MHz] 44.0 44.0 44.0 44.0 44.0 44.0

④ 送信アンテナ利得Ｇt[dBi](3段コリニアｰ) 6.0 6.0 6.0 6.0 6.0 6.0

⑤ 　　水平面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑥ 　　垂直面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

B ビームフォーミング利得 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑦ 送信アンテナ高[m] 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5

⑧ 送信給電線損失Ｌt[dB] 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5

⑨ 実効放射電力(ＷＧt／Ｌt)[dBm/ﾁｬﾝﾈﾙ] ③+④+⑤+⑥-⑧＋B 48.5 48.5 48.5 48.5 48.5 48.5

⑩ 建物等による遮蔽損［dB］ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑪ 壁等による減衰［dB］ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑫ 受信アンテナ利得Gr[dBi](8素子八木) 12.0 12.0 12.0 12.0 12.0 12.0

⑬ 　　水平面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑭ 　　垂直面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑮ 受信アンテナ高[m] 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0

⑯ 受信給電線損失Ｌr[dB] 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5

⑰ 与干渉量[dBm/ﾁｬﾝﾈﾙ] ⑨-⑩-⑪+⑫+⑬+⑭-⑯ 59.0 59.0 59.0 59.0 59.0 59.0

⑱ 通常運用受信電力 -57 -57 -57 -57 -57 -57

⑲ DU比 32.6 -9.5 -10.3 -28.7 -28.8 -7.0

⑳ 許容干渉電力[dBm/17.5MHz] ⑱—⑲ -89.6 -47.5 -46.7 -28.3 -28.2 -50.0

㉑ 所要結合損[dB] ⑳-⑰ 148.6 106.5 105.7 87.3 87.2 109.0

㉒ 離隔距離[km]（自由空間） 507.18 3.98 3.63 0.44 0.43 5.31

自由空間伝搬損失による離隔距離(F) 507.18 3.98 3.63 0.44 0.43 5.31

平面大地伝搬損失による離隔距離(P) 30.73 2.72 2.60 0.90 0.90 3.14

最終離隔距離
F<閾値の場合、離隔距離=F

F>閾値の場合、離隔距離=P 30.73 2.72 2.60 0.44 0.43 3.14

閾値 4π⑦⑮①/300 1.86 1.86 1.86 1.86 1.86 1.86

両隣接
チャンネル

上隣隣接
チャンネル

下隣隣接
チャンネル

希望波：4K･8KFPU（上り回線）　典型相関
妨害波：現行FPU

離
隔
距
離

同一
チャンネル

上隣接
チャンネル

下隣接
チャンネル

① 送信周波数f[GHz] 1.2700 1.2700 1.2700 1.2700 1.2700 1.2700

② 送信出力Ｗ[W]／アンテナ 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0

③ 送信出力Ｗ[dBm/17.5MHz] 44.0 44.0 44.0 44.0 44.0 44.0

④ 送信アンテナ利得Ｇt[dBi](2段コーリニア) 5.2 5.2 5.2 5.2 5.2 5.2

⑤ 　　水平面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑥ 　　垂直面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

B ビームフォーミング利得 6.0 6.0 6.0 6.0 6.0 6.0

⑦ 送信アンテナ高[m] 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5

⑧ 送信給電線損失Ｌt[dB] 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5

⑨ 実効放射電力(ＷＧt／Ｌt)[dBm/ﾁｬﾝﾈﾙ] ③+④+⑤+⑥-⑧＋B 53.7 53.7 53.7 53.7 53.7 53.7

⑩ 建物等による遮蔽損［dB］ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑪ 壁等による減衰［dB］ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑫ 受信アンテナ利得Ｇt[dBi]（8素子八木） 12.0 12.0 12.0 12.0 12.0 12.0

⑬ 　　水平面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑭ 　　垂直面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑮ 受信アンテナ高[m] 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0

⑯ 受信給電線損失Ｌr[dB] 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5

⑰ 与干渉量[dBm/ﾁｬﾝﾈﾙ] ⑨-⑩-⑪+⑫+⑬+⑭-⑯ 64.2 64.2 64.2 64.2 64.2 64.2

⑱ 通常運用受信電力 -61 -61 -61 -61 -61 -61

⑲ DU比 13.3 -27.0 -27.4 -41.2 -40.4 -26.0

⑳ 許容干渉電力[dBm/17.5MHz] ⑱—⑲ -74.3 -34.0 -33.6 -19.8 -20.6 -35.0

㉑ 所要結合損[dB] ⑳-⑰ 138.5 98.2 97.8 84.0 84.8 99.2

㉒ 離隔距離[km]（自由空間） 158.55 1.53 1.46 0.30 0.33 1.72

自由空間伝搬損失による離隔距離(F) 158.55 1.53 1.46 0.30 0.33 1.72

平面大地伝搬損失による離隔距離(P) 17.18 1.69 1.65 0.75 0.78 1.79

最終離隔距離
F<閾値の場合、離隔距離=F

F>閾値の場合、離隔距離=P 17.18 1.53 1.46 0.30 0.33 1.72

閾値 4π⑦⑮①/300 1.86 1.86 1.86 1.86 1.86 1.86

下隣隣接
チャンネル

両隣接
チャンネル

離
隔
距
離

同一
チャンネル

上隣接
チャンネル

下隣接
チャンネル

上隣隣接
チャンネル

希望波：現行FPU　16QAM(2/3)
妨害波：4K･8KFPU（上り回線）
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○ ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（1.2GHz帯,下り回線）から現行 FPUへの干渉 

 

 

○ 現行 FPUから４Ｋ・８Ｋ用 FPU（2.3GHz帯,上り回線）への干渉（低相関） 

 

 

① 送信周波数f[GHz] 1.270 1.270 1.270 1.270 1.270 1.270

② 送信出力Ｗ[W]／アンテナ 25.00 25.00 25.00 25.00 25.00 25.00

③ 送信出力Ｗ[dBm/17.5MHz] 43.98 43.98 43.98 43.98 43.98 43.98

④ 送信アンテナ利得Ｇt[dBi](8素子八木) 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00

⑤ 　　水平面指向特性 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

⑥ 　　垂直面指向特性 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

B ビームフォーミング利得 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

⑦ 送信アンテナ高[m] 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00

⑧ 送信給電線損失Ｌt[dB] 1.50 1.50 1.50 1.50 1.50 1.50

⑨ 実効放射電力(ＷＧt／Ｌt)[dBm/ﾁｬﾝﾈﾙ] ③+④+⑤+⑥-⑧＋B 54.48 54.48 54.48 54.48 54.48 54.48

⑩ 建物等による遮蔽損［dB］ 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

⑪ 壁等による減衰［dB］ 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

⑫ 受信アンテナ利得Ｇt[dBi](8素子八木) 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00 12.00

⑬ 　　水平面指向特性 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

⑭ 　　垂直面指向特性 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

⑮ 受信アンテナ高[m] 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00

⑯ 受信給電線損失Ｌr[dB] 1.50 1.50 1.50 1.50 1.50 1.50

⑰ 与干渉量[dBm/ﾁｬﾝﾈﾙ] ⑨-⑩-⑪+⑫+⑬+⑭-⑯ 64.98 64.98 64.98 64.98 64.98 64.98

⑱ 通常運用受信電力 -61.00 -61.00 -61.00 -61.00 -61.00 -61.00

⑲ DU比 13.30 -27.00 -27.40 -41.20 -40.40 -26.00

⑳ 許容干渉電力[dBm/17.5MHz] ⑱—⑲ -74.30 -34.00 -33.60 -19.80 -20.60 -35.00

㉑ 所要結合損[dB] ⑳-⑰ 139.28 98.98 98.58 84.78 85.58 99.98

㉒ 離隔距離[km]（自由空間） 173.85 1.68 1.60 0.33 0.36 1.88

自由空間伝搬損失による離隔距離(F) 173.85 1.68 1.60 0.33 0.36 1.88

平面大地伝搬損失による離隔距離(P) 30.41 2.99 2.92 1.32 1.38 3.17

最終離隔距離
F<閾値の場合、離隔距離=F

F>閾値の場合、離隔距離=P 30.41 1.68 1.60 0.33 0.36 1.88

閾値 4π⑦⑮①/300 5.32 5.32 5.32 5.32 5.32 5.32

下隣隣接
チャンネル

両隣接
チャンネル

離
隔
距
離

同一
チャンネル

上隣接
チャンネル

下隣接
チャンネル

上隣隣接
チャンネル

希望波：現行FPU　16QAM(2/3)
妨害波：4K･8KFPU　FPU　下り回線

① 送信周波数f[GHz] 2.3500 2.3500 2.3500 2.3500 2.3500 2.3500

② 送信出力Ｗ[W]／アンテナ 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0

③ 送信出力Ｗ[dBm/17.5MHz] 46.0 46.0 46.0 46.0 46.0 46.0

④ 送信アンテナ利得Ｇt[dBi](4段コリニアｰ) 7.2 7.2 7.2 7.2 7.2 7.2

⑤ 　　水平面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑥ 　　垂直面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

B ビームフォーミング利得 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑦ 送信アンテナ高[m] 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5

⑧ 送信給電線損失Ｌt[dB] 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5

⑨ 実効放射電力(ＷＧt／Ｌt)[dBm/ﾁｬﾝﾈﾙ] ③+④+⑤+⑥-⑧＋B 51.7 51.7 51.7 51.7 51.7 51.7

⑩ 建物等による遮蔽損［dB］ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑪ 壁等による減衰［dB］ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑫ 受信アンテナ利得Gr[dBi](12素子八木) 14.0 14.0 14.0 14.0 14.0 14.0

⑬ 　　水平面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑭ 　　垂直面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑮ 受信アンテナ高[m] 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0

⑯ 受信給電線損失Ｌr[dB] 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5

⑰ 与干渉量[dBm/ﾁｬﾝﾈﾙ] ⑨-⑩-⑪+⑫+⑬+⑭-⑯ 64.2 64.2 64.2 64.2 64.2 64.2

⑱ 通常運用受信電力 -57 -57 -57 -57 -57 -57

⑲ DU比 21.8 -18.0 -19.1 -38.0 -38.0 -15.9

⑳ 許容干渉電力[dBm/17.5MHz] ⑱—⑲ -78.8 -39.0 -37.9 -19.0 -19.0 -41.1

㉑ 所要結合損[dB] ⑳-⑰ 143.0 103.2 102.1 83.2 83.2 105.3

㉒ 離隔距離[km]（自由空間） 144.53 1.48 1.30 0.15 0.15 1.88

自由空間伝搬損失による離隔距離(F) 144.53 1.48 1.30 0.15 0.15 1.88

平面大地伝搬損失による離隔距離(P) 22.31 2.26 2.12 0.71 0.71 2.55

最終離隔距離
F<閾値の場合、離隔距離=F

F>閾値の場合、離隔距離=P 22.31 1.48 1.30 0.15 0.15 1.88

閾値 4π⑦⑮①/300 3.45 3.45 3.45 3.45 3.45 3.45

上隣隣接
チャンネル

下隣隣接
チャンネル

両隣接
チャンネル

離
隔
距
離

希望波：4K･8KFPU（上り回線）　低相関
妨害波：現行FPU

同一
チャンネル

上隣接
チャンネル

下隣接
チャンネル



130 
 

○ 現行 FPUから４Ｋ・８Ｋ用 FPU（2.3GHz 帯,上り回線）への干渉（典型相関） 

 

 

○ ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（2.3GHz帯,上り回線）から現行 FPUへの干渉 

 

 

① 送信周波数f[GHz] 2.3500 2.3500 2.3500 2.3500 2.3500 2.3500

② 送信出力Ｗ[W]／アンテナ 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0

③ 送信出力Ｗ[dBm/17.5MHz] 46.0 46.0 46.0 46.0 46.0 46.0

④ 送信アンテナ利得Ｇt[dBi](4段コリニアｰ) 7.2 7.2 7.2 7.2 7.2 7.2

⑤ 　　水平面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑥ 　　垂直面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

B ビームフォーミング利得 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑦ 送信アンテナ高[m] 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5

⑧ 送信給電線損失Ｌt[dB] 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5

⑨ 実効放射電力(ＷＧt／Ｌt)[dBm/ﾁｬﾝﾈﾙ] ③+④+⑤+⑥-⑧＋B 51.7 51.7 51.7 51.7 51.7 51.7

⑩ 建物等による遮蔽損［dB］ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑪ 壁等による減衰［dB］ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑫ 受信アンテナ利得Gr[dBi](12素子八木) 14.0 14.0 14.0 14.0 14.0 14.0

⑬ 　　水平面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑭ 　　垂直面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑮ 受信アンテナ高[m] 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0

⑯ 受信給電線損失Ｌr[dB] 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5

⑰ 与干渉量[dBm/ﾁｬﾝﾈﾙ] ⑨-⑩-⑪+⑫+⑬+⑭-⑯ 64.2 64.2 64.2 64.2 64.2 64.2

⑱ 通常運用受信電力 -57 -57 -57 -57 -57 -57

⑲ DU比 32.6 -9.5 -10.3 -28.7 -28.8 -7.0

⑳ 許容干渉電力[dBm/17.5MHz] ⑱—⑲ -89.6 -47.5 -46.7 -28.3 -28.2 -50.0

㉑ 所要結合損[dB] ⑳-⑰ 153.8 111.7 110.9 92.5 92.4 114.2

㉒ 離隔距離[km]（自由空間） 501.14 3.94 3.59 0.43 0.43 5.25

自由空間伝搬損失による離隔距離 501.14 3.94 3.59 0.43 0.43 5.25

平面大地伝搬損失による離隔距離 41.55 3.68 3.52 1.22 1.21 4.25

最終離隔距離
F<閾値の場合、離隔距離=F

F>閾値の場合、離隔距離=P 41.55 3.68 3.52 0.43 0.43 4.25

閾値 4π⑦⑮①/300 3.45 3.45 3.45 3.45 3.45 3.45

下隣隣接
チャンネル

両隣接
チャンネル

離
隔
距
離

希望波：4K･8KFPU（上り回線）　典型相関
妨害波：現行FPU

同一
チャンネル

上隣接
チャンネル

下隣接
チャンネル

上隣隣接
チャンネル

① 送信周波数f[GHz] 2.3500 2.3500 2.3500 2.3500 2.3500 2.3500
② 送信出力Ｗ[W]／アンテナ 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0
③ 送信出力Ｗ[dBm/17.5MHz] 46.0 46.0 46.0 46.0 46.0 46.0
④ 送信アンテナ利得Ｇt[dBi]（2段コーリニア） 5.2 5.2 5.2 5.2 5.2 5.2
⑤ 　　水平面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
⑥ 　　垂直面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
B ビームフォーミング利得 6.0 6.0 6.0 6.0 6.0 6.0

⑦ 送信アンテナ高[m] 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5
⑧ 送信給電線損失Ｌt[dB] 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5
⑨ 実効放射電力(ＷＧt／Ｌt)[dBm/ﾁｬﾝﾈﾙ] ③+④+⑤+⑥-⑧＋B 55.7 55.7 55.7 55.7 55.7 55.7
⑩ 建物等による遮蔽損［dB］ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
⑪ 壁等による減衰［dB］ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
⑫ 受信アンテナ利得Ｇt[dBi]（12素子八木） 14.0 14.0 14.0 14.0 14.0 14.0
⑬ 　　水平面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
⑭ 　　垂直面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
⑮ 受信アンテナ高[m] 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0
⑯ 受信給電線損失Ｌr[dB] 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5
⑰ 与干渉量[dBm/ﾁｬﾝﾈﾙ] ⑨-⑩-⑪+⑫+⑬+⑭-⑯ 68.2 68.2 68.2 68.2 68.2 68.2
⑱ 通常運用受信電力 -61 -61 -61 -61 -61 -61
⑲ DU比 13.3 -27.0 -27.4 -41.2 -40.4 -26.0
⑳ 許容干渉電力[dBm/17.5MHz] ⑱—⑲ -74.3 -34.0 -33.6 -19.8 -20.6 -35.0
㉑ 所要結合損[dB] ㉕-⑳ 142.5 102.2 101.8 88.0 88.8 103.2
㉒ 離隔距離[km]（自由空間） 136.45 1.32 1.26 0.26 0.28 1.48

自由空間伝搬損失による離隔距離(F) 136.45 1.32 1.26 0.26 0.28 1.48

平面大地伝搬損失による離隔距離(P) 21.68 2.13 2.08 0.94 0.99 2.26

最終離隔距離
F<閾値の場合、離隔距離=F

F>閾値の場合、離隔距離=P 21.68 1.32 1.26 0.26 0.28 1.48

閾値 4π⑦⑮①/300 3.45 3.45 3.45 3.45 3.45 3.45

下隣隣接
チャンネル

両隣接
チャンネル

離
隔
距
離

同一
チャンネル

上隣接
チャンネル

下隣接
チャンネル

上隣隣接
チャンネル

希望波：現行FPU　１６QAM(2/3)
妨害波：4K・8KFPU（上り回線）
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○ ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（2.3GHz帯,下り回線）から現行 FPUへの干渉 

 

 

  

① 送信周波数f[GHz] 2.3500 2.3500 2.3500 2.3500 2.3500 2.3500
② 送信出力Ｗ[W]／アンテナ 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0
③ 送信出力Ｗ[dBm/17.5MHz] 46.0 46.0 46.0 46.0 46.0 46.0
④ 送信アンテナ利得Ｇt[dBi](12素子八木) 14.0 14.0 14.0 14.0 14.0 14.0
⑤ 　　水平面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
⑥ 　　垂直面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
B ビームフォーミング利得 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑦ 送信アンテナ高[m] 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0
⑧ 送信給電線損失Ｌt[dB] 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5
⑨ 実効放射電力(ＷＧt／Ｌt)[dBm/ﾁｬﾝﾈﾙ] ③+④+⑤+⑥-⑧＋B 58.5 58.5 58.5 58.5 58.5 58.5
⑩ 建物等による遮蔽損［dB］ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
⑪ 壁等による減衰［dB］ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
⑫ 送信アンテナ利得Ｇt[dBi](12素子八木) 14.0 14.0 14.0 14.0 14.0 14.0
⑬ 　　水平面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
⑭ 　　垂直面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
⑮ 受信アンテナ高[m] 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0
⑯ 受信給電線損失Ｌr[dB] 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5
⑰ 与干渉量[dBm/ﾁｬﾝﾈﾙ] ⑨-⑩-⑪+⑫+⑬+⑭-⑯ 71.0 71.0 71.0 71.0 71.0 71.0
⑱ 通常運用受信電力 -61.0 -61.0 -61.0 -61.0 -61.0 -61.0
⑲ DU比 13.3 -27.0 -27.4 -41.2 -40.4 -26.0
⑳ 許容干渉電力[dBm/17.5MHz] ⑱—⑲ -74.3 -34.0 -33.6 -19.8 -20.6 -35.0
㉑ 所要結合損[dB] ㉕-⑳ 145.3 105.0 104.6 90.8 91.6 106.0
㉒ 離隔距離[km]（自由空間） 188.3 1.8 1.7 0.4 0.4 2.0

自由空間伝搬損失による離隔距離(F) 188.3 1.8 1.7 0.4 0.4 2.0

平面大地伝搬損失による離隔距離(P) 43.1 4.2 4.1 1.9 2.0 4.5

最終離隔距離
F<閾値の場合、離隔距離=F

F>閾値の場合、離隔距離=P 43.06 1.82 1.74 0.35 0.39 2.04

閾値 4π⑦⑮①/300 9.8 9.8 9.8 9.8 9.8 9.8

下隣隣接
チャンネル

両隣接
チャンネル

離
隔
距
離

同一
チャンネル

上隣接
チャンネル

下隣接
チャンネル

上隣隣接
チャンネル

希望波：現行FPU　１６QAM(2/3)
妨害波：4K・8KFPU（下り回線）
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（参考資料 11） 

 

特定ラジオマイクとの干渉試験 
 

１ 特定ラジオマイク（1.2GHz帯）概要 

  特定ラジオマイクは、高音質型のワイヤレスマイクとして、放送番組制作やコ

ンサート、舞台・芸術、イベント展示会等で用いられている。1.2GHz 帯（1240～

1260MHz）、UHF帯（470～714MHz）の周波数を使用している。 

  1.2GHz帯特定ラジオマイクの技術的条件について、デジタル方式（DQPSK）とア

ナログ方式の概要を表 11-1（放送システム委員会報告（平成 25 年 1 月 25 日）か

ら引用）、およびデジタル方式（OFDM）の概要を表 11-2（移動通信システム委員会

報告（平成 25年５月 17日）から引用）に示す。 

表 11-1 特定ラジオマイク（アナログ、デジタル(DQPSK)）の技術的条件 

項 目 内 容 

使用周波数 1240～1260MHz(1252～1253MHz を除く） 

空中線電力 
アナログ方式：50mW 

デジタル方式：50mW 

空中線電力の許容偏差 上限 50％、下限 50％ 

スプリアス発射又は不要

発射の強度の許容値 
2.5μＷ 

変調周波数(アナログ)  20kHz 以内 

占有周波数帯幅 

[アナログ方式] 

・周波数編移が以下のもの 

 (±)40kHz以内：110kHz 

 (±)40kHz～60kHz：160kHz 

 (±)60kHz～150kHz：330kHz 

 ・ステレオ伝送のもの：250kHz 

[デジタル方式] 

 28８ＫHz 

空中線 
絶対利得 2.14dBi以下、アナログ方式のイ

ヤーモニターは絶対利得 7dBi 以下 

筐体 
空中線を一の筐体に収めることを要しない

装置に追加 
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表 11-2 特定ラジオマイク（デジタル(OFDM)）の技術的条件 

項 目 内 容 

使用周波数 1240～1260MHz(1252～1253MHz を除く） 

空中線電力 50mW 以下 

空中線電力の許容偏差 上限 50％、下限 50％ 

スプリアス発射又は不要

発射の強度の許容値 
2.5μＷ 

変調方式 直交周波数分割多重（OFDM） 

キャリア変調方式 16QAM、QPSK 

占有周波数帯幅 28８ＫHzおよび 600kHz 

空中線 
絶対利得 2.14dBi以下、アナログ方式のイ

ヤーモニターは絶対利得 7dBi 以下 

特徴 低遅延、リニア、ステレオ、高耐干渉 

 

  1.2GHz 帯４Ｋ・８Ｋ用 FPU は特定ラジオマイクの周波数帯と重なっており、周

波数を共用することから、1.2GHz 帯４Ｋ・８Ｋ用 FPU と特定ラジオマイクとの干

渉試験を行い、それぞれの所要 D/U 比により離隔距離を算出し、干渉の検討を行

った。 

 

２ ４Ｋ・８Ｋ用 FPUの干渉検討 

  特定ラジオマイクから４Ｋ・８Ｋ用 FPU 上り回線への干渉については室内実験

を実施して所要 D/U を求めた。また、特定ラジオマイクから４Ｋ・８Ｋ用 FPU 下

り回線への干渉、および４Ｋ・８Ｋ用 FPU 上り回線・下り回線から特定ラジオマ

イクへの干渉については放送システム委員会報告（平成 25 年 1 月 25 日）、（移動

通信システム委員会報告（平成 25年５月 17日）の所要 D/Uを引用した。 

 （１）特定ラジオマイクから４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）への干渉 

    ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）を希望波と特定ラジオマイクを妨害波とし、

所要 D/Uの測定を行った。特定ラジオマイクは、アナログ方式、デジタル（DQPSK）

方式、デジタル(OFDM)方式および CW(無変調キャリア)とし、特定ラジオマイ

クが 1波の場合の所要 D/Uの測定を行った。 

    また、デジタル(DQPSK)方式の特定ラジオマイクが複数（6 波、14波、24波、

38 波）の場合について、所要 D/U を測定した。測定は FPU 占有周波数帯域の

帯域内、帯域外で行った。 

    計測においては、FPU受信機入力レベルを標準受信電力（-57dBm）となるよ

う FPU 送信機の送信出力を調整し、特定ラジオマイクの送信レベルを可変し

て、４Ｋ・８Ｋ用 FPU のビット誤り率（BER）が 2×10-4となる D/U を測定し

た。 
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   ①特定ラジオマイク（アナログ、デジタル(DQPSK、OFDM)、CW）が１波の場合 

    以下の条件で、所要 D/U vs BERの測定を行った。 

    ・測定諸元を表 11-3 に、希望波と妨害波の周波数配置を図 11-1 に示す。

希望波は周波数を 1252MHz に固定し、妨害波は 1240～1260MHｚの中で

1MHzあるいは 2MHzの間隔で周波数を変えて所要 D/Uを測定した。 

表 11-3 測定諸元 

項目 アナログ方式 デジタル方式 

変調方式 FM(モノラル) π/4 シフト DQPSK OFDM、キャリア変

調:16QAM 
周波数偏移 ±40kHz － － 

シンボルレート － 12８Ｋsps － 
ロールオフフィ

ルター － 
ルートナイキスト 

(係数 0.5) － 

キャリア間隔 － － 12.75kHz 

変調内容 1kHz PN PN 

占有周波数帯幅 110kHz 28８ＫHz 600kHz 

 

 
図 11-1妨害波 1波と希望波の周波数配置 

(★実際の計測では 2.3GHz帯周波数による) 

 

 



135 
 

・計測は 2.3GHz 帯の装置を用いて実施したため、装置の周波数を 2359MHz

とし、妨害波の周波数は 1.2GHz帯周波数に 1107MHzを加算して設定した。 

    ・妨害波は、アナログ、デジタル(DQPSK)、デジタル(OFDM)、CWとし、信号

発生器で生成した。 

    ・計測結果を以下に示す。 

     ○ CW１波の場合 

      特定ラジオマイク(CW１波)の周波数が FPUと同じ 1252MHzの場合の D/U

対 BERの測定結果を図 11-2に、示す。BERが 2×10-4となる D/Uは 25.94dB

である。伝搬モデルは郊外 A低相関で測定した。 

図 11-2 特定ラジオマイク(CW１波)からの被干渉における D/U 対 BER 

 

      特定ラジオマイク(CW１波)の周波数を 2MHz間隔で動かした場合の所要

D/U を図 11-3 に示す。CW の周波数が FPU の中心周波数（1252MHz）と一

致した時に、所要 D/Uが大きくなっている。また、表 11-4は所要 D/Uの

数値と帯域内の平均値であり、離隔距離の計算に適用する。 
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図 11-3  CW１波の場合の所要 D/U 

表 11-4 CW１波の場合の所要 D/U 

妨 

害 

波 
周波数[MHz] 

所要 D/U[dB] BPFon 

郊外 A低相関 帯域内の平均値 

特

定

ラ

ジ

オ

マ

イ

ク

CW

１

波 

 

1243[MHz]（2350[MHz]） -0.06  

1245[MHz]（2352[MHz]） 17.94 

19.68 

1247[MHz]（2354[MHz]） 17.94 

1249[MHz]（2356[MHz]） 17.94 

1251[MHz]（2358[MHz]） 19.94 

1252[MHz]（2359[MHz]） 25.94 

1253[MHz]（2360[MHz]） 11.94 

1255[MHz]（2362[MHz]） 14.94 

1257[MHz]（2364[MHz]） 16.94 

1259[MHz]（2366[MHz]） 17.94 

1261[MHz]（2368[MHz]） 0.94  

 

     ○ アナログラジオマイク１波の場合 

       特定ラジオマイク(アナログ１波)の周波数が FPUと同じ 1252MHzの場

合の D/U対 BERの測定結果を、図 11-4に示す。ここでは、すべての伝搬

モデルについて測定した。 
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図 11-4 アナログラジオマイク１波の場合の D/U 対 BER 

 

      アナログラジオマイクの周波数を 2MHz 間隔で動かした場合の所要 D/U

を図 11-5に示す。４つの伝搬モデルでは、郊外 Aと都市部 Aのそれぞれ

低相関および典型相関同士の所要 D/Uが同じような傾向となっている。 

 

 

図 11-5 アナログラジオマイク 1波の場合の周波数 対 所要 D/U 
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      各伝搬モデルの所要 D/Uの測定値、および帯域内の所要 D/Uの平均値

を表 11-5に示す。離隔距離の計算の際にはこの平均値を適用する。 

表 11-5 アナログラジオマイク 1波の所要 D/U 

妨

害

波 
周波数[MHz] 

所要 D/U[dB] BPFon 
郊外 A 
低相関 

郊外 A 
典型相関 

都市部 A 
低相関 

都市部 A 
典型相関 

特
定

ラ

ジ

オ

マ

イ

ク 

・ 

ア

ナ

ロ

グ

１

波 

1243[MHz]（2350[MHz]） -1.76 5.24 -1.76 4.24 

1245[MHz]（2352[MHz]） 18.24 28.24 18.24 29.24 

1247[MHz]（2354[MHz]） 17.24 34.24 18.24 29.24 

1249[MHz]（2356[MHz]） 18.24 35.24 19.24 27.24 

1251[MHz]（2358[MHz]） 18.24 27.24 19.24 32.24 

1252[MHz]（2359[MHz]） 18.24 32.24 18.24 30.24 

1253[MHz]（2360[MHz]） 18.24 35.24 17.24 29.24 

1255[MHz]（2362[MHz]） 16.24 31.24 19.24 25.24 

1257[MHz]（2364[MHz]） 18.24 23.24 17.24 25.24 

1259[MHz]（2366[MHz]） 18.24 27.24 18.24 24.24 

1261[MHz]（2368[MHz]） -0.76 6.24 -0.76 5.24 

帯域内(1245～1259MHz)の平均値 17.95 32.01 18.41 28.73 

     ○ デジタル（DQPSK）ラジオマイク１波の場合 

      デジタル（DQPSK）の周波数が FPUと同じ 1252MHzの場合の D/U対 BER

の測定結果を図 11-6に示す。ここでも、すべての伝搬モデルについて

測定した。 

図

11-6 デジタル (DQPSK) ラジオマイク 1波の場合の D/U 対 BER 
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      デジタルラジオマイクの周波数を１MHz間隔で動かした場合の所要

D/Uを図 11-7に示す。伝搬モデルについては、アナログの場合と同様

に、郊外 Aと都市部 Aのそれぞれ低相関および典型相関同士の所要 D/U

が同じような傾向となっている。 

 
図 11-7 デジタル (DQPSK) ラジオマイク 1 波の場合の周波数 対 所要 D/U 

      各伝搬モデルの所要 D/Uの測定値、および帯域内の所要 D/Uの平均値

を表 11-6に示す。離隔距離の計算の際にはこの平均値を適用する。 

表 11-6 デジタル (DQPSK) ラジオマイク 1波の所要 D/U 

妨害波 周波数[MHz] 
所要 D/U[dB] BPFon 

郊外 A 

低相関 
郊外 A 

典型相関 
都市部 A 

低相関 
都市部 A 

典型相関 

特定ラジオマ

イクデジタル 

（DQPSK）1波 

1240.15[MHz](2347.15[MHz]) -18.46 -16.46 -18.46 -15.26 

1241.15[MHz](2348.15[MHz]) -13.46 -12.46 -13.46 -11.46 

1242.15[MHz](2349.15[MHz]) -13.46 -5.46 -13.46 -6.46 

1243.15[MHz](2350.15[MHz]) -0.46 6.54 -0.46 5.54 

1244.15[MHz](2351.15[MHz]) 16.54 24.54 16.54 22.54 

1245.15[MHz](2352.15[MHz]) 17.54 22.54 17.54 23.54 

1246.15[MHz](2353.15[MHz]) 15.54 28.54 15.54 23.54 

1247.15[MHz](2354.15[MHz]) 16.54 29.54 16.54 25.54 

1248.15[MHz](2355.15[MHz]) 17.54 23.54 17.54 24.54 

1249.15[MHz](2356.15[MHz]) 17.54 27.54 17.54 25.54 

1250.15[MHz](2357.15[MHz]) 17.54 24.54 17.54 27.54 
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1251.15[MHz](2358.15[MHz]) 17.54 23.54 17.54 28.54 

1252.00[MHz](2359.00[MHz]) 18.54 26.54 18.54 27.54 

1253.15[MHz](2360.15[MHz]) 17.54 28.54 17.54 24.54 

1254.15[MHz](2361.15[MHz]) 17.54 25.54 17.54 23.54 

1255.15[MHz](2362.15[MHz]) 17.54 26.54 17.54 24.54 

1256.15[MHz](2363.15[MHz]) 16.54 24.54 16.54 22.54 

1257.15[MHz](2364.15[MHz]) 17.54 22.54 17.54 24.54 

1258.15[MHz](2365.15[MHz]) 18.54 26.54 18.54 24.54 

1259.15[MHz](2366.15[MHz]) 18.54 25.54 18.54 23.54 

帯域内(1244.15～1259.15MHz)の

平均値 
17.48 26.17 17.89 25.16 

 

     ○ デジタル（OFDM）ラジオマイク１波の場合 

      デジタル（OFDM）の周波数が FPU と同じ 1252MHz の場合の D/U 対 BER

の測定結果を図 11-8に示す。 

図 11-8 デジタル (OFDM) ラジオマイク 1波の場合の D/U 対 BER 

 

      デジタルラジオマイクの周波数を１MHz間隔で動かした場合の所要 D/U

を図 11-9に示す。伝搬モデルについては、アナログの場合と同様に、郊

外 A と都市部 A のそれぞれ低相関同士、および典型相関同士の所要 D/U

が同じような傾向となっている。デジタル(DQPSK)の場合と比べると、所

要 D/Uが 5dB程度高くなっている。 
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図 11-9 デジタル (OFDM) ラジオマイク 1波の場合の周波数 対 所要 D/U 

 

      各伝搬モデルの所要 D/U の測定値、および帯域内の所要 D/U の平均値

を表 11-7に示す。離隔距離の計算の際にはこの平均値を適用する。 

表 11-7 デジタル (OFDM) ラジオマイク 1波の所要 D/U 

妨害波 周波数[MHz] 

所要 D/U[dB] BPFon 

郊外 A 

低相関 

郊外 A 

典型相関 

都市部 A 

低相関 

都市部 A 

典型相関 

特定ラジオ

マイクデジ

タル

（OFDM） 

1 波 

1240.15[MHz](2347.15[MHz]) -3.96 -1.36 -2.06 -1.86 

1241.15[MHz](2348.15[MHz]) 0.04 2.64 1.94 2.14 

1242.15[MHz](2349.15[MHz]) 1.04 3.64 2.94 3.14 

1243.15[MHz](2350.15[MHz]) 2.04 5.64 3.94 5.14 

1244.15[MHz](2351.15[MHz]) 8.04 18.64 7.94 13.14 

1245.15[MHz](2352.15[MHz]) 22.04 32.64 22.94 30.14 

1246.15[MHz](2353.15[MHz]) 24.04 29.64 22.94 30.14 

1247.15[MHz](2354.15[MHz]) 20.04 32.64 21.94 29.14 

1248.15[MHz](2355.15[MHz]) 22.04 32.64 21.94 29.14 

1249.15[MHz](2356.15[MHz]) 23.04 33.64 22.94 31.14 

1250.15[MHz](2357.15[MHz]) 22.04 30.64 21.94 31.14 

1251.15[MHz](2358.15[MHz]) 22.04 33.64 23.94 29.14 

1252.00[MHz](2359.00[MHz]) 22.04 30.64 23.94 30.14 

1253.15[MHz](2360.15[MHz]) 23.04 30.64 23.94 32.14 

1254.15[MHz](2361.15[MHz]) 21.54 31.64 21.94 31.14 
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1255.15[MHz](2362.15[MHz]) 21.54 32.64 21.94 31.14 

1256.15[MHz](2363.15[MHz]) 24.54 33.64 22.94 31.14 

1257.15[MHz](2364.15[MHz]) 22.54 32.64 23.94 30.14 

1258.15[MHz](2365.15[MHz]) 23.54 32.64 23.94 30.14 

1259.15[MHz](2366.15[MHz]) 23.54 31.64 23.94 29.14 
帯域内(1244.15～1259.15MHz)の

平均値 22.99 32.37 23.33 30.33 

 

   ② 複数の特定ラジオマイク（デジタル(DQPSK)）からの被干渉 

     以下の条件で、所要 D/Uと BERの測定を行った。 

    ・希望波と妨害波の周波数配置を図 11-10に示す。妨害波である特定ラジオ

マイクは 6 波、14 波、24 波、36 波として、周波数間隔は 500kHz とした。 

    ・妨害波の配置は次のとおりである。 

     ○ デジタル 6波  

      1240MHz～1243MHzにラジオマイク 6本を配置し、下隣接干渉を調査 

     ○ デジタル 24波 

      1240MHz～1252Hzにラジオマイク 24本を配置し、下側帯域の干渉を調査 

     ○ デジタル 14波 

      1253MHz～1260MHzにラジオマイク 14本を配置し、上側帯域の干渉を調査 

     ○ デジタル 38波 

      1240MHz～1260MHzに 38本のラジオマイクを配置し、全帯域の干渉を調査 

    ・実験は 2.3GHz 帯の装置を用いて実施するため、FPU の中心周波数を

2359MHz とした。妨害波は 1.2GHz 帯での周波数に 1107MHz を加算して設

定した。 

    ・妨害波のデジタル(DQPSK)は信号発生器で生成した。 

    ・妨害波の電力は全てのラジオマイクの合計電力として、D/Uを定義した。 
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図 11-10 複数の妨害波と希望波の周波数配置  

 (★実際の実験での 2.3GHz帯周波数) 

 

    デジタル（DQPSK）ラジオマイクが 6 波、14 波、24 波、38 波の場合の D/U

対 BERを図 11-11～図 11-14に示す。6波は下隣接の帯域外に妨害波が位置す

るため、D/Uは小さくなっている。14波、24波、38波は、各伝搬モデルとも

に同じような測定結果になっている。 

妨害波 

（デジタル 38 波） 

17.2MHz 
（フルモード） 

1252.0MHz（★2359.0MHz） 

妨害波 

（デジタル 6 波） 

希望波（FPU） 

12MHz 

妨害波 

（デジタル 24 波） 

妨害波 

（デジタル 14 波） 

7MHz 

20MHz 

500kHz 

3MHz 周波数 
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図 11-11 デジタル(DQPSK)6波の場合の D/U 対 BER 

 

図 11-12 デジタル(DQPSK)14波の場合の D/U 対 BER 
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図 11-13 デジタル(DQPSK)24波の場合の D/U 対 BER 

 

図 11-14 デジタル(DQPSK)38波の場合の D/U 対 BER 

 

    複数の特定ラジオマイクを妨害波とした場合の所要 D/U をまとめて表 11-8

に示す。 
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表 11-8 複数のデジタル(DQPSK)ラジオマイクを妨害波とした場合の所要 D/U 

伝搬モデル 
所要 D/U[dB] BPFon 

デジタル 6波 デジタル 14波 デジタル 24波 デジタル 38波 
郊外 A低相関 -10.3 29.8 27.4 27.5 

郊外 A典型相関 -3.9 35.4 33.8 34.2 

都市部 A低相関 -9.4 30.2 28.7 28.4 

都市部 A典型相関 -5.9 33.8 32.9 32.2 

 

 （２）特定ラジオマイクから４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）への干渉 

   ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）では、放送システム委員会報告（平成 25 年 1

月 25 日）に記載されている所要 D/U を引用する。ただし、現行 FPU に対して、

4K･８ＫFPU では受信アンテナが 2 本から 4 本に増えたことによるブランチ合成

利得の増分 3dBを勘案した補正値を所要 D/Uとした。 

   所要 D/Uを表 11-9に示す。 

表 11-9 所要 D/U 

方式 妨害波数 
所要 DU比[dB] 

放送システム委員会報告（平

成 25年 1月 25日）の値 補正後の値 

アナログ 
12波 11 8 

6波（下隣接） 5 2 

DQPSK 
36波 13 10 

6波（下隣接） -17 -20 
 

 （３）４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線／下り回線）から特定ラジオマイクへの干渉 

    ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線／下り回線）の送信信号の占有帯域幅や周波数

スペクトルの形状が現行の FPU と同じであり、放送システム委員会報告（平

成 25年 1月 25日）、移動通信システム委員会報告（平成 25年５月 17日）の

所要 D/Uを引用した。所要 D/Uを表 11-10に示す。 

    なお、帯域内とは FPUの帯域内に特定ラジオマイクが位置する場合である。

帯域端は FPU 帯域の端に特定ラジオマイクが位置する場合であり、アナログ

と DQPSK は FPU の中心周波数(fc)から下側に 9MHz に、OFDM では 9.7MHz に位

置している。 
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表 11-10 所要 D/U 

方式 測定感度 帯域内／帯域端 所要 D/U比 

アナログ SINAD=50(dB)
 ＊2

 
帯域内 13.6dB 

fc-9MHz -26dB 

DQPSK BER=1X10 
-5  ＊3

 
帯域内 -6dB 

fc-9MHz -34dB 

OFDM(16QAM) BER=1X10 
-2  ＊4

 
帯域内 1dB 

fc±9.7、11MHz -35dB 

OFDM(QPSK) BER=1X10 
-2  ＊4

 
帯域内 -5dB 

fc±9.7、11MHz -41dB 

*1 アナログ及び DQPSKについては、移動通信システム委員会報告（平成 25

年５月 17日）から引用した。 

*2 SINAD(A)は、A-Weightingをかけた値であり、SINAD(A)＝49dB が許容限 

*3 検知限となるビット誤り率 

*4 検知限となるビット誤り率（ビタビ復号前） 

 

３ 特定ラジオマイクとの干渉検討 

  ４Ｋ・８Ｋ用 FPUの運用モデルにもとづいて、干渉モデルを設定した。FPU被干

渉モデルを図 11-15に、FPU与干渉モデルを図 11-16に示す。それぞれ、４Ｋ・８

Ｋ用 FPU の上り回線と下り回線との干渉について、離隔距離を計算する。 

  また、放送システム委員会報告（平成 25 年 1 月 25 日）の検討条件にしたがっ

て特定ラジオマイクの送信アンテナ高は 1.5m、受信アンテナ高は 4mとした。離隔

距離の計算は、運用モデル（6種類）、伝搬モデル（4種類）の組合せについて実施

した。 
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図 11-15 特定ラジオマイクから４Ｋ・８Ｋ用 FPUへの干渉モデル 
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図 11-16 ４Ｋ・８Ｋ用 FPU から特定ラジオマイクへの干渉モデル 

 

 （１）特定ラジオマイクから４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）への干渉 

    離隔距離の計算にあたって下記の事項を考慮した。 

   ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）のアンテナ利得などの諸元は回線設計例に従

い、受信電力に所要 D/Uを加味して干渉許容電力とした。 

   ・特定ラジオマイクの送信アンテナ利得については、放送システム委員会報

告（平成 25年 1月 25日）から、-10dBd(-7.86dBi)として計算した。 

   ・壁等による妨害波の減衰を 15dBとした。 

   ・特定ラジオマイクの送信出力は CW とアナログが 10mW、デジタル(DQPSK、

OFDM)が 50mW とし、これに送信・受信アンテナの利得とそれぞれの給電線

損失を加え、建物等の遮蔽損を考慮したものを特定ラジオマイクの与干渉
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電力とした。 

   ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）の受信アンテナに多素子八木を用いている運

用モデル１，２，３，５，６では、水平指向性による妨害波の減衰-10dBを

加味する。 

   ・この与干渉電力が FPU の D/U 基準による干渉許容電力を下回るための所要

結合損を出し、離隔距離を算出した。 

 

   ① 特定ラジオマイク（CW、アナログ、デジタル(DQPSK、OFDM)）が１波の場合 

    ○ CW１波の場合 

      妨害波が CW１波の場合の離隔距離の計算結果を表 11-11 に示す。伝搬

モデルは郊外 A低相関であり、離隔距離は 30～120m程度となっている。 

表 11-11 所要 D/Uと離隔距離 

妨害波 伝搬 

モデル 

所要

D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 
運用 

モデル１ 
運用 

モデル２ 
運用 

モデル３ 
運用 

モデル 4 
運用 

モデル 5 
運用 

モデル 6 

CW1 波 郊外 A 

低相関 19.68 0.12  0.04  0.03  0.11  0.12  0.12  

 

    ○ アナログラジオマイク１波の場合 

      妨害波がアナログラジオマイクの場合の離隔距離の計算結果を表 11-12

に示す。伝搬モデルが低相関の場合は、CW と同程度の離隔距離となってい

る。典型相関では、離隔距離は低相関の３～５倍程度となっている。 

表 11-12 所要 D/Uと離隔距離 

（アナログラジオマイク 1波から４Ｋ・８Ｋ用 FPU(上り回線)への干渉） 

妨害波 伝搬 

モデル 

所要

D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 
運用 

モデル１ 
運用 

モデル２ 
運用 

モデル３ 
運用 

モデル 4 
運用 

モデル 5 
運用 

モデル 6 

アナログ  

1波 

郊外 A 

低相関 17.95 0.10  0.11  0.04  0.09  0.09  0.09  

郊外 A 

典型相関 32.01 0.50  0.54  0.20  0.44  0.27  0.31  

都市部 A 

低相関 18.41 0.10  0.11  0.04  0.09  0.10  0.10  

都市部 A 

典型相関 28.73 0.34  0.37  0.14  0.30  0.23  0.25  

 

    ○ デジタルラジオマイク１波の場合 

      妨害波がデジタルラジオマイクの場合の離隔距離の計算結果を表 11-13

に示す。伝搬モデルが低相関の場合は、離隔距離は CWやアナログラジオマ

イクの場合の 2倍程度となっている。DQPSKと OFDMを比較すると、OFDMの
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所要 D/Uは DQPSKよりも 6dBほど高く、離隔距離も約 2倍に拡大している。

また、典型相関では、離隔距離は低相関の２～３倍程度となっている。 

表 11-13 所要 D/Uと離隔距離 

妨害波 伝搬 

モデル 

所要

D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 
運用 

モデル１ 
運用 

モデル２ 
運用 

モデル３ 
運用 

モデル 4 
運用 

モデル 5 
運用 

モデル 6 

デジタル 

(DQPSK) 

1波 

郊外 A 

低相関 17.48 0.21  0.23  0.09  0.19  0.18  0.20  

郊外 A 

典型相関 26.17 0.57  0.61  0.23  0.50  0.29  0.33  

都市部 A 

低相関 17.89 0.22  0.24  0.09  0.19  0.18  0.20  

都市部 A 

典型相関 25.16 0.50  0.55  0.21  0.45  0.28  0.31  

デジタル 

 (OFDM) 

1波 

郊外 A 

典型相関 22.99 0.39  0.42  0.16  0.35  0.38  0.38  

都市部 A 

低相関 32.37 1.15  0.99  0.48  1.03  0.94  0.94  

都市部 A 

典型相関 23.33 0.41  0.44  0.17  0.36  0.39  0.39  

郊外 A 

典型相関 30.33 0.91  0.88  0.38  0.81  0.83  0.83  

 

   ②複数の特定ラジオマイク（デジタル(DQPSK)）からの被干渉 

    妨害波が複数のデジタル(DQPSK)ラジオマイクの場合の離隔距離を表 11-14

に示す。希望波と妨害波の周波数配置は図 11-10のとおりである。 

    デジタル(DQPSK)6 波は FPU の下隣接の帯域外であり、所要 D/U も小さく、

離隔距離も小さい。14波、24波、38波は帯域内の干渉となり、所要 D/Uが大

きく、離隔距離も拡大している。 

    なお、複数波の場合、D/Uにおける妨害波電力は複数波の総電力で定義され

ている。離隔距離は 1 波あたりの電力で計算しているため、同じ所要 D/U で

あっても、波の数が多い方が離隔距離は大きくなる。例えば、デジタル 24波

の郊外 A低相関・運用モデル１の所要 D/Uが 27.4dBで離隔距離は 3.17km、38

波では所要 D/Uが 27.5dBと 0.1dBしか違わないが、波の数が多いため離隔距

離は 3.58Ｋmに拡大している。 
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表 11-14 所要 D/Uと離隔距離 

妨害波 伝搬 

モデル 

所要

D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 
運用 

モデル１ 
運用 

モデル２ 
運用 

モデル３ 
運用 

モデル 4 
運用 

モデル 5 
運用 

モデル 6 

デジタル 

（DQPSK） 

６波 

（帯域外） 

郊外 A 

低相関 -10.3 0.02  0.02  0.01  0.02  0.02  0.02  

郊外 A 

典型相関 -3.9 0.04  0.05  0.02  0.04  0.04  0.04  

都市部 A 

低相関 -9.4 0.02  0.03  0.01  0.02  0.02  0.02  

都市部 A 

典型相関 -5.9 0.03  0.04  0.01  0.03  0.03  0.03  

デジタル 

（DQPSK） 

14波 

 

郊外 A 

典型相関 29.8 3.18  1.66  1.02  2.86  0.92  0.92  

都市部 A 

低相関 35.4 4.39  2.28  1.41  5.46  1.28  1.28  

都市部 A 

典型相関 30.2 3.25  1.69  1.04  3.00  0.95  0.95  

郊外 A 

典型相関 33.8 4.00  2.08  1.28  4.54  1.16  1.16  

デジタル 

（DQPSK） 

24波 

郊外 A 

低相関 27.4 3.17  1.65  1.02  2.84  0.92  0.92  

郊外 A 

典型相関 33.8 4.58  2.38  1.47  5.94  1.33  1.33  

都市部 A 

低相関 28.7 3.42  1.78  1.10  3.30  0.99  0.99  

都市部 A 

典型相関 32.9 4.35  2.26  1.40  5.36  1.26  1.26  

デジタル

（DQPSK） 

38波 

郊外 A 

典型相関 27.5 3.58  1.86  1.15  3.64  1.04  1.04  

都市部 A 

低相関 34.2 5.26  2.74  1.69  7.87  1.53  1.53  

都市部 A 

典型相関 28.4 3.77  1.96  1.21  4.04  1.09  1.09  

郊外 A 

典型相関 32.2 4.69  2.44  1.50  6.25  1.36  1.36  

 

   ③郊外 A低相関の場合の離隔距離の計算結果について 

    ①、②では全ての伝搬モデルについて離隔距離の検討を行った。３．１１

（３）で述べた理由により郊外 A低相関に注目して検討することとし、郊外 A

低相関の離隔距離を表 11-15に集約した。 

    この表から妨害波の種類による離隔距離の違いが分かる。妨害波が 1 波の

場合の離隔距離は 30m～400m となっており、デジタル(OFDM)の離隔距離が最

も大きくなっている。妨害波が複数になると、所要 D/U が大きくなり離隔距

離も拡大している。帯域外を除くと、下線のデジタル(DQPSK)36波が最も離隔
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距離が大きい。 

    なお、デジタル(DQPSK)６波は帯域外に位置するため、所要 D/U が小さく、

離隔距離も 20m程度と小さい。 

表 11-15 所要 D/Uと離隔距離（郊外 A低相関の場合） 

妨害波 
所要

D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 
運用 

モデル１ 
運用 

モデル２ 
運用 

モデル３ 
運用 

モデル 4 
運用 

モデル 5 
運用 

モデル 6 

CW1波 19.68 0.12  0.04  0.03  0.11  0.12  0.12  

アナログ 1波 17.95 0.10  0.11  0.04  0.09  0.09  0.09  

デジタル(DQPSK) 

1波 17.48 0.21  0.23  0.09  0.19  0.18  0.20  

デジタル(OFDM) 

1波 22.99 0.39  0.42  0.16  0.35  0.38  0.38  

デジタル(DQPSK) 

14波 29.8 3.18  1.66  1.02  2.86  0.92  0.92  

デジタル(DQPSK) 

24波 27.4 3.17  1.65  1.02  2.84  0.92  0.92  

デジタル(DQPSK) 

38波 27.5 3.58  1.86  1.15  3.64  1.04  1.04  

デジタル(DQPSK) 

６波（帯域外） -10.3 0.02  0.02  0.01  0.02  0.02  0.02  

 

   ④特定ラジオマイクから現行 FPUへの干渉の場合 

    ４Ｋ・８Ｋ用 FPU と現行 FPU と比較するため、現行 FPU を希望波とした場

合の離隔距離を計算し、表 11-16にまとめた。 

    計算に用いた所要 D/U は放送システム委員会報告（平成 25 年 1 月 25 日）

から引用した。デジタル 6波（帯域外）を除くと、デジタル 36波の離隔距離

も大きくなっている。 

    表 11-15のデジタル(DQPSK)36波と比較すると、現行 FPUよりも４Ｋ・８Ｋ

用 FPU の離隔距離が拡大している。運用モデル６については、４Ｋ・８Ｋ用

FPUでは 8素子八木アンテナの水平指向性による妨害波の減衰-10dBを考慮し

ているため、離隔距離が小さくなっている。現行 FPU は 2 段コーリニアであ

るため、水平指向性は考慮していない。 
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表 11-16（参考）所要 D/Uと離隔距離 

妨害波 伝搬 

モデル 

所要

D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 
運用 

モデル１ 
運用 

モデル２ 
運用 

モデル３ 
運用 

モデル 4 
運用 

モデル 5 
運用 

モデル 6 
CW 1 波 16QAM -9 0.004  0.12  0.099  0.004  0.004  0.013  

デジタル 1波 16QAM 4 0.04  0.05  0.02  0.04  0.04  0.13  
デジタル 11 波 16QAM 15.0 0.58  0.63  0.22  0.51  0.39  0.70  
デジタル 36波 16QAM 13.0 0.74  0.79  0.27  0.65  0.44  0.79  
デジタル 6波

（帯域外） 16QAM -17.0  0.01  0.01  0.004  0.01  0.01  0.03  

 

 （２）特定ラジオマイクから４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）への干渉 

    離隔距離の計算にあたって下記の事項を考慮した。 

   ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）のアンテナ利得などの諸元は回線設計例に従

っい、受信電力に所要 D/Uを加味して干渉許容電力とした。 

   ・デジタル方式（OFDM）の送信アンテナ利得（人体装着損込み）については、

放送システム委員会報告（平成25年1月25日）に合わせて-10dBd(-7.86dBi)

として計算した。 

   ・建物等による妨害波の減衰を-15dBとする。 

   ・特定ラジオマイクの送信出力はアナログが 10mW、デジタル(DQPSK)が 50mW

とし、これに送信・受信アンテナの利得とそれぞれの給電線損失を加え、建

物等の遮蔽損を考慮したものを特定ラジオマイクの与干渉電力とした。 

   ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）の受信アンテナに８素子八木を用いている運

用モデル１では、水平指向性による妨害波の減衰-10dBを加味する。 

   ・この与干渉電力が FPU の D/U 基準による干渉許容電力を下回るための所要

結合損を出し、離隔距離を算出した。 

   ・妨害波として、アナログラジオマイクが 12 波、6 波（帯域外）、デジタル

(DQPSK)ラジオマイクが 36波、6波（帯域外）の場合について離隔距離を計

算した。その結果を表 11-17に示す。 

表 11-17 所要 D/Uと離隔距離の計算結果 

（複数の特定ラジオマイクから４Ｋ・８Ｋ用 FPU(下り回線)への干渉） 

妨害波 帯域内 

／帯域外 
所要

D/U[dB] 

離隔距離[km] 
運用 

モデル 1 
運用 

モデル 2 
運用 

モデル 3 
運用 

モデル 4 
運用 

モデル 5 
運用 

モデル 6 
アナログ 12 波  

FPU帯域内 
8 0.05 0.17 0.06 0. 04 0.12  0.15  

デジタル 36波 10 0.26  0.48  0.29  0.21  0.30  0.38  

アナログ 6波 FPU帯域外

（下隣接） 
2 0.02 0.06 0.02 0.02 0.04 0.05 

デジタル 6波 -20 0.003  0.011  0.004  0.003  0.008  0.01  

 

   ・上り回線の場合と比べると所要 D/Uが小さく、例えば、デジタル(DQPSK)36
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波の離隔距離は表 11-15 のデジタル(DQPSK)38 波の離隔距離の 1/2～1/10

程度になっている。 

 （３）４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線／下り回線）から特定ラジオマイクへの干渉 

    離隔距離の計算にあたって下記の事項を考慮した。 

   ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線／下り回線）のアンテナ利得など諸元は、回線

設計例に従った。 

   ・特定ラジオマイクの伝送距離は 60m（アナログ）、100m（DQPSK、OFDM）とし、

送信アンテナにおいては人体装着損として-10dBを考慮した。回線設計を表

11-18に示す。 

表 11-18 特定ラジオマイクの回線設計 

 

   ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）の送信アンテナに８素子八木を用いている運

用モデル１、ならびに４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）で送信アンテナに多素

子八木を用いている運用モデル１、２，３，５，６では、水平指向性による

妨害波の減衰-10dBを加味する。４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）の運用モデ

ル４はヘリコプターの送信アンテナが無指向であるため、指向性は考慮し

ない。 

   ・壁等による妨害波の減衰を-15dBとする。 

   ・資料１の運用モデル３では、送信アンテナを 2 段コーリニアで離隔距離の

計算を行っているが、ここでは資料１の回線設計例に合わせて 3 段で計算

した。 

   ・資料２の運用モデル３では、送信アンテナを４段コーリニアで離隔距離の

計算を行っているが、ここでは資料１の回線設例計に合わせて３段で計算

した。 

   ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）では、ビームフォーミング利得（6dB）を見
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込んだ。 

   ①４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線／下り回線）から特定ラジオマイクへの干渉 

    妨害波が４Ｋ・８Ｋ用 FPU 上り回線の場合の所要 D/U と離隔距離の計算結

果を表 11-19に示す。なお、「帯域端」は表 11-10で示したように FPUの周波

数帯域の端に位置する場合である。 

表 11-19 所要 D/Uと離隔距離（上り回線の場合） 

特定ラジオマ

イク方式 
帯域内 

／帯域端 
所要 D/U 

[dB] 

離隔距離[km] 
運用 

モデル 1 
運用 

モデル 2 
運用 

モデル 3 
運用 

モデル 4 
運用 

モデル 5 
運用 

モデル 6 
アナログ 

FPU 

帯域内 

13.6 3.14  4.24 3.78 2.80 1.07 1.20 

DQPSK -6 0.88  1.18 1.06 0.78 0.21 0.21 

OFDM(16QAM) 1 1.31  1.77 1.58 1.17 0.45 0.48 

OFDM(QPSK) -5 0.93  1.25 1.12 0.83 0.24 0.24 

アナログ 

FPU 

帯域端 

-26 0.14  0.25 0.20 0.11 0.03 0.03 

DQPSK -34 0.04  0.08 0.06 0.03 0.01 0.01 

OFDM(16QAM) -35 0.04  0.07 0.05 0.03 0.01 0.01 

OFDM(QPSK) -41 0.02  0.03 0.03 0.01 0.004 0.004 

    帯域内、帯域端ともにアナログラジオマイクの場合の離隔距離が最も大き

い。デジタルラジオマイクの中では、下線の OFDM(16QAM)の離隔距離が大きく

なっている。 

    また、妨害波が４Ｋ・８Ｋ用 FPU 下り回線の場合の所要 D/U と離隔距離を

表 11-20 に示す。アナログラジオマイクの場合の離隔距離が最も大きい。デ

ジタルラジオマイクの帯域内の場合では、下線で示す OFDM(16QAM)の離隔距離

が大きく、帯域端では OFDM(16QAM)の離隔距離が大きくなっている。 

表 11-20 所要 D/Uと離隔距離（下り回線の場合） 

特定ラジオマ

イク方式 
帯域内 

/端 
所要 D/U 

[dB] 

離隔距離[km] 
運用 

モデル 1 
運用 

モデル 2 
運用 

モデル 3 
運用 

モデル 4 
運用 

モデル 5 
運用 

モデル 6 
アナログ 

FPU 

帯域内 

13.6 10.68  4.22  3.76  12.29  0.94  0.84  

DQPSK -6 1.06  0.66  0.53  0.96  0.09  0.07  

OFDM(16QAM) 1 2.38  1.49  1.18  2.15  0.21  0.17  

OFDM(QPSK) -5 1.19  0.74  0.59  1.08  0.11  0.08  

アナログ 

FPU 

帯域端 

-26 0.14  0.09  0.07  0.13  0.01  0.01  

DQPSK -34 0.04  0.03  0.02  0.04  0.004  0.003  

OFDM(16QAM) -35 0.04  0.02  0.02  0.03  0.003  0.003  

OFDM(QPSK) -41 0.02  0.01  0.01  0.02  0.002  0.001  
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   ②現行 FPUから特定ラジオマイクへの干渉 

    妨害波が現行 FPU の場合の所要 D/U と離隔距離の計算結果を表 11-21 に示

す。アナログラジオマイクの場合の離隔距離が最も大きい。デジタルラジオ

マイクの帯域内では、下線で示す OFDM(16QAM)の離隔距離が大きく、帯域端で

は OFDM(16QAM)の離隔距離が大きい。 

表 11-21（参考）所要 D/Uと離隔距離 

特定ラジオマ

イク方式 帯域内/外 所要 D/U 

[dB] 

離隔距離[km] 
運用 

モデル 1 
運用 

モデル 2 
運用 

モデル 3 
運用 

モデル 4 
運用 

モデル 5 
運用 

モデル 6 
アナログ 

FPU 

帯域内 

13.6 2.22  3.00  2.80  1.98  0.76  0.85  

DQPSK -6 0.53  0.84  0.78  0.42  0.11  0.11  

OFDM(16QAM) 1 0.93  1.25  1.17  0.83  0.24  0.24  

OFDM(QPSK) -5 0.59  0.89  0.83  0.47  0.12  0.12  

アナログ 

FPU 

帯域端 

-26 0.07  0.13  0.11  0.06  0.01  0.01  

DQPSK -34 0.02  0.04  0.03  0.02  0.004  0.004  

OFDM(16QAM) -35 0.02  0.03  0.03  0.01  0.004  0.004  

OFDM(QPSK) -41 0.01  0.02  0.01  0.01  0.002  0.002  

 

    ４Ｋ・８Ｋ用 FPU の上り回線／下り回線の離隔距離と比較すると、上り回

線の離隔距離は現行 FPU の 1.5 倍程度であり、下り回線では１～5 倍程度に

ばらついている。 

 

４ 特定ラジオマイクと 4K･８ＫFPUの共用条件の検討 

 （１）離隔距離のまとめについて 

    複数の組み合わせにおいて算出を行ったが、共用条件の検討の見通しをよ

くするために、条件を絞ることとする。アナログ方式については、実用化が

進んでいないことからデジタル方式に着目して検討することとした。デジタ

ル方式については、変調方式や運用本数など多くの条件で離隔距離を算出し

ているが、最も大きな離隔距離となった条件を最悪ケースとして検討した。 

    その上で、離隔距離が最大となった条件について、図 11-17にまとめた。 
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図中の①～④は下記の条件である。 

 ①４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）被干渉：デジタル(DQPSK)36波 

 ②４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）与干渉：デジタル(OFDM 16QAM) 

 ③４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）被干渉：デジタル(DQPSK)38波 

 ④４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）与干渉：デジタル(OFDM 16QAM) 

 

図 11-17 ４Ｋ・８Ｋ用 FPUと特定ラジオマイク（デジタル方式）との離隔距離(km) 

 

    図中の点線矢印は干渉を与える方向であり、合わせて離隔距離(km)を示し

ている。Tx、Rxの表示は、は特定ラジオマイクの送信機及び受信機である。

また、運用モデル５、６では、中継車が基地局となっている。 

    一方、図 11-18は現行 FPUの離隔距離である。 
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図 11-18 （参考）現行 FPU と特定ラジオマイクとの離隔距離(km) 

 

 （２）４Ｋ・８Ｋ用 FPU移動局と特定ラジオマイクとの干渉 

    図 11-17の４Ｋ・８Ｋ用 FPU移動局と特定ラジオマイクとの離隔距離を見

ると、すべての運用モデルで、①FPU（下り回線）被干渉よりも②FPU（上り

回線）与干渉の離隔距離が大きいことが分かる。この中で、運用モデル２の

1.77kmが最も大きい。図 11-18の現行 FPUの場合も運用モデル２の離隔距離

1.25kmが最も大きい。しかし、その差は 1.4倍であり、４Ｋ・８Ｋ用 FPUと

現行 FPUに極端な差は無いと言える。 

    ４Ｋ・８Ｋ用 FPUの離隔距離の計算では、ビームフォーミングの最悪ケー

スとして妨害波レベルが 6dB上昇することを考慮している。これは希なケー

スであることも考え併せると、現行 FPUと同じように周波数共用が可能であ

ると考えられる。 

    図 11-17の①４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）被干渉での離隔距離が小さ

く、最大でも運用モデル２の 0.4８Ｋmとなっている。下り回線には現行 FPU

と同じ STTC-MIMO方式が採用されている。STTC-MIMO方式は伝送レートが低

いものの、雑音や干渉には強い。さらに、現行 FPUに対して受信アンテナ数

が２基から４基に増えていることから、、離隔距離が小さくなっている。 
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 （３）４Ｋ・８Ｋ用 FPU基地局と特定ラジオマイクとの干渉 

    図 11-17の FPU基地局と特定ラジオマイクとの干渉では、③FPU（上り回

線）被干渉の離隔距離が運用モデル１で 3.58Ｋm、運用モデル４で 3.64kmと

大きくなっている。④FPU（下り回線）与干渉については、運用モデル１で

2.38Ｋm、運用モデル４で 2.15kmとなっている。双方ともに、図 11-18の現

行 FPUと比較して、４Ｋ・８Ｋ用 FPUの離隔距離は拡大していると言える。 

    運用モデル１は 50kmの固定伝送を想定したモデルである。基地局の送受

信アンテナに 26素子八木アンテナを用いる。多素子アンテナは利得が高い

ため妨害波のレベルも上昇しやすいが、指向性が強いため、アンテナの方向

調整などで干渉の程度を調整することができる。 

    運用モデル４の検討では、ヘリコプターの送受信アンテナは無指向性平面

アンテナを想定した。将来、ヘリコプターに搭載できる程度に４Ｋ・８Ｋ用

FPUの小型化が進んだ際には、指向性制御が可能な平面アレイアンテナを導

入するなど、干渉を軽減する技術も併せて開発する必要がある。 

    運用モデル２、３の離隔距離が 1.1～1.８Ｋmであり、従来の運用調整の

中で共用が可能と考えられる。運用モデル５、６は離隔距離も小さく共用可

能と言える。 

 （４）帯域外、帯域端での干渉 

    帯域外、帯域端に関する検討結果のまとめを示す。最も大きい離隔距離で

も 80mであり、問題のないレベルである。 

表 11-22 帯域外、帯域端での干渉 

希望波 妨害波 
所要

D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 
運用 

モデル 1 
運用 

モデル 2 
運用 

モデル 3 
運用 

モデル 4 
運用 

モデル 5 
運用 

モデル 6 
4K･8K 用 FPU 

（上り回線） デジタル 

(DQPSK)６波 

（帯域外） 

-10.3 0.02  0.02  0.01  0.02  0.02  0.02  

4K･8K 用 FPU 

（下り回線） -20 0.02 0.06 0.02 0.02 0.04 0.05 

デジタル

(DQPSK)1波 

（帯域端） 

4K･8K用 FPU 

（上り回線） -34 0.04  0.08 0.06 0.03 0.01 0.01 

4K･8K用 FPU 

（下り回線） -34 0.04  0.03  0.02  0.04  0.004  0.003  

 

５ まとめ 

  デジタル方式の特定ラジオマイクとの干渉について、運用モデル１から運用モ

デル６まで検討を行い、現行 FPUと比べて、全般的に離隔距離が拡大する結果と

なった。拡大した要因の一つであるビームフォーミングについては、最悪ケース

として妨害波レベルが 6dB上昇することを考慮したが、実際の伝搬環境では 6dB

上昇するケースはかなり少ないものと考えられる。FPU基地局へ与干渉／被干渉
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については、多素子八木アンテナにより方向調整により影響を軽減すること期待

できる。 

  運用モデル４～６の実現には、今後、４Ｋ・８Ｋ用 FPUの小型化を進める必要

がある。その開発の中で、今回の干渉検討結果を踏まえた干渉対策技術を盛り込

むことが期待される。 

  アナログ方式については表 11-20の中で離隔距離の計算を行った。その結果、

４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）から特定ラジオマイクへの干渉において、最大

12km（運用モデル４）の離隔距離が算出された。アナログ方式の特定ラジオマイ

クが実用化された場合には、運用調整が必要になると考えられる。 

  現在、1.2GHz/2.3GHz帯 FPUについては、ＴＶホワイトスペース等利用システ

ム運用調整協議会、（一社）特定ラジオマイク調整運用機構による運用調整が実

施されており、今後も同様な調整を今後も行っていくことで、４Ｋ・８Ｋ用 FPU

も従来の FPUと同様な運用が可能と考えられる。 

 

６ 参考 
  ４Ｋ・８Ｋ用 FPU と特定ラジオマイクとの離隔距離の計算経過について、その

一部を参考、掲載する。 

 

○ 特定ラジオマイク（アナログ 1波）から 4K･８ＫFPU(上り)への干渉（郊外 A低相関） 
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○特定ラジオマイク（デジタル 1波）から 4K･８ＫFPU(上り)への干渉（郊外 A低相関） 

 

 

○特定ラジオマイク（OFDM 1 波）から 4K･８ＫFPU(上り)への干渉（郊外 A低相関） 
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○特定ラジオマイク（デジタル 6波）から 4K･８ＫFPU(上り)への干渉（郊外 A低相関）

 

 

○特定ラジオマイク（デジタル 14波）から 4K･８ＫFPU(上り)への干渉（郊外 A低相関） 
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○特定ラジオマイク（デジタル 24波）から 4K･８ＫFPU(上り)への干渉（郊外 A低相関） 

 

 

○特定ラジオマイク（デジタル 38波）から 4K･８ＫFPU(上り)への干渉（郊外 A低相関） 

 

 

 

 

① 送信周波数[GHz] 1.25200 1.25200 1.25200 1.25200 1.25200 1.25200
② 送信出力[W] 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05
③ 送信出力[dBm] 17.0 17.0 17.0 17.0 17.0 17.0
④ 送信アンテナ利得[dBi] -7.86 -7.86 -7.86 -7.68 -7.86 -7.86
⑤ 　　水平面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
⑥ 　　垂直面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
⑦ 送信アンテナ高[m] 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5
⑧ 送信給電線損失[dB] 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
⑨ 実効放射電力[dBm]　③+④+⑤+⑥-⑧ 9.1 9.1 9.1 9.3 9.1 9.1
⑩ 建物等による遮蔽損［dB］ 15.0 15.0 15.0 15.0 15.0 15.0
⑪ 壁等による減衰［dB］ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
⑫ 受信アンテナ利得[dBi] 18.1 14.0 12.0 7.2 14.0 12.0
⑬ 　　水平面指向特性 -10.0 -10.0 -10.0 0.0 -10.0 -10.0
⑭ 　　垂直面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
⑮ 受信アンテナ高[m] 40.0 10.0 10.0 300.0 3.5 3.5
⑯ 受信給電線損失[dB] 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5
⑰ 与干渉量[dBm] ⑨-⑩-⑪+⑫+⑬+⑭-⑯ 0.7 -3.4 -5.4 0.0 -3.4 -5.4
⑱ 受信信号帯域幅（ﾁｬﾝﾈﾙ）[MHz] 17.5 17.5 17.5 17.5 17.5 17.5
⑲ 通常運用受信電力 -62.5 -67.3 -60.9 -62.4 -66.3 -68.3
⑳ 送信マイク本数 24 24 24 24 24 24
㉑ 送信マイク本数[dB] 13.8 13.8 13.8 13.8 13.8 13.8
㉒ DU比 27.40 27.40 27.40 27.40 27.40 27.40
㉓ 許容干渉電力[dBm]　　'⑲-㉑-㉒ -103.7 -108.5 -102.1 -103.6 -107.5 -109.5
㉔ 所要結合損[dB]　⑰-㉓ 104.4 105.1 96.7 103.6 104.1 104.1

自由空間モデルによる離隔距離(F)[km] 3.19 3.46 1.32 2.90 3.08 3.08

平面大地モデルによる離隔距離(P)[km] 3.17 1.65 1.02 8.28 0.92 0.92

最終離隔距離[km] F<閾値の場合、離隔距離=F

                    F>閾値の場合、離隔距離=P
3.17 1.65 1.02 2.90 0.92 0.92

閾値 3.15 0.79 0.79 23.60 0.28 0.28

離
隔
距
離

運用モデル４ 運用モデル５ 運用モデル６運用モデル１ 運用モデル２
希望波：4K・8K用FPU（上り回線）郊外A低相関
妨害波：特定ラジオマイク24波・デジタル波

運用モデル３

① 送信周波数[GHz] 1.25200 1.25200 1.25200 1.25200 1.25200 1.25200
② 送信出力[W] 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05
③ 送信出力[dBm] 17.0 17.0 17.0 17.0 17.0 17.0
④ 送信アンテナ利得[dBi] -7.86 -7.86 -7.86 -7.68 -7.86 -7.86
⑤ 　　水平面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
⑥ 　　垂直面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
⑦ 送信アンテナ高[m] 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5
⑧ 送信給電線損失[dB] 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
⑨ 実効放射電力[dBm]　③+④+⑤+⑥-⑧ 9.1 9.1 9.1 9.3 9.1 9.1
⑩ 建物等による遮蔽損［dB］ 15.0 15.0 15.0 15.0 15.0 15.0
⑪ 壁等による減衰［dB］ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
⑫ 受信アンテナ利得[dBi] 18.1 14.0 12.0 7.2 14.0 12.0
⑬ 　　水平面指向特性 -10.0 -10.0 -10.0 0.0 -10.0 -10.0
⑭ 　　垂直面指向特性 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
⑮ 受信アンテナ高[m] 40.0 10.0 10.0 300.0 3.5 3.5
⑯ 受信給電線損失[dB] 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5
⑰ 与干渉量[dBm] ⑨-⑩-⑪+⑫+⑬+⑭-⑯ 0.7 -3.4 -5.4 0.0 -3.4 -5.4
⑱ 受信信号帯域幅（ﾁｬﾝﾈﾙ）[MHz] 17.5 17.5 17.5 17.5 17.5 17.5
⑲ 通常運用受信電力 -62.5 -67.3 -60.9 -62.4 -66.3 -68.3
⑳ 送信マイク本数 38 38 38 38 38 38
㉑ 送信マイク本数[dB] 15.8 15.8 15.8 15.8 15.8 15.8
㉒ DU比 27.50 27.50 27.50 27.50 27.50 27.50
㉓ 許容干渉電力[dBm]　　'⑲-㉑-㉒ -105.8 -110.6 -104.2 -105.7 -109.6 -111.6
㉔ 所要結合損[dB]　⑰-㉓ 106.5 107.2 98.8 105.7 106.2 106.2

自由空間モデルによる離隔距離(F)[km] 4.06 4.40 1.67 3.70 3.92 3.92

平面大地モデルによる離隔距離(P)[km] 3.58 1.86 1.15 9.34 1.04 1.04

最終離隔距離[km] F<閾値の場合、離隔距離=F

                    F>閾値の場合、離隔距離=P
3.58 1.86 1.15 3.70 1.04 1.04

閾値 3.15 0.79 0.79 23.60 0.28 0.28

離
隔
距
離

運用モデル４ 運用モデル５ 運用モデル６運用モデル１ 運用モデル２
希望波：4K・8K用FPU（上り回線）郊外A低相関
妨害波：特定ラジオマイク38波・デジタル波

運用モデル３
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（参考資料 12） 

 

特定小電力無線局・構内無線局との干渉検討 
 

１ 特定小電力無線局・構内無線局の概要 

  1,252MHz～1,253MHz 帯でビル内や工場の敷地等、比較的狭い範囲におけるテレ

メーター・テレコントロール及びデータ伝送用のために使用されているシステム

である。無線局免許を要しない無線局である特定小電力無線局、比較的広いエリ

アをカバー可能な構内無線局がある。 

  特定小電力無線局は技術基準適合表示（技適マーク）が表示された無線設備で

あり、無線従事者の配置や無線局免許の取得が不要であるため、広く使用されて

いる。一方、構内無線局については、空中線電力の以外は特定小電力無線局の諸元

とほぼ同じであるが、現在までに、１免許人（38局）の実績（平成 28年度電波利

用状況調査の結果から参照）に止まっている。 

 （１）特定小電力無線局・構内無線局の諸元 

    1,252MHz 帯特定小電力無線局の主要な諸元（主要な規格及び周波数・チャ

ンネル数・送信時間制限）を表 12-1、表 12-2に示す。 

    多様な用途に対応できるよう、次の電波形式が認められている。 

    電波形式：F1D, F1F, F2D, F2F, F7D, F7F, G1D, G1F, G2D, G2F, G7D, G7F, 

D1D, D1F, D2D, D2F, D7D又は D7F 
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表 12-1特定小電力局・構内無線局の主要規格※１ 

１ 送信装置  

(1)空中線電力 ・特定小電力無線局 0.01W 以下、 

・構内無線局 0.1W以下 

(2)空中線電力の許容差 +50%, -50% 

(3)発信方式 周波数シンセサイザー方式 

(4)周波数許容偏差 チャンネル間隔 50kHz(占有周波数帯幅 32kHz): ±4×10-6 

チャンネル間隔 25kHz(占有周波数帯幅 16kHz): ±3×10-6 

(5)変調方式 電波形式に適合する変調方式 

(6)周波数偏位 規定しない 

(7)変調速度 規定しない 

(8)符号方式 規定しない 

(9)隣接ﾁｬﾝﾈﾙ漏洩電力 搬送波電力の 40dB以下 

(10)占有周波数帯幅の

許容値 

チャンネル間隔 50kHzは、占有周波数帯幅 32kHz 

チャンネル間隔 25kHzは、占有周波数帯幅 16kHz 

(11)ｽﾌﾟﾘｱｽ発射又は不

要発射の強度の許容値 
平均電力 2.5μW以下。 

(12)送信立ち上がり及

び立下り時間 
規定しない 

２ 受信装置  

(1)符号基準感度 チャンネル間隔 25kHz： 2μV 以下 

チャンネル間隔 50kHz： 2.8μV以下 

(2)実効選択度における

ｽﾌﾟﾘｱｽ・ﾚｽﾎﾟﾝｽ 
40dB以上 

(3)実効選択度における

隣接チャンネル選択度 
40dB以上 

(4)局部発振器の周波数

変動 

チャンネル間隔 25kHz： ±3×10-6以下 

チャンネル間隔 50kHz： ±4×10-6以下 

(5)副次的に発する電波

などの限度 
4nW以下 

３ 制御装置  

(1)キャリアセンス 空き状態の判定は、絶対利得 2.14dB の空中線に誘起する

電圧が、1200MHz 帯の場合 4.47μV 以下の場合に空き状態

と判定し通信路を設定する。応答時間は 20ms 以内。 

４ 空中線  

(1)空中線の構造 給電線及び接地装置を有しない。 

(2)空中線の利得 絶対利得 2.14dBi以下 

(3)空中線の使用区分 送信用と受信用は個別のものとしてよい。ただし、受信用

とキャリアセンス用空中線は同一。 

５ その他 無線設備は一つの筐体に収められ、容易にあけることがで

きないこと。 
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表 12-2 チャンネル数、使用周波数及び送信時間制限※１ 

占有周波数帯幅 32kHz以下 占有周波数帯幅 16kHz以下 

ﾁｬﾝﾈﾙ 

番号 

使用周波数 

(MHz) 
送信時間制限(最長送信時

間、最短休止時間) 
ﾁｬﾝﾈﾙ 

番号 

使用周波数 

(MHz) 

送信時間制限(最長送信時

間、最短休止時間) 

1 1252.0000 0.2秒送信、2秒休止 1 1252.0125 0.2 秒送信、2秒休止 

2 1252.0500  

 

 

連続送信 

(間欠通信可能) 

 

 

 

 

連続送信 

(間欠通信可能) 

2 1252.0375 

 

 

 

連続送信 

(間欠通信可能) 

 

 

 

 

 

連続送信 

(間欠通信可能) 

3 1252.1000 3 1252.0625 

4 1252.1500 4 1252.0875 

5 1252.2000 5 1252.1125 

6 1252.2500 6 1252.1375 

7 1252.3000 7 1252.1625 

8 1252.3500 8 1252.1875 

9 1252.4000 9 1252.2125 

10 1252.4500 10 1252.2375 

11 1252.5000 11 1252.2625 

12 1252.5500 12 1252.2875 

13 1252.6000 

 

40秒送信、 

2秒休止 

13 1252.3125 

14 1252.6500 14 1252.3375 

15 1252.7000 15 1252.3625 

16 1252.7500 16 1252.3875 

17 1252.8000 17 1252.4125 

18 1252.8500 18 1252.4375 

19 1252.9000 19 1252.4625 

20 1252.9500 20 1252.4875 

21 1253.0000 21 1252.5125 0.2 秒送信、2秒休止 

   22 1252.5375 

40秒送信、 

2秒休止 

   23 1252.5625 

   24 1252.5875 

   25 1252.6125 

   26 1252.6375 

   27 1252.6625 

   28 1252.6875 

   29 1252.7125 

   30 1252.7375 

   31 1252.7625 

   32 1252.7875 

   33 1252.8125 

   34 1252.8375 

   35 1252.8625 

   36 1252.8875 

   37 1252.9125 

   38 1252.9375 

   39 1252.9625 

   40 1252.9875 

  ※1 ARIB STD-T67 特定小電力無線局 400MHz帯及び 1,200MHz帯テレメータ用、テレコン
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トロール用及びデータ伝送用無線設備 標準規格 

    ARIB PCR STD-5 構内無線局 1,200MHz帯テレメータ用、テレコントロール用及び

データ伝送用無線設備 標準規格  

 （２）使用例 

    特定小電力無線局の用途は、多岐・多様にわたる。1252MHz帯特定小電力無

線局の使用例を表 12-3に示す。 

    表 12-3 テレメータ・テレコントロール・データ伝送の主な使用例 

システムの分類・用途 システムの主な使用例 

テレメータ・

テレコントロ

ールシステム 

業務用 

・製鉄所、造船所、自動車工場等での天井走行クレ

ーン、無人車輛・移動台車・ディーゼル機関車、高

炉装置、ロボット等のリモコン、データ取得等 

・土木、建設、運輸業等でのブルドーザ・油圧ショ

ベル・ダンプ・コンクリートポンプ車、クレーン、

電動扉、鋼矢板圧入機等のリモコン、データ取得等 

・工業用監視計測テレメータ、交通用テレメータ、

河川監視計測テレメータ、気象計測テレメータ、上

下水道用遠隔監視計測システム、ビルの防犯防災

用リモコン、データ伝送等 

・農業、林業、医療等での農業用ハウスのリモコン、

芝刈り機、枝打ち機、耕耘機、介護クレーンのリモ

コン等 

一般用・ 

家庭用 

・自動車のエンジンスターター、ガレージの開閉、

窓・ドア。照明センサー等の家庭用リモコン等 

・レジャーランド、ビル等での電動扉・幕の開閉、

セキュリティ、防犯防災用リモコン 

データ伝送 

システム 

低速・中

速データ

伝送用 

・外食産業での顧客オーダーのエントリ 

・注文伝票の発行等のデータ伝送システム 

・鉄鋼金属、自動車、機械などの FA分野での物流管

理生産管理、在庫管理等のデータ伝送システム 

・スーパー、デパート、量販店での価格表示、注文

在庫確認などデータ伝送システム 

・倉庫、配送センターでの移動部品、置き場管理等

の物流管理データ伝送システム 

・PC 間、PC-端末装置間の無線 LAN 等のデータ伝送

システム 
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 （３）特定小電力無線局の周波数関係 

         表 12-4 特定小電力無線局と干渉関連する設備の周波数関係 

無線システム 使用周波数(MHz) 周波数関係 

特定小電力無線局 1,252 ～ 1,253 周波数共用 

与干渉／被干渉 1.2GHz帯 FPU 1,243 ～ 1,297 

 

 （４）キャリアセンス 

    キャリアセンスは無線通信回線の設定に先立ち、他の無線局の電波を受信

した場合、同一周波数の電波の発射を行わない機能である。1,252MHz 帯無線

局の場合、絶対利得 2.14dBiの空中線に誘起する電圧が、4.47μV 以下のとき

周波数空き状態と判定する。キャリアセンスが動作中は通信ができない状態

になる。 

 

２ FPU被干渉検討 

  特定小電力無線局・構内無線局から４Ｋ・８Ｋ用 FPU 上り回線への干渉につい

ては、室内実験を実施して所要 D/U を求めた。４Ｋ・８Ｋ用 FPU 下り回線への干

渉、および４Ｋ・８Ｋ用 FPU上り/下り回線から特定小電力・構内無線局への干渉

については、放送システム委員会報告（平成 25 年 1 月 25 日）の所要 D/U を引用

した。 

 （１）４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）への干渉 

    ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）を希望波と特定小電力・構内無線局を妨害波

とし、同一帯域（帯域内）で共用した場合、および下隣接帯域（帯域外）で共

用した場合について、所要 D/Uの測定を行った。 

    FPU受信機入力レベルを標準受信電力（-57dBm）となるよう FPU送信機の送

信出力を調整し、特定小電力無線局・構内無線局の送信レベルを可変して４

Ｋ・８Ｋ用 FPUの受信 BER＝2×10-4となる D/Uを測定した。 

   ① 同一帯域 

    ・測定諸元を表 12-5に、希望波と妨害波の周波数配置を図 12-1に示す。 

表 12-5 測定諸元 

項目 希望波（FPU） 妨害波(特定小電力・構内無線局) 

周波数 1252MHz 1252.5MHz 

送信電力 25W - 

受信電力 -57dBm - 

変調方式 4x4 SVD-MIMO FSK(9600bps) 

占有帯域幅 17.5MHz 32kHz 
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図 12-1 希望波と妨害波の周波数配置 

 

    ・2.3GHz帯の機材を用いて実験したため、FPUの中心周波数は 2359MHzと

した。 

    ・妨害波の周波数については、1075.5MHzを加算して設定した。 

    ・妨害波（特定小電力・構内無線局）には、信号発生器で生成した FSK信

号(9600bps)を使用した。 

    ・D/Uと４Ｋ・８Ｋ用 FPUの受信 BERの測定結果を図 12-2に示す。 

図 12-2特定小電力・構内無線局からの被干渉における D/U 対 BER 

    ・測定結果から、各伝搬モデルにおける所要 D/Uを表 12-6に示す。  
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表 12-6 各モデルにおける所要 D/U（特定小電力無線局） 

伝搬モデル 希望波の周波数 妨害波の周波数 
所要 D/U 

BPFon 

郊外 A低相関 1252 MHz 1252.5 MHz 17.4dB 

郊外 A典型相関 1252 MHz 1252.5 MHz 28.6 dB 

都市部 A低相関 1252 MHz 1252.5 MHz 17.0 dB 

都市部 A典型相関 1252 MHz 1252.5 MHz 31.5 dB 

 

   ② 帯域外（その１） 

    ・希望波と妨害波の周波数配置を図 12-3示す。 

 

図 12-3 希望波と妨害波の周波数配置 

 

    ・希望波と下隣接妨害波との周波数差（ Δf）を設定した上で、所要 D/U

を求めた。 

    ・希望波と妨害波の周波数配置 

      希望波（FPU）周波数： fc MHz 

      下隣接妨害波（特定小電力・構内無線局）周波数： fi=fc-Δf MHz 

    ・fc=2359MHzとし、Δf=9、 10、12MHzの場合について、Δfに対する所

要 D/Uの測定を行った。 

    ・測定結果から各伝搬モデルにおける所要 D/Uを表 12-7に示す。 

  

希望波（FPU） 

（フルモード） 

fc（ =2359MHz ） 

Δf  

fi=fc-Δf  

妨害波 

（特定

小電

力） 
周波数 
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表 12-7 各モデルにおける所要 D/U の測定値 

伝搬モデル 
希望波と上隣接妨害波との 

周波数差（Δf） 
所要 D/U[dB]BPFon 

郊外 A低相関 

9 MHz 11.83 

10 MHz -16.16 

12 MHz -20 以下 

郊外 A典型相関 

9 MHz 29.43 

10 MHz -7.56 

12 MHz -15.56 

都市部 A低相関 

9 MHz 11.73 

10 MHz -16.26 

12 MHz -17.26 

都市部 A典型相関 

9 MHz 19.93 

10 MHz -9.06 

12 MHz -17.06 

 

   ③ 帯域外（その２） 

    ・特定小電力・構内無線局の周波数を 1252.5MHzとして、FPUの周波数が

1262 (Δf=9.5) 、1264 (Δf=10.5) 、1265 (Δf=11.5) MHzの場合につ

いて干渉検討を行うこととした。 

 

図 12-4 離隔距離の計算における希望波と妨害波の周波数配置 

    ・干渉検討に必要な所要 D/Uの値は表 12-7の測定結果から線形内挿して

求めた。表 12-8に、線形内挿入して得られた所要 D/Uを示す。 
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表 12-8 各モデルにおける所要 D/U の線形内挿の値 

伝搬モデル 
希望波と上隣接妨害波との 

周波数差（Δf） 
線形内挿した所要 D/U[dB] 

郊外 A低相関 

9.5 MHz 10.59  

10.5 MHz -16.85  

11.5 MHz -18.68  

郊外 A典型相関 

9.5 MHz 28.18  

10.5 MHz -8.59  

11.5 MHz -11.89  

都市部 A低相関 

9.5 MHz 10.49 

10.5 MHz -16.49  

11.5 MHz -16.99  

都市部 A典型相関 

9.5 MHz 18.68 

10.5 MHz -10.09  

11.5 MHz -13.39  

 

 （２）４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）への干渉 

    ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）では、伝送方式として、現行 FPUと同じ

STTC-MIMO方式を用いている。そこで、放送システム委員会報告（平成 25年

1月 25日）に記載されている所要 D/Uを引用する。 

    ただし、現行 FPUに対して、受信アンテナが 2本から 4本に増えたことに

よるブランチ合成利得の増分 3dBを勘案した補正値を所要 D/Uとした。 

表 12-9 所要 D/U 

妨害波 

所要 DU比[dB] 

放送システム委員会報告（平

成 25 年 1月 25 日）の値 
補正後の値 

特定小電力・構内無線局 -7 -10 

 

３ FPUからの与干渉検討 

  ４Ｋ・８Ｋ用 FPUの送受信信号の占有帯域幅や周波数スペクトルの形状は現行

の FPUと同じであり、放送システム委員会報告（平成 25年 1月 25日）に記載さ

れている所要 D/Uを引用した。 

表 12-10 所要 D/U 

被干渉側 妨害波 所要 DU比 

特定小電力・構内無線局 ４Ｋ・８Ｋ用 FPU 

（上り回線／下り回線） 

11dB 

キャリアセンス 5dB 
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４ 特定小電力・構内無線局と４Ｋ・８Ｋ用 FPUの共用条件の検討 

  ４Ｋ・８Ｋ用 FPUの運用モデルに基づき設定した被干渉モデルを図 12-5に、

与干渉モデルを図 12-6に示す。それぞれ、４Ｋ・８Ｋ用 FPU の上り回線と下り

回線との共用検討に関して、離隔距離を計算する。 

 

図 12-5特定小電力・構内無線局から４Ｋ・８Ｋ用 FPU への被干渉モデル 
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図 12-6 ４Ｋ・８Ｋ用 FPUから特定小電力・構内無線局への与干渉モデル 

 

 （１）４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）の被干渉 

   ① 帯域内 

   ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）の受信電力は回線設計例から計算し、受信

電力に所要 D/Uを加味して干渉許容電力とした。 

   ・特定小電力・構内無線局は主に工場、事務所等で運用されていることか

ら、壁等による損失を 15dB、建物等による遮蔽損を 15dBとした。 

   ・特定小電力・構内無線局の送信出力は、それぞれ、規格において認められ

ている 10mW、100mWとする。これに送受信アンテナ利得、壁等および建物

等の遮蔽損を考慮したものを FPUの与干渉電力とした。 

   ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）の受信アンテナに多素子八木を用いている
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運用モデル１、２、３、５、６では、水平指向性による妨害波の減衰-

10dBを考慮する。 

   ・以上の条件により、与干渉電力が FPUの D/U基準による干渉許容電力を下

回るための所要結合損を出し、離隔距離を算出した。 

   ・特定小電力・構内無線局は送信出力が小さく、全体的に離隔距離は小さ

い。伝搬モデルによる違いを見ると、典型相関より低相関の場合の離隔距

離が小さく、郊外 A低相関の離隔距離が最も小さい結果となった。 

表 12-11 特定小電力無線局（10mW）の離隔距離（帯域内、FPU上り回線・被干渉） 

伝搬 

モデル 

希望波 

周波数

[MHz] 

妨害波 

周波数

[MHz] 

所要

D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 

運用 

モデル 1 

運用 

モデル 2 

運用 

モデル 3 

運用 

モデル 4 

運用 

モデル 5 

運用 

モデル 6 

郊外 A 

低相関 
1252 1252.5 17.4 0.052  0.056  0.021  0.260  0.050  0.050  

郊外 A 

典型相関 
1252 1252.5 28.6 0.19  0.20  0.08  0.94  0.18  0.18  

都市部 A 

低相関 
1252 1252.5 17.0 0.05  0.05  0.01  0.25  0.05  0.05  

都市部 A 

典型相関 
1252 1252.5 31.5 0.26  0.28  0.03  1.32  0.25  0.25  

表 12-12 構内無線局（100mW）の離隔距離（帯域内、FPU 上り回線・被干渉） 

伝搬 

モデル 

希望波 

周波数

[MHz] 

妨害波 

周波数

[MHz] 

所要

D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 

運用 

モデル 1 

運用 

モデル 2 

運用 

モデル 3 

運用 

モデル 4 

運用 

モデル 5 

運用 

モデル 6 

郊外 A 

低相関 
1252 1252.5 17.4 0.16  0.18  0.07  0.82  0.16  0.16  

郊外 A 

典型相関 
1252 1252.5 28.6 0.59  0.64  0.25  2.98  0.40  0.40  

都市部 A 

低相関 
1252 1252.5 17.0 0.16  0.17  0.06  0.78  0.15  0.15  

都市部 A 

典型相関 
1252 1252.5 31.5 0.83  0.84  0.34  1.56  0.47  0.47  

 

   ・放送システム委員会報告（平成 25年１月 25日）の所要 D/Uから計算した

現行 FPUの離隔距離を表 12-13に示す。４Ｋ・８Ｋ用 FPUの方が所要 D/U

が高くことから、離隔距離が大きくなっていることがわかる。 
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表 12-13（参考）現行 FPU（16QAM）に対する所要 D/U と離隔距離 

妨害波 

所要

D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 

運用 

モデル 1 

運用 

モデル 2 

運用 

モデル 3 

運用 

モデル 4 

運用 

モデル 5 

運用 

モデル 6 

特定小電力 

無線局 
-7 0.003  0.003  0.001  0.015  0.003  0.009  

構内無線局 -7 0.01  0.01  0.004  0.05  0.01  0.03  

 

  ② 帯域外 

    FPUの帯域外（下隣接）に特定小電力無線・構内無線局の妨害波が存在する

場合の離隔距離の計算結果について、特定小電力無線局を表 12-14、構内無線

局を表 12-15に示す。妨害波である特定小電力無線・構内無線局の周波数は

1252.5MHzとしている。 

表 12-14 特定小電力無線局の離隔距離（帯域外、FPU 上り回線・被干渉） 

伝搬 

モデル 

希望波 

周波数

[MHz] 

周波数

差 Δf 

[MHz] 

所要

D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 

運用 

モデル

1 

運用 

モデル

2 

運用 

モデル 3 

運用 

モデル 4 

運用 

モデル

5 

運用 

モデル 6 

郊外 A 

低相関 

1262 1252.5 10.59  0.02  0.026  0.01  0.12  0.02  0.02  

1263 11.5 -16.85  0.001  0.001  0.0004  0.005  0.001  0.001  

1264 12.5 -18.68  0.001  0.001  0.0003  0.004  0.001  0.001  

郊外 A 

典型相関 

1262 1252.5 28.18 0.18  0.19  0.07  0.9  0.17  0.17  

1263 11.5 -8.59  0.003  0.003  0.001  0.013  0.003  0.003  

1264 12.5 -11.89  0.002  0.002  0.001  0.009  0.002  0.002  

都市部 A 

低相関 

1262 1252.5 10.49  0.02  0.025  0.003  0.12  0.023  0.023  

1263 11.5 -16.49  0.001  0.001  0.001  0.005  0.001  0.001  

1264 12.5 -16.99  0.001  0.029  0.001  0.005  0.001  0.001  

都市部 A 

典型相関 

1262 1252.5 18.68 0.06  0.07  0.008  0.3  0.06  0.06  

1263 11.5 -10.09  0.002  0.002  0.0003  0.011  0.002  0.002  

1264 12.5 -13.39  0.001  0.002  0.0002  0.007  0.001  0.001  
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表 12-15 構内無線局の離隔距離（帯域外、FPU上り回線・被干渉） 

伝搬 

モデル 

希望波 

周波数

[MHz] 

周波数

差 Δf 

[MHz] 

所要

D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 

運用 

モデル

1 

運用 

モデル

2 

運用 

モデル 3 

運用 

モデル 4 

運用 

モデル

5 

運用 

モデル 6 

郊外 A 

低相関 

1262 1252.5 10.59  0.07  0.08  0.03  0.37  0.07  0.07  

1263 11.5 -16.85  0.003  0.003  0.001  0.016  0.003  0.003  

1264 12.5 -18.68  0.003  0.003  0.001  0.013  0.003  0.003  

郊外 A 

典型相関 

1262 1252.5 28.18  0.57  0.61 0.23  2.84  0.39  0.39  

1263 11.5 -8.59  0.009  0.01  0.003  0.046  0.009  0.009  

1264 12.5 -11.89  0.006  0.006  0.002  0.028  0.005  0.005  

都市部 A 

低相関 

1262 1252.5 10.49  0.07  0.08  0.03  0.37  0.07 0.07 

1263 11.5 -16.49  0.003  0.004  0.001  0.017  0.003  0.003  

1264 12.5 -16.99  0.003  0.003  0.001  0.016  0.003  0.003  

都市部 A 

典型相関 

1262 1252.5 18.68 0.19  0.21  0.08 0.95 0.18  0.18  

1263 11.5 -10.09  0.007  0.007  0.003  0.035  0.007  0.007  

1264 12.5 -13.39  0.005  0.005  0.002  0.024  0.005  0.005  

 

 （２）４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）の被干渉 

   ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）の受信電力は回線設計例から計算し、受信

電力に所要 D/Uを加味して干渉許容電力とした。 

   ・特定小電力・構内無線局は主に工場、事務所等で運用されており壁等によ

る損失を 15dBとし、実際の市街地での電波伝搬で測定された建物等によ

る遮蔽損を 15dBとして検討した。 

   ・特定小電力・構内無線局の送信出力はそれぞれ 10mW、100mWとし、これに

送信・受信アンテナの利得とそれぞれの給電線損失を加え、電波伝搬調査

で測定された建物等の遮蔽損を考慮したものを FPUの与干渉電力とした。 

   ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）の受信アンテナに８素子八木を用いている

運用モデル１では、水平指向性による妨害波の減衰-10dBを考慮する。 

   ・この与干渉電力が FPUの D/U基準による干渉許容電力を下回るための所要

結合損を出し、離隔距離を算出した。計算結果を表 12-16に示す。 

   ・上り回線の離隔距離、現行 FPUの離隔距離よりも小さい結果となった。 

表 12-16 各運用モデルにおける離隔距離（FPU下り回線・被干渉） 

妨害波 
所要

D/U[dB] 

離隔距離[km] 

運用 

モデル 1 

運用 

モデル 2 

運用 

モデル 3 

運用 

モデル 4 

運用 

モデル 5 

運用 

モデル 6 

特定小電力無線局 -10 0.001  0.003  0.001  0.001  0.002  0.003  

構内無線局 -10 0.003  0.01  0.004  0.003  0.008  0.01  
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 （３）４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り／下り回線）からの与干渉 

   ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り／下り回線）のアンテナ利得などは回線設計例の諸

元に従った。 

   ・特定小電力・構内無線局の通常運用受信電力は、-66dBmとした。 

   ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）の送信アンテナに８素子八木を用いている運

用モデル１、ならびに４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）の送信アンテナに多素

子八木を用いている運用モデル１、２，３，５，６では、水平指向性によ

る妨害波の減衰-10dBを考慮する。４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）の運用モ

デル４はヘリコプターの送信アンテナが無指向であるため、指向性は考慮

しない。 

   ・特定小電力・構内無線局は、主に工場、事務所等で運用されていることか

ら、壁等による損失を 15dB、実際の市街地での電波伝搬で測定された建物

等による遮蔽損を 15dBとして検討した。 

   ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）にはビームフォーミング利得 6dB を見込ん

だ。 

   ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU 上り回線での離隔距離の計算結果を表 12-17 に、下り回

線の計算結果を表 12-18に示す。 

表 12-17 各運用モデルにおける離隔距離（FPU上り回線・与干渉） 

種別 

所要

D/U 

[dB] 

離隔距離[km] 
運用モデル 1 運用モデル 2 運用モデル 3 運用モデル 4 運用モデル 5 運用モデル 6 

16kHz 32kHz 16kHz 32kHz 16kHz 32kHz 16kHz 32kHz 16kHz 32kHz 16kHz 32kHz 

特定小電

力無線局 
11 1.30 1.30 1.75 1.75 1.56 1.56 1.16 1.16 0.37 0.37 0.37 0.37 

特定小電

力ｷｬﾘｱｾﾝｽ 
5 0.92 0.92 1.24 1.24 1.10 1.10 0.73 0.73 0.19 0.19 0.19 0.19 

表 12-18 各運用モデルにおける離隔距離（FPU下り回線・与干渉） 

種別 

所要

D/U 

[dB] 

離隔距離[km] 
運用モデル 1 運用モデル 2 運用モデル 3 運用モデル 4 運用モデル 5 運用モデル 6 

16kHz 32kHz 16kHz 32kHz 16kHz 32kHz 16kHz 32kHz 16kHz 32kHz 16kHz 32kHz 

特定小電

力無線局 
11 1.85  1.85  1.16  1.16  0.92  0.92  1.67  1.67  0.16  0.16  0.13  0.13  

特定小電

力ｷｬﾘｱｾﾝｽ 
5 0.93  0.93  0.58  0.58  0.46  0.46  0.84  0.84  0.08  0.08  0.07  0.07  

 

   ・比較のために、表 12-19 に現行 FPU の離隔距離に示す。放送システム委員

会報告（平成 25 年 1 月 25 日）から引用した所要 D/U から、同じ条件で離

隔距離を計算した。 
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表 12-19 （参考）各運用モデルにおける離隔距離（現行 FPU 与干渉） 

種別 

所要

D/U 

[dB] 

離隔距離[km] 
運用モデル 1 運用モデル 2 運用モデル 3 運用モデル 4 運用モデル 5 運用モデル 6 

16kHz 32kHz 16kHz 32kHz 16kHz 32kHz 16kHz 32kHz 16kHz 32kHz 16kHz 32kHz 

特定小電

力無線局 
11 0.92  0.92  1.24  1.24  1.16  1.16  0.73  0.73  0.19  0.19  0.19  0.19  

特定小電

力ｷｬﾘｱｾﾝｽ 
5 0.46  0.46  0.84  0.84  0.73  0.73  0.37  0.37  0.09  0.09  0.09  0.09  

 

   ・４Ｋ・８Ｋ用 FPUの離隔距離上り回線は現行 FPUの 1.4～2倍程度、下り回

線で 0.9～2.3倍程度になっている。特定小電力キャリアセンスは、特定小

電力無線局よりも所要 D/Uが低く、離隔距離も小さい。 

５ 考察 

 （１）離隔距離を 12-7に示す。 

    図中の点線矢印は干渉を与える方向であり、数値は離隔距離(km)を示して

いる。丸数字の後の A（B）は、Aが特定小電力無線局、Bが構内無線局を示す。

運用モデル５、６では、中継車が基地局となっている。Tx、Rx は画像伝送用

携帯局の送信機、および受信機である。 

    また、比較のために、12-8に現行 FPUの離隔距離を示す。 

 

①４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）被干渉 
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②４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）与干渉 

③４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）被干渉 

④４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）与干渉 

             ※ ③ については、６．１．２（４）で述べた理由に

より郊外 A低相関の離隔距離を図に示した。 

             ※ ②と④については、特定小電力・構内無線局の離隔

距離がキャリアセンスのよりも大きいので、特定小電

力・構内無線の離隔距離を記載している。 

図 12-7 ４Ｋ・８Ｋ用 FPUと特定小電力・構内無線局との離隔距離(km) 

（()内の数字は構内無線局の離隔距離） 

 

 
図 12-8（参考）現行 FPUと特定小電力・構内無線局との離隔距離(km) 

（()内の数字は構内無線局の離隔距離） 

 （２）４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）と特定小電力無線局との干渉 

    図 12-7の中で、①４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）の被干渉については、特

定小電力無線の送信電力が小さいため、離隔距離は 0.001～0.003kmと小さ

い。また、②４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）からの与干渉では 0.37～1.75km

であり、12-8の現行 FPU与干渉の離隔距離 0.19～1.24kmより拡大してい

る。上り回線（移動局）と特定小電力無線局との離隔距離としては、与干渉

が支配的になる。 
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 （３）４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）と特定小電力無線局との干渉 

    図 12-8の現行 FPU被干渉の離隔距離は 0.001～0.015kmに対して、図 12-7

の③４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）被干渉では、離隔距離が 0.05～0.26kmに

拡大しているものの、離隔距離そのものは小さい結果となっている。 

    また、④４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）与干渉については、運用モデル１

～４の離隔距離が 0.92～1.85kmと大きく、運用調整が必要な場合もあると

考えられる。運用モデル５、６の離隔距離は 0.13～0.16kmである。 

 （４）帯域外、帯域端での特定小電力無線局との干渉 

    表 12-14に４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）被干渉の帯域外での離隔距離を

示した。その中で、郊外 A低相関のΔf=9.5MHz の場合、離隔距離は 0.01～

0.12kmである。 

 （５）構内無線局との干渉 

    特定小電力無線局の送信電力は 10mW、構内無線局は 100mwである。送信電

力が 10倍になり、自由空間伝搬モデルによる離隔距離が 3.2倍程度に拡大

する。 

 

６ まとめ 

 （１）特定小電力無線局 

    特定小電力無線局がロードレースのコースに面した 1.75km以内の地域、お

よび基地局から 1.85km以内の地域で運用している場合、地形や建造物等の状

況によっては放送事業者と特定小電力無線局ユーザーとの間で運用調整が必

要となる場合がある。このような場合においては、従来と同じように、販売機

器メーカーなどを通じて特定小電力無線局ユーザーとの間で運用調整の仕組

みを整えておくことは有効な手段となりうる。 

    また、運用調整が十分に行えなかった場合の対策として、例えば、FPUの送

信電力を特定小電力無線局で使用しているチャンネル(16kHzまたは 32kHz)当

たりの電力と同等以下のレベルまで低減して運用すること、FPUの送信周波数

の調整や周波数帯の変更などの対策についても、検討しておく必要がある。 

    以上のような対策を施すことにより、FPUと特定小電力無線局で周波数の共

用は可能であると考える。 

 

 （２）構内無線局 

    構内無線局については、4k‣８Ｋ用 FPU被干渉の離隔距離が特定小電力無線

局の 3倍程度であるが、４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）与干渉による離隔距離

が支配的であり、移動局との離隔距離は変わらない。 

    構内無線局は現在、免許人が少数に止まる（１免許人）状況となっている。

今後、免許取得者が増加してく場合は放送事業者と構内無線局の免許人との

間で、共用条件について協議する必要がある。 
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    また、FPU の送信電力を構内無線局で使用しているチャンネル(16kHz また

は 32kHz)当たりの電力と同等以下のレベルで運用することにより干渉を低減

することが可能であり、FPUの送信周波数の調整や周波数帯の変更などの対策

についても検討しておくことにより、FPUと構内無線局での周波数の共用は可

能であると考えられる。 

 

７ 参考 

  ４Ｋ・８Ｋ用 FPUと特定小電力・構内無線局との離隔距離の計算経過について、

その一部を参考、掲載する。 

 

○ ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）の特定小電力無線局からの被干渉（郊外 A低相関） 

 （運用モデル１～３） 

 

（運用モデル４～６） 

  

  



184 
 

○ ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）の構内無線局からの被干渉（郊外 A低相関） 

 （運用モデル１～３） 

  
 

（運用モデル４～６） 
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 ○ ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）の特定小電力無線局からの被干渉 

表 12-20 特定小電力局から 4K･８ＫFPU(下り)への干渉 

 

 

 ○ ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）の構内無線局からの被干渉 

表 12-21 構内無線局から 4K･８ＫFPU(下り)への干渉 
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○ ４Ｋ・８Ｋ用 FPU(上り回線/下り回線)から特定小電力・構内無線局への与干渉 

  （上り回線） 

表 12-22 ４Ｋ・８Ｋ用 FPU(上り)から特定小電力・構内無線局への干渉 

 

  

 （下り回線） 

表 12-23 ４Ｋ・８Ｋ用 FPU(下り)から特定小電力・構内無線局への干渉 
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（参考資料 13）  

画像伝送用携帯局との干渉検討 

１ 画像伝送用携帯局の概要 

  画像伝送用携帯局は 1.2GHz 帯の周波数を用いて、ラジコンヘリコプター等に

搭載したカメラから映像を伝送するシステムである。主に、航空写真撮影時のビ

デオモニタリング（ファインダー機能）や上空からの状況確認等のための映像伝

送に使用されている。 

 （１）電波法関係審査基準では、次のように定めている。 

    ① 免許主体 模型飛行機（産業の用に供する物に限る。以下同じ）を

用いて映像の伝送を行う者であること。 

    ② 無線局の種別 携帯局であること。 

    ③ 通信方式 単行通信方式又は同報通信方式であること。 

    ④ 通信の相手方 免許人所属の受信設備であること。 

    ⑤ 移動範囲 模型飛行機を用いて映像を伝送するために必要な区域

であること。 

    ⑥ 変調方式 周波数変調又は位相変調であること。 

    ⑦ 占有周波数帯 15MHz以下であること。 

     幅の許容値 

    ⑧ 空中線電力 1W以下であること。 

    ⑨ 空中線利得 2.15dBi以下であること。 

    ⑩ 電波の偏波面 垂直又は水平であること。 

 （２）装置の諸元を表 13-1に示す。 

表 13-1 画像伝送用携帯局の諸元 

送信装置  

 送信周波数 1281.5MHz 
 占有周波数帯幅 6MHz 幅（実用上多く使用される） 
 電波形式 F3F 
 最大出力 1W 
 周波数制御 PLL 方式 
 映像変調方式 可変リアクタンス周波数変調 
 最高映像周波数 4.2MHz 
 映像入力 NTSC 1Vp-p 
受信装置  

 受信周波数 1281.5MHz 
 受信感度 -70dBm 
 映像復調方式 PLL 復調方式 
 映像出力 NTSC 1Vp-p 
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２ 画像伝送用携帯局と 1.2GHz帯 FPUの周波数関係 

表 13-2 画像伝送用携帯局と 1.2GHz帯 FPUの周波数関係 

無線システム 使用周波数（MHz） 周波数関係 
画像伝送用携帯局 1,281.5（中心周波数） 周波数共用 

与干渉／被干渉 1.2GHz帯 FPU 1,240 – 1,300 
 

３ FPU被干渉検討（上り回線） 

  画像伝送用携帯局から４Ｋ・８Ｋ用 FPU 上り回線への干渉については、室内実

験を実施して所要 D/Uを求めた。 

  また、画像伝送用携帯局から４Ｋ・８Ｋ用 FPU下り回線への干渉、および４Ｋ・

８Ｋ用 FPU上り/下り回線から画像伝送携帯局への干渉については、放送システム

委員会報告書（平成 25年 1月 25日）の所要 D/Uを引用した。 

 

 （１）画像伝送用携帯局から４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）への干渉 

   ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）を希望波、画像伝送用携帯局を妨害波とし、同

一帯域（帯域内）および上隣接帯域（帯域外）で共用した場合について、所要 D/U

の測定を行った。 

   FPU受信機入力レベルを標準受信電力（-57dBm）となるよう FPU送信機の送信

出力を調整し、画像伝送用携帯局の送信レベルを可変して４Ｋ・８Ｋ用 FPU の

受信 BER＝2×10-4となる D/U比を測定した。 

   なお、測定系統は、図 13-1のとおりである。 

  ① 同一帯域（帯域内） 

   ・表 13-2 の測定諸元、図 13-1 に希望波と妨害波の周波数配置を示す。これ

らは、放送システム委員会報告書（平成 25 年 1 月 25 日）の実験条件に準

じた。 

   ・2.3GHz帯の機材を用いたため、FPUの中心周波数を 2359MHzとした。 

   ・妨害波（画像伝送）の周波数は、1075.5MHzを加算する設定とした。 

   ・妨害波（画像伝送）には、映像信号（NTSCカラーバー）を FM変調されたも

のを使用し、周波数スペクトルを見ながら占有帯域幅が 6MHzになるように

周波数偏移を調整した。 

表 13-2 測定諸元 

項目 希望波（FPU） 妨害波(画像伝送) 
周波数 1283.5MHz 1281.5MHz 

送信電力 25W - 
受信電力 -57dBm - 
変調方式 4x4 SVD-MIMO FM(最高映像周波数 4.2MHz) 

占有帯域幅 17.5MHz 最大 6MHz 
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図 13-1 希望波と妨害波の周波数配置（実験は 2.3GHz帯内） 

 

   ・４Ｋ・８Ｋ用 FPUの受信 BERと D/U比の測定結果を示す。 

 
   図 13-2 画像伝送用携帯局からの被干渉（D/U比・受信 BER） 
   ・図 13-2の測定結果から、伝搬モデルにおける所要 D/U比を示す。 

表 13-3 各モデルにおける所要 D/U（画像伝送用携帯局） 

伝搬モデル 希望波の周波数 妨害波の周波数 所要 D/U[dB]BPFon 

郊外 A低相関 1283.5 MHz 1281.5 MHz 27.5 

郊外 A典型相関 1283.5 MHz 1281.5 MHz 33.3 

都市部 A低相関 1283.5 MHz 1281.5 MHz 29.8 

都市部 A典型相関 1283.5 MHz 1281.5 MHz 33.3 

  ② 隣接周波数（帯域外） 

（フルモード） 

1281.5MHz （ ★2357.0MHz ） 

妨害波（画像伝送） 

希望波（FPU） 1283.5MHz （ ★2359.0MHz ） 

6

M

H

z 

周

波

数 
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   ・FPU の送信周波数を変更し、希望波と上隣接妨害波との周波数差（Δf）設

定と所要 D/Uとの関係を測定した。 

   ・希望波と妨害波の周波数配置 

    希望波（FPU）周波数：fcMHz 

    上隣接妨害波（画像伝送）周波数：fi=fc+ΔfMHz 

   ・fc=2359MHz とし、Δf=9、11、13MHz の場合について、Δf と所要 D/U の測

定を行った。 

 

 
図 13－３ 所要 D/U測定における希望波と妨害波の周波数配置 

 

   ・４Ｋ・８Ｋ用 FPUの受信 BERと D/U比の測定結果を示す。 

表 13-4 各モデルにおける所要 D/U（画像伝送用携帯局） 

伝搬モデル 希望波と上隣接妨害波

との周波数差（Δf） 
所要 D/U[dB] 

BPFon 

郊外 A低相関 

9 MHz 14.74 

11 MHz 1.74 

13 MHz -19.26 

郊外 A典型相関 

9 MHz 21.44 

11 MHz 8.54 

13 MHz -13.26 

都市部 A低相関 

9 MHz 15.54 

11 MHz 1.54 

13 MHz -18.46 

都市部 A典型相関 

9 MHz 19.94 

11 MHz 5.94 

13 MHz -16.06 

   ・画像伝送携帯局の周波数は 1281.5MHz に固定され、FPU の周波数は 1MHz 単

位で設定ができる。離隔距離の計算では、FPUの周波数が 1272(Δf=9.5) 、

希望波（FPU） 

（フルモード） 

fc（ =2359MHz ） 

妨害波（画像伝送） 

6

M

H

z

Δf  

fi=fc+Δf  周

波

数 
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1270 (Δf=11.5)、1269 (Δf=12.5) MHzの場合を計算した。図 13-4に離隔

距離の計算における希望波と妨害波の周波数配置を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図 13-4 離隔距離の計算における希望波と妨害波の周波数配置 

    表 13-5 各モデルにおける所要 D/Uの線形内挿の値 

伝搬モデル 希望波と上隣接妨害波

との周波数差（Δf） 
所要 D/U[dB] 

BPFon 

郊外 A低相関 

9.5 MHz 13.56 

11.5 MHz 0.50 

12.5 MHz -4.18 

郊外 A典型相関 

9.5 MHz 20.26 

11.5 MHz 7.30 

12.5 MHz 2.60 

都市部 A低相関 

9.5 MHz 14.35 

11.5 MHz 0.31 

12.5 MHz -4.35 

都市部 A典型相関 

9.5 MHz 18.75 

11.5 MHz 4.70 

12.5 MHz 0.00 

 

４ FPU被干渉検討（下り回線） 

  ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）では、伝送方式として、現行 FPUと同じ STTC-MIMO

方式を用いている。そのため、放送システム委員会報告書（平成 25年 1月 25日）

に記載されている所要 D/U を引用する。ただし、現行 FPU に対して、受信アンテ

ナが 2 本から 4 本に増えたことによるブランチ合成利得の増分 3dB を勘案した補

正値により所要 D/Uとした。 
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表 13-6 所要 D/U 

妨害波 
所要 DU比 

放送システム委員会報告

書（H25.1.25）の値 補正後の値 

画像伝送用携帯局 9 dB 6 dB 

 

５ FPU与干渉検討（上り回線／下り回線） 

  ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線／下り回線）の送信信号の占有帯域幅や周波数スペ

クトルの形状は現行の FPUと同じであり、放送システム委員会報告書（平成 25年

1月 25日）に記載されている所要 D/Uを引用する。 

表 13-7 所要 D/U 

妨害波 所要 DU比 

４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線／下り回線） 17dB 

 

６ 画像伝送用携帯局と４Ｋ・８Ｋ用 FPUの共用条件の検討 

  ４Ｋ・８Ｋ用 FPU の運用モデルにもとづいて設定した被干渉モデルを図 13-5に、

与干渉モデルを図 13-6に示す。 

  それぞれ、４Ｋ・８Ｋ用 FPU の上り回線と下り回線との干渉について、離隔距

離を計算する。離隔距離の計算は、運用モデル（6 種類）、伝搬モデル（4 種類）、

妨害波が帯域内の場合（1種類）、帯域外の場合（3 種類）、の全ての組合せについ

て実施した。 
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※ ：画像伝送用携帯局送信機 

図 13-5 ４Ｋ・８Ｋ用 FPUの被干渉モデル 
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※ ：画像伝送用携帯局送信機 

図 13-6 ４Ｋ・８Ｋ用 FPUの与干渉モデル 

 

 （１）４Ｋ・８Ｋ用 FPUの被干渉（上り回線） 

  ア 離隔距離の計算にあたって下記の事項を考慮した。 

   ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）の受信電力は第４章の回線設計例から計算し、

受信電力に所要 D/Uを加味して干渉許容電力とした。 

   ・画像伝送用携帯局の送信出力は 1W、これに送信・受信アンテナの利得とそ

れぞれの給電線損失を加え、電波伝搬調査で測定された建物等の遮蔽損

15dBを考慮したものを FPUの与干渉電力とした 

   ・運用モデル４については、４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）と画像伝送用携帯
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局で送信方向が異なることから、４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）の受信アン

テナの垂直指向性利得を-15dBとした。 

   ・この与干渉電力が FPU の D/U 基準による干渉許容電力を下回るための所要

結合損を算出し、離隔距離を算出した。 

 

  イ FPU の帯域内に妨害波が存在する場合の離隔距離の計算結果を表 13-8 に示

す。所要 D/U が高いため、全体的に離隔距離が大きい。伝搬モデルによる違

いを見ると、郊外 A低相関の場合の離隔距離が最も小さい。運用モデル３は、

他のモデルに比べて受信アンテナの利得が小さく与干渉電力も小さく、回線

設計上の受信電力が高いために、離隔距離が小さくなっている。 

表 13-8 各運用モデルにおける離隔距離（帯域内、FPU上り回線・被干渉） 

伝搬 

モデル 

希望波 

周波数

[MHz] 

妨害波 

周波数

[MHz] 

所要

D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 
運用 

モデル 1 
運用 

モデル 2 
運用 

モデル 3 
運用 

モデル 4 
運用 

モデル 5 
運用 

モデル 6 
郊 外 A 

低 相 関 1283.5 1281.5 27.5 9.12 9.88 3.76 8.12 8.81 8.81 

郊 外 A 

典型相関 1283.5 1281.5 33.3 17.77 19.27 7.32 15.84 17.17 17.17 

都市部 A 

低 相 関 1283.5 1281.5 29.8 11.88 12.88 4.90 10.59 11.48 11.48 

都市部 A 

典型相関 1283.5 1281.5 33.3 17.77 19.27 7.32 15.84 17.17 17.17 

    比較のために、表 13-9に現行 FPUの離隔距離に示す。放送システム委員会

報告（平成 25 年 1 月 25 日）から引用した所要 D/U から、同じ条件で離隔距

離を計算した。４Ｋ・８Ｋ用 FPU の方が所要 D/U が高く、運用モデル３で比

較すると、離隔距離は９倍程度に拡大している。 

表 13-9（参考）現行 FPUに対する所要 D/Uと離隔距離 

現行 FPU 
所要 D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 
運用 

モデル 1 
運用 

モデル 2 
運用 

モデル 3 
運用 

モデル 4 
運用 

モデル 5 
運用 

モデル 6 

16QAM 9 1.08  1.16  0.40  0.95  1.03  3.27  

 

  ウ FPUの帯域外（上隣接）に妨害波が存在する場合の離隔距離の計算結果を表

13-10に示す。Δf=9.5MHz で、運用モデル３の郊外 A低相関の場合の離隔距離

が約 0.75kmである。Δfが大きくなるにしたがい離隔距離も減少する。 
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表 13-10 各運用モデルにおける離隔距離（帯域外、FPU上り回線・被干渉） 

伝搬 

モデル 

希望波 

周波数

[MHz] 

周波数差

Δf 

[MHz] 

所要

D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 
運用 

モデル 1 
運用 

モデル 2 
運用 

モデル 3 
運用 

モデル 4 
運用 

モデル 5 
運用 

モデル 6 

郊外 A 

低相関 

1272 9.5 13.56  1.83  1.99  0.75  1.63  1.77  1.77  

1270 11.5 0.50  0.41  0.44  0.17  0.36  0.39  0.39  

1269 12.5 -4.18  0.24  0.26  0.10  0.21  0.23  0.23  

郊外 A 

典型相関 

1272 9.5 20.26  3.96  4.29  1.63  3.53  3.83  3.83  

1270 11.5 7.30  0.89  0.97  0.37  0.79  0.86  0.86  

1269 12.5 2.60  0.52  0.56  0.21  0.46  0.50  0.50  

都市部 A 

低相関 

1272 9.5 14.35  2.01  2.17  0.83  1.79  1.94  1.94  

1270 11.5 0.31  0.40  0.43  0.16  0.36  0.38  0.38  

1269 12.5 -4.35  0.23  0.25  0.10  0.21  0.23  0.23  

都市部 A 

典型相関 

1272 9.5 18.75  3.33  3.61  1.37  2.97  3.22  3.22  

1270 11.5 4.70  0.66  0.72  0.27  0.59  0.64  0.64  

1269 12.5 0.00  0.38  0.42  0.16  0.34  0.37  0.37  

 

 （２）４Ｋ・８Ｋ用 FPUの被干渉（下り回線） 

  ア 離隔距離の計算にあたって下記の事項を考慮した。 

   ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）の受信電力は第４章の回線設計例から計算し、

受信電力に所要 D/Uを加味して干渉許容電力とした。 

   ・運用モデル１（固定伝送）では、受信アンテナ（8素子八木）の水平指向性

により妨害波が-10dB減衰するものとした。 

   ・画像伝送用携帯局の送信出力は 1W、これに送信・受信アンテナの利得とそ

れぞれの給電線損失を加え、電波伝搬調査で測定された建物等の遮蔽損

15dBを考慮したものを FPUの与干渉電力とした（資料１の条件と同じ）。 

   ・この与干渉電力が FPU の D/U 基準による干渉許容電力を下回るための所要

結合損を出し、離隔距離を算出した。 

  イ 離隔距離の計算結果を表 13-11 に示す。運用モデル１では、受信アンテナ

の水平指向性を考慮したため、離隔距離が小さくなっている。表 13-8の上り

回線に比べて、所要 D/Uが 20dB程低く、離隔距離も小さい。 
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表 13-11 各運用モデルにおける離隔距離（FPU下り回線・被干渉） 

妨害波 所要 DU比

[dB] 

離隔距離[km] 
運用 

モデル 1 
運用 

モデル 2 
運用 

モデル 3 
運用 

モデル 4 
運用 

モデル 5 
運用 

モデル 6 
画像伝送用

携帯局  
6 0.38  1.20  0.46  0.30  0.85  1.07  

 

 （３）４Ｋ・８Ｋ用 FPUからの与干渉（上り回線、下り回線） 

  ア 離隔距離の計算にあたって下記の事項を考慮した。 

   ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り／下り回線）のアンテナ利得などは回線設計例の諸

元に従った。 

   ・画像伝送用携帯局の通常運用受信電力は平均的な運用時（伝搬距離 230m）

の受信電力-40dBmとした。 

   ・運用モデル１（固定伝送）では、送信アンテナ（上り：8素子八木、下り：

26素子八木）の水平指向性により妨害波が-10dB減衰するものとした。 

   ・画像伝送用携帯局の受信アンテナの垂直指向性による妨害波の減衰を-25dB

とした。ただし、運用モデル 4 の下り回線については、希望波も妨害波も

ヘリコプターから地上に向けた送信となるため、減衰はないものとした。 

   ・建物等による妨害波の遮蔽損を-15dB見込んだ。 

   ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）にはビームフォーミング利得 6dBを見込んだ 

 

  イ ４Ｋ・８Ｋ用 FPU 上り回線での離隔距離の計算結果を表 13-12 に、下り回

線の計算結果を表 13-13 に示す。両者の離隔距離は同程度である。下り回線

の運用モデル 4 は、受信アンテナの垂直指向性による減衰が考慮されていな

いため、離隔距離が大きくなっている。 

表 13-12 各運用モデルにおける離隔距離（FPU上り回線・与干渉） 

妨害波 所要 DU比

[dB] 

離隔距離[km] 
運用 

モデル 1 
運用 

モデル 2 
運用 

モデル 3 
運用 

モデル 4 
運用 

モデル 5 
運用 

モデル 6 

４Ｋ・８Ｋ用 FPU 

（上り回線） 17 0.14  0.26  0.20  0.11  0.03  0.03  

表 13-13 各運用モデルにおける離隔距離（FPU下り回線・与干渉） 

妨害波 所要 DU比

[dB] 

離隔距離[km] 
運用 

モデル 1 
運用 

モデル 2 
運用 

モデル 3 
運用 

モデル 4 
運用 

モデル 5 
運用 

モデル 6 

４Ｋ・８Ｋ用 FPU 

（下り回線） 17 0.14  0.28  0.22  2.27  0.04  0.03  
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  ウ 比較のために、表 13-14 に現行 FPU の離隔距離に示す。放送システム委員

会報告（平成 25 年 1 月 25 日）から引用した所要 D/U から、同じ条件で離隔

距離を計算した。４Ｋ・８Ｋ用 FPU の離隔距離は現行 FPU の 2 倍程度になっ

ていることが分かる。両者の違いは、FPU受信アンテナの利得、受信電力、所

要 D/Uの違いによるものである。 

表 13-14（参考）各運用モデルにおける離隔距離（現行 FPU与干渉） 

妨害波 所要 DU比

[dB] 

離隔距離[km] 
運用 

モデル 1 
運用 

モデル 2 
運用 

モデル 3 
運用 

モデル 4 
運用 

モデル 5 
運用 

モデル 6 

現行 FPU 17 0.07  0.13  0.11  0.06  0.01  0.01  

 

７ 考察 

 （１）離隔距離を図 13-7に示す。 

    図中の点線矢印は干渉を与える方向であり、数値は離隔距離(km)を示して

いる。運用モデル５、６では、中継車が基地局となっている。Tx、Rx は画像

伝送用携帯局の送信機、および受信機である。 

    また、比較のために、図 13-8に現行 FPUの離隔距離を示す。 
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①４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）被干渉 

②４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）与干渉 

③４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）被干渉 

④４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）与干渉 

             ※ ③ については、６．１．２（４）で述べた理由に

より郊外 A低相関の離隔距離を図に示した。 

図 13-7 ４Ｋ・８Ｋ用 FPUと画像伝送携帯局との離隔距離(km) 

 

 
図 13-8（参考）現行 FPUと画像伝送携帯局との離隔距離(km) 

 

 （２）４Ｋ・８Ｋ用 FPU移動局と画像伝送用携帯局との干渉 

    図 13-7の①４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）被干渉の離隔距離は 0.3～1.2km

である。②４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）与干渉では 0.03～0.26km であり、

図 13-8の現行 FPU与干渉の離隔距離 0.01～0.13kmの２倍程度となった。 

 

 （３）４Ｋ・８Ｋ用 FPU基地局と画像伝送用携帯局との干渉 

    図 13-8 の現行 FPU 被干渉の離隔距離は 0.4～3.27km である。一方、図 13-

7 の③４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）被干渉では、離隔距離が 3.76～9.8８Ｋ

mに拡大しており、４Ｋ・８Ｋ用 FPUの運用にあたっては運用調整が必要にな

ると考えられる。 

    ④４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）与干渉については、運用モデル４の離隔距

離が 2.27kmであり、運用調整が必要な場合もあると考えられる。その他の運

用モデルの離隔距離は 0.03～0.3８Ｋmであった。 
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 （４）帯域外、帯域端での干渉 

    表 13-10に４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）被干渉の帯域外での離隔距離を示

した。その中で、郊外 A低相関のΔf=9.5MHzの場合、離隔距離は 0.75～1.99km

である。画像伝送用携帯局は占有帯域幅が広く、送信周波数が FPU の帯域端

に位置する場合でも、離隔距離が 1.5kmを越える場合がある。 

 

８ まとめ 

  FPUが画像伝送用携帯局の免許人と周波数を共用して運用していくためには、

双方の運用状況にあわせて、運用の調整が必要となる場合が生じる。その際に

は、従来と同じく、無人ヘリテレ推進協議会等関係団体などを通して、画像伝送

用携帯局の免許人との間で、使用時間帯、運用場所などの運用調整を行う仕組み

を整えておくことは有効な手段となる。また、運用調整が十分行えなかった場合

の対応策として、FPUの送信電力や送信周波数の調整、送信周波数帯の変更につ

いても検討しておく必要があると考えられる。 

  なお、画像伝送用携帯局は、マラソンや駅伝の開催時にコース近傍で運用する

ことはまれと考えられ、上記対応により FPUと画像伝送用携帯局で周波数の共用

は可能であると考えられる。 

 

９ 参考 

  ４Ｋ・８Ｋ用 FPU と画像伝送用携帯局との離隔距離の計算経過について、その

一部を参考、掲載する。 

 

 ○ 4K･８ＫFPU（上り回線）の被干渉（郊外 A低相関） 

  

（運用モデル１～３） 
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（運用モデル４～６） 

 
 ○ 4K･８ＫFPU（下り回線）の被干渉 

  （運用モデル１～６） 
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 ○ 4K･８ＫFPU（上り回線）からの与干渉 

 
 ○ 4K･８ＫFPU（下り回線）からの与干渉 
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（参考資料 14）  

 

アマチュア無線局との干渉検討 
 

１ アマチュア無線局の概要 

  アマチュア無線局は 1.2GHz帯では 1,260～1,300MHzが割り当てられており、

このうちレピータ局、移動局、月面反射通信について、干渉検討を行った。 

  なお、アマチュア無線局は二次業務であることから、FPUの被干渉のみ検討を

行った。 

 （１）アマチュア無線 

   ア アマチュア無線レピータ局の諸元 

     アマチュア無線レピータ局の諸元を表 14-1に示す。1,270～1,273MHz帯

はアップリンクに、1,290～1,293MHz帯はダウンリンクに使用されている。 

表 14-1 アマチュア無線レピータ局の諸元 

周波数 変調方式 占有周波数帯幅 出力 

アップリンク 

 1.270～1,273MHz 

ダウンリンク 

 1,290～1,293MHz 

アナログ方式 FM 40kHz 以下 

10W 以下
注 デジタル

方式 

データ系 GMSK,QPSK 

4値 FSK 

150kHz 以下 

音声系 6kHz 以下 

     注 電波法関係審査基準の改正（平成 28 年）により、1.2GHz 帯アマチュア無線レピー

タ局の空中線電力については、最大 1W となった。既存局については、設備等の変更

又は再免許までの間に対応することが求められている。 

 

   イ アマチュア無線レピータ局の免許局数 

     全国でアナログ方式、デジタル方式あわせて 407局が運用されている。 

 

   ウ アマチュア無線の周波数関係 

表 14-2 アマチュア無線レピータ局と４Ｋ・８Ｋ用 FPUとの周波数関係 

無線システム 使用周波数(MHz) 周波数関係 

レピータ局 

アップリンク 

ダウンリンク 

 

1,270～1,273 

1,290～1,293 

二次利用周波数共用 

被干渉 

1.2GHz帯 FPU 1,240～1,300  

 

   エ アマチュア無線レピータ局の送信アンテナ 

     レピータの送信アンテナは、状況により各種のアンテナが使用されてお

り、また、複数のアンテナを組み合わせて使用している場合もある。今回
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の検討では、アマチュア無線がレピータ局にアクセスしやすい無指向性ア

ンテナとして 2段コーリニアを用いる場合を想定して、検討を行った。 

 （２）1.2GHz帯アマチュア無線局（FM） 

   ア 1.2GHz帯アマチュア無線局(FM)の諸元 

     1.2GHz帯アマチュア無線局(FM)の諸元を表 14-3に示す。空中線電力につ

いては 10W以下であるが、移動して運用する場合は 1W以下となっている。 

表 14-3 1.2GHz帯アマチュア無線局（FM）の諸元 

周波数(MHz) 変調方式 出力(W) 占有周波数帯幅(kHz) 

1260-1300 FM 
固定局：10 

移動局： 1 

F1D： 2 

F2D： 3 

F3E：40 

 

   イ 送信アンテナ 

     1.2GHz帯アマチュア無線用アンテナについて、移動用として使用される

代表的なアンテナの諸元を表 14-4に示す。 

表 14-4 1.2GHz帯アマチュア移動無線用の代表的なアンテナ 

用途 長さ(cm) 周波数(MHz) 形式 利得(dBi) 

ハンディ 

4.5 144/430/1200 1/4λ単一型 － 

15 144/430/1200 1/2λ単一型 2.15 

50 50/144/430/1200 5/8λ2 段単一型 5.5 

 

 （３）月面反射通信（以下、EME：Earth-Moon-Earth） 

   ア EMEの諸元 

     月に向かって電波を輻射し、月面からの反射を利用して地上局同士で通

話する通信方式である。月までの距離が約 38万 kmあり、伝搬減衰が大き

いため、大電力送信機、高利得アンテナ及び高感度受信機を必要とする。 

    ① 送信周波数と空中線出力 

     ・アマチュア無線周波数帯: 50/144/430/1200(1295.80-1296.80MHz)､

2400/5600MHz､10.4GHz 

     ・空中線電力：最大空中線電力は、月面反射通信を行う場合に限り 500W

とし、10Wを超える空中線電力を指定する場合は、「10Wを

超える空中線電力の使用は、月面反射通信を行う場合に限

る。」旨の付款が付される。 

    ② 送信空中線の輻射方向 

     「月面反射通信を行う場合は、送信空中線の最大輻射方向の仰角は、水

平面からの見通し範囲内の山岳及び建物等の仰角の値に 6度以上加えた
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値とする。」旨の付款が付される。 

  イ 1200MHz帯 EMEの局数 

    全国は、全国で約 50局が運用されている。 

  ウ EMEの送信アンテナ 

    パラボラアンテナ、多スタック多素子八木アンテナが使用される。 

 

２ FPU被干渉検討 

  アマチュア無線局から４Ｋ・８Ｋ用 FPU 上り回線への干渉については、室内実

験を実施して所要 D/U を求めた。アマチュア無線局から４Ｋ・８Ｋ用 FPU 下り回

線への干渉については、放送システム委員会報告（平成 25 年 1 月 25 日）におけ

る所要 D/Uを引用した。 

 （１）アマチュア無線局レピータ局から４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）への干渉 

    ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）を希望波、アマチュア無線局を妨害波とし、

同一帯域で共用した場合について、所要 D/Uの測定を行った。 

    FPU受信機入力レベルを標準受信電力（-57dBm）となるよう FPU送信機の送

信出力を調整し、アマチュア無線局の送信レベルを可変して４Ｋ・８Ｋ用 FPU

の受信 BER＝2×10-4となる D/Uを測定した。 

    ・表 14-5に測定諸元及び希望波と妨害波の周波数配置を示す。 

表 14-5 測定諸元 

項目 希望波（FPU） 
妨害波 

（アナログ方式） 

妨害波 

（デジタル方式） 

周波数 1288MHz 1290MHz 1290MHz 

送信電力 25W － － 

受信電力 -57dBm － － 

変調方式 4x4 SVD-MIMO FM QPSK 

占有帯域幅 17.5MHz  40kHz 6kHz 

 

    ・2.3GHz 帯機材を使用して実験したため、FPU の中心周波数は 2359MHz と

し、妨害波については 1.2GHz帯での周波数に 1071MHzを加算設定した。 

    ・妨害波の発生には信号発生器を用いた。アナログ方式アマチュア無線局

の信号として、占有帯域幅 40kHz の FM 信号、デジタル方式として占有帯

域幅が 6kHzの QPSK信号を用いた。 

    ・妨害波周波数はアマチュア無線レピータ局（1290～1293MHz）の周波数で

あるが、ここで得られた所要 D/Uは、移動局（1294.90～1295.80MHz）、月

面反射局（1295.80～1296.20ＭHz）の離隔距離の計算にも用いる。 

    ・アナログ方式について、D/Uと４Ｋ・８Ｋ用 FPUの受信 BERの測定結果

を図 14-1に示す。 
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図 14-1 アナログ方式アマチュア無線局からの被干渉における D/U 対 BER 

 

    ・図 14-1 の測定結果から、各伝搬モデルにおける４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り

回線）対する所要 D/Uを表 14-6に示す。 

表 14-6 各モデルにおける４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）対する所要 D/U  

伝搬モデル 希望波周波数 妨害波周波数 所要 D/U BPFon 

郊外 A低相関 1288 MHz 1290 MHz 17.5 dB 

郊外 A典型相関 1288 MHz 1290 MHz 25.5 dB 

都市部 A低相関 1288 MHz 1290 MHz 18.8 dB 

都市部 A典型相関 1288 MHz 1290 MHz 24.7 dB 

 

    ・デジタル方式について、D/Uと４Ｋ・８Ｋ用 FPUの受信 BERの測定結果を

図 14-2に示す。 
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図 14-2 デジタル方式アマチュア無線局からの被干渉における D/U 対 BER 

    ・図 14-2の測定結果から各伝搬モデルにおける所要 D/Uを表 14 ｰ 7に示す。 

表 14-7 各モデルにおける所要 D/U と離隔距離 

伝搬モデル 希望波周波数 妨害波周波数 所要 D/U BPFon 

郊外 A低相関 1288 MHz 1290 MHz 17.6 dB 

郊外 A典型相関 1288 MHz 1290 MHz 38.9 dB 

都市部 A低相関 1288 MHz 1290 MHz 21.4 dB 

都市部 A典型相関 1288 MHz 1290 MHz 35.0 dB 

 

 （２）アマチュア無線局レピータ局から４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）への干渉 

    ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）では、伝送方式として、現行 FPUと同じ STTC-

MIMO方式を用いている。そのため、放送システム委員会報告（平成 25年 1月

25日）に記載されている所要 D/Uを引用する。 

    ただし、４Ｋ・８Ｋ用 FPU については、受信アンテナが 2 本から 4 本に増

えたことによるブランチ合成利得の増分 3dB を勘案した補正値を所要 D/U と

した。 

表 14-8 ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）に対する所要 D/U 

妨害波 
所要 DU比[dB] 

放送システム委員会報告（平成 25

年 1月 25日）に記載の値 
補正後の値 

アナログ方式 -6 -9 

デジタル方式 0 -3 
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３ ４Ｋ・８Ｋ用 FPUへの干渉評価（離隔距離の計算） 

 （１）干渉モデル 

    ４Ｋ・８Ｋ用 FPUの運用モデルにもとづいて設定した被干渉モデルを図 14-

3 に示す。それぞれ、４Ｋ・８Ｋ用 FPU の上り回線と下り回線との干渉につ

いて、離隔距離を計算する。離隔距離の計算は、運用モデル（6 種類）、伝搬

モデル（4種類）の全ての組合せについて実施した。 

    なお、図 14-3 はアマチュア無線局がレピータ局の場合であるが、移動局、

月面反射局についても同じである。 

 

図 14-3 アマチュア無線局から４Ｋ・８Ｋ用 FPUへの干渉モデル 
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 （２）レピータ局からの干渉に係る離隔距離 

   ① ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）への干渉 

     離隔距離の計算にあたって下記の事項を考慮した。 

    ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）の受信電力は回線設計例から計算し受信電

力に所要 D/Uを加味して、干渉許容電力とした。 

    ・レピータ局の送信出力は 10W、送信アンテナ利得は 5.2dBi、送信アンテナ

高は 40m、送信給電線損失は 9dBとした。これに FPU受信アンテナの利得

と給電線損失を加え、建物等の遮蔽損を考慮したものを FPUの与干渉電力

とした。デジタル方式の場合は送信出力 1Wについても検討した。 

    ・運用モデル４以外では、建物等による遮蔽損を 15dBとした。 

    ・運用モデル４以外では、４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）の受信に多素子八

木アンテナを用いているので、水平面指向性による妨害波の減衰-10dBを

考慮した。 

    ・この与干渉電力が FPU の D/U 基準による干渉許容電力を下回るための所

要結合損を求め、離隔距離を算出した。 

 

     (a) アナログ方式（10W） 

       ４Ｋ・８Ｋ用 FPUの上り回線にアマチュア無線アナログレピータ局

が妨害を与える場合の離隔距離の計算結果を表 14-9に示す。運用モ

デル４（ヘリコプターとの通信）では、建物等による減衰、受信アン

テナの指向性を考慮していないため、離隔距離が大きくなっている。

伝搬モデルによる違いを見ると、典型相関より低相関の場合の離隔距

離が小さく、郊外 A低相関の場合の離隔距離が最も小さい。比較のた

めに現行 FPUの離隔距離を表 14-10に示す。 

表 14-9 アマチュア無線アナログレピータ局の離隔距離（FPU上り回線・被干渉） 

伝搬 

モデル 

希望波 

周波数

[MHz] 

妨害波 

周波数

[MHz] 

所要

D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 

運用 

モデル 1 

運用 

モデル 2 

運用 

モデル 3 

運用 

モデル 4 

運用 

モデル 5 

運用 

モデル 6 

郊外 A低

相関 
1288 1290 17.5 4.56  4.95  1.88  22.88 4.41  4.41  

郊外 A典

型相関 
1288 1290 25.5 11.47  12.43  4.73  57.47  9.15  9.15  

都市部 A

低相関 
1288 1290 18.8 5.30  5.75  2.18  26.57 5.12  5.12  

都市部 A

典型相関 
1288 1290 24.7 10.46  11.33  4.31  52.41 8.74  8.74  
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表 14-10（参考）現行 FPUに対する所要 D/Uと離隔距離 

妨害波 
現行 FPU 

変調方式 

所要

D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 

運用 

モデル 1 

運用 

モデル 2 

運用 

モデル 3 

運用 

モデル 4 

運用 

モデル 5 

運用 

モデル 6 

アナログ レ

ピータ局 
16QAM -６ 0.30 0.33 0.11 1.50 0.29 0.92 

 

     (b) デジタル方式（10W） 

       ４Ｋ・８Ｋ用 FPU上り回線にアマチュア無線デジタルレピータ局

（10W）が妨害を与えた場合の離隔距離の計算結果を表 14-11に示

す。運用モデル４（ヘリコプターとの通信）では、建物等による減

衰、受信アンテナの指向性を考慮していないため、離隔距離が大きく

なっている。伝搬モデルによる違いを見ると、郊外 A低相関の場合の

離隔距離が最も小さい。比較のために現行 FPUの離隔距離を表 14-12

に示す。この表で、運用モデル６が他のモデルと比べて離隔距離が大

きいのは、受信アンテナに無指向性の 2段コーリニアを用いているた

めである。 

表 14-11 アマチュア無線デジタルレピータ局（10W）の離隔距離（FPU上り回線・被干渉） 

伝搬 

モデル 

希望波 

周波数

[MHz] 

妨害波 

周波数

[MHz] 

所要

D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 

運用 

モデル 1 

運用 

モデル 2 

運用 

モデル 3 

運用 

モデル 4 

運用 

モデル 5 

運用 

モデル 6 

郊外 A 

低相関 
1288 1290 17.6  4.62  5.01  1.90  23.14  4.46  4.46  

郊外 A典

型相関 
1288 1290 38.9 53.63  35.45  21.86  266.79  19.80  19.80  

都市部 A

低相関 
1288 1290 21.4  7.15  7.75  2.95  35.84 6.91  6.91  

都市部 A

典型相関 
1288 1290 35.0 34.23  28.32  14.11  171.56  15.82  15.82  

表 14-12（参考）現行 FPUに対する所要 D/Uと離隔距離 

妨害波 
現行 FPU 

変調方式 

所要

D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 

運用 

モデル 1 

運用 

モデル 2 

運用 

モデル 3 

運用 

モデル 4 

運用 

モデル 5 

運用 

モデル 6 

デジタル・レ

ピータ局 10W 
16QAM 0 0.61  0.65  0.22  2.99 0.58  1.84  

 

     (c) デジタル方式（1W） 

       ４Ｋ・８Ｋ用 FPU上り回線にアマチュア無線デジタルレピータ局
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（1W）が妨害を与えた場合の離隔距離の計算結果を表 14-13に示す。

運用モデル４（ヘリコプターとの通信）では、建物等による減衰、受

信アンテナの指向性を考慮していないため、離隔距離が大きくなって

いる。伝搬モデルによる違いを見ると郊外 A低相関の場合の離隔距離

が最も小さい。比較のために現行 FPUの離隔距離を表 14-14に示す。 

表 14-13 アマチュア無線デジタルレピータ局（１W）の離隔距離（FPU上り回線・被干渉） 

伝搬 

モデル 

希望波

周波数

[MHz] 

妨害波

周波数

[MHz] 

所要

D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 

運用 

モデル 1 

運用 

モデル 2 

運用 

モデル 3 

運用 

モデル 4 

運用 

モデル 5 

運用 

モデル 6 

郊外 A  

低相関 
1288 1290 17.6  1.46  1.58  0.60  7.32  1.41  1.41  

郊外 A  

典型相関 
1288 1290 38.9 16.96  18.38  6.99  85.00  11.13  11.13  

都市部  

A低相関 
1288 1290 21.4  2.26  2.45  0.93  11.33  2.18  2.18  

都市部 A

典型相関 
1288 1290 35.0 10.82  11.73  4.46  54.25  8.89  8.89  

表 14-14（参考）現行 FPUに対する所要 D/Uと離隔距離 

妨害波 
現行 FPU 

変調方式 

所要

D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 

運用 

モデル 1 

運用 

モデル 2 

運用 

モデル 3 

運用 

モデル 4 

運用 

モデル 5 

運用 

モデル 6 

デジタル・レ

ピータ局 1W 
16QAM 0 0.19  0.21  0.07  0.94  0.18  0.58  

 

 （３）４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）への干渉（離隔距離の計算） 

    離隔距離の計算にあたって下記の事項を考慮した。 

   ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）の受信電力は回線設計例から計算し、受信電

力に所要 D/Uを加味して干渉許容電力とした。 

   ・レピータ局の送信出力は 10W、送信アンテナ利得は 5.2dBi、送信アンテナ

高は 40m、送信給電線損失は 9dBとした。これに FPU受信アンテナの利得と

給電線損失を加え、建物等の遮蔽損を考慮したものを FPU の与干渉電力と

した。デジタル方式の場合は送信出力 1Wについても検討した。 

   ・建物等による遮蔽損を 15dBとした。 

   ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）の受信アンテナに８素子八木を用いている運

用モデル１では、水平面指向性による妨害波の減衰-10dBを考慮する。 

   ・この与干渉電力が FPU の D/U 基準による干渉許容電力を下回るための所要

結合損を求め、離隔距離を算出した。 

   ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU 下り回線にアマチュア無線アナログレピータ局が妨害を
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与える場合の離隔距離の計算結果を表 14-15 に示す。上り回線の場合と比

べると、所要 D/Uが小さく、離隔距離も最大で 0.6８Ｋmとなった。 

表 14-15 アマチュア無線レピータ局の離隔距離（FPU 下り回線・被干渉） 

妨害波（レピータ

局） 

所要

D/U[dB] 

運用 

モデル 1 

運用 

モデル 2 

運用 

モデル 3 

運用 

モデル 4 

運用 

モデル 5 

運用 

モデル 6 

アナログ (10W) -9 0.11  0.34  0.13  0.08  0.24  0.30  

デジタル (10W) -3 0.21  0.68  0.26  0.17  0.48  0.60  

デジタル(1W) -3 0.07  0.21 0.08  0.05  0.15  0.19  

 

 （４）移動局からの干渉（離隔距離の計算） 

   ①４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）への干渉 

    離隔距離の計算にあたって下記の事項を考慮した。 

    ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）の受信電力は回線設計例から計算し、受信

電力に所要 D/Uを加味して干渉許容電力とした。 

    ・移動局の送信出力は 1W、送信アンテナ利得は 2.1dBi、送信アンテナ高は

2m、送信給電線損失は 1.4dB とした。これに FPU 受信アンテナの利得と

給電線損失を加え、建物等の遮蔽損を考慮したものを FPU の与干渉電力

とした。 

    ・建物等による遮蔽損を 15dBとした。 

    ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）の受信アンテナに多素子八木を用いている

運用モデル１、２、３、５，６では、水平面指向性による妨害波の減衰-

10dBを考慮する。 

    ・この与干渉電力が FPU の D/U 基準による干渉許容電力を下回るための所

要結合損を求め、離隔距離を算出した。 

    ・移動局としてアナログ方式、デジタル方式について、離隔距離の計算結果

を示す。 

 

     (a)アナログ方式 

      ４Ｋ・８Ｋ用 FPU上り回線にアマチュア無線アナログ移動局が妨害を

与えた場合の離隔距離の計算結果を表 14-16に示す。伝搬モデルによる

違いを見ると、郊外 A低相関の場合の離隔距離が最も小さい。比較のた

めに現行 FPUの離隔距離を表 14-17に示す。 
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表 14-16 アマチュア無線アナログ移動局の離隔距離（FPU 上り回線） 

伝搬 

モデル 

希望波 

周波数

[MHz] 

妨害波 

周波数

[MHz] 

所要

D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 

運用 

モデル 1 

運用 

モデル 2 

運用 

モデル 3 

運用 

モデル 4 

運用 

モデル 5 

運用 

モデル 6 

郊外 A 

低相関 
1291 1295 17.5 2.41  1.46  0.90  2.15  0.81  0.81  

郊外 A 

典型相関 
1291 1295 25.5 4.44  2.31  1.43  5.40  1.29  1.29  

都市部 A

低相関 
1291 1295 18.8 2.80  1.57  0.97  2.50  0.88  0.88  

都市部 A

典型相関 
1291 1295 24.7 4.24  2.21  1.36  4.93  1.23  1.23  

表 14-17（参考）現行 FPUに対する所要 D/Uと離隔距離 

妨害波 
現行 FPU 

変調方式 

所要 D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 

運用 

モデル 1 

運用 

モデル 2 

運用 

モデル 3 

運用 

モデル 4 

運用 

モデル 5 

運用 

モデル 6 

アナログ・

移動局 
16QAM -6 0.16  0.17  0.06  0.14  0.15  0.37  

 

     (b)デジタル方式 

      ４Ｋ・８Ｋ用 FPU上り回線にアマチュア無線デジタル移動局が妨害を

与えた場合の離隔距離の計算結果を表 14-18に示す。伝搬モデルによる

違いを見ると、やはり郊外 A低相関の場合の離隔距離が最も小さい。比

較のために現行 FPUの離隔距離を表 14-19に示す。 

表 14-18 アマチュア無線デジタル移動局の離隔距離（FPU 上り回線） 

伝搬 

モデル 

希望波 

周波数

[MHz] 

妨害波 

周波数

[MHz] 

所要

D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 

運用 

モデル 1 

運用 

モデル 2 

運用 

モデル 3 

運用 

モデル 4 

運用 

モデル 5 

運用 

モデル 6 

郊外 A低

相関 
1291 1295 17.60  2.44  1.47  0.90  2.18  0.82  0.82  

郊外 A典

型相関 
1291 1295 38.90  9.61  5.00  3.08  24.84  2.79  2.79  

都市部 A

低相関 
1291 1295 21.40  3.51  1.83  1.13  3.37  1.02  1.02  

都市部 A

典型相関 
1291 1295 35.00  7.68  4.00  2.46  16.13  2.23  2.23  
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表 14-19（参考）現行 FPUに対する所要 D/Uと離隔距離 

妨害波 
現行 FPU 

変調方式 

所要 D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 

運用 

モデル 1 

運用 

モデル 2 

運用 

モデル 3 

運用 

モデル 4 

運用 

モデル 5 

運用 

モデル 6 

デジタル移

動局 
16QAM 0 0.32  0.34  0.12  0.28  0.30  0.53  

 

   ② ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）への干渉 

     離隔距離の計算にあたって下記の事項を考慮した。 

    ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）の受信電力は回線設計例から計算し、受信

電力に所要 D/Uを加味して干渉許容電力とした。 

    ・移動局の送信出力は 1W、送信アンテナ利得は 2.1dBi、送信アンテナ高は

2m、送信給電線損失は 1.4dB とした。これに FPU 受信アンテナの利得と

給電線損失を加え、建物等の遮蔽損を考慮したものを FPU の与干渉電力

とした。 

    ・建物等による遮蔽損を 15dBとした。 

    ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）の受信アンテナに８素子八木を用いている

運用モデル１では、水平面指向性による妨害波の減衰-10dB を考慮する。 

    ・この与干渉電力が FPU の D/U 基準による干渉許容電力を下回るための所

要結合損を求め、離隔距離を算出した。 

    ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU下り回線にアマチュア無線アナログ/デジタル移動局が

妨害を与える場合の離隔距離の計算結果を表 14-20 に示す。上り回線の

場合と比べると、所要 D/U が小さく、離隔距離も最大で 0.36km である。 

表 14-20 アマチュア無線アナログ/デジタル移動局の離隔距離（FPU下り回線） 

妨害波 
所要

D/U[dB] 

運用  

モデル１ 

運用  

モデル２ 

運用  

モデル３ 

運用  

モデル４ 

運用  

モデル５ 

運用  

モデル６ 

アナログ 

移動局 
-9 0.06  0.18  0.07  0.04  0.13  0.16  

デジタル 

移動局 
-3 0.11  0.36  0.14  0.09  0.23  0.29  

 

 （５）月面反射局からの干渉（離隔距離の計算） 

   ① ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）への干渉 

     離隔距離の計算にあたって下記の事項を考慮した。 

    ・放送システム委員会報告（平成 25 年 1 月 25 日）では、アナログ方式の

運用モデル２のみを検討対象としており、前提を踏襲する。 

    ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）の受信電力は第４章の回線設計例から計算

し、受信電力に所要 D/Uを加味して干渉許容電力とした。 
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    ・月面地球局の送信出力は 500W、送信アンテナは 26素子八木アンテナ×４

（利得：24dBi、垂直面指向性：-26dB）と 4mφパラボラアンテナ（利得：

32dBi、垂直面指向性：-35dB）の 2種類、送信アンテナ高は 20m、送信給

電線損失は 9dB とした。これに FPU 受信アンテナの利得と給電線損失を

加え、建物等の遮蔽損を考慮したものを FPUの与干渉電力とした。 

    ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）の運用モデル２では受信アンテナに 12 素

子八木を用いているため、水平面指向性による-10dB、垂直面指向性-1dB

を考慮する。 

    ・この与干渉電力が FPU の D/U 基準による干渉許容電力を下回るための所

要結合損を求め、離隔距離を算出した。 

    ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU 上り回線にアマチュア無線アナログ月面地球局が妨害

を与える場合の離隔距離の計算結果を表 14-21 に示す。伝搬モデルによ

る違いを見ると、郊外 A 低相関の場合の離隔距離が最も小さい。比較の

ために現行 FPU の離隔距離を表 14-22 に示す。４Ｋ・８Ｋ用 FPU の所要

D/Uが大きく、離隔距離も 10倍以上に拡大している。 

表 14-21 アマチュア無線アナログ月面反射局の離隔距離（FPU上り回線） 

伝搬モデル 

希望波の

周波数

[MHz] 

妨害波の

周波数

[MHz] 

所要 D/U[dB] 

BPFon 

運用モデル２での離隔距離[km] 

26素子八木 x4 パラボラ(4mφ) 

郊外 A低相関 1291 1296 17.5 12.13  11.45  

郊外 A典型相関 1291 1296 25.5 19.22  18.15  

都市部 A低相関 1291 1296 18.8 13.07  12.34  

郊外 A典型相関 1291 1296 24.7 18.36  17.33  

表 14-22（参考）現行 FPUに対する所要 D/Uと離隔距離 

妨害波 
現行 FPU  

変調方式 

所要 D/U[dB] 

BPFon 

離隔距離[km] 

八木 26素子×４ パラボラ(4mφ) 

アナログ・月面反射局 16QAM -6 0.9 0.8 

 

   ② ４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）への干渉 

     離隔距離の計算にあたって下記の事項を考慮した。 

    ・放送システム委員会報告（平成 25 年 1 月 25 日）では、アナログ方式の

運用モデル２のみを検討対象としており、前提を踏襲する。 

    ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）の受信電力は第４章の回線設計例から計算

し、受信電力に所要 D/Uを加味して干渉許容電力とした。 

    ・月面地球局の送信出力は 500W、送信アンテナは 26素子八木アンテナ×４

（利得：24dBi、垂直面指向性：-26dB）と 4mφパラボラアンテナ（利得：
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32dBi、垂直面指向性：-35dB）の 2種類、送信アンテナ高は 20m、送信給

電線損失は 9dB とした。これに FPU 受信アンテナの利得と給電線損失を

加え、建物等の遮蔽損を考慮したものを FPUの与干渉電力とした。 

    ・建物等による遮蔽損を 15dBとした。 

    ・４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）の運用モデル２では受信アンテナに 12 素

子八木を用いているでは、水平面指向性による-10dB、垂直面指向性-1dB

を考慮する。 

    ・この与干渉電力が FPU の D/U 基準による干渉許容電力を下回るための所

要結合損を出し、離隔距離を算出した。 

    ・FPUの帯域内でアマチュア無線アナログ月面反射局が妨害を与える場合の

離隔距離の計算結果を表 14-23 に示す。表 14-22 の現行 FPU の場合と比

べると、所要 D/Uが小さく、離隔距離も小さい。 

表 14-23 アマチュア無線アナログ月面反射局の離隔距離（FPU下り回線） 

妨害波 
所要

D/U[dB] 

運用モデル３ 

26素子八木 x4 パラボラ(4mφ) 

アナログ 月面反射局 -9 0.72 0.64 

 

５ 考察 

  離隔距離について、レピータ局を図 14-4に、移動局を図 14-5に示す。図中の

点線矢印は干渉を与える方向であり、数値は離隔距離(km)を示している。 

  丸数字の後の A（B）は、Aがデジタル 1Wの場合の離隔距離、Bは図 14-4では

デジタル 10W、図 14-5ではアナログ 1Wの場合の離隔距離である。運用モデル

５、６では、中継車が基地局となっている。 

 （１）アマチュア無線・レピータ局 

    図 14-4の①下り回線への干渉において、離隔距離はデジタル１Wの場合で

0.05～0.21kmである。デジタル 10Wでも 0.21～0.6８Ｋmである。アナログ

10Wの離隔距離はデジタル 10Wとほぼ同じであった。離隔距離は比較的小さ

いのは、下り回線が STTC－MIMO方式を用いているためである。 
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図中の①と②は、 

①４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り回線）被干渉  

②４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線）被干渉 

また、上記の②については、郊外 A低相関の離隔距離を

記載している。 

 

図 14-4 ４Ｋ・８Ｋ用 FPUとアマチュア無線レピータ局との離隔距離(km) 

（2 つの数字：デジタル 1W(デジタル 10W) ） 

 

    ①下り回線への干渉において、離隔距離はデジタル１Wの場合で 0.05～

0.21kmである。デジタル 10Wでも 0.21～0.6８Ｋmである。アナログ 10Wの

離隔距離はデジタル 10Wとほぼ同じであった。 

    ②上り回線ではデジタル 10Wの場合と運用モデル４の場合に離隔距離が

7.32kmと大きくなっている。デジタルについては送信出力が 10Wから１Wへ

の移行が完了すれば、干渉の範囲も小さくなることが期待できる。また、運

用モデル４は移動局からヘリコプターへの伝送であり、建物等による遮蔽や

受信アンテナの指向性が考慮されておらず、離隔距離が大きくなっている。 

    比較のために、図 14-6に現行 FPUでの離隔距離を示す。離隔距離はデジ

タル 1Wの場合であり、（ ）内はレピータ局ではデジタル 10W、移動局では

アナログ 1Wの場合の離隔距離である。 
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（レピータ局：デジタル 1W(デジタル(10W) ） 

（ 移動局 ：デジタル 1W(アナログ(１W) ） 

図 14-6（参考）現行 FPUとアマチュア無線移動局との離隔距離(km) 

 

 （２）アマチュア無線・移動局 

    図 14-5の①下り回線への干渉において、離隔距離はデジタル１Wの場合で

0.09～0.36kmであり、図 14-6の現行 FPUと同程度である。 

    ②上り回線の離隔距離については、デジタル１Wの場合で 0.82～2.44kmで

ある。図 14-6の現行 FPUと比べると２倍程度に離隔距離が拡大している。 
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図 14-5 ４Ｋ・８Ｋ用 FPUとアマチュア無線移動局との離隔距離(km) 

（ 2つの数字：デジタル 1W(アナログ 1W) ） 

 

 （３）アマチュア無線・月面地球局 

    図 14-7に運用モデル２の月面地球局からの干渉について、離隔距離を示

す。表 14-21から郊外 A低相関の離隔距離を記載している。離隔距離は月面

地球局の送信アンテナが 26素子八木×4の場合であり、( )内は 4mφパラ

ボラの場合である。 

 

 

図 14-7 ４Ｋ・８Ｋ用 FPUとアマチュア無線月面地球局との離隔距離(km) 

（2 つの数字：26素子八木×4(4mφパラボラ) ） 

 

    図中の②4K‣８Ｋ用 FPUの上り回線は所要 D/Uが大きく、離隔距離も拡大

している。 
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６ まとめ 

 （１）アマチュア無線・レピータ局 

    アマチュア無線のレピータ局は、予めその設置場所を特定することが可能

である。ロードレース中継コース近傍などにレピータ局が存在し影響が予想

される場合は、FPUへの干渉を避けるため、従来と同じように、一般社団法人

日本アマチュア無線連盟などを通じて、レピータ局の運用担当者に影響時間

帯の運用調整の要請を行う。 

    運用調整が十分行えなかった場合には放送事業者は受信アンテナ操作など

により干渉を軽減する対策を行うことができる。 

    このように干渉を軽減する措置が可能であることから、FPUとアマチュア無

線レピータ局との共用は、引き続き、可能と考えられる。 

 （２）アマチュア無線・移動局 

    FPU移動中継局への干渉は現行 FPUと同程度である。これに対しては、基地

局の空中線の指向方向の管理を徹底することにより干渉を防ぐことが可能で

ある。また、FPU受信基地局の近傍でのアマチュア移動局の使用を回避するよ

う対策を行うことで干渉を軽減することが可能であり、無線局の運用を事前

に防ぐため運用情報を周知することが望ましいと考えられる。 

 （３）アマチュア無線・月面反射通信（EME） 

    月面反射通信はレピータ局と同様に予めその設置場所を特定することが可

能である。ロードレース中継コース近傍などに存在し、影響が予想される場

合は、一般社団法人日本アマチュア無線連盟などを通じて、EMEの運用担当者

に影響時間帯の運用調整を要請する。 

    なお、運用調整が十分行えなかった場合は、月面反射通信が非常に指向性

の高いアンテナが使用されていることから、放送事業者はその方向を避けて

受信アンテナ操作などを行うことで干渉を軽減する対策が十分可能である。

従って、FPUと月面反射通信で周波数を共用することは、引き続き、可能と考

えられる。 

 

７ 参考 

  ４Ｋ・８Ｋ用 FPU とアマチュア無線局との離隔距離の計算経過について、その

一部を参考、掲載する。 

 （計算例 一覧） 

  ○ レピータ（アナログ・10W）から４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り）への干渉（郊外 A低相関） 

  ○ レピータ（アナログ・10W）から４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り)への干渉 

  ○ レピータ（デジタル・ 1W）から４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り)への干渉(郊外 A低相関) 

  ○ レピータ（デジタル・ 1W）から４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り)への干渉 

  ○ 移動局（アナログ、1W）から４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り）への干渉（郊外 A低相関） 

  ○ 移動局（アナログ、1W）から４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り）への干渉 

  ○ 移動局（デジタル、1W）から４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り）への干渉(郊外 A低相関) 
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  ○ 移動局（デジタル、1W）から４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り）への干渉 

  ○ 月面反射局（アナログ）から４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り）への干渉(郊外 A低相関) 

  ○ 月面反射局（アナログ）から４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り）への干渉 

○レピータ（アナログ 10W）から４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り）への干渉（郊外 A低相関） 

  （運用モデル１～３） 

 

  （運用モデル４～６） 
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 ○ レピータ（アナログ、10W)から４Ｋ・８Ｋ用 FPU(下り)への干渉 

 
 

 ○ レピータ（デジタル１W)から４Ｋ・８Ｋ用 FPU(上り)への干渉(郊外 A低相関) 

 （運用モデル１～３） 
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 （運用モデル４～６） 

 

 

 ○ レピータ（デジタル、1W)から４Ｋ・８Ｋ用 FPU(下り)への干渉 
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 ○ 移動局（アナログ 1W）から４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り）への干渉（郊外 A低相関） 

 （運用モデル１～３） 

 

 （運用モデル４～６） 
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 ○ 移動局（アナログ、1W）から４Ｋ・８Ｋ用 FPU（下り）への干渉 

 
 

 ○ 移動局（デジタル、1W)から４Ｋ・８Ｋ用 FPU(上り)への干渉(郊外 A低相関） 

 （運用モデル１～３） 

 



226 
 

 （運用モデル４～６） 

 

 

 ○ 移動局（デジタル、1W)から４Ｋ・８Ｋ用 FPU(下り)への干渉 
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○ 月面反射局（アナログ）から４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り）への干渉(郊外 A低相関) 

 

 

○ 月面反射局（アナログ）から４Ｋ・８Ｋ用 FPU(下り)への干渉 
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（参考資料 15） 

 

準天頂衛星システムとの干渉検討 
 
１ 準天頂衛星システムとの干渉検討の概要 
  ４Ｋ・８Ｋ用 FPU が準天頂衛星システムの受信に与える干渉について、室内実

験を実施し、その結果から影響度を考察した。さらに、検討結果を検証するために

野外実験を実施し、その共用条件についてまとめた。 

  それぞれの実験概要については、以下のとおりである。 

 （室内実験） 

  準天頂衛星システムの信号シミュレータを用いて、４Ｋ・８Ｋ用 FPUの上り回

線及び下り回線が準天頂衛星の受信に干渉を与える場合の所要 D/Uを求めた。ま

た、実験にあたっては、TDD方式の効果を検証した。 

 

 （影響度の検討） 

  衛星通信システム委員会報告（平成 28年 6月 30日）において、現行 FPUと準

天頂衛星システムとの共用検討が報告されている。同報告における検討方法にし

たがって、室内実験の結果から離隔距離を算出するとともに、共用条件における

影響度の検討を行った。検討にあたっては、上り回線におけるビームフォーミン

グ効果を考慮するとともに、FPU送信電力を最大とした最悪ケースにおける影響

度として、算出している。 

 
 （野外実験） 

  影響度の妥当性を検証するために、実際の伝搬環境での離隔距離を実測し、ビ

ームフォーミングによる効果等について、検証を行った。 

 

２ 干渉モデル 

  衛星通信システム委員会報告（平成 28年 6月 30日）において、FPU被干渉に

ついては、机上検討により D/U が 42.2dB 程度となる結果が得られている。ま

た、FPU受信機の熱雑音に対して、衛星信号の電力密度はノイズフロア以下であ

り、干渉は発生しないことが確認されている。 

  そこで、本検討では FPU与干渉のみを検討対象とすることとする。図 15-1に

干渉モデルを示す。 
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図 15-1 FPU 与干渉モデル 

 
３ 準天頂衛星の周波数関係等について 

 （１）周波数関係 

    準天頂衛星システム及び４Ｋ・８Ｋ用 FPUの周波数配置関係を示す。４Ｋ・

８Ｋ用 FPU に対して、準天頂衛星側の L6 及び L2 二つの信号が重複している

が、L2信号は周波数帯域の重複が小さく、L6信号が干渉影響を受けない条件

では L2信号も干渉を受けないと考えられるので、試験検証においては、L6信

号を検討対象とする。 

 

 

 

 
 
 
 
 

図 15-2 周波数配置関係 
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 （２）準天頂衛星受信機の仕様例について 

    表 15-1 受信器の仕様例 

項目 仕様 

周波数範囲（MHz） 1278.75±21 

受信アンテナ出力端における狭帯域干

渉限界(追尾モード時)（dBW） -119 

受信アンテナ出力端における広帯域干

渉限界(追尾モード時)（dBW/MHz） -121 

受信機 LNA飽和レベル（dBW） -70 

受信機破壊レベル(dBW) -20 

 

 （３）時分割複信による信号長について 

    ４Ｋ・８Ｋ用 FPU は TDD 方式（時分割複信方式）を用いて、双方向に通信

する方式である。表 15-2に上り/下りの時間幅を UL長、DL長として示す。今

回は 1～４の信号長と現行 FPU相当である連続信号の場合について、所要 D/U

を求めた。 

    表 15-2 TDD方式による上り信号/下り信号の時間幅 

 TDD長[ms] UL長[ms] DL長[ms] 

連続    

1 2.18 1.91 0.28 

2 2.42 2.12 0.30 

3 2.95 2.55 0.41 

4 4.16 3.77 0.39 

 

４ 干渉検討について 

 （１）室内試験 

   ア 室内試験の概要 

     準天頂衛星システムの信号シミュレータを用いて、４Ｋ・８Ｋ用 FPU の

上り回線及び下り回線が受信に干渉を与える場合の所要 D/U を求めた。受

信機モニター用 PC は L6 信号の受信状況をモニターすることができ、正受

信の判定や C/N0[dBHz]の測定値を取得することができる。 
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図 15-3 室内実験の系統 

 

    この実験系統を用いて、FPU 与干渉に対して、L6 信号が正しく受信された

時のアンテナ入力端 FPU電力を測定した。測定手順は次のとおりである。 

    ・受信機入力段における希望波電力（L6信号）の基準レベルを設定 

    ・信号発生器からの干渉波（FPU信号）のレベルを可変 ATT1で設定 

    ・可変 ATT2 により干渉波レベルを可変し、受信機モニター用 PC で測定し

た L6信号の C/N0値からアンテナ入力端の FPU電力に換算 

 

   イ 測定結果と離隔距離の試算 

    ①上り回線 

     表 15-4 に上り回線の場合の検討結果を示す。No.1～４の UL 長と連続波

について、受信限界となるアンテナ入力端での FPU電力の測定結果を示す。

また、測定結果及び表 15-3試算条件から計算した離隔距離を示す。 

     試算では、衛星通信システム委員会報告（平成 28 年 6 月 30 日）と比較

するために、送信アンテナに利得 0dBiのアンテナを用いた。実際の FPU で

は、送信アンテナ利得や指向性などを加味するが、比較検証のため、同条件

で検討している。 

      表 15-3 離隔距離の試算条件 

項目 値 

FPU周波数 1279.0MHz 

FPU送信電力 25.0 W 

FPUアンテナゲイン 0.0 dBi 
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     離隔距離の算出では、伝搬モデルとして、自由空間モデル、平面大地モデ

ル、Losモデル、奥村カーブによる計算も行った。平面大地モデルでは、送

信アンテナ高は 2.5m、受信アンテナ高は 2mとして計算した。Losモデルは

主に見通しのある場所での電波伝搬を模擬したモデルである。奥村カーブ

は、見通しが遮られている環境では、受信電力が距離の 3.5～4乗に従うモ

デルである。 

表 15-4 上り回線の検討結果 

No. 

TDD

長

[ms] 

UL 長

[ms] 

ﾃﾞｭｰﾃｨ

ｰ比[%] 

受信限界と

なるｱﾝﾃﾅ入

力端の FPU

電力[dBW] 

離隔距離[m] 

自由空間 

モデル 

平面大地 

モデル 
LoSモデル 奥村カーブ 

連続       -114.3 48385.0  3600.1  

upper 2406.7  n=3.5 475.3  

median 1703.8  n=4.0 220.0  

lower 761.1      

1 2.18 1.91 87.6  -111.3 34253.9  3029.1  

upper 2025.0  n=3.5 390.2  

median 1433.6  n=4.0 185.1  

lower 640.4     

2 2.42 2.12 87.6  -111.3 34253.9  3029.1  

upper 2025.0  n=3.5 390.2  

median 1433.6  n=4.0 185.1  

lower 640.4     

3 2.95 2.55 86.4  -110.3 30528.8  2859.7  

upper 1911.7  n=3.5 365.3  

median 1353.4  n=4.0 174.7  

lower 604.5      

4 4.16 3.77 90.6  -111.3 34253.9  3029.1  

upper 2025.0  n=3.5 390.2  

median 1433.6  n=4.0 185.1  

lower 640.4      

     衛星通信システム委員会報告（平成 28年 6月 30日）では、FPU送信信号

が連続波の場合について、受信限界となるアンテナ入力端の FPU 電力が-

116dBW、平面大地モデルでの離隔距離が約 4000mとしている。表 15-4の連

続波の項では、-114.3dBW、3600m（平面大地モデル）であり、概ね一致した

結果が得られた。 

    ②下り回線 

     下り回線の検討結果を表 15-5 に示す。上り回線と比較すると、TDD によ

るデューティー比率が小さくなるに従って、受信限界となるアンテナ入力

端の FPU電力が大きくなっている。下り回線においては、QZSS信号は４Ｋ・

８Ｋ用 FPUの干渉を受けにくいことが示されている。 
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表 15-5 下り回線の検討結果 

No. 
TDD長

[ms] 

DL 長

[ms] 

ﾃﾞｭｰﾃｨ

ｰ比[%] 

受信限界と

なるｱﾝﾃﾅ入

力端の FPU

電力[dBW] 

離隔距離[m] 

自由空間 

モデル 

平面大地 

モデル 
LoSモデル 奥村カーブ 

1 2.18 0.28 12.8  -77.3 683.5  427.9  

upper 286.0  n=3.5 41.7  

median 202.5  n=4.0 26.1  

lower 90.5      

2 2.42 0.30 12.4 -76.3 609.1  403.9 

upper 270.0  n=3.5 39.0  

median 191.2  n=4.0 24.7  

lower 85.4      

3 2.95 0.41 13.9  -77.3 683.5 427.9  

upper 286.0  n=3.5 41.7  

median 202.5  n=4.0 26.1  

lower 90.5      

4 4.16 0.39 9.4 -74.3 483.8  360.0  

upper 240.7  n=3.5 34.2  

median 170.4  n=4.0 22.0  

lower 76.1      

 
   ウ QZSS信号と TDD方式について 

     試験結果において受信限界となるアンテナ入力端の FPU 電力は、連続の

場合が-114.3dBWであるのに対して、No.1の上り回線では-111.3dBW、下り

回線では-77.3dBW であり、干渉の影響はそれぞれ-3dB、-37dB ほど小さく

なっている。 

     QZSS 信号のシンボル長が約 4ms に対して、４Ｋ・８Ｋ用 FPU のシンボル

長（TDD長）は 2.18ms、UL長は 1.91ms、DL 長は 0.28msである。QZSS信号

の 1 シンボルと FPUの 2 シンボルがほぼ同程度であり、QZSS 信号の 1 シン

ボルが干渉を受けるのは ULについては 1.91×2=3.82ms、DLについては 0.28

×2=0.56msの時間幅のみとなり、それ以外の時間区間では干渉を受けない。

この干渉を受けない区間があるために、シンボル誤り率も小さくなること

が考えられる。 

     但し、間欠的な送信のデューティー比率との定量的な干渉低減効果の関

係については、受信機毎に異なる可能性もあることに留意することが必要

である。 

 

５ ４Ｋ・８Ｋ用 FPUによる準天頂衛星システムへの影響度について 

 （１）検討前提について 

    他の無線システムとの干渉検討においては、運用モデル３を典型的な運用

形態として干渉検討を行っており、準天頂衛星システムに関しても同様によ

り検討を進める。 
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    検討にあたり、現行 FPU と４Ｋ・８Ｋ用 FPU の送信諸元（運用モデル３）

を表 15-6に示す。 

表 15-6 現行 FPUと４Ｋ・８Ｋ用 FPU（運用モデル３）の送信諸元 

パラメータ 
４Ｋ・８Ｋ用 FPU（運用モデル

３） 
現行 FPU 

上り回線 下り回線 単方向通信 
送信電力[W] 25 25 25 
送信アンテナ ２段コーリニア ８素子八木 ２段コーリニア 
送信アンテナ利得 5.2 dBi 12 dBi 5.2 dBi 
ビームフォーミング利得 6dB 0 dB 0 dB 

    ４Ｋ・８Ｋ用 FPUの離隔距離は、衛星通信システム委員会報告（平成 28年

6 月 30 日）における現行 FPU の離隔距離について、この表を基づいて補正す

ることにより求めることとした。 

 

 （２）離隔距離の算出条件 

    衛星通信システム委員会報告（平成 28 年 6 月 30 日）における離隔距離、

および室内実験結果（表 15-4、表 15-5）から、４Ｋ・８Ｋ用 FPUの離隔距離

を算出する。算出にあたっての条件を以下の(a)～(c)にまとめる。 

  （a）現行 FPUの離隔距離 

    衛星通信システム委員会報告（平成 28年 6月 30日）における離隔距離（都

市部、郊外部）は、以下のとおりである（uは都市部、sは郊外部を示す）。 

    ・都市部離隔距離（Lu）： 830m 

    ・郊外部離隔距離（Ls）：1230m  

  （b）受信限界となるアンテナ入力端の FPU受信電力 

    室内試験において、TDD 長=2.18[ms]の場合、受信限界となるアンテナ入力

端の FPU受信電力は、以下のとおりである。 

    ・連続    ：-114.3dBW 

    ・上り回線：-111.3dBW 

    ・下り回線： -77.3dBW 

    この中で、「連続」は４Ｋ・８Ｋ用 FPUを現行 FPUとして動作させた場合で

あり、（a）の離隔距離に相当する。したがって、４Ｋ・８Ｋ用 FPU（上り回線、

下り回線）における離隔距離は、FPU受信電力の比率で補正することができる。 

    それぞれの補正係数は次のようになる。 

    ・上り TDD補正係数= (-114.3dBW)-(-111.3dBW)=-3dB（真数：0.71） 

    ・下り TDD補正係数= (-114.3dBW)–(-77.3dBW)=-37dB（真数：0.014） 

    受信電力は離隔距離の2乗に反比例するため、例えば補正係数が-3dBの場合には、
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真数は�10^(−3/10))のように計算される。 

  （c）ビームフォーミング利得 

    上り回線については、ビームフォーミング利得により FPUの受信電力が 6dB増加す

ることから、次のような補正を行う。 

    ・ビームフォーミング利得   6dB（真数：2） 

  （d）送信アンテナ利得 

     送信諸元（表 15-6）における送信アンテナ利得の違いを以下のとおり、補正する。 

    ・上り送信アンテナ利得補正係数：5.2dB-5.2dB=0dB（補正なし） 

    ・下り送信アンテナ利得補正係数：12dB-5.2dB=6.8dB（真値：2.19） 

 

 （３）４Ｋ・８Ｋ用 FPUの離隔距離の算出 

    衛星通信システム委員会報告（平成 28 年 6 月 30 日）の離隔距離を前項算

出条件にもとづいて補正する（添え字の UL は上り回線、DL は下り回線を示

す。 

    なお、衛星通信システム委員会報告（平成 28 年 6 月 30 日）と同様に、算

出条件に 10%のマージンを見込んだ離隔距離により検討した。 

  （a）都市部 

    ・上り回線の離隔距離(Lu_UL) 

     =Lu×マージン(1.1)×ビームフォーミング利得×上り TDD補正係数 

     =830[m]×1.1×2×0.71=1296.5[m] 

    ・下り回線の離隔距離(Lu_DL ) 

     = Lu×下り TDD補正係数×下り送信アンテナ利得補正係数 

     =830[m]×1.1×0.014×2.19=28[m] 

  （b）郊外部 

    ・上り回線の離隔距離(Ls_UL) 

     = Ls×マージン(1.1) × ビームフォーミング利得×上り TDD補正係数 

     = 1230[m] × 1.1 × 2× 0.71 = 1921.3[m] 

    ・下り回線の離隔距離(Ls_DL ) 

     = Ls×マージン(1.1)×下り TDD補正係数×下り送信アンテナ利得補正係数 

     = 1230[m] × 1.1 × 0.014 × 2.19 = 41.5[m] 

 

 （４）影響度の算出 

   ア 計算式等について 

    ４Ｋ・８Ｋ用 FPU の離隔距離から影響度を算出する。影響度は、衛星通信

システム委員会報告（平成 28 年 6 月 30 日）に記載されている計算式を用い

る。計算式を示す。 
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[FPU による準天頂衛星システムへの影響度] = [離隔面積] / [携帯電話

のカバーエリア面積 ] × [FPU の使用時間] / [365（日）×24（時間）] 

 
    離隔面積は FPU 送信機から離隔距離離れたエリアの面積であり、４Ｋ・８

Ｋ用 FPU の場合は、ロードレースのコース沿い、および基地局の周りがその

エリアとなる。離隔面積の計算モデルを図 15-4 に示す。これに対し、1 年間

に国内でテレビ中継されるロードレースや報道番組それぞれについて計算し、

全てを合算して最終的な影響度とする。 

    離隔面積（S ）は、SM （ロードレースコースに沿った離隔面積）と SB（基

地局による離隔面積）の和となる。 

 

    SM ：ロードレースコースに沿った離隔面積 

    SB ：基地局による離隔面積 

    S = SM ＋ SB 

     SM= 2Lu_UL ×Du＋ 2Ls_UL ×Ds 

     SB=（Nu ×(Lu_DL/2)
2＋ Ns ×(Ls_DL/2)

 2）×π 

Lu_UL ：離隔距離（上り回線、都市部）  

Ls_UL ：離隔距離（上り回線、郊外部）  

Du：全走行区間における都市部に相当する距離 

Ds ：全走行区間における郊外部に相当する距離 

Lu_DL ：離隔距離（下り回線、都市部）  

Ls_DL ：離隔距離（下り回線、郊外部）  

Nu：都市部の基地局数 

Ns：郊外部の基地局数 

 

図 15-4 離隔面積の計算モデル 
 
    なお、ロードレースごとのコース距離や都市部／郊外部の区分け情報、使

用時間などの統計データについては、衛星通信システム委員会報告（平成 28

年 6 月 30 日）の検討で使用した統計データを用いた。統計データの中には、

災害などでの報道対応も考慮されている。また、基地局数については、放送技

術専門誌（「放送技術」、No.4、2018、および、No.5、2009）のロードレース中

継システムの構成に係る記事の中で、4～26か所の受信基地局を設置している
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ことが紹介されている。今回の影響度の計算では、最大値に近い数として、基

地局を 20カ所として計算した。 

   イ 計算結果について 
    影響度は下記の通りとなった。 

    影響度＝0.0073% 

    衛星通信システム委員会報告（平成 28 年 6 月 30 日）に記載されている現

行 FPUの影響度総和が 0.0052%であることと比べて、影響度の大きな増加は認

められないことから、引き続き、許容範囲内であると考えられる。 

    基地局から送信される FPU 下り回線は、間欠的な送信の低デューティーに

よる実質的な干渉低減効果が期待できるため、FPU 上り回線に比べて 1/50 程

度と小さい隔離距離が期待できる。このため、準天頂衛星システムの移動受

信局については、下り回線が離隔面積に占める割合は 0.02%程度となり、その

影響は FPU上り回線に比べて十分小さい。 

    ４Ｋ・８Ｋ用 FPU では、ロードレース時にコースに設置された複数の基地

局から受信に最適な基地局を選択して、FPU移動局の走行にあわせて上り回線

を受信して、当該の基地局から下り回線を送信する。受信基地局は次々とハ

ンドオーバしてコース全体をカバーしている。また、上り回線を受信する基

地局では、移動局に合わせてアンテナ指向性を向けて追尾することが基本で

あり、基地局からの送信位置は固定であるが、基地局から送信される FPU 下

り回線は、準天頂衛星システム移動受信機に対しての干渉の影響としては FPU

移動局と同等の扱いが可能である。 

 （５）野外実験 
    野外実験の中で離隔距離を実測した。 
   ア 実験概要 

     移動局、基地局から電波を発射し、上り回線と下り回線の離隔距離をそ

れぞれ実測する。実測では、準天頂衛星受信機を搭載した実験車を走行さ

せ、移動局と基地局とが混在する干渉モデル図 15-5 において C/N0 とフレ

ームエラー及び計測位置のログを記録する。 

 

図 15-5 干渉モデル 
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図 15-5 実験車における準天頂衛星システム受信系統 

 

     また、４Ｋ・８Ｋ用 FPUの上り回線／下り回線の実験パラメータ及び実

験で用いた QZSS受信機の諸元を以下に示す。 

表 15-7 実験で用いた準天頂衛星受信機の諸元 

 項 目 内 容 

測

位

受

信

機 

型名 GALY-10000 
受信信号 GPS: L1-C/A、SBAS: L1-C/A、QZS: L1-C/A, L1-

SAIF, LEX 
受信チャンネル数 L1: 12ch、L1-SAIF: 3ch、SBAS: 2ch、LEX: 3ch 
出力更新レート 1Hz / 5Hz 

受

信

ア

ン

テ

ナ 

型名 JAVAD 社：G5T 
周波数 1550〜1614MHz、1164～1300MHz 
アンテナ利得 4.0dB（1164～1300MHz、代表値） 
NF(雑音指数) 1.7dB（代表値） 
軸率 3.0dB（最大値） 
LNA利得 32±2dB 
外形寸法 140 mm × 140mm × 62mm （最大直径 165mm） 
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表 15-8 上り回線／下り回線のパラメータ 

 上り回線 下り回線 

周波数 1271MHz 

信号帯域幅 17.5 MHz 

複信方式 時分割複信（TDD） 

送信電力 25 W 12.5 W 

TDDフレーム長 2.2 ms （1.9 ms + 0.3 ms） ※UL長＋DL長 

伝送方式 
4×4 SVD-MIMO 

（受信ウェイト：MSE） 
2×4 STTC-MIMO 

空間多重数 2～4（適応制御） 2 

1次変調方式 
OFDM（シンボル長：56.33μs, FFT サイズ：1K(1024), 

GI 長：6.26μs） 

2次変調方式 
BPSK～1024 QAM 

（並列ビット数：10bit） 
16QAM 

送信アンテナ 

2 段コーリニア(垂直偏

波)×4 基、アンテナ利

得：5.2dB 

8 素子八木(垂直偏波)×2

基横並び配置、チルト角：

-10 度、アンテナ利得：12dB 

アンテナ高 3.5m 
都市部：約 35m、 

郊外部：約 20m 

   イ 実施模様 

    ① 都市部 

      ４Ｋ・８Ｋ用 FPUの基地局を東京都世田谷区（NHK放送技術研究所７階）、

地上高約 35m、測定ルートに対しアンテナチルト角をマイナス約 10 度とし

て設置するとともに、４Ｋ・８Ｋ用 FPU移動局を基地局から 1.8Ｋm離れた

地点に配置した。実験では、移動局の配置地点を中心として準天頂衛星受

信機を搭載した実験車を走行させ、準天頂衛星受信機の受信状況をモニタ

ーした。 

 
図 15-6 都市部野外実験における試験ルート 
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     FPU基地局地点から、準天頂衛星受信機を搭載した実験車を移動させたと

ころ、FPU 移動局の手前、約 900m の地点で干渉を受け始め、移動局を通り

過ぎて約 800m進んだ地点で干渉は解消した。なお、歩道橋下では衛星電波

が遮られるなど周囲の建物などの状況により準天頂衛星からの受信が影響

を受ける場合が見受けられた。 

     また、FPU移動局の送信を停止し、FPU基地局を単独で送信する構成とし

て基地局送信による影響を確認したところ、試験コースにおいて、衛星電

波の受信に干渉を受けることはなかった。 

     なお、FPU基地局（下り回線）の送信電力は最大値の半分、12.5Wとして

実験を行った。 

    ②郊外部 

     ４Ｋ・８Ｋ用 FPUの基地局を埼玉県比企郡吉見町役場庁舎５階・屋上（地

上高約 20m）に設営し、送受信アンテナは地表面とほぼ水平方向に設置した。

４Ｋ・８Ｋ用 FPU移動局は基地局から 2.2Km離れた地点に配置した。 

 

 
図 15-7 郊外部野外実験における試験ルート 

 
     FPU基地局地点から、準天頂衛星受信機を搭載した実験車を移動させたと

ころ、FPU移動局の手前、直線距離において約 1900mにおいて干渉影響を受

け、移動局を通り過ぎて約 1500m進んだ地点で干渉は解消した。 

     また、FPU移動局の送信を停止し、FPU基地局を単独で送信する構成とし

て基地局送信による影響を確認したところ、試験コースにおいて、衛星電

波の受信に干渉を受けることはなかった。 
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     なお、FPU基地局（下り回線）の送信電力は最大値の半分、12.5Wとして

実験を行った。 

   イ 野外試験の結果 

    （都市部） 

     上り回線：FPU移動局から離隔距離は 800～900mであった。 

     下り回線：FPU基地局からの干渉により、衛星電波の受信が途切れること

はなかった。 

    （郊外部） 

     上り回線：FPU移動局から離隔距離は 1500～1900m程度であった。 

     下り回線：FPU基地局からの干渉により、衛星電波の受信が途切れること

はなかった。 

     なお、FPU基地局（下り回線）の送信電力は最大値の半分 12.5Wとして実

験を行った。 

 
６ まとめ 
 （１）室内試験の結果について 

    室内実験において、準天頂衛星の送信信号が受信限界となる受信アンテナ

入力端の FPU電力に関して、現行 FPUからの干渉に比べて、４Ｋ・８Ｋ用 FPU

の上り回線（UL 長:1.91ms）、下り回線（DL長:0.28ms）からの干渉はそれぞ

れ-3dB、-37dBほど小さくなることを確認した。 

 （２）影響度について 

    衛星通信システム委員会報告（平成 28 年 6 月 30 日）で確認されている４

Ｋ・８Ｋ用 FPU の離隔距離等から算出する影響度については、同報告に記載

されている離隔距離および室内実験の結果、ビームフォーミング利得ほかか

ら離隔距離※を算出し、ロードレースごとのコース距離や都市部／郊外部の

区分け情報、使用時間などの統計データを考慮して試算したところ、影響度

は、0.0073%となった。 

    現行 FPU による影響度総和の 0.0052%と比べて、影響度の大きな増加は認

められないことから、引き続き、許容範囲内であると考えられる。 

    ※ 離隔距離の算出結果 

     （都市部） 

      上り回線の離隔距離=1296.5[m] 

      下り回線の離隔距離=28[m] 

     （郊外部） 

      上り回線の離隔距離=1921.3[m] 

      下り回線の離隔距離=41.5[m] 
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 （３）まとめ 

    FPU については、スポーツ中継や情報・報道番組中継等に利用されており、

基本的には最大出力を出さなければならない報道番組中継等を除き、４Ｋ・

８Ｋ用 FPU についても省電力機器の導入等が期待でき、その影響度合いは更

に小さくなることが見込まれる。 

    なお、高度化方式による双方向化により基地局からの送信が追加されたこ

とに関して、基地局送信に対して固定運用される準天頂衛星システム地上系

設備に対しては、その設置形態も考慮して、干渉が予想される場合は４Ｋ・８

Ｋ用 FPU 運用者と運用調整等について協議を行うことで共用可能であると考

えられる。 


